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 【本調査についての注記】 

○本資料は、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定。以下「閣議決定」という。）について、 
本年７月１日時点の実施状況等をとりまとめたものである。 

○「講ずべき措置」は、閣議決定から転記した。 

○「措置状況」の欄は、本年７月１日時点での実施状況について、以下の区分により整理した。 

   １ ・・・ 措置済み（継続的に実施するものを含む） 

   ２ ・・・ 一部実施・実施中    

   ３ ・・・ 未実施 
○「措置内容・理由等」の欄は、本年７月１日時点での実施状況について、具体的内容を記載した。 

○「今後の対応方針」の欄は、本年７月１日時点での今後の対応方針について、具体的に記載した。 

※ 様式で灰色になっているものは、平成 30 年度実施状況調査で「措置済み（１）」又は「－」とされていた事項 

※ 次年度以降の各項目の実施状況等については、本年７月１日時点で未措置となっているものを対象に、各法人が毎年公表する業務実績等報告書又は事業報告書の

中で記載 

令和元年 12 月 

総務省行政管理局 



 

独立行政法人制度の見直し ··············· 1 

 

（内閣府所管） 

国立公文書館 ··························· 8 

北方領土問題対策協会 ··················· 9 

 

（消費者庁所管） 

国民生活センター ······················ 10 

 

（総務省所管） 

情報通信研究機構 ······················ 11 

統計センター ·························· 12 

郵便貯金・簡易生命保険管理機構注１ ······ 13 

 

（外務省所管） 

国際協力機構 ·························· 14 

国際交流基金 ·························· 16 

 

（財務省所管） 

酒類総合研究所 ························ 18 

造幣局 ································ 19 

国立印刷局 ···························· 20 

日本万国博覧会記念機構注２ ·············· 21 

 

 

（文部科学省所管） 

国立特別支援教育総合研究所 ············ 22 

国立青少年教育振興機構 ················ 24 

国立女性教育会館 ······················ 28 

教員研修センター注３ ···················· 30 

大学入試センター ······················ 32 

国立科学博物館 ························ 33 

国立美術館 ···························· 35 

国立文化財機構 ························ 37 

日本芸術文化振興会 ···················· 40 

物質・材料研究機構 ···················· 43 

防災科学技術研究所 ···················· 44 

放射線医学総合研究所注４ ················ 45 

科学技術振興機構 ······················ 46 

日本学術振興会 ························ 48 

理化学研究所 ·························· 50 

宇宙航空研究開発機構 ·················· 51 

日本スポーツ振興センター ·············· 52 

日本学生支援機構 ······················ 55 

海洋研究開発機構 ······················ 57 

国立高等専門学校機構 ·················· 58 

大学評価・学位授与機構注５ ·············· 59 

国立大学財務・経営センター注５ ·········· 60 

日本原子力研究開発機構 ················ 61 

 

（厚生労働省所管） 

国立健康・栄養研究所注６ ··············· 62 

医薬基盤研究所注６ ····················· 63 

労働安全衛生総合研究所注７ ············· 64 

労働者健康福祉機構注７ ················· 65 

勤労者退職金共済機構 ·················· 67 

高齢・障害・求職者雇用支援機構 ········ 69 

福祉医療機構 ·························· 71 

国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 ·· 73 

労働政策研究・研修機構 ················ 74 

国立病院機構 ·························· 75 

医薬品医療機器総合機構 ················ 76 

年金・健康保険福祉施設整理機構注８ ····· 77 

年金積立金管理運用独立行政法人 ········ 78 

国立がん研究センター ·················· 80 

国立循環器病研究センター ·············· 81 

国立精神・神経医療研究センター ········ 82 

国立国際医療研究センター ·············· 83 

国立成育医療研究センター ·············· 85 

国立長寿医療研究センター ·············· 86 

 

 

 

 

目   次 



（農林水産省所管） 

農林水産消費安全技術センター ·········· 87 

種苗管理センター注９ ···················· 88 

農業・食品産業技術総合研究機構········· 89 

農業生物資源研究所注９ ·················· 90 

農業環境技術研究所注９ ·················· 91 

家畜改良センター ······················ 92 

水産大学校注 10 ·························· 93 

水産総合研究センター注 10 ················ 95 

国際農林水産業研究センター ············ 96 

森林総合研究所注 11・森林保険特別会計 ···· 97 

農畜産業振興機構 ······················ 99 

農業者年金基金 ······················· 101 

農林漁業信用基金 ····················· 103 

 

(経済産業省所管) 

経済産業研究所 ······················· 104 

工業所有権情報・研修館 ··············· 105 

日本貿易保険注 12・貿易再保険特別会計 ··· 106 

産業技術総合研究所 ··················· 107 

製品評価技術基盤機構 ················· 108 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 ···· 109 

日本貿易振興機構 ····················· 110 

情報処理推進機構 ····················· 112 

石油天然ガス・金属鉱物資源機構········ 113 

中小企業基盤整備機構 ················· 116 

 

（国土交通省所管） 

土木研究所 ··························· 119 

建築研究所 ··························· 120 

交通安全環境研究所注 13 ················ 121 

自動車検査独立行政法人注 13 ············ 122 

自動車安全特別会計・自動車検査登録勘定 

 ····· 123 

海上技術安全研究所注 14 ················ 124 

港湾空港技術研究所注 14 ················ 125 

電子航法研究所注 13 ···················· 126 

航海訓練所注 15 ························ 127 

海技教育機構 ························· 129 

航空大学校 ··························· 131 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構 ······· 133 

国際観光振興機構 ····················· 137 

水資源機構 ··························· 139 

自動車事故対策機構 ··················· 141 

空港周辺整備機構 ····················· 142 

都市再生機構 ························· 143 

奄美群島振興開発基金 ················· 146 

日本高速道路保有・債務返済機構 ······· 148 

住宅金融支援機構 ····················· 149 

（環境省所管） 

国立環境研究所 ······················· 151 

環境再生保全機構 ····················· 152 

原子力安全基盤機構注 16 ················ 153 

（防衛省所管） 

駐留軍等労働者労務管理機構 ··········· 154 

 

【注記】 

（注１）平成 31年４月に郵便貯金簡易生命保険管理・

郵便局ネットワーク支援機構に名称変更。 

（注２）平成 26年４月に廃止。 

（注３） 平成 29年４月に教職員支援機構に名称変更。 

（注４）平成 28 年４月に量子科学技術研究開発機構

に名称変更。 

（注５）平成 28 年４月に統合し、大学改革支援・学

位授与機構に改組。 

（注６）平成 27 年４月に統合し、医薬基盤・健康・

栄養研究所に改組。 

（注７）平成 28 年４月に統合し、労働者健康安全機

構に改組。 

（注８）平成 26 年４月に地域医療機能推進機構に改

組。 

（注９）平成 28 年４月に農業・食品産業技術総合研

究機構に統合。 

（注 10）平成 28 年４月に統合し、水産研究・教育機

構に改組。 

（注 11）平成 29 年４月に森林研究・整備機構に名称

変更。 

（注 12）平成 29年４月に特殊会社に移行。 

（注 13）平成 28 年４月に統合し、自動車技術総合機

構に改組。 

（注 14）平成 28 年４月に統合し、海上・港湾・航空

技術研究所に改組。 

（注 15）平成 28年４月に海技教育機構に統合。 

（注 16）平成 26年３月に廃止。 



1 

独立行政法人制度の見直し （様式）

１．法人の裁量、国の関与の度合い等に応じた法人の分類

措置状況 措置内容等

01 1

独立行政法人通則法の一部を改正する法律（平成26年法
律第66号）による改正後の独法通則法（以下「改正独法
通則法」という。）第２条及び第51条で措置済み。ま
た、改正独法通則法を踏まえた政省令も改正・策定済
み。

２．ＰＤＣＡサイクルが機能する目標・評価の仕組みの構築

措置状況 措置内容等

02 1
改正独法通則法第32条、第35条の６及び第35条の11で措
置済み。

03 1
改正独法通則法第32条、第35条の６及び第35条の12で措
置済み。

04 － －

05 1

総務省において、目標設定及び業績評価に関する政府統
一的な指針として、「独立行政法人の目標の策定に関す
る指針」及び「独立行政法人の評価に関する指針」を、
平成26年９月に策定し、措置済み。
さらに、法人の能力を政策課題の解決のために最大限活
用する観点等から、平成31年３月に両指針を改定。

（１）効率的かつ実効性のある評価体制の構築

主務大臣が法人の業績評価を実施する仕組みとする。これにより、主務大臣の下での政策のPDCAサイク
ルを強化するとともに、評価手続の効率化を図る。

－

主務大臣は、業績評価の結果、成果が不十分、事務・事業が非効率であることにより目標が達成できな
いおそれがある場合には、法人に対して業務運営の改善を命令することができるようにする。

－

主務大臣は、政策の実施部門である法人の業績評価結果を政策の企画立案部門である国の政策評価及び
政策への反映に活用する。また、政策評価の結果を当該政策体系下の実施部門である法人の業績評価及
び法人の組織や事業の見直しに活用する。

当該閣議決定に基づき、主務大臣において適切に実施してい
く。

講ずべき措置 今後の対応方針

　独立行政法人が実施する事務・事業には多様なものが含まれるが、現行制度では法人分類を設けてお
らず、多くのルールが全法人一律に適用されている。今後は、法人の政策実施機能の強化を図り、適切
なガバナンスを構築していくため、法人の事務・事業の特性に応じ、法人を分類することが必要であ
る。
　具体的には、業務に係る成果の最大化や質の向上に必要な目標管理の仕組みの在り方、業務運営にお
ける法人の裁量と国の関与の程度、業務の停滞が国民生活や社会経済に与える影響の度合い等を基に、
法人を以下の３つに分類し、各分類に即したガバナンスを構築する。
　① 中期目標管理により事務・事業を行う法人
　国民向けサービス等の業務の質の向上を図ることを目的とし、中期目標管理により高い自主性・自律
性を発揮しつつ事務・事業を行う法人（以下「中期目標管理型の法人」という。）
　② 中長期的な目標管理により研究開発に係る事務・事業を行う法人
　「研究開発成果の最大化」を目的とし、研究開発業務の長期性、専門性等に対応した特有の中長期的
な目標管理により研究開発に係る事務・事業を主要な業務として行う法人（以下「研究開発型の法人」
という。）
　③ 単年度の目標管理により事務・事業を行う法人
　国の相当な関与の下に国の行政事務と密接に関連した事務・事業を確実・正確に執行することを目的
とし、役職員に国家公務員の身分を付与した上で、国の単年度予算管理と合わせた単年度の目標管理に
より事務・事業を行う法人（以下「単年度管理型の法人」という。）
　法人の役職員の身分については、法人に高い自主性・自律性を発揮させた業務運営を行わせることに
より国民向けサービスの質の向上、業務の成果の最大化を実現するため、財務・会計面における運用と
同様、人事・給与面での柔軟かつ弾力的な運用ができるよう、非公務員とする。
　ただし、単年度管理型の法人は、その行う事務・事業が国の行政事務と一体的な進行管理により確
実・正確な執行が求められ、その業務の停滞は、国民生活又は社会経済の安定に直接かつ著しい支障を
及ぼすことから、争議行為の禁止など国家公務員と同様の厳しい服務を適用するため、その役職員は国
家公務員とする。
　中期目標管理型の法人、単年度管理型の法人のガバナンスは以下の２．から４．に記載するとおりで
あり、評価主体の変更や内部ガバナンスの強化などの事項は研究開発型の法人にも適用するが、研究開
発業務に特有の目標管理の仕組みの導入など研究開発型の法人に固有の事項は、５．で後述する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

（２）目標設定及び業績評価の在り方

総務大臣は、法人の業務の特性や類型を踏まえて、目標設定及び業績評価に関する政府統一的な指針
（基準や評語等）を策定する。
主務大臣は、法律や総務大臣が策定する指針に基づき目標設定を具体的に行うとともに、毎年度、評価
事務の効率化にも配慮しつつ、適正かつ厳正に業績評価を実施する。また、主務大臣は、目標案又はそ
の変更案を作成する際には、法人と十分に意思疎通を図るものとする。

今後も引き続き、当該指針に基づき、主務大臣において適切
に対応していく。
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06 1
（前段）
改正独法通則法第28条の４で措置済み。

07 1 改正独法通則法第32条及び第35条の６で措置済み。

08 1 改正独法通則法第35条及び第35条の７で措置済み。

09 1 改正独法通則法第35条の９及び第35条の11で措置済み。

10 1 改正独法通則法第35条の11第２項で措置済み。

11 1
改正独法通則法第29条、第32条、第35条の４、第35条の
６及び第35条の11で措置済み。また、改正独法通則法を
踏まえた関係政省令も措置済み。

12 1
（前段）
改正独法通則法第35条、第35条の２、第35条の７及び第
35条の８で措置済み。

13 1 改正独法通則法第12条の２及び第28条の２で措置済み。

14 1

（前段）
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う
関係法律の整備に関する法律（平成26年法律第67号。以
下「整備法」という。）第46条で措置済み。

第三者機関は、総務大臣の指針並びに評価の制度及び実施に関する重要事項を調査審議し、総務大臣又
は主務大臣に対して意見を述べることができることとする。

－

総務省の行政評価・監視の調査対象に法人を追加する。また、第三者機関が点検等の業務を行う場合に
は、総務省の調査結果や行政事業レビューによる点検結果を活用する。

（後段）
当該閣議決定に基づき、第三者機関が点検等の業務を行う場
合には、総務省の調査結果や行政事業レビューによる点検結
果を活用する。

主務大臣は、業務運営の効率化に関する事項については、毎年度の業績評価に加え、中期的にも評価を
実施する。

－

（４）第三者機関による業績評価結果等の点検、勧告等

第三者機関は、主務大臣の中期目標案及び中期目標期間に係る業績評価結果（単年度管理型の法人に
あっては、一定期間ごとに主務大臣が実施する業務運営の効率化に関する評価結果）を点検し、必要と
認める場合には、主務大臣に対して意見を述べることができることとする。

－

さらに、第三者機関は、中期目標期間終了時における業務及び組織全般にわたる見直し結果及び講ずる
措置内容を点検し、主要な事務・事業の改廃の勧告や、内閣総理大臣に対する勧告事項についての意見
具申ができることとする。また、法人の見直しが実効性あるものとなるよう、政府の行政改革関係部門
は適切に連携を図るものとする。

（後段）
当該閣議決定に基づき、政府の行政改革関係部門において適
切に連携を図る。

中期目標期間に係る業績評価の時期を早めることとし、最終年度において、前年度までの業績及び最終
年度の業績の見込みを対象に評価を行う仕組みとする。

－

主務大臣は、中期目標期間終了時における業務及び組織全般にわたる見直しの際には、業務継続の必要
性の検討にとどまらず、組織自体の存続の必要性を含め組織の在り方についても必ず検討を行い、所要
の措置を講ずるとともに、検討結果及び講ずる措置内容を公表する。

－

　②単年度管理型の法人における評価手続

主務大臣が毎年度、法人に対して目標を指示するとともに業績評価を実施するという単年度の目標管理
の仕組みを基本とする。

－

法人は、業績評価結果を活用し、主務大臣から指示された目標の達成に向け、計画の見直しなど必要な
業務運営の改善を図るとともに、業績評価結果の反映状況を毎年度公表する。主務大臣は、業績評価結
果を、中期目標期間終了時における業務及び組織全般にわたる見直し、次期中期目標期間における目標
設定や予算要求などの際に活用する。

（後段）
当該閣議決定に基づき適切に実施していく。

（３）法人分類に応じた評価手続の整備
　①中期目標管理型の法人における評価手続
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３．法人の内外から業務運営を改善する仕組みの導入

措置状況 措置内容等

15 1

（前段）
改正独法通則法第19条、第19条の２、第39条及び第39条
の２で措置済み。また、改正独法通則法を踏まえた関係
省令も措置済み。
（後段）
監事監査の指針及び会計監査の指針を改訂し、措置済
み。

16 1 改正独法通則法第28条で措置済み。

17 1 改正独法通則法第21条の４及び第25条の２で措置済み。

18 1
（前段）
改正独法通則法第21条、第21条の２及び第21条の３で措
置済み。

19 － －

20 1 改正独法通則法第20条で措置済み。

21 1
改正独法通則法第50条の４、第50条の５、第50条の６、
第50条の７、第50条の８、第50条の９及び第50条の11で
措置済み。

22 1
改正独法通則法第35条の３、第35条の８及び第35条の12
で措置済み。

４．財政規律、報酬・給与等の見直し、調達の合理化及び情報公開の充実

措置状況 措置内容等

23 1

運営費交付金の適切かつ効率的な使用の責務については
改正独法通則法第46条第２項で、制度の運用に当たって
の特性・自主性への配慮については、第３条第３項でそ
れぞれ措置済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

法人への運営費交付金が国民から徴収された税金を財源にしていることを踏まえ、法人に対し運営費交
付金を適切かつ効率的に使用する責務を課す。一方、制度の運用に当たり、独立行政法人の多種多様な
事務・事業の特性や業務運営における自主性に十分配慮することを明確化する。

－

（２）法人の役職員への再就職あっせん等に関する規制の導入

役職員が非公務員である法人の役職員に対し、再就職あっせん等に関する規制を導入する。 －

（３）主務大臣による事後的な是正措置

法人及び役職員の違法行為や不正行為、法人の著しく不適正な業務運営に対し、主務大臣が違法・不正
行為の是正、業務運営の改善の命令をそれぞれ行えるようにする。

－

中期目標の達成に責任を持たせるため、法人の長の任期を中期目標期間に対応させるとともに、監事の
地位や職務遂行の安定性を強化しつつ決算関連業務を考慮するため、監事の任期を中期目標期間の最終
年度の財務諸表承認日までとする。また、財務諸表の早期確定及び監事の任期の安定性を確保する観点
から、主務大臣は、法人からの財務諸表提出後、速やかに財務諸表をチェックし、特段の事情がない限
り、遅くとも８月末までには承認するよう努める。

（後段）
当該閣議決定に基づき、主務大臣において適切に実施してい
く。

会計監査人については、適格性を主務大臣がチェックした上で、監事の同意を得て継続して同一の会計
監査人を選任し、法人が複数年度にわたって同一の会計監査人と契約することも可能である。主務大臣
は、当該法人に対する監査のノウハウ継続による監査の質の向上を図る必要がある場合には、こうした
手法を活用する。

当該閣議決定に基づき、主務大臣において適切に実施してい
く。

役員の任命については、法人が適切に政策実施機能を発揮できる体制とするよう、説明責任を果たしつ
つ、適材適所の人材登用の徹底を図る。

－

（１）監事の機能強化等による法人の内部ガバナンスの強化

監事・会計監査人の調査権限を明確化するとともに、役員の不正行為等についての主務大臣等への報告
及び監査報告の作成を義務付ける。また、これに併せ、監事監査の指針や会計監査の指針を見直すほ
か、監事向けの研修・啓発の実施、主務大臣と監事との定期的な意見交換の実施、監事と会計監査人・
第三者機関等との連携強化、監事を補佐する体制の整備など、監事の機能の実効性を向上させるための
運用面での取組についても充実させることにより、監査の質の向上を図る。

当該閣議決定及びこれらの指針を踏まえ、各法人等において
適切に実施していく。

法人は、法令等を遵守しつつ業務の適正を確保するための体制を整備する。 －

役員に職務忠実義務及び任務懈怠に対する損害賠償責任を課し、業務運営上の義務と責任を明確化す
る。

－

講ずべき措置 今後の対応方針
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24 1
当該閣議決定に基づき、関係通知の様式を改訂し、措置
済み。

25 1
総務省において、効率化目標も含め、政府統一的な目標
の指針を平成26年９月に策定した。

26 － －

27 1

（前段・後段とも）
当該閣議決定を受けて、総務省から「独立行政法人の経
営努力認定について」を通知済み（平成26年６月27
日）。その後、認定の更なる弾力化等のため、平成30年
３月に「独立行政法人における経営努力の促進とマネジ
メントの強化について（平成30年３月30日）」を通知。

28 1
当該閣議決定を受けて、総務省から「次期中期目標期間
への積立金の繰越しについて」を通知済み（平成26年６
月27日）。

29 － －

30 1

会計基準について、法人分類を問わず、事業等のまとま
りごとに区分されたセグメント情報を求めるとともに、
業務達成基準を原則とする改訂を行い、措置済み。ま
た、平成29年9月に財務報告のより一層の活用を目的とし
た「独立行政法人の財務報告に関する基本的な指針」を
策定し、それに伴い「独立行政法人の事業報告に関する
ガイドライン」の設定（平成30年９月）等を実施。

31 1
会計基準について、単年度管理型の法人の会計上の取扱
いを改訂し、措置済み。

単年度管理型の法人の運営費交付金については、毎年度、見積りに基づき交付することとし、その上で
合理的な理由がある場合には繰越しを認めることとする。また、単年度の財政措置とすることに伴い、
運営費交付金の会計上の取扱い等について、会計基準を見直す。

改訂会計基準に基づき、各法人において適切に実施してい
く。

法人の積立金の処分については、中期目標期間をまたいで円滑に事務・事業を執行させるとともに、中
期目標期間の最終年度においても経営努力を促すため、繰越事由を拡大することとし、中期目標期間終
了時の積立金のうち、
・資材調達業者の倒産や震災の影響、共同研究の相手先の研究遅延など自己の責任でない事由により中
期目標期間内に使用できなかった場合
・中期目標期間の最終年度に経営努力認定に相当する事由がある場合
に該当するものについては、中期目標期間を超える繰越しを認めることとする。

－

法人の業務上の余裕金は、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）により、預金や国債のほか、主
務大臣が指定する有価証券等に限定して運用することとされている。しかし、資産運用を行うことを本
来の業務としている法人や個別法で例外規定を設けている法人を除けば、そもそも投機的な金融取引を
行ってまで収益を獲得することが求められているものではないため、主務大臣は、安全資産であること
を十分に確認して有価証券を指定するものとする。

当該閣議決定に基づき、主務大臣において適切に実施してい
く。

法人の会計基準について、損益均衡の仕組みを維持しつつ、事業等のまとまりごとに区分された情報を
充実するとともに、原則として業務達成基準を採用するなどの見直しを行う。また、法人における管理
会計の活用等により自律的マネジメントの実現を図る。

当該閣議決定及び改訂会計基準に基づき、主務大臣及び各法
人が適切に実施していく。

中期目標において主務大臣が指示する効率化目標については、各法人の事務・事業の実態やこれまでの
効率化努力等を踏まえ、画一的で硬直的な目標ではなく、法人ごとに適切な目標を設定するよう努め
る。

今後も引き続き、当該指針に基づき、主務大臣において適切
に対応していく。

法人の増収意欲を増加させるため、自己収入の増加が見込まれる場合には、運営費交付金の要求時に、
自己収入の増加見込額を充てて行う新規業務の経費を見込んで要求できるものとし、これにより、当該
経費に充てる額を運営費交付金の要求額の算定に当たり減額しないこととする。
また、法人の事務・事業や収入の特性に応じ、臨時に発生する寄附金や受託収入などの自己収入であっ
てその額が予見できない性質のものについては、運営費交付金の算定において控除対象外とする。
これらの取組のほか、事務・事業の特性や業績評価結果等も踏まえ、メリハリのある資源配分を行う。

当該閣議決定に基づき、主務大臣において適切に実施してい
く。

毎年度の剰余金の処理に当たり、法人の業務と運営費交付金の対応関係を明らかにした上で、運営費交
付金で賄う経費の節減により生じた利益の一定割合（原則として５割）を経営努力として認めるほか、
恒常的な業務であっても新たなテーマや工夫による取組について新規の利益と認め、前年度実績ではな
く過去の平均実績の利益を上回れば足りることとするなど、認定基準の要件を改善することとする。ま
た、速やかに認定手続を行うこととし、中期計画に定めた範囲で様々な使途に迅速に活用できることと
する。

－

国から事前に使途が特定されない運営費交付金の根幹を維持しつつも、各法人の事業等のまとまりごと
に予算の見積り及び執行実績を明らかにし、著しい乖離がある場合にはその理由を説明させることとす
る。ただし、予算の硬直化につながらないよう運用において十分に留意する。

当該閣議決定及び関係通知に基づき、各法人において適切に
実施していく。
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32 1
業績給等の実施状況の公表については、平成26年９月に
報酬・給与水準公表のガイドラインを改訂し、措置済
み。

33 － －

34 1
公表については、平成26年９月に報酬・給与水準公表の
ガイドラインを改訂し、措置済み。

35 1
改正独法通則法第50条の２、第50条の10、第52条及び第
57条で措置済み。

36 1
公表については、平成26年９月に報酬・給与水準公表の
ガイドラインを改訂し、措置済み。

37 1
公表については、平成26年９月に報酬・給与水準公表の
ガイドラインを改訂し、措置済み。

38 1
総務省において、業績勘案率の算定に関する新たなルー
ルを平成27年５月に策定し、措置済み。

39 1
総務省において、平成26年10月に随意契約によることが
できる具体的なケースを示し、平成27年５月に調達に関
する新たなルールを策定し、措置済み。

主務大臣は、法人の説明を検証し、その給与水準の妥当性について、判断理由とともに公表する。ま
た、国民の納得が得られないと認められる場合には、給与水準そのものの見直しなど適切に対応するよ
う、法人に要請する。総務省は、主務省から報告を受けて公表する。

当該閣議決定に基づき、各法人において適切に実施してい
く。
また、各法人が新たな報酬・給与水準公表のガイドラインに
則り、適切に実施していく。

また、役員の退職手当への業績反映について、現在、各府省評価委員会が認定するなどの仕組みとなっ
ているところ、この改革により各府省評価委員会が廃止されることから、今後は、主務大臣の責任の
下、今般の報酬・給与の弾力化の趣旨も踏まえ、透明性や説明責任を果たしつつ、業績を的確に反映す
ることができるような弾力的な仕組みとする。

―

各法人は、主務大臣や契約監視委員会によるチェックの下、一般競争入札等を原則としつつも、事務・
事業の特性を踏まえ、随意契約によることができる事由を会計規程等において明確化し、公正性・透明
性を確保しつつ合理的な調達を実施することとする。
総務省は、各法人において会計規程等の見直しを行うに当たり、特殊で専門的な機器の調達であり相手
方が特定される場合など、随意契約によることができる具体的なケースを各法人に示して、調達の合理
化の取組を促進するとともに、現行の随意契約見直し計画の枠組みや契約実績の公表について見直しを
行い、調達に関する新たなルールを策定する。

当該閣議決定に基づき、各法人において適切に実施してい
く。
また、随意契約によることができる具体的なケースを踏ま
え、各法人において会計規程等を適切に見直すとともに、調
達に関する新ルールに則り、引き続き調達の合理化・適正化
に努める。

各法人は、長の報酬水準が妥当であると判断する理由について、職務内容の特性、参考となる他法人の
事例等を用いて公表する。また、「お手盛り」とならないよう、監事等によるチェックを行うものとす
る。その上で、主務大臣は法人の説明を検証し、その結果を公表するとともに、国民の納得が得られな
いと認められる場合には、報酬額の見直しなど適切に対応するよう、法人に要請する。

当該閣議決定に基づき、主務大臣において適切に実施してい
く。
また、各法人が新たな報酬・給与水準公表のガイドラインに
則り、適切に実施していく。

法人の役職員の報酬・給与の支給基準の設定に当たり、役職員が非公務員である法人の役職員について
は職務の特性や国家公務員・民間企業の役員・従業員の報酬・給与等を勘案し、役職員が公務員である
法人の役職員については国家公務員の給与を参酌するなど、設定の考え方を具体的に明記する。

－

法人の給与水準については、法人の事務・事業の特性等を踏まえ当該事務・事業がより効果的かつ効率
的に実施されると見込まれる場合には、国家公務員より高い水準を設定することも可能とする。このよ
うな柔軟な取扱いにより、給与の水準や体系について法人の自由度を高める一方、透明性向上や説明責
任の一層の確保が重要であることに鑑み、法人は、総務大臣が定める様式により、給与水準を毎年度公
表するものとする。その際、法人の分類に応じ、
①　役職員が非公務員である法人については、国家公務員との比較に加え、当該法人と就職希望者が競
合する業種に属する民間事業者等の給与水準との比較など、当該法人が必要な人材を確保するために当
該給与水準とすることが必要である旨を、その職務の特性を踏まえながら説明するものとする。このう
ち、特に国家公務員と比べて法人全体の職員の給与水準が高い法人は、高い水準であることの合理性・
妥当性について、国民に対して納得が得られる説明を行うものとする。
②  役職員が公務員である法人については、国家公務員の給与を参酌して当該水準が妥当であると考え
る理由を説明するものとする。
監事による監査においても、給与水準を厳格にチェックするものとする。

当該閣議決定に基づき、各法人において適切に実施してい
く。
また、各法人が新たな報酬・給与水準公表のガイドラインに
則り、適切に実施していく。

独立行政法人の役職員の報酬・給与・退職手当は、人件費総額について国が中期計画の認可を通して関
与するものの、支給基準は主務大臣に届け出れば足り、職員数は法人の独自の判断で定めることができ
るなど、法人の自律的な運営が可能となっている。現行制度下においても、各法人の判断で、年俸制を
含めた業績給など、事務・事業の特性に応じたより柔軟な報酬・給与制度の導入が可能である。
しかしながら、現実には柔軟な報酬・給与制度の導入が進んでいないため、各法人において業績給等の
実施状況を公表させ、その導入を促進する。
また、職員表彰や賞与の一部を活用した報奨金制度の導入、成績不良者に対する厳正な対応の実施な
ど、信賞必罰の考え方の下、業績評価を反映する取組を実施することにより、業績の向上や業務の効率
化を促進する。

業績評価を反映する取組の実施については、当該閣議決定に
基づき、主務大臣において適切に実施していく。
また、各法人が新たな報酬・給与水準公表のガイドラインに
則り、適切に実施していく。

法人の長の報酬については、法人の事務・事業の特性を踏まえ当該人物が長に就任することにより法人
の事務・事業がより一層効果的かつ効率的に実施されると見込まれ、かつ、当該人物の能力・経歴・実
績等にふさわしい水準の報酬を設定する必要がある場合には、事務次官の給与より高い水準の報酬を設
定することも可能とする。ただし、主務大臣による長の任命に際して報酬水準の妥当性を十分に検証す
るものとする。また、毎年度の長の報酬額を法人が決定する際には、法人の業績評価を十分に勘案する
ものとする。

当該閣議決定に基づき、主務大臣や各法人において適切に実
施していく。
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40 1
当該閣議決定に基づき、関係通知の様式を改訂し、措置
済み。

41 1
平成26年９月に報酬・給与水準公表のガイドラインを改
訂し、措置済み。

42 1 改正独法通則法第28条の４で措置済み。

５．研究開発型の法人への対応　

措置状況 措置内容等

43 1 改正独法通則法第２条第３項で措置済み。

44 1
改正独法通則法第２条第３項及び第４条第２項で措置済
み。

45 1 改正独法通則法第35条の４第２項で措置済み。

46 1 改正独法通則法第28条の２及び第28条の３で措置済み。

47 1
改正独法通則法第35条の４第４項及び第５項、第35条の
６第６項並びに第35条の７第２項で措置済み。

48 1 改正独法通則法第35条の４第１項で措置済み。

49 1
業績給等の実施状況の公表については、平成26年９月に
報酬・給与水準公表のガイドラインを改訂し、措置済
み。

50 － －

51 1
公表については、平成26年９月に報酬・給与水準公表の
ガイドラインを改訂し、措置済み。

給与水準は、研究開発業務の特性等を踏まえ、当該業務がより効果的かつ効率的に実施されると見込ま
れる場合には、国家公務員より高い水準を設定することも可能とする。こうした柔軟な取扱いにより、
透明性の向上や説明責任の一層の確保が重要となることに鑑み、給与水準を毎年度公表する際には、必
要な人材を確保するために当該給与水準とすることが必要である旨を、研究職員の特性を踏まえながら
説明する。

当該閣議決定に基づき、各法人において適切に実施してい
く。
また、各法人が新たな報酬・給与水準公表のガイドラインに
則り、適切に実施していく。

中期目標期間を長期化し、最大７年とする。 －

また、運用については、抜本的に見直しを行い、研究開発成果の最大化に資するため、以下の運用改善
を行っていくこととする。
報酬・給与については、現行制度下においても、各法人の判断で、年俸制を含めた業績給など、より柔
軟な報酬・給与制度の導入が可能であり、こうした業績給等の実施状況の公表により、その導入を促進
する。

業績評価を反映する取組の実施については、当該閣議決定に
基づき、主務大臣において適切に実施していく。
また、各法人が新たな報酬・給与水準公表のガイドラインに
則り、適切に実施していく。

法人の長の報酬については、研究開発の特性を踏まえ当該人物が長に就任することにより法人の研究開
発業務がより一層効果的かつ効率的に実施されると見込まれ、かつ、当該人物の能力・経歴・実績等に
ふさわしい水準の報酬を設定する必要がある場合には、事務次官の給与より高い水準の報酬を設定する
ことも可能とする。ただし、主務大臣による長の任命に際して報酬水準の妥当性を十分に検証するもの
とする。また、毎年度の長の報酬額を法人が決定する際には、法人の業績評価を十分に勘案するものと
する。

当該閣議決定に基づき、主務大臣や各法人において適切に実
施していく。

研究開発成果の最大化という目的に鑑み、主務大臣が定める中期目標に記載すべき事項として、研究開
発成果の最大化に関することを追加するものとする。

－

研究開発業務に係る目標設定や業績評価については、総合科学技術会議が研究領域の特性や国際的な水
準等を踏まえて指針を策定し、総務大臣は、当該指針を目標設定及び業績評価に関する指針に反映する
こととする。主務大臣は、総務大臣が定める目標設定及び業績評価に関する指針に基づいて、目標設
定・評価を行う。

－

研究開発業務の専門性に鑑み、主務大臣が行う中期目標設定や業績評価、中期目標期間終了時における
業務及び組織全般にわたる見直しの際には、主務大臣の下に設置する研究開発に関する審議会が科学的
知見や国際的水準に即して適切な助言を行う。また、同審議会は、必要に応じ、外国人有識者を委員と
することも可能とする。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

（１）研究開発型の法人に共通に講ずるべき措置

研究開発型の法人について、上記２．から４．までの中期目標管理型の法人に対する措置内容を適用し
つつ、法律事項としてはさらに以下を規定する。
独立行政法人通則法の下、研究開発に係る事務・事業を主要な業務として実施する法人を研究開発型の
法人として位置付け、中期目標管理型の法人、単年度管理型の法人とは異なるカテゴリーの独立行政法
人であることを明確化する。

－

研究開発型の法人が、研究開発等に係る方針に基づき、大学又は民間企業が取り組みがたい課題に取り
組む法人であることを明示するため、「国立研究開発法人」（仮称）という名称を付し、法人の目的は
「研究開発成果の最大化」であることを明示する。

－

各法人の事業等のまとまりごとに、予算の見積りを年度計画に、執行実績を事業報告書に添付・公表す
ることとし、著しい乖離がある場合にはその理由を説明する。

当該閣議決定及び関係通知に基づき、各法人において適切に
実施していく。

各法人において、職務段階、年齢、家族構成等について一定の仮定を置いて算出したモデル給与、業績
給導入実績の推移や業績給導入による給与実態等を公表する。

各法人が新たな報酬・給与水準公表のガイドラインに則り、
適切に実施していく。

法人は、業績評価結果の業務運営や予算等への反映状況について、毎年度公表する。
改正法の規定及び当該閣議決定に基づき、各法人において適
切に実施していく。
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52 －

総務省において、「独立行政法人の目標の策定に関する
指針」及び「独立行政法人の評価に関する指針」を平成
26年９月に策定し、措置済み。
さらに、平成31年３月に両指針を改定し、課題解決型の
目標に係る目標設定・評価の手法を提示。

53 1

総務省において、平成26年10月に随意契約によることが
できる具体的なケースを示し、平成27年５月に調達に関
する新たなルールを策定し、措置済み。
なお、特定国立研究開発法人における調達に関しては、
研究開発に直接関係する物品・役務の調達に限り、研究
開発成果の早期発現及び向上が期待でき、かつ、競争性
及び透明性が確保された新たな随意契約方式（特例随意
契約）を平成29年３月に創設した。

54 －

研究開発型法人に係る経営努力認定に関し、認定の更な
る弾力化等のため、平成30年３月に「独立行政法人にお
ける経営努力の促進とマネジメントの強化について（平

成30年３月30日）」を通知。

55 1

　総合科学技術・イノベーション会議や主務大臣による
強い関与や業務運営上の特別な措置等を定めた「特定国
立研究開発法人による研究開発等の促進に関する特別措
置法」が平成28年５月に成立(同年10月施行)。同法で物
質・材料研究機構、理化学研究所、産業技術総合研究所
の３法人を指定。
　また、同法に基づき、「特定国立研究開発法人による
研究開発等を促進するための基本的な方針」を平成28年
６月に閣議決定（平成29年３月改定）した。

上記のほか、２．から４．において、効率化目標の設定や自己収入の取扱い、経営努力認定、中期目標
期間を超える繰越し等について柔軟化を図ることとなっており、研究開発型の法人についても、研究開
発の特性を踏まえた柔軟な運用を行うこととする。

当該閣議決定に基づき、主務大臣や各法人において適切に実
施していく。

(2) 世界的な研究開発成果の創出を目指す法人に対する措置

研究開発型の法人のうち、国家戦略に基づき、国際競争の中で、科学技術イノベーションの基盤となる
世界トップレベルの成果を生み出すことが期待される法人については、総合科学技術会議、主務大臣及
び法人が一体となって科学技術イノベーション政策に取り組んでいくことが必要であり、そのために
は、他の研究開発型の法人よりも、総合科学技術会議や主務大臣の関与を強めることが重要である。ま
た、こうした法人に対し、その特性に応じた業務運営上の必要な配慮を行っていく場合、その指針等に
ついてできるだけ法律で規定していくことは望ましい。
○　一方で、こうした法人についても、他の独法と同様に、透明性やガバナンス・効率性を適正に確保
していくことが重要であり、事業中立的な総務大臣による横串の視点からのチェックを行うことが必要
である。
○　こうした観点から、科学技術イノベーションの基盤となる世界トップレベルの成果を生み出す創造
的業務を担う法人を「特定国立研究開発法人（仮称）」として位置付け、総合科学技術会議・主務大臣
の強い関与や業務運営上の特別な措置等を別途定めることとし、具体的な措置は、内閣府・総務省共管
の別法によることとする。別法の対象法人については、極力少数に限定することとする。
○　別法には以下を含めた事項を盛り込むこととする。
・研究開発の特性を踏まえた運用を行う。
・主務大臣が法人と一体となった運営を可能とするため、主務大臣が、法人に対し、状況の変化に応じ
た的確な指示を出すことを可能とする。
・主務大臣は、法人に対し、中期戦略目標（最大７年）を提示することとし、記載事項は、①研究開発
成果最大化に関する事項、②法人の長のマネジメントに関する事項、③研究開発活動の改善及び効率化
に関する事項等とする。なお、主務大臣が中期戦略目標を設定する際は、科学技術基本計画等の国家戦
略に基づいた目標を設定すること、「研究開発成果最大化に関する事項」については課題解決型の目標
設定とすること、「研究開発活動の改善及び効率化に関する事項」については、研究開発の特性に配慮
したものとすることが必要である。
・総合科学技術会議は、主務大臣の中期戦略目標設定及び中期戦略目標終了時の見直し等に関して、国
家戦略の実現の観点から、適切な関与を行う。
・法人は自己評価を毎年度実施し、主務大臣に結果を報告する。
・法人の長は、国際競争力の高い人材の確保を図るとともに、職員の能力を最大限発揮させるため、処
遇を含め人事制度の改革、柔軟な給与設定等の必要な措置を講じ、研究開発成果を最大化できる研究体
制を構築するよう努める。
・法の施行状況等を踏まえ、特定国立研究開発法人の対象を含め、法制度の在り方の見直しを行う旨を
規定する。

　「特定国立研究開発法人による研究開発等の促進に関する
特別措置法」及び「特定国立研究開発法人による研究開発等
を促進するための基本的な方針」に基づき、関係機関と物
質・材料研究機構、理化学研究所及び産業技術総合研究所が
緊密に連携して適切に実施していく。

目標設定については、総務大臣が示す目標設定及び業績評価に関する指針において、課題解決型の目標
設定も可能であることを明示する。業績評価についても、過去の活動の達成度評価のみではなく、そこ
までの成果が更に将来どのような成果に結びつくのかという将来を見越した評価とするなど、必ずしも
定量的実績にとらわれない評価も可能であることを明示する。

－

研究開発等に係る物品及び役務の調達に関する契約等に係る仕組みを改善し、各法人は、主務大臣や契
約監視委員会によるチェックの下、一般競争入札等を原則としつつも、研究開発業務を考慮し、総務省
が示す随意契約によることができる具体的ケースを踏まえ、随意契約によることができる事由を会計規
程等において明確化し、公正性・透明性を確保しつつ合理的な調達を可能とする。
総務省は、特殊で専門的な研究開発機器の調達であり相手方が特定される場合や緊急的な調達など、随
意契約によることができる具体的なケースを各法人に示して、調達の合理化の取組を促進する。また、
現行の随意契約見直し計画の枠組みや契約実績の公表について見直しを行い、調達に関する新たなルー
ルを策定する。

当該閣議決定に基づき、各法人において適切に実施してい
く。
また、随意契約によることができる具体的なケースを踏ま
え、各法人において会計規程等を適切に見直すとともに、調
達に関する新ルールに則り、引き続き調達の合理化・適正化
に努める。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 2

国立公文書館の組織の在り方については、独立行政法人改革全般の動きに加え、
「公文書管理の適正の確保のための取組について」（平成30年７月20日行政文書の
管理の在り方等に関する閣僚会議）や「新たな国立公文書館建設に関する基本計
画」（平成30年３月30日内閣府特命担当大臣決定）を踏まえながら、内閣府が行う
公文書管理の適正化に係る取組や新館関係業務に協力するとともに、新館における
体制等についても検討を進めていく。

02 2
国立公文書館の組織の在り方については、独立行政法人改革全般の動きを見据えつ
つ、法の施行状況や立法府・司法府との関係性も踏まえ、論点の整理や基本的な考
え方の検討を進めていく。

03 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

05 3
共同調達の可能な案件や共同調達の相手方法人について検討したところであるが、
調達件数も少なく、その規模も小さいことから、現在のところ共同調達の実施に
至っていない。

06 2
既存の事務・事業に係る業務フローや事務処理手順上の課題の洗出しを行い、効率化を進
めた。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共同調達や間
接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振り分け等を可能にし、
全体としての業務の最適化を図る。

共同調達の可能性について引き続き検討を行う。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引き」（平成
25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フローやコストの分析を行
い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図る。

既存の事務・事業に係る業務フローや事務処理手順上の課題の洗出しについて
引き続き検討を行う。

立法府、司法府からの文書移管が拡大する場合には、文書管理の事務量に応じた負担の均衡
を踏まえた体制の整備を検討する。

引き続き、論点の整理や基本的な考え方の検討を進めていく。

組織の見直しを踏まえた新たな組織への移行が確定するまでの間は、従来の法人形態を維持
し、単年度管理型の法人とする。

-

講ずべき措置 今後の対応方針

公文書等の管理に関する法律（平成21年法律第66号）附則で定める法施行後５年を目途とす
る見直しの中で、法の施行状況や立法府、司法府との関係等も踏まえつつ、組織の在り方に
ついて幅広く検討を行う。

引き続き、論点の整理や基本的な考え方の検討を進めていく。

講ずべき措置 今後の対応方針

所管 法人名 国立公文書館内閣府０１Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 3
共同調達の可能な案件や共同調達の相手方法人について検討したところであるが、
調達件数も少なく、その規模も小さいことから、現在のところ共同調達の実施に
至っていない。

03 1
北方領土隣接地域に保有する啓発施設２施設の管理について、コスト分析を行い、
地元自治体に無償又は実費負担により委託し、経費削減を図っている。

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

共同調達の可能性について引き続き検討を行う。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

左記を引き続き実施。

中期目標管理型の法人とする。 -

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

所管 法人名 北方領土問題対策協会内閣府０２Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

・閣議決定を受けて、平成26年３月より「国民生活センター相模原事務所研修施設
の活用に関する懇談会」を４回開催し、同年８月に報告書をとりまとめた。

・同懇談会において、
①消費者教育推進法の施行及び消費者安全法の一部改正等により、研修ニーズが近
年高まっている。これらを踏まえた研修計画の策定・実施により、稼動率の上昇が
見込まれる
②外部施設を利用するよりも研修施設を利用した方が、１年間、長期ともにコスト
減となる
③研修施設では、学習効果の高い事例検討型・参加体験型の研修が実施可能である
とともに、研修終了後の受講者同士の交流や情報交換が促進される
④研修施設で効果的な研修を行うためには、インターネット接続環境等の整備が必
要である
⑤同研修施設が所在する地区一帯については、相模原市が公園利用や公的利用を前
提としているため、民間への施設の売却は困難
との結果がとりまとめられたことから、国民生活センターが効果的な研修を行うた
め、必要な研修環境の手当てを行った上で、相模原研修施設を再開することとす
る。

03 1 引き続き東京事務所において業務を実施している。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1

商品テストについて、製品評価技術基盤機構（NITE)、農林水産消費安全技術セン
ター（FAMIC)、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所（NIBIOHN）と連携を
図り、それぞれの機関が保有する専門的な知見や技術・技能等を活用し、確実かつ
効率的に商品テストを実施しているが、共同調達や間接業務の共同実施については
他法人との場所等の制約のため現時点では実施していない。
なお、平成27年度より、宇宙航空研究開発機構（JAXA）と相模原事務所宿泊施設の
利用について連携を図っている。

05 1

教育研修事業のうち、従来は郵送及びFAXにより行っていた研修講座の案内・申し込
み・受付等業務について業務量等を分析・検討した結果、平成27年度から研修コー
ス数が増加することにより、当該事務作業・コストが増大することが予想されたた
め、平成27年度よりＷＥＢシステムにより実施することとし、民間委託をしてい
る。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

平成27年度から研修講座の案内・申し込み・受付等をＷＥＢシステム化
し、効率化を図った。平成28年度以降も引き続きWEBシステムを活用し、利
便性等の向上に努めている。
その他の事務・事業については、業務フロー等の分析を開始し、その結果
に基づき、業務改善を順次実施する。その際には、「独立行政法人通則
法」第28条第2項を踏まえ、リスク分析・評価をあわせて実施する。

相模原研修施設の再開については、施設の利用見込み、長期を含めたコスト等を総合的に勘
案した上で、平成26年夏までに結論を得る。

必要な研修環境の手当てを行った上で研修施設を再開するとともに（平成27年5
月）、以下の方策を引き続き実施していく。

稼働率の維持・向上のため以下の①～③を行う。
　①達成すべき数値目標の設定・公表
　②達成状況の確認・検証・公表
　③多くの受講対象者が研修に参加できるような方策の検討・実施

研修施設全体の収支改善のため以下の①～③を行う。
　①受講料、宿泊料の適正化
　②一般利用者への貸出しの活用
　③建物管理等における民間委託の更なる活用

東京事務所については、同事務所が合築されている建物に所在する品川税務署の移転計画が
撤回されたことから、引き続き同事務所において業務を実施する。

-

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、ＮＩＴＥ、ＦＡＭＩＣ、ＮＩＢＩＯＨＮと連携を図り効率的な
商品テストを実施する。共同調達や間接業務の共同実施については、他法
人との場所等の制約のため現時点では実施していないが、実施可能性につ
いて引き続き、検討を進める。
また、平成27年度より開始したＪＡＸＡとの相模原事務所宿泊施設の利用
の連携については、引き続き実施する。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 -

所管 法人名 国民生活センター消費者庁０３Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

○産業技術総合研究所
連携協力のための意見交換を２回実施した。
また、先端光技術の応用に関する国際シンポジウムを2019年6月16～19日米国ナパにお
いて共同で開催した。以後、連携協力のための意見交換を含め、シンポジウムの開催
における協力関係を継続することとした。

○情報処理推進機構
情報通信研究機構が開発・所有する解析エンジンにて情報処理推進機構から提供する
ウイルス検体を解析し情報共有する連携協力を実施中。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

03 1
交付決定時の助成事業者説明会において、予算の適正な執行のための手続き等を説
明、また交付後の調査を実施し、法令遵守体制の確保に努めた。

04 1

補助金の不正受給・不正使用を行った補助事業者に対しては、補助金等適正化法に基
づき交付決定の取消や返還命令がなされることとなる。また、補助事業者向けに事
務・経理処理を解説する「助成金に関し事業者が遵守すべき事務・経理処理事項につ
いて(NICT産業振興部門通知）」では、「不正行為等に対する措置」として、交付決定
の取消、助成金の返還、不正事案として公表することがある旨が定められており、平
成26年７月にNICTのホームページにおいて、補助事業者名等を公表するなどの制裁措
置について周知を行った。

05 1
情報バリアフリー助成、字幕番組、解説番組等制作促進助成について、助成金の制度
内容等を紹介するＮＩＣＴウェブサイトに既に掲載済み。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

06 1

海外事務所を有する他法人と情報共有を行うこと等により連携を強化し、パリ事務所
については日本原子力研究開発機構との共用化（平成23年４月）に続き、宇宙航空研
究開発機構及び科学技術振興機構と事務所共用化の準備を進め、平成25年７月から共
用事務所を借り上げ、平成26年２月までに４法人の共用化を完了し、借上げ費用の削
減を行った。

07 1

平成23年度から既存の事務・事業について見直し検討を行い、「情報システムの運用
に係る業務」について「公共サービス改革基本方針」に基づく「民間競争入札」に付
すことを平成24年度に決定した。実施に当たり、当初３拠点を統合して同業務を外部
委託することとしていたが、平成25年度に現状を踏まえた業務等の分析を行い、事
務・事業の質の維持、効率性及び外部委託の拡大等について再度見直しを行った結
果、拠点数を拡大した上で「情報システム運用のための総合サービス業務」として平
成26年度から２年間の外部委託を実施済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

情報通信分野における研究開発をより効果的・効率的に進めていく観点から、産業技術総合研
究所及び情報処理推進機構との連携協力を一層強化する。

講ずべき措置を踏まえ、左記の措置内容の取組を着実に推進し、より一層連
携協力を強化する。

講ずべき措置 今後の対応方針

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令遵
守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

措置済み

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

措置済み

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等適
正化法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により補助
金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行われ、ま
た場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記載し周知
する。

措置済み

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共同
調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振り分
け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

共同調達等について、他機関における実施状況を踏まえつつ、連携強化の可
能性を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フロー
やコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図る。

運営状況等の分析を行い、その結果を踏まえて業務内容の見直し、改善等を
図る。

所管 法人名 情報通信研究機構総務省０４Ｎｏ
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布、平成27年４月１
日施行。

02 2

主務省が提示した目標においては、新たに対応が必要となる業務に係る人員を除き、
令和４年度末の常勤役職員数を平成29年度末の常勤役職員数644人の８割以下とするこ
とを目標としている。30年度は統計センターが定める事業計画において年度末の常勤
役職員数684人(新たに対応が必要となる業務に係る人員66人を含む)以下を目標とし、
これを達成した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 2
共同調達については、既に総務省統計局や総務省本省等と合同して調達を実施し、経
済性及び事務効率性の向上を図っている。

04 2

製表業務について業務フロー・コスト分析を行った結果について、第148回官民競争入
札等監理委員会（平成26年12月17日）において「『統計センターが実施している業
務』については、分析の結果、既に民間事業者、システム等を活用した効率的な事業
実施を検討しているなど、改善の取組が確認されることから、引き続き、自らの取組
に委ねることとする。」との回答を得ており、昨年度に引き続き、自らの取組によ
り、業務改善を図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

単年度管理型の法人とする －

国として真に必要な業務の実施に支障が生じないよう配慮しつつ、民間委託等を一層推進して
更なる効率化を図ることにより、平成25年度から平成34年度末までの10年間に常勤役職員数の
320人の削減を図る。

主務省から提示された平成31年度年度目標を踏まえ、令和４年度末までに人
員の削減を図る。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共同
調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振り分
け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、共同調達を行うとともに、業務の性格に応じた機能的な組織体制
の整備や人員の重点的配置を行うことにより、業務の最適化を図る。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フロー
やコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図る。

官民競争入札等監理委員会の回答を踏まえ、自らの取組により、業務改善に
取り組んでいく。

所管 法人名 統計センター総務省０５Ｎｏ

該当なし

所管 法人名 統計センター総務省０５Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 3

現時点では、機構には、引き続き、独立行政法人として、旧契約（民営化前に預入が
行われた定期性の郵便貯金及び民営化前に契約された簡易生命保険）を適正かつ確実
に管理し、これらに係る債務を確実に履行させる。

【理由】
　機構は、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法により「日本郵政公社か
ら承継した郵便貯金及び簡易生命保険を適正かつ確実に管理し、これらに係る債務を
確実に履行」することを目的として設置された。
　旧契約に係る債務については、機構を設立した平成19年から減少しているものの、
平成30年度末時点においても依然その水準は高い。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 2
共同調達については、平成30年4月から総務省本省等と合同してPPC用紙の調達を実施
し、経済性及び事務効率性の向上を図っている。

04 2

　法改正に伴い追加された郵便局ネットワーク支援業務については、平成30年度末ま
でに必要な機構の体制の整備や規程類等の整備、各社との連携態勢の確立を行い、円
滑かつ確実に実施するための基盤を整え、効率的に事務処理を実施できるようにし
た。
　この業務の追加のみならず、機構法改正への対応（名称変更等）、支援部支援課及
び監査室の設置、内規の大幅な見直しなど組織体制の変更等に対応するための業務量
の増大により人員不足が見込まれたため、平成30年度中は機構全体として業務の平準
化（広報業務の所掌見直し等)、各課における事務処理の効率化などに取り組んだ。
　また、令和元年度は、貯金部における派遣職員を1名削減した。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

将来的には、管理する債務の減少の状況等を見据えた上で、本法人の解散について検討を行
い、必要な措置を講ずる。

郵便貯金管理業務及び簡易生命保険管理業務については、将来的に、機構の
管理する債務の減少の状況等を見据えた上で、必要な検討を行い、措置を講
じる。
なお、機構法改正に伴い平成30年8月に郵便局ネットワーク支援業務が追加さ
れ、平成31年4月から当該業務の交付金の交付等を実施している。

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共同
調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振り分
け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

立地条件、会計基準・調達基準等に配慮しつつ、他の法人の取組事例を参考
にしながら、今後検討してまいりたい。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フロー
やコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図る。

令和元年7月以降においても継続的に検証を行い、見直しを図る。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

所管 法人名 郵便貯金・簡易生命保険管理機構総務省０６Ｎｏ

該当なし

所管 法人名 郵便貯金・簡易生命保険管理機構総務省０６Ｎｏ

該当なし

Ｈ19（設立時） Ｈ30年度末

郵便貯金残高 131兆5,880億円 1兆2,524億円

簡易生命保険契約数 6,174万件 1,276万件

※平成31年4月1日に郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に名称変更
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

・外務省・経済産業省・国土交通省による「国際業務型独立行政法人の海外事務所
の機能的な統合について　最終とりまとめ」(平成24年9月)の趣旨に添い、共用化又
は近接化を進めている。
・具体的には、各拠点の契約更新や移転等を検討するに際し、共用化又は近接化に
向けた検討や物件調査を行っている。(平成26年度は、パリにおいてJICAの移転によ
る日本貿易振興機構（JETRO）との2法人の近接化を、ハノイにおいてJICAの移転に
よる国際交流基金(JF)及びJETROの3法人の近接化を達成した。平成27年度は、中国
において国際観光振興機構（JNTO）がJICAと同じ建物内に入居した。平成28年度
は、モロッコ事務所の移転に際し、JETROラバト事務所との距離を近接化させた。)
・第4期中期目標においても、引き続き共用化又は近接化を進めることを明記してい
る。

03 1

海外拠点の法令順守強化へ向けた取組を平成25年度より継続している。平成28年度
の主な取組は以下の通り。
・不正腐敗事案に対する機構内の意識及び取組を強化するため、在外拠点に赴任す
る職員に対する研修を計12回実施し、コンプライアンス・マニュアルの大幅改訂を
行い、国内・在外全拠点へ配布した（日本語：平成27年度、英語・フランス語・ス
ペイン語：平成28年度）。コンプライアンス・マニュアルの内容の理解度を確認す
るためのウェブ研修を実施し、在外事務所を含む2,337人が受講した（平成28年
度）。
・在外拠点における適切な調達手続きおよび体制の確保を目的として、在外34拠点
に対して出張による調達支援を実施した。また、財務部職員等による経理巡回指導
を在外54拠点に対して実施した（平成28年度）。
・在外拠点を含む全部署において部署別のリスク項目見直し作業を実施。リスク傾
向や特徴を分析し、事故の再発防止・リスク低減に向けた周知、注意喚起等を行っ
た（平成28年度）。
・ODA事業関係者と相手国政府・実施機関の意識向上を目的に、名刺大の携行カード
「Anti-Corruption Policy Guide（不正腐敗防止ポリシーガイド）」を外務省と
JICAの連名で作成・配布し、同ポリシーガイドの紹介や不正腐敗防止に関する取り
組みを説明するODA関係企業向け説明会を実施した（平成28年度）。
・第4期中期目標においても、本部だけでなく海外拠点における法令遵守体制の強化
を明記して設定した。

04 1
地域における国際協力の結節点としての機能を強化し、民間企業、NGO、地方自治
体、大学等との多様なパートナーとの連携を促進している。また、国内拠点の施設
利用状況を第4期中期目標の指標に設定した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 1

地域における国際協力の結節点としての機能を強化し、民間企業、NGO、地方自治
体、大学等の多様なパートナーとの連携を促進し、国内拠点の施設の利用者数の増
加を図っている。また、国内拠点の施設利用状況を第4期中期目標の指標に設定し
た。

保有施設について、その必要性を不断に見直すとともに、更なる利用促進に向けた取組を実
施し、施設の稼働率の向上を図る。

措置済み

本法人と国際交流基金、日本貿易振興機構及び国際観光振興機構の海外事務所は、事業の連
携強化等を図るため、現地における事務所及び所員の法的地位等を保持することに留意し、
共用化又は近接化を進める。

措置済み

研修施設の更なる利用促進に向けた取組を行い、稼働率の向上を図る。 措置済み

政府開発援助の事業が適正かつより効果的に実施されるよう、本部だけでなく海外事務所に
おいても、法令遵守体制を更に強化する。

措置済み

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

所管 法人名 国際協力機構外務省０７Ｎｏ
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06 －

JICAが国内に有する研修施設は、JICA機構法第13条１項に基づき、政府開発援助
（ODA）の一環として、開発途上国の行政官・技術者等に対して、技術研修を行うた
めの施設であり、研修施設を使って自己収入の拡大を図るための措置を講ずること
は困難。JICAが実施する国民参加型事業等に参加する市民等から使用料を徴取して
いるケースもあるが，こうしたケースは研修施設利用という観点からはあくまでも
付随的なものであり，自己収入の拡大を図ることは困難。

07 1

国内拠点施設の運営管理における市場化テスト導入に関し、平成25年度にはJICA横
浜センターで、平成26年度には東京国際センター、筑波国際センターで、平成27年
度には市ケ谷ビルで、平成28年度は「JICA地球ひろば（市ヶ谷）」で、市場化テス
トを実施した他、市場化テストを通じて取り組んだ各種改善事項を、他国際セン
ターにおける施設管理・運営契約に反映させている。

08 1
国内拠点の利用者数を第4期中期目標の指標に設定しており、業績評価の枠組みで引
き続きモニタリングする。

09 1
次年度助成金交付にかかる事前調査を毎年実施しており、これを今後も続ける。同調査で
は、交付（６月）後、助成金申請の対象事業に係る３か年計画及び次年度申請内容について
協議を実施（９月～12月）。その中で、不正受給、不正使用がないことを確認している。

10 1

制裁措置については、以下の内部規程に記載済。
「移住者の団体に対する助成金交付基準」第13条（助成金の交付決定の取り消し）
「移住者の団体に対する助成金交付基準」第14条（助成金の返還）
「移住者の団体に対する助成金交付要領（執務要領）」第8条（加算金及び延滞金）

11 1

指摘事項については、JICAが実施している助成金交付事業の事業対象者は基本的に
継続申請・交付している団体のみとなることから、以下の内部規程及び交付決定通
知書（様式）に記載済。
「移住者の団体に対する助成金交付基準」第13条（助成金の交付決定の取り消し）
「移住者の団体に対する助成金交付基準」第14条（助成金の返還）
「移住者の団体に対する助成金交付要領（執務要領）」第８条（加算金及び延滞
金）
「移住者の団体に対する助成金交付要領（執務要領）」様式第２号（助成金交付決
定通知書）
また、申請書を作成するための「手引き」においても記載済。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

12 1
効果的かつ効率的な業務運営のため、各海外事務所において、国際交流基金、国際観光
振興機構、日本貿易振興機構の海外事務所との会議室の共同利用等の取組を通じて、法
人間の業務実施の連携を強化している。

13 1

平成25年３月～平成28年３月まで、理事長を委員長とする「業務改善推進委員会」を機構内
に設け、理事長主導で社内横断的に業務改善を進めた。事務・事業のフロー等の分析を行
い、事業の質の向上と迅速化を図るための計画を策定した上で、抜本的な合理化・簡素化
を進め、この中で戦略性を強化する対象プログラム（「強化プログラム」）の導入等事業の選
択と集中に向けた施策を実施すると共に、技術協力事業の計画策定や実施管理手順の変
更、国内出張に係るパック商品等チケット手配業務のアウトソーシング化等を実施した。ま
た、海外、国内の拠点へ対し経理業務の見直しや調達セミナーを行い、経理、調達手続きの
合理化を促進した。
平成28年度以降は、同委員会での取組、成果を踏まえ、部署別年間業務計画のなかに業
務改善項目を設定し、継続的に業務改善に取り組んでいる。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

措置済み

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

措置済み

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

措置済み

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

措置済み

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等
適正化法」という。)が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により
補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行わ
れ、また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記
載し周知する。

措置済み

自己収入の拡大を図るため、類似の民間施設の利用料金や当該施設の一般利用料金との比較
等により定期的に料金体系を検証し、必要な措置を講ずる。

－

施設管理・運営について、PFI、市場化テスト、民間委託の更なる活用等により、管理・運
営コストの低減を図る。

措置済み

一層の業務の効率的な運営等を図るため、中期目標等において、成果を的確に把握できる定
量的な目標を設定する。

措置済み
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年6月6日成立、6月13日公布。

02 1

・外務省・経済産業省・国土交通省による「国際業務型独立行政法人の海外事務所
の機能的な統合について　最終とりまとめ」（平成24年9月）の趣旨に添い、共用化
又は近接化を進めている。
・具体的には、各事務所の契約更新や移転等を検討するに際し、共用化又は近接化
に向けた検討や物件調査を行っている。（平成26年以降では、ジャカルタにおいて
国際交流基金、日本貿易振興機構及び国際観光振興機構の3法人の共用化（26年3
月）、ハノイにおいて国際交流基金、日本貿易振興機構及び国際協力機構の3法人の
近接化（26年11月）が実現するとともに、ソウルにおいて国際交流基金の移転に伴
い他法人との従来以上の近接化（29年3月）が実現。）
・第4期中期目標においても、引き続き共用化又は近接化を進めることを明記してい
る。

03 1
・外務省、国際交流基金、観光庁、国際観光振興機構の4者で共用化検討会議を設
置、平成26年8月までに7回開催し、工程表を策定（平成26年8月1日）した。
・工程表に沿って作業を進め、平成29年1月に共用化を達成した。

04 1

外部団体からの要請に応じた日本語教師研修や学習者研修の積極的受託や、研修事
業の単価縮減による招へい者数の拡大、主催事業の一部受入れ（平成26年度におい
ては「日本語パートナーズ事業」の派遣前研修）等により、稼働率の維持・向上を
図っている。また、下記08のとおり、第4期中期目標において指標を設定した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 1

外部団体からの要請に応じた日本語教師研修や学習者研修の積極的受託や、研修事
業の単価縮減による招へい者数の拡大、主催事業の一部受入（平成26年度において
は「日本語パートナーズ事業」の派遣前研修）等により、稼働率の維持・向上を
図っている。また、下記08のとおり、第4期中期目標において指標を設定した。

06 －

国際交流基金が国内に有する研修施設は、国際交流基金法第12条に基づき、国際文
化交流事業として、主に海外の日本語教師や学習者等に対して、日本語教授法なら
びに日本語運用の研修を行うための施設であり、研修施設を使って自己収入の拡大
を図るための措置を講ずることは困難。

07 1

・研修施設の施設管理・運営について、日本語国際センターは平成23年度分から、
関西国際センターは平成24年度分から市場化テストを実施し、管理運営コストを低
減させてきた。平成26年度に実施した平成27～29年度分の施設管理・運営に関する
入札では、新プロセスへ移行した日本語国際センターで1年当たり約17,621千円（平
成22年度比）、市場化テストが終了した関西国際センターで1年当たり約34,049千円
（平成23年度比）のコスト低減を達成した。
・平成28年度に、固定電話通信サービス業務委託契約について、国際交流基金本
部、日本語国際センター及び関西国際センターで共同調達を実施した。

08 1
第4期中期目標において、「研修施設の利用促進」を指標（8-2）として設定し、研
修施設の教室稼働率をその関連指標とした。

施設管理・運営について、PFI、市場化テスト、民間委託の更なる活用等により、管理・運
営コストの低減を図る。

日本語国際センター及び関西国際センターにおいて、東京本部との物品及
び役務の共同調達に努めるなどして、引き続き、合理的・効率的な管理・
運営に取り組む。

一層の業務の効率的な運営等を図るため、中期目標等において、成果を的確に把握できる定
量的な目標を設定する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

保有施設について、その必要性を不断に見直すとともに、更なる利用促進に向けた取組を実
施し、施設の稼働率の向上を図る。

主催事業又は外部団体が実施する事業の参加者・利用者の一層の拡大に向
け、引き続き取り組む。

自己収入の拡大を図るため、類似の民間施設の利用料金や当該施設の一般利用料金との比較
等により定期的に料金体系を検証し、必要な措置を講ずる。

－

本法人と国際協力機構、日本貿易振興機構及び国際観光振興機構の海外事務所は、事業の連
携強化等を図るため、現地における事務所及び所員の法的地位等を保持することに留意し、
共用化又は近接化を進める。

引き続き、法人間で情報共有を密に行いつつ、共用化又は近接化に向けた
検討や物件調査を行う。

本法人と国際観光振興機構は、日本ブランドの確立及び訪日外国人旅行者数の一層の拡大の
ため事業の連携強化等を図る必要があり、両法人の本部事務所を平成28年度末を目途に共用
化することを目標とし、平成26年夏までにその具体的な工程表を策定する。

－

研修施設の更なる利用促進に向けた取組を行い、稼働率の向上を図る。
主催事業又は外部団体が実施する事業の参加者・利用者の一層の拡大に向
け、引き続き取り組む。

中期目標管理型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

所管 法人名 国際交流基金外務省０８Ｎｏ 所管 法人名 国際交流基金外務省０８Ｎｏ 所管 法人名 国際交流基金外務省０８Ｎｏ
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09 1

不正受給、不正使用を防ぐため、助成プログラムの全案件で受給団体に事業報告・
会計報告、事業成果物の提出を義務付けている。また、助成プログラムに関する説
明会の開催や助成対象事業の視察等を通じて、受給団体の助成プログラムに対する
理解の促進及び受給団体のガバナンス強化の支援に努めている。なお、平成26年8月
には、基金内において報告書の提出、経費の変更、確定手続き等、助成事業の適切
な実施を担保するための留意点を整理し、周知した。

10 1
不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置に
ついて、平成26年秋に公表した平成27年度プログラムから申請要項等に明記し、申
請者に対する周知を行った。

11 1
不正の手段により補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交
付の取消や返還命令が行われ、また場合によっては刑事罰が課されることを、平成
27年度の全助成プログラムの申請要領に明記した。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

12 1

・効果的かつ効率的な業務運営のため、各海外事務所において、国際観光振興機
構、国際協力機構及び日本貿易振興機構の海外事務所との会議室の共同利用や、広
報資料の相互配置、メルマガ、SNSを通じた情報発信等の取組を通じて、法人間の業
務実施の連携を強化している。
・平成28年5月に、国際観光振興機構との事業連携強化のための協定書を締結し、事
業連携を進めるとともに、平成29年1月の本部事務所の共用化に伴い、受付を共同運
営することにより、業務運営を効率化した。

13 1
適切な内部統制を図りつつ、効率的な運営に資するよう、業務フローの見直しを進
めている。また個別には各案件に応じ、業務委託やコスト削減の方策検討を行って
いる。

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、業務実施の連携強化を図る。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年8月1日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フロー
やコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図る。

市場化テストについては平成26年度までに8件実施済みであるが、今後と
も、業務フローやコスト分析の手法を検討し、業務改善へ向けた取組を進
める。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

－

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等
適正化法」という。)が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により
補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行わ
れ、また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記
載し周知する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

－
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

　具体的措置として、①酒類製造者の技術力の維持強化の支援、②酒類の品質確保
の支援、③酒類の専門知識等の国内外への普及・啓発に関する取組について、受益
者負担を求めるとともに、共同研究や鑑評会の共催による実施等、民間機関・県・
大学・他法人等と連携しつつ実施することとし、同内容に沿って中期目標・中期計
画の変更を平成26年３月に行った。
 ①については、地域ブランド確立等のための試験開発の支援や、地域における麹
菌・酵母・原料の開発支援等について、公設試験研究機関や酒造組合等と共同研究
を行うことにより、民間にも人的・物的負担を求めて実施している(平成27年度実
績：計９件）。
 なお、これらの取組については、連携窓口を設置するとともに、職員を派遣して、
公設試験研究機関や酒造組合等に説明を行い、更なる連携の呼び掛けを行った。
　②については、全国新酒鑑評会・本格焼酎鑑評会の際、輸出促進に資する有料オ
プション分析を平成26年度より開始するなどの取組を行っている（平成27年度実
績：114点、1,035千円）。
　③については、海外の酒類教育機関における日本酒コースのインストラクターの
養成プログラムに対し、当該教育機関に協力し、講義や実習などを実施した（平成
28年１月21日～22日実施、参加者13名）。

03 1

・第３期中期目標期間において、施設の文化財的価値にも配慮した上で、廃止を含
め組織・業務の抜本的な見直しを行った。また、「政府関係機関の地方移転につい
て」（平成27年６月30日 まち・ひと・しごと創生本部決定）において、東京事務所
を広島事務所内に移転することとされたことを受け、平成27年７月に東京事務所を
東広島市に移転の上、廃止し、平成28年３月31日に不要財産を国庫に返納した。
・なお、赤レンガ酒造工場については、平成26年12月10日に文部科学大臣より重要
文化財（建造物）の指定を受けている。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1
事務用消耗品や清掃業務など、共同調達が可能なものを順次選定し、広島国税局等
との間で平成27年度から共同調達を行っている。

05 1

既存の事務・事業に係る業務フローやコストの分析を行い、事務・事業の質の維持
や、効率性、コストの削減、民間の活用等の観点から外部委託の拡大等について検
討し、これまで①酒類の高度な分析・鑑定のうち、酒類総研が直接実施する必要が
高くない業務については、外部委託を実施した（平成27年度実績　3,140点）。ま
た、②全国新酒鑑評会における一般消費者向け公開行事（公開きき酒会）を、平成
26年度より民間（日本酒造組合中央会）の単独開催とすることにより、業務改善を
図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 -

日本産酒類の輸出促進という新たな政策課題に対する取組等の業務の拡充については、中小
企業に過大な負担とならないよう配意しつつ、民間による応分の負担を求めるとともに、他
の研究機関等との連携を強化する。

日本産酒類の輸出促進のため、研究開発、日本産酒類の特性及び魅力の発
信等の各種取組を実施する。業務の拡充については、中小企業に過大な負
担とならないよう配意しつつ、民間による応分の負担を求めるとともに、
他の研究機関等との連携を強化する。
（独立行政法人酒類総合研究所　第４期（注）中期目標　３⑷、５⑴）
（注）平成28年４月～令和３年３月

東京事務所については、施設の文化財的価値にも配慮した上で、廃止を含め組織・業務の抜
本的な見直しを検討する。

-

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き立地条件も配慮しながら、共同調達を実施していく。
（独立行政法人酒類総合研究所　第４期中期計画　２⑶）

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き業務フロー・コスト分析を行い、その結果、酒類総研が直接実施
する必要性が高くないものについては、民間事業者等への委託を行うこと
により業務改善を図る。
（独立行政法人酒類総合研究所　第４期中期計画　２⑴）

所管 法人名 酒類総合研究所財務省０９Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
　独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する
法律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 3 　現状では、他法人との共同調達や間接業務の共同実施を行っていない。

03 1

・貨幣セット販売業務については、「公共サービス改革基本方針」（平成24年７月
20日改定閣議決定）に基づき、業務フロー・コスト分析を実施し、事務・事業の質
の維持や、効率性、コスト削減、民間ノウハウの活用等の観点から民間への委託の
拡大について検討を重ねてきた経緯を踏まえ、これまで民間への委託を行ってきた
ものについては、引き続き民間への委託を行うとともに、新たに、造幣局本局構内
の販売所（ミントショップ）における店頭販売業務については、平成26年４月から
民間への委託を実施した。平成29年度においては、イベント及び本局構内の販売所
に加え、さいたま支局構内の販売所における店頭販売業務の民間への委託を実施し
た。
（注）平成25年6月14日、平成26年7月11日、平成27年7月10日、平成28年6月28日及
び平成29年7月11日に閣議決定された公共サービス改革基本方針では、当該業務は民
間競争入札の対象事業とはされていない。

・また、給与計算業務を民間への委託の対象として平成27年12月から検討を行った
結果、当該業務の一部について、民間の人材に担当させることが可能であることを
確認したため、平成29年度から定型的な業務について非常勤職員に振り替えた。

講ずべき措置 今後の対応方針

　単年度管理型の法人とする。 -

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

　各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、
共同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への
振り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

　共同調達や間接業務の共同実施の可能性について、貨幣製造等を行う法
人としての特性を踏まえ、他の法人における実施の状況やスキーム等を見
極めつつ、引き続き検討する。

　各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手
引き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

　これまでの業務改善に引き続き取り組むとともに、「業務フロー・コス
ト分析に係る手引き」に示された手法等を参考に、不断の業務改善を図
る。

所管 法人名 造幣局財務省１０Ｎｏ

該当なし該当なし

所管 法人名 造幣局財務省１０Ｎｏ

該当なし該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 3 現状では、他法人との共同調達や間接業務の共同実施を行っていない。

03 1

・製品の輸送業務については、業務フローやコストの分析を行い、セキュリティ上
の観点を踏まえ、一部の製品について平成25年７月１日から外部委託に変更し、経
費の削減（３百万円）が図られたところ。
・警備業務については、平成26年度にテロ等の破壊活動に対する脆弱性の検証及び
問題点の把握を行い、平成27年10月から平成29年４月にかけて研究所及び全工場に
おいて、これまでの職員による警備に加え民間委託警備を導入した。

講ずべき措置 今後の対応方針

単年度管理型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

共同調達や間接業務の共同実施の可能性について、製造等を行う法人とし
ての特性を踏まえ、他の法人における実施の状況やスキーム等を見極めつ
つ、検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

「業務フロー・コスト分析に係る手引き」に示された手法等を参考に、引
き続き業務改善に取り組む。

所管 法人名 国立印刷局財務省１１Ｎｏ

該当なし該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人日本万国博覧会記念機構を廃止する法律（平成25年法律第19号)の規定
に基づき、平成26年４月１日付で廃止。

独立行政法人日本万国博覧会記念機構を廃止する法律（平成25年法律第19号)の規定に基づ
き、廃止する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

所管 法人名 日本万国博覧会記念機構財務省１２Ｎｏ
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

閣議決定を受け、平成26年１月27日に４法人の連携を推進する場として「間接業務
等の共同実施に関する協議会」を設置して具体的な検討を行い、平成26年７月25日
にとりまとめを行った。
とりまとめ後の実施状況及び検討内容等は以下のとおり。

（実施済み）
１．物品の共同調達【蛍光管（26年度～）、事務用品等（27年度～）、電子書籍(29
年度)、古紙溶解(29年度～)、電気供給の調達に係る入札手続き(29年度～)、非常食
(30年度～)】
２．間接事務の共同実施【会計事務（予定価格作成に係る積算）（26年度）、会計
事務等の内部監査（27年度）、源泉徴収票等（外部者の謝金）の作成（27年度。マ
イナンバー制度の導入により情報管理の観点から共同実施は不適切と判断し28年度
以降は実施しない。】
３．職員研修の共同実施【新人研修、独立行政法人制度（法律、評価、会計）研
修、人事制度（労働法、ハラスメント防止、安全衛生管理）研修、評価階層別（管
理職、中堅、初任）研修、その他の研修会（各法人が主催している４法人にとって
有益な内容と思われるセミナー等への受講機会の提供）（26･27年度）】

（実施に向け検討）
１．物品の共同調達（電気供給の調達に係る入札手続き、事務用電子計算機の賃貸
借、ＬＥＤ管・ＬＥＤ電球、非常食）
２．間接事務の共同実施（宿泊研修施設利用者の相互受入、国立大学法人等職員採
用合同説明会の共同運営及び採用広報の相互協力）
※なお、４法人による「間接業務等の共同実施に関する協議会」は今後も定期的な
会合を設けながら、実施状況の確認及び検証等のフォローアップを行っていき、更
なる効果的・効率的な業務運営を図る。令和元年度は7月1日に実施した。

03 1

料金体系については平成25～27年度において、６か月までの研修では、平成24年度
１泊当たり400円から毎年度100円ずつの値上げを行い、１週間までの研修では、平
成24年度１泊当たり800円から平成25年度1,000円、平成26年度1,300円、平成27年度
1,600円と段階的に改定を行い、自己収入の拡大を図った。
宿泊研修施設の管理運営コストについては、清掃業務等について一般競争入札を実
施し、また、一般廃棄物処理業務等で複数年契約を実施することで、コストの削減
を図ったところである。
なお、宿泊研修施設の稼働率の向上に向けて、平成28年度から研修コース編成の見
直しを行い、各研修コースの受講者の偏りを解消して、受講者数の平準化を行うこ
となどにより、稼働率の向上に努めたところである。

講ずべき措置 今後の対応方針

４法人については、それぞれ中期目標管理型の法人とする。 －

４法人については、効果的・効率的な業務運営のために間接業務等を共同で実施すべく、共
同実施が可能な対象業務の選定、費用対効果、具体的な方法等について法人間で検討を行
い、平成26年夏までに結論を得て、順次実行に移す。

引き続き、実施可能なものから順次実行を開始する。

４法人が保有する宿泊研修施設について、その必要性を不断に見直すとともに、更なる利用
促進に向けた取組を行い、稼働率の向上を図るとともに、定期的に料金体系を検証し、自己
収入の拡大を図るために必要な措置を講ずる。
また、民間委託の更なる活用、PFI等により、当該宿泊研修施設の管理・運営コストの削減
を図る。
なお、一層の業務の効率的な運営等を図るため、中期目標等において、成果を的確に把握で
きる定量的な目標を設定する。

引き続き、稼働率向上のための方策や管理運営コストの削減の検討を行っ
ていく。

所管 法人名 国立特別支援教育総合研究所文部科学省１３Ｎｏ
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

宿泊研修施設の稼働率の向上に向けて、平成28年度から研修コース編成の見直しを
行い、各研修コースの受講者の偏りを解消して、受講者数の平準化を行うことなど
により、稼働率の向上に努めている。
また、平成28年3月に「体育館及びグラウンドの外部利用の促進に向けての対応方
針」を策定し、広報活動の充実、利用可能時間の延長と施設使用料設定の見直し
等、稼働率の向上に努めているところである。

05 1
宿泊施設の利用料金について、平成25～27年度において段階的に料金を改定し、自
己収入の拡大を図った。引き続き、料金体系の検証を行っていく。

06 1
施設管理・運営については、清掃業務等について一般競争入札を実施し、また、一
般廃棄物処理業務等で複数年契約を実施することで、コストの削減を図っている。

07 1
第4期中期計画（平成28年度～）において、体育館及びグラウンドの稼働率を「中期
目標期間終了までに、50％以上の稼働率を確保する」と定めた。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 1 項目02に同じ。

09 1
　業務フローやコスト分析等を行い、自主的な業務改善に努めるとともに、サービ
スの向上が見込める業務（警備、清掃、設備保守、食堂業務等）は全て民間委託を
行っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

保有施設について、その必要性を不断に見直すとともに、更なる利用促進に向けた取組を実
施し、施設の稼働率の向上を図る。

引き続き、稼働率向上のための方策について検討していく。

自己収入の拡大を図るため、類似の民間施設の利用料金や当該施設の一般利用料金との比較
等により定期的に料金体系を検証し、必要な措置を講ずる。

引き続き、料金体系の検証を行い、電気料金等の管理経費増に応じて実費
負担相当分の利用料金の改訂を行う。

施設管理・運営について、PFI、市場化テスト、民間委託の更なる活用等により、管理・運
営コストの低減を図る。

宿泊研修施設の管理・運営コストの削減に向けて、民間委託の更なる活用
を検討する。

一層の業務の効率的な運営等を図るため、中期目標等において、成果を的確に把握できる定
量的な目標を設定する。

第4期中期計画の達成に向けて、稼働率の向上に努めていく。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

項目02に同じ。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、民間委託等を含めた業務改善の検討を行う。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

閣議決定を受け、平成26年１月27日に４法人の連携を推進する場として「間接業務
等の共同実施に関する協議会」を設置して具体的な検討を行い、平成26年７月25日
にとりまとめを行った。
とりまとめ後の実施状況及び検討内容等は以下のとおり。

（実施済み）
１．物品の共同調達【蛍光管（26年度）、事務用品等（27年度）、電子書籍（29年
度）、古紙溶解（29年度）、電気供給の調達に係る入札手続き（29年度）、非常食
（30年度）】
　※封書運送業務、デジタル複合機の賃貸借・保守業務、事務用品（事務用電子計
算機）の賃貸借の調達は検討の結果取止め
２．間接事務の共同実施【会計事務（予定価格作成に係る積算）（26年度）、会計
事務等の内部監査（27年度）、宿泊研修施設利用者の相互受入（28年度）、国立大
学法人等職員採用合同説明会の共同運営及び採用広報の相互協力（29年度）】
　※源泉徴収票等（外部者の謝金）の作成、旅費計算事務は検討の結果取止め
３．職員研修の共同実施【新人研修（26年度）、独立行政法人制度（法律、評価、
会計）研修（26年度）、人事制度（労働法、ハラスメント防止、安全衛生管理）研
修（26年度）、評価階層別（管理職、中堅、初任）研修（26年度）、その他の研修
会（４法人にとって有益な内容と思われるセミナー等）（26年度）、ダイバーシ
ティ推進研修（28年度）、専門研修（30年度）】

（実施に向け検討）
１．物品の共同調達（ＬＥＤ管・ＬＥＤ電球）
※なお、4法人による「間接業務等の共同実施に関する協議会」は今後も定期的な会
合を設けながら、実施状況の確認及び検証等のフォローアップを行っていき、更な
る効果的・効率的な業務運営を図る。令和元年度は７月１日に実施した。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

４法人については、効果的・効率的な業務運営のために間接業務等を共同で実施すべく、共
同実施が可能な対象業務の選定、費用対効果、具体的な方法等について法人間で検討を行
い、平成26年夏までに結論を得て、順次実行に移す。

引き続き、実施可能なものから順次実行する。実施した業務について費用
対効果及び効率化等の検証を行うとともに、15業務以上の取組を一層推進
する。

所管 法人名 国立青少年教育振興機構文部科学省１４Ｎｏ
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03

４法人が保有する宿泊研修施設について、その必要性を不断に見直すとともに。更なる利用
促進に向けた取組を行い、稼働率の向上を図るとともに、定期的に料金体系を検証し、自己
収入の拡大を図るために必要な措置を講ずる。
また、民間委託の更なる活用、ＰＦＩ等により、当該宿泊研修施設の管理・運営コストの削
減を図る。
なお、一層の業務の効率的な運営等を図るため、中期目標等において、成果を的確に把握で
きる定量的な目標を設定する。

1

（稼働率の向上）
平成20年度に国立青少年教育振興機構本部において策定した「稼働率向上（利用者
増加）のための方策」を踏まえ、各施設において毎年度、稼働率向上のための数値
目標及び行動計画を作成し、更なる利用促進に向けた取組を行っている。
なお、平成28年度より第３期中期目標期間となり、宿泊室稼働率が全施設平均55％
以上と目標が設定され、平成30年度は58.4％であった。

（料金体系の検証・自己収入の拡大）
国立オリンピック記念青少年総合センターの研修室等の利用料の値上げや地方施設
における一般利用者の施設使用料の値上げ等を行い、自己収入の決算額は、平成17
年度の約1,000,000千円から平成30年度は1,844,538千円と増加している。
また、平成30年10月利用分から地方施設におけるシーツ等洗濯料を値上げした。
国立青少年教育振興機構では引き続き、料金体系の検証を行っていく。

（民間委託の更なる活用）
外部委託によりサービスの向上が見込める業務（警備、清掃、設備保守、食堂業
務、ボイラー運転管理等）は全28施設において外部委託済み。
なお、PFI導入の課題については、文部科学省において平成25年度「国立青少年教育
施設の組織・制度の見直し等の基本調査」を実施。改正PFI法に基づくコンセッショ
ン方式は独立採算制が条件となるため、現行の事業形式では困難であるとの調査結
果を得た。
平成28年度は政府の方針に基づき、「PPP/PFI手法導入優先的検討規程」を制定し
た。

（定量的な目標設定（第３期中期目標（H28～R2年度）において以下の定量的な目標
を設定））
・体験活動や読書活動に係る普及啓発事業（教育事業）において、80.0％以上の事
業参加者から４段階評価の「最上位評価」を得る→（平成30年度実績　88.5％）
・地域力向上等のためのモデル的事業（教育事業）において、80.0％以上の事業参
加者から４段階評価の「最上位評価」を得る→（平成30年度実績　86.4％）
・青少年教育指導者等の養成・研修事業（教育事業）において、80.0％以上の事業
参加者から４段階評価の「最上位評価」を得る→（平成30年度実績　88.7％）
・研修支援において、84.0％以上の利用団体から４段階評価の「最上位評価」を得
る→（平成30年度実績　87.4％）
・青少年人口の10.0％程度の青少年の研修利用者数の獲得
→（平成30年度青少年利用実績　3,663千人（青少年人口は34,838千人であり、全体
の約10.5％））

（施設運営の効率化）
平成23年６月に「国立青少年教育施設の管理運営の在り方等に関する調査研究協力
者会議」を設置し、①施設の管理運営や事業の企画・立案・実施への多様な主体の
参画（「新しい公共」型の管理運営）、②施設の特色や役割を踏まえた効果的・効
率的な施設の配置及び管理運営の２点について調査研究を実施した。
そして、平成24年３月に「国立青少年教育施設の管理運営の在り方等について（第
一次報告）、平成27年３月に「国立青少年教育施設の管理運営の在り方等について
（第二次報告）をとりまとめた。
主な取組については以下のとおり。
・施設の運営や事業等の様々な場面で、地域に支えられ、地域の人的・物的・資金
的な協力を得て行う管理運営の手法について、平成23年９月から平成25年３月まで
２施設で試行実施し、平成25年度から本格実施するとともに、他施設においても検
討を進め、平成29年度末時点で計24施設で導入している。
・広域的な観点から、施設を特色化し、公立の青少年教育施設とも連携する取組の
有効性について検討を進めるため、広域主幹（エリアマネージャー）を配置し、広
域的な観点から助言、提案を行っている。（平成24年11月から九州・沖縄ブロッ
ク、平成25年４月から12月まで関東甲信越ブロック、平成28年６月から平成30年３
月まで東北ブロック、平成28年７月から中国・四国ブロック、平成30年４月から東
海・北陸ブロックを対象に配置。また総括的な立場として、全国担当を平成29年４
月から配置。）

・稼働率の向上
引き続き、各施設において稼働率向上に取り組む。
・料金体系の検証・自己収入の拡大
引き続き、料金体系や自己収入の拡大を検討する。
・民間委託の更なる活用
文部科学省においては、平成25年度「国立青少年教育教育施設の組織・制
度の見直し等の基本調査」において、民間委託の更なる活用やブロック化
による施設機能の集約の可能性等について調査を行った。今後も引き続き
検討を行う予定である。
・施設運営の効率化
効果的・効率的な施設運営を図るため、引き続き、「新しい公共」型管理
運営方式の導入の検討を進め、第３期中期目標期間中に全ての施設で導入
するとともに、広域主幹（エリアマネージャー）を配置する。
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

平成20年度に国立青少年教育振興機構本部において策定した「稼働率向上（利用者
増加）のための方策」を踏まえ、各施設において毎年度、稼働率向上のための数値
目標及び行動計画を作成し、更なる利用促進に向けた取組を行っている。
なお、平成28年度より第３期中期目標期間となり、宿泊室稼働率が全施設平均55％
以上と目標が設定され、平成30年度は58.4％であった。

05 1

国立オリンピック記念青少年総合センターの研修室等の利用料の値上げや地方施設
における一般利用者の施設使用料の値上げ等を行い、自己収入の決算額は、平成17
年度の約1,000,000千円から平成30年度は1,844,538千円と増加している。
国立青少年教育振興機構では引き続き、料金体系の検証を行っていく。

※地方施設における一般利用料金の値上げ（平成24年7月）
　地方施設における講師等宿泊室の料金徴収開始（平成25年4月）
　国立オリンピック記念青少年総合センターの研修室及び宿泊室の値上げ
　（平成26年4月及び平成29年9月）
　地方施設におけるシーツ等洗濯料の値上げ（平成30年10月）

06 1

外部委託によりサービスの向上が見込める業務（警備、清掃、設備保守、食堂業
務、ボイラー運転管理等）は全28施設において外部委託済み。
なお、PFI導入の課題については、平成25年度「国立青少年教育施設の組織・制度の
見直し等の基本調査」において、検討を実施。改正PFI法に基づくコンセッション方
式は独立採算制が条件となるため、現行の事業形式では困難であるとの検討結果を
得た。
平成28年度は政府の方針に基づき、「PPP/PFI手法導入優先的検討規程」を制定し
た。
また、平成24年7月に閣議決定された「公共サービス改革基本方針」において、民間
競争入札の対象とされた「事務用電子計算機システム　システム基盤運用支援業務
等（調達件名「事務用電子計算機システム運用維持管理業務」）」について、平成
28年4月から業務を実施していたが、官民競争入札等管理委員会による評価を得て、
市場化テストを終了した。

07 1

（定量的な目標設定（第３期中期目標（H28～R2年度）において以下の定量的な目標
を設定））
・体験活動や読書活動に係る普及啓発事業（教育事業）において、80.0％以上の事
業参加者から４段階評価の「最上位評価」を得る→（平成30年度実績　88.5％）
・地域力向上等のためのモデル的事業（教育事業）において、80.0％以上の事業参
加者から４段階評価の「最上位評価」を得る→（平成30年度実績　86.4％）
・青少年教育指導者等の養成・研修事業（教育事業）において、80.0％以上の事業
参加者から４段階評価の「最上位評価」を得る→（平成30年度実績　88.7％）
・研修支援において、84.0％以上の利用団体から４段階評価の「最上位評価」を得
る→（平成30年度実績　87.4％）
・青少年人口の10.0％程度の青少年の研修利用者数の獲得
→（平成30年度青少年利用実績　3,663千人（青少年人口は34,838千人であり、全体
の約10.5％））

08 1

交付後の調査は、毎年50～70件を対象に調査を実施している。平成30年度は73件に
対して実施した。
ガバナンス強化に対する支援としては、助成金の「募集案内」に適正な会計処理に
ついての項目を追加し、また、説明会や現地調査等を通じ、助成団体に助成金を適
切に執行するよう指導・助言を行っている。

09 1

制裁措置の導入は、平成24年度から行っており、取消処分とした助成団体に対し、
その不正行為に応じて５カ年度を上限に助成対象から除外することとし、助成金交
付要領を一部改正。
また、５カ年度助成対象から除外する団体は、その団体名、代表者名等の公表な
ど、不正の抑止力を高めるための取組を実施。

講ずべき措置 今後の対応方針

保有施設について、その必要性を不断に見直すとともに、更なる利用促進に向けた取組を実
施し、施設の稼働率の向上を図る。 引き続き、各施設において稼働率向上に取り組む。

自己収入の拡大を図るため、類似の民間施設の利用料金や当該施設の一般利用料金との比較
等により定期的に料金体系を検証し、必要な措置を講ずる。

引き続き、料金体系や自己収入の拡大を検討する。

施設管理・運営について、PFI、市場化テスト、民間委託の更なる活用等により、管理・運
営コストの低減を図る。

文部科学省においては、平成25年度「国立青少年教育施設の組織・制度の
見直し等の基本調査」を行った。今後も引き続き検討を行う。

一層の業務の効率的な運営等を図るため、中期目標等において、成果を的確に把握できる定
量的な目標を設定する。

－

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

－

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

－
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10 1

補助金等適正化法は適用又は準用していないが、同法を参考にした「子どもゆめ基
金助成金交付要綱」に不正が行われた場合の交付の取消や返還命令が規定されてお
り、「子どもゆめ基金助成金募集案内」や「子どもゆめ基金助成金交付の手引
き」、子どもゆめ基金ホームページにより周知している。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

11 1 措置02に同じ

12 1
業務フローやコスト等の分析を行い、サービスの向上が見込める業務（警備、清掃、設備保
守、食堂業務、ボイラー運転管理等）は全て民間委託済み。

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等
適正化法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により
補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行わ
れ、また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記
載し周知する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

４法人の共同実施による業務の効率化等の状況を踏まえて、間接部門の余
剰人材の事業部門への振り分け等が可能かどうか引き続き検討していく。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き業務改善に取り組む。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

 閣議決定を受け、平成26年１月27日に４法人の連携を推進する場として「間接業務
等の共同実施に関する協議会」を設置して検討を行い、平成26年７月25日にとりま
とめを行った。
具体的には、１．物品の共同調達、２．間接事務の共同実施、３．職員研修の共同
実施の３つの事項において共同実施を行うこととして、準備を進めることを決定
し、実行可能なものから順次実施。

※なお、４法人による「間接業務等の共同実施に関する協議会」は今後も定期的な
会合を設けながら、実施状況の確認及び検証等のフォローアップを行っていき、更
なる効果的・効率的な業務運営を図る。

03 1

 自己収入の拡大を図るため、PFIの導入について検討を行い、平成25年度に策定し
た公共施設等運営事業実施方針に基づき、平成26年12月には公共施設等運営事業者
選定を行い、平成27年７月からPFIを導入。PFI事業のモニタリングを踏まえ、施設
利用率向上に向けた幅広い広報活動等を行った。
 また、中期目標において、利用率など成果を的確に把握できる定量的な目標を設定
した。

04 1
 平成26年７月11日に関係府省による検討会を立ち上げ、平成26年12月26日に、内閣
府との共管により会館の機能強化が達成できるものではないため、現時点では共管
化を行う必要性はないとの結論を得た。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

４法人については、効果的・効率的な業務運営のために間接業務等を共同で実施すべく、共
同実施が可能な対象業務の選定、費用対効果、具体的な方法等について法人間で検討を行
い、平成26年夏までに結論を得て、順次実行に移す。

－

４法人が保有する宿泊研修施設について、その必要性を不断に見直すとともに、更なる利用
促進に向けた取組を行い、稼働率の向上を図るとともに、定期的に料金体系を検証し、自己
収入の拡大を図るために必要な措置を講ずる。
また、民間委託の更なる活用、PFI 等により、当該宿泊研修施設の管理・運営コストの削減
を図る。
なお、一層の業務の効率的な運営等を図るため、中期目標等において、成果を的確に把握で
きる定量的な目標を設定する。

－

国立女性教育会館については、主務省が主体となって、女性教育にとどまらない幅広い男女
共同参画の推進に関する業務を明確に位置付け、政策実施機能の強化の内容を関係府省と検
討した上で、内閣府との共管化等について平成26年中に結論を得る。

－

所管 法人名 国立女性教育会館文部科学省１５Ｎｏ
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 1

　施設の稼働率の向上を図るため、利用状況の分析を行い、それを踏まえた営業・
広報活動を行った。また、PFIの導入について検討を行い、平成25年度に策定した公
共施設等運営事業実施方針に基づき、平成26年12月には公共施設等運営事業者の選
定を行い、平成27年７月からPFIを導入。PFI事業のモニタリングを踏まえ、施設利
用率向上に向けた幅広い広報活動等を行った。

06 1

　随時、料金体系の検証を行っている。
　平成23年３月及び平成24年３月には利用料金の改正を実施し、平成23年度以降自
己収入は増加した。
　なお、平成27年７月からはPFI導入により、運営権対価として収入を得られるよう
にした。

07 1
 公共施設等運営事業実施方針に基づき、平成26年12月には公共施設等運営事業者選
定を行い、平成27年７月からPFIを導入。

08 1 中期目標において成果を的確に把握できる定量的な目標を設定した。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

09 1 項目02に同じ

10 1
PFI法、基本方針及び「VFM（Value for Money）に関するガイドライン」などを踏ま
えコスト等の分析を行い、PFIの導入について検討した結果、平成27年７月にPFIを
導入。

講ずべき措置 今後の対応方針

保有施設について、その必要性を不断に見直すとともに、更なる利用促進に向けた取組を実
施し、施設の稼働率の向上を図る。

－

自己収入の拡大を図るため、類似の民間施設の利用料金や当該施設の一般利用料金との比較
等により定期的に料金体系を検証し、必要な措置を講ずる。

－

施設管理・運営について、PFI、市場化テスト、民間委託の更なる活用等により、管理・運
営コストの低減を図る。

－

一層の業務の効率的な運営等を図るため、中期目標等において、成果を的確に把握できる定
量的な目標を設定する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

閣議決定を受け、平成26年１月27日に４法人の連携を推進する場として「間接業務
等の共同実施に関する協議会」を設置して具体的な検討を行い、平成26年７月25日
にとりまとめを行った。
とりまとめ後の実施状況及び検討内容等は以下のとおり。

（実施済み）
１．物品の共同調達【蛍光管（26年度）、事務用品等（27年度）、電子書籍（29年
度）、古紙溶解（29年度）、電気供給の調達に係る入札手続き（29年度）、非常食
（30年度）】
２．間接事務の共同実施【会計事務（予定価格作成に係る積算）（26年度）、会計
事務等の内部監査（27年度）、源泉徴収票等（外部者の謝金）の作成（27年度のみ
実施）、国立大学法人等職員採用合同説明会の共同運営及び採用広報の相互協力
（29年度）】
３．職員研修の共同実施【新人研修、独立行政法人制度（法律、評価、会計）研修
（26年度）、人事制度（労働法、ハラスメント防止、安全衛生管理）研修（26年
度）、評価階層別（管理職、中堅、初任）研修、その他の研修会（４法人にとって
有益な内容と思われるセミナー等）、ダイバーシティ推進研修（28年度）、専門研
修（30年度）】

（実施に向け検討）
１．物品の共同調達（ＬＥＤ管・ＬＥＤ電球）
※なお、４法人による「間接業務等の共同実施に関する協議会」は今後も定期的な
会合を設けながら、実施状況の確認及び検証等のフォローアップを行っていき、更
なる効果的・効率的な業務運営を図る。令和元年度は7月1日に実施した。

03 1

国として真に行うべき研修について、受講者の研修機会の確保に留意しつつ、基本
的につくば本部に集約して実施するほか、学校教育関係者等の施設の利用促進によ
り稼働率の向上を図っている。施設使用料については、随時、近隣の民間施設等と
の料金比較を行い、必要に応じて改定を行っている。
これまで施設の維持管理業務（施設・設備等の保守管理、運転業務及び補修作業、
点検調査業務）については民間委託を図るなど管理・運営コストの削減を図ってい
る。
中期目標（平成28～令和2年度）において、成果を的確に把握できる以下のような定
量的な目標を設定している。
・宿泊施設の稼働率については60％以上を維持する。（平成30年度実績 60.8％）

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

４法人については、効果的・効率的な業務運営のために間接業務等を共同で実施すべく、共
同実施が可能な対象業務の選定、費用対効果、具体的な方法等について法人間で検討を行
い、平成26年夏までに結論を得て、順次実行に移す。

引き続き、実施可能なものから順次実行を開始する。

４法人が保有する宿泊研修施設について、その必要性を不断に見直すとともに、更なる利用
促進に向けた取組を行い、稼働率の向上を図るとともに、定期的に料金体系を検証し、自己
収入の拡大を図るために必要な措置を講ずる。
また、民間委託の更なる活用、PFI 等により、当該宿泊研修施設の管理・運営コストの削減
を図る。
なお、一層の業務の効率的な運営等を図るため、中期目標等において、成果を的確に把握で
きる定量的な目標を設定する。

引き続き稼働率の向上のための方策や管理運営コストの削減の検討など必
要な取組を行う。

所管 法人名文部科学省１６Ｎｏ 教員研修センター ※平成29年4月1日に教職員支援機構に改称
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04 1

教育委員会、大学等との連携の更なる推進、研修対象の拡大について、以下の新た
な取組を行った。
①地方教育行政の責任者として、高い資質・能力と強い使命感を持ち、常に研鑽に
励むことが求められることを踏まえ、「学び続ける教育長」の研修機会として、平
成26年度から、教育長セミナーを実施している。
②平成28年度から、連携協力協定を締結した教職大学院等の学生を、当機構の実施
する研修の受講生として受入を開始した。
③毎事業年度開催している全国教育（研修）センター等協議会において、平成26年
度から、大学と教育委員会の連携を支援するため、新たに大学の実施する研修モデ
ルカリキュラム開発の成果や都道府県教育センターの特色ある取組の発表および研
究協議等を行った。さらに、平成27年度から、実施要項上で、新たに大学関係者を
対象として加えることにより教育委員会と大学との更なる連携の推進を図った。

また、教員養成を行う大学の教員に対する研修については、以下の新たな取組を
行った。
平成29年度から、教職大学院の教員等の研究・交流支援のための会議である教職大
学院セミナーを全国教育（研修）センター等協議会と同時開催し、教職大学院等と
教育委員会が連携・開発した研修プログラムの普及を図るほか、教員養成及び現職
研修のカリキュラム向上を促進した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 1
国として真に行うべき研修について、受講者の研修機会の確保に留意しつつ、つく
ば本部に集約して実施するほか、学校教育関係者等の研修の利用促進により稼働率
の向上を図ることにより、宿泊施設の稼働率についても６割以上となっている。

06 1
施設使用料については、随時、近隣の民間施設等との料金比較を行い、必要に応じ
て改定を行っている。

07 1

これまで施設の維持管理業務（施設・設備等の保守管理、運転業務及び補修作業、
点検調査業務）については民間委託を図るなど管理・運営コストの削減を図ってい
る。

08 1

中期目標（平成28～令和2年度）において、成果を的確に把握できる以下のような定
量的な目標を設定し、効率的な運営に取り組んでいる。
・研修施設の稼働率については90％以上、宿泊施設については60％以上を維持す
る。
（平成30年度実績 研修施設 95.9％、宿泊施設 60.8％）

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

09 1 項目02に同じ

10 1
業務フローやコスト等の分析を行い、これまでに施設管理等業務を民間委託するな
ど、自主的な業務改善に努めている。

教員研修センターについては、間接業務を含む業務の更なる効率化を進めつつ、本法人の機
能強化のため、教育委員会、大学等との連携の更なる推進、研修対象の拡大を平成２６年度
から実施している。また、教員養成を行う大学の教員に対する研修については、その実施に
向けて速やかに関係者と協議を行い結論を得る。

教育長セミナー、全国教育（研修）センター等協議会及び教職大学院セミ
ナーを、今後も継続予定。

講ずべき措置 今後の対応方針

保有施設について、その必要性を不断に見直すとともに、更なる利用促進に向けた取組を実
施し、施設の稼働率の向上を図る。

今後も施設の稼働率の向上を図るため、必要な取組を行う。

自己収入の拡大を図るため、類似の民間施設の利用料金や当該施設の一般利用料金との比較
等により定期的に料金体系を検証し、必要な措置を講ずる。

今後も随時、料金体系の検証を行い、必要に応じて、利用料金の改定等を
行う。

施設管理・運営について、PFI、市場化テスト、民間委託の更なる活用等により、管理・運
営コストの低減を図る。

引き続き、コスト分析等を行い自主的な業務改善に努める。

一層の業務の効率的な運営等を図るため、中期目標等において、成果を的確に把握できる定
量的な目標を設定する。

今後も次期中期目標等において、成果を的確に把握できる定量的な目標を
設定し、取り組む。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

 項目02に同じ

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、コスト分析等を行い自主的な業務改善に努める。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

教育再生実行会議（第四次提言）を踏まえた大学入学者選抜の在り方については、
「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大学
入学者選抜の一体的改革について（平成26年12月22日中央教育審議会答申）」を踏
まえ、文部科学省としての重点施策とスケジュールを明示した「高大接続改革実行
プラン（平成27年１月16日文部科学大臣決定）」を策定したところ。
これらにおいて、新テスト（「高等学校基礎学力テスト（仮称）」及び「大学入学
希望者学力評価テスト（仮称）」）の実施主体は、大学入試センターを改組した新
たな組織とすることとされていた。本プランを基に立ち上げた高大接続システム改
革会議「最終報告」（平成28年３月31日）において、大学入試センターについて
は、新テストの実施主体として適切な在り方を検討する必要があるとされており、
検討・準備グループ等において更に具体的な検討を行い、「大学入学共通テスト」
実施方針（平成29年７月13日）を策定した中で、大学入学共通テストは利用大学が
共同して実施する性格のものであることを前提に、大学入試センターが問題の作
成、採点その他一括して処理することが適当な業務等を行うこととしている。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1 日本学生支援機構とコピー用紙の共同調達を実施している。

04 1

業務フローやコスト等の分析を実施し、これまで下記の事項に取組んでいる。
・平成21年10月から大学入試センター試験の出願受付・成績
　開示業務について市場化テストを実施し、良好な実施結果
　を得られたと内閣府で判断され平成27年４月をもって終了
　し、民間委託に移行している。
・平成28年８月から大学入試センター業務用電子計算機シス
　テム用機器借上及び運用支援業務について、市場化テスト
　を実施している。
・その他として、試験問題冊子の部数見直しを行い、印刷経
　費を削減するなど、業務改善に取り組んでいる。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

大学入試改革を踏まえ、本法人の役割、国費への依存度、試験の性格・内容等を勘案し、本
法人を独立行政法人とする必要性について検証する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

当法人は大学入学選抜試験の実施上、守秘を徹底する必要があるため、他
機関との間接業務の共同実施は困難であるが、当法人内で間接部門の業務
を見直しを行い、事業部門への人員の再配置を行うなど業務の最適化に取
り組んでいく。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務フローやコストの分析を行い、民間委託を含めた業務改善
に取り組んでいく。

所管 法人名 大学入試センター文部科学省１７Ｎｏ

該当なし該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

建物等を映画・テレビ・雑誌のロケーションや企業等のパーティ・レセプション・
イベント・研修・会議用として貸付しているほか、当館で展示している資料等のデ
ジタル写真の貸出を行っている。
正月開館、夏休み等の月曜開館など開館日の増加や金曜夜間開館等を実施するだけ
でなく，平成28年度には土曜日の開館時間を延長し夜8時までとした。常設展の無料
入館、ミュージアムショップ・レストランでの割引等の特典を付与する「リピー
ターズパス」制度を平成19年度に設けたほか、館の諸活動に対し社会全体からの幅
広い支援及び支持を得るために平成16年度より賛助会員制度、平成26年度より自然
史標本の保存・修復・活用に関する研究部門に係る寄付会員制度を設け、随時会員
を募集している。また、会員制度の体系等について、戦略的な見直しを行うための
検討を進めた。平成27年度から、プロジェクト研究に係る経費の調達においてクラ
ウドファンディングを活用した。

03 1

当館、東京国立博物館、国立西洋美術館、東京芸術大学の４機関で、コピー用紙や
トイレットペーパーの調達、廃棄物処理業務、古紙売り払い業務について、当館と
筑波大学で一般廃棄物処理業務について、それぞれ共同調達を実施している。ま
た、各機関の連携によるハード・ソフト両面の充実の可能性を検討することを目的
とした、上野及び周辺地域の文化施設、教育施設、行政、民間企業等により構成さ
れる上野「文化の杜」新構想推進会議、上野「文化の杜」新構想実行委員会に参画
し、周辺機関と協力して事業を実施した。さらに地域の博物館と連携協働して、展
示と各種の教育プログラムや研修プログラムを組み合わせた事業を実施し、博物館
活動の活性化と地域におけるネットワークの構築に向けた取組を実施している。

04 1

平成23年には、新宿地区から筑波地区へ研究部門を集約することで、より分野横断
的な研究を行うとともに、その成果を活用し、企画展や特別展もテーマや展示手法
を工夫している。平成26年度には常設展示の整備として、地球館Ⅰ期展示の改修工
事が完了するとともに、新たな展示情報システムを導入し、平成27年７月に一般公
開した。また、企業や近隣の文化施設等、外部機関との連携によるイベントも積極
的に行っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

自己収入を増加して、機能強化を図るため、施設等の貸出し、デジタル画像の活用拡大等を
積極的に進めるとともに、開館時間の延長、会員制度の拡充、展覧会関連物品の販売促進な
ど、様々な工夫・努力を行う。

実施中の取組を引き続き行うとともに、開館日・開館時間について弾力化
を図ることにより、自己収入の確保と更なる機能強化を図る。また、会員
制度の体系等について、戦略的な見直しを行うための検討を進める。

法人間又は周辺の他機関等との共同調達や広報活動等の連携を行うとともに、公私立の美術
館、博物館、劇場とも事業の連携を行い、各法人の機能強化を図る。

実施中の取組を引き続き進めていく。

新たなテーマの展覧会等による利益を経営努力認定の対象として認め、目的積立金を拡充す
るなどにより、事業内容を充実させる。

展示事業に関する中期開催方針に沿って、学術研究成果を公表する特別
展・企画展を開催し、事業内容の充実を図る。

所管 法人名 国立科学博物館文部科学省１８Ｎｏ
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 1 項目02に同じ

06 1 項目03に同じ

07 1 項目04に同じ

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 1 項目03に同じ

09 1

業務フローやコスト等の分析を行い、民間委託により、サービスの向上が見込める
業務（警備、清掃、設備保守）は全て民間委託済みである。また、平成26年度には
業務用システムにかかるサーバ機器賃貸借、保守及び運用に関して民間競争入札を
行った。

講ずべき措置 今後の対応方針

自己収入を増加して、機能強化を図るため、施設等の貸出し、デジタル画像の活用拡大等を
積極的に進めるとともに、開館時間の延長、会員制度の拡充、展覧会関連物品の販売促進な
ど、様々な工夫・努力を行う。

項目02に同じ

法人間又は周辺の他機関等との共同調達や広報活動等の連携を行うとともに、公私立の美術
館、博物館、劇場とも事業の連携を行い、各法人の機能強化を図る。

項目03に同じ

新たなテーマの展覧会等による利益を経営努力認定の対象として認め、目的積立金を拡充す
るなどにより、事業内容を充実させる。

項目04に同じ

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

項目03に同じ

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き民間委託等の実施に努める。



35

（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

法人本部にファンドレイジング担当職員を配置した（平成27年度）。
インターネット上での寄附金受入れを開始した（平成26年度）。
インターネット上での寄附の手続きを簡略化するとともに、郵便局・ゆうちょ銀行
での振込を可能にし、寄附手続きの際にクレジットカード決済/郵便局振込を選択で
きるようにした（平成28年度）。
会員制度については、「友の会」の開始及び「賛助会員」のリニューアル（東近
美）を行うなど、実施可能な館について拡充を図った（平成26年度）。
パートナー企業とオーダーメイドで作る美術館支援制度「MOMAT支援サークル」（東
近美）を開始した（平成27年度）。
施設等の貸出しについては、一部の館において貸出要件の緩和、貸出料等の抜本的
な見直しを行った（平成26年度）。
画像資産については、貸出料等の抜本的な見直しを行うとともに、一元的管理のも
と外部委託を開始した（平成26年度）。
展覧会関連物品の販売促進については、国立新美術館において新たに可動式ミュー
ジアムショップの開設及び新商品開発を行った（平成25年度）。
キャンパスメンバーズのメンバー校については、平成30年度末で87校である。
夜間開館の拡充を行った。（平成28年度から）
国立美術館のクラウドファンディングサイトの構築と運営を開始した（平成30年度
から）
金銭による遺贈の受入の体制を整備（平成30年度）
機能強化を図るため、法人本部に渉外・広報課を設置し，広報の充実を図るよう組
織体制を整備した。（令和元年度）

03 1

国立美術館は、全国の公私立美術館・博物館と展覧会における連携を行うととも
に、「六本木アート・トライアングル」「上野『文化の杜』新構想」「上野の山文
化ゾーンフェスティバル」「ミュージアムズ・フォー」「春まつり」など地域の美
術館・博物館・関係団体との連携、教育普及活動を中心とした地域の教育委員会等
との連携、所蔵作品や施設を利用した講義を可能とするなどの大学との連携、障害
者向け特別観賞会などの民間企業との連携などを行っている。また、上野地区では
周辺の他機関と共同調達及び廃棄物処理業務の共同委託を行っている。法人間にお
いても、平成28年度から東京国立近代美術館と国立新美術館で共同調達を行ってい
る。
さらに、東京都立 3 館（東京都美術館、東京都江戸博物館、東京都写真美術館）と
国立 3 館（東京国立近代美術館、国立西洋美術館、国立新美術館）が連携し、共同
で夜間開館の PR をする「宵の美」を展開し、「夜の美術館の楽しみ方」を広く広
報するという新たな取組を行った。（平成29年度）
東京メトロの「FindmyTokyo」との連携により、「近代アートで対話を楽しもう！」
をテーマに所蔵作品展を紹介。（平成29年度）
また、東京メトロと都立 4館（東京都美術館、東京都庭園美術館、東京都江戸博物
館、東京都写真美術館）及び国立 3館（東京国立近代美術館、国立西洋美術館、国
立新美術館）が連携し、新たな体験型アートエンターテイメントとして「７つの謎
解きミステリーラリー」を実施し、民間を含めた法人の枠を超えた連携により、こ
れまでにない企画を行い、夜間開館の周知と新たな客層の獲得に努めた。（平成30
年度）

04 1

平成25、26、27、28、29年度と経営努力が認定されたことにより目的積立金が拡充
した。
平成30年度も、目標を上回る入場料収入等を得たことから、その利益について経営
努力認定の申請を行っている。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 1 項目02に同じ

06 1 項目03に同じ

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

自己収入を増加して、機能強化を図るため、施設等の貸出し、デジタル画像の活用拡大等を
積極的に進めると共に、開館時間の延長、会員制度の拡充、展覧会関連物品の販売促進な
ど、様々な工夫・努力を行う。

引き続き自己収入の拡大に努める。

法人間又は周辺の他機関との共同調達や広報活動等の連携を行うとともに、公私立の美術
館、博物館、劇場とも事業の連携を行い、各法人の機能強化を図る。

引き続き連携の充実に努める。

新たなテーマの展覧会等による利益を経営努力認定の対象として認め、目的積立金を拡充す
るなどにより、事業内容を充実させる。

引き続き事業内容の充実に努める。

講ずべき措置 今後の対応方針

自己収入を増加して、機能強化を図るため、施設等の貸出し、デジタル画像の活用拡大等を
積極的に進めると共に、開館時間の延長、会員制度の拡充、展覧会関連物品の販売促進な
ど、様々な工夫・努力を行う。

項目02に同じ

法人間又は周辺の他機関との共同調達や広報活動等の連携を行うとともに、公私立の美術
館、博物館、劇場とも事業の連携を行い、各法人の機能強化を図る。

項目03に同じ

所管 法人名 国立美術館文部科学省１９Ｎｏ
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07 1 項目04に同じ

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 1
上述のように、法人間及び近隣施設との共同調達を実施するなどにより効果的・効
率的な業務運営に努めている。

09 1

従前より、コスト等の分析を行い、施設の管理・運営等の可能な部分を外部委託
し、自主的な業務改善を図っている。平成26年度からは、業務フローの検証や事業
収入の試算を行ったうえで、画像資産の貸出業務を外部委託している。その他の業
務についても業務の改善を検討したが、民間委託等が効果的な業務は既に実施して
おり、現段階では民間委託等を行う業務等はなかった。

新たなテーマの展覧会等による利益を経営努力認定の対象として認め、目的積立金を拡充す
るなどにより、事業内容を充実させる。

項目04に同じ

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き効果的・効率的な業務運営に努める。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き自主的な業務改善に努める。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

我が国の文化芸術の推進及び自己収入の確保のため、次の事項等を実施している。
自己収入の確保
・30年度は1,917,262千円（29年度2,260,173千円）の自己収入（展覧事業等収入）を確保し
た。
施設等の貸出し
・建物等を映画・テレビ・雑誌のロケーション撮影や企業等のパーティ・レセプション・イベ
ント・研修・会議用として貸付を実施する。
（貸付例）
・宝飾品展示受注イベント「カルティエ コロラトゥラ ハイジュエリーイベント」などのイベ
ント（30年度、東京国立博物館）
・「カルティエ ロワイヤル」、将棋対局「叡王戦」を明治古都館で実施。（27年度、京都国
立博物館）
・海外ファッションブランドの商品展示会を明治古都館で実施。（29年度、京都国立博物館）
・フェラーリ・カヴァルケードインターナショナル2016（28年度、奈良国立博物館）
会員制度の創設
・個人・民間企業等との信頼関係を醸成し、博物館の活動を幅広く支援するための賛助会を設
け、会員に対する魅力的な特典を付与する（東京・京都・奈良国立博物館、29年度には九州国
立博物館が新規に賛助会制度を開始）。また、29年度より新たな4館共通の会員制度として
「国立博物館メンバーズパス」を導入した。
平常展の充実
・展示環境・展示方法の改善により、展示効果や観覧者の満足度の向上を図る。
考古展示室リニューアル（東京国立博物館、平成27年度）、文化交流展リニューアル（九州国
立博物館、平成27年度）、なら仏像館リニューアルオープン（奈良国立博物館、平成28年度）
など実施。
魅力ある特別展の開催
・各国立博物館において質の高い特別展を開催する。調査研究の成果や多数の優れた文化財の
出品等により、国民の知的関心の高い展示を実施する。
開館時間の延長
・従来の夜間開館に加え、東京・京都・奈良国立博物館では28年度より、九州国立博物館では
29年度より、金・土曜日を夜間開館日として20時まで開館時間を延長した。なお、東京国立博
物館では、29年度より金・土曜日は21時までの夜間開館を実施している。また、京都国立博物
館では、7月～9月の名品ギャラリー期間中の金・土曜日は21時までの夜間開館を実施してい
る。
展覧会関連物品の販売促進
・特別展「京のかたな」開催時に明治古都館にてオンラインゲームとのコラボ関連展示を行
い、グッズの販売を実施。（30年度、京都国立博物館）

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

自己収入を増加して、機能強化を図るため、施設等の貸出し、デジタル画像の活用拡大等を
積極的に進めると共に、開館時間の延長、会員制度の拡充、展覧会関連物品の販売促進な
ど、様々な工夫・努力を行う。

各館の特色を生かし、平常展の充実や、魅力ある特別展の開催などによ
り、引き続き左記の取り組みを進めるとともに、収入実績の検証を行うこ
とで事業内容の充実を図るなど中・長期的な視野に立った検討を行い、自
己収入の確保に努める。

所管 法人名 国立文化財機構文部科学省２０Ｎｏ
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04 1
自己収入の増加による目的積立金の拡充に向けて、前々項の取組や新たなテーマに
よる展覧会を実施し、29年度目的積立金として188,367千円の承認を受けた。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 1 項目02に同じ

06 1 項目03に同じ

07 1 項目04に同じ

新たなテーマの展覧会等による利益を経営努力認定の対象として認め、目的積立金を拡充す
るなどにより、事業内容を充実させる。

引き続き、事業内容の充実に努める。

法人間又は周辺の他機関との共同調達や広報活動等の連携を行うとともに、公私立の美術
館、博物館、劇場とも事業の連携を行い、各法人の機能強化を図る。

法人間又は周辺の他機関との連携として、次の事項等を実施している。

類似の事業類型に対応した共同調達の実施
・本部事務局、東京国立博物館、東京文化財研究所について、引き続き上野地区
（東京藝術大学、国立科学博物館、国立西洋美術館）における再生PPC用紙、トイ
レットペーパー、廃棄物処理、古紙等売買、便器洗浄機器賃貸借、複写機賃貸借及
び保守業務の共同調達を実施した（再生PPC用紙、トイレットペーパー、廃棄物処
理、古紙等売買：本部事務局、東京国立博物館、東京文化財研究所、東京藝術大
学、国立科学博物館、国立西洋美術館。便器洗浄機賃貸借：東京国立博物館、国立
科学博物館、国立西洋美術館。複写機賃貸借及び保守業務：本部事務局、東京国立
博物館、東京文化財研究所、国立科学博物館）。
・京都国立博物館では、京都国立近代美術館、国際日本文化研究センター、総合地
球環境学研究所と共同調達を実施した（PPC用紙及びトイレットペーパー）。
・奈良国立博物館では、PPC用紙及びトイレットペーパーについて、近隣の共同調達
契約を調査し業者と交渉した結果、共同調達と同額又はそれ以下に納入金額を引き
下げて調達を実施した。共同調達については、事務負担等を考慮し現状では見合わ
せているが、近隣の共同調達契約の動向に応じて、必要があれば共同調達への参加
について今後も検討を進める。
・九州国立博物館では、九州地区の大学とPPC用紙、トイレットペーパー及びガソリ
ンカードについて共同調達を実施した。
・奈良文化財研究所では、PPC用紙及びトイレットペーパーについて、近隣機関の共
同調達における納入金額と同額にて独自に調達を実施した。その他の物品の共同調
達については、引き続き検討を進める。

地域の国公立施設、民間企業等との連携
・上野の山文化ゾーン連絡協議会に参加（東京国立博物館）、京都市内４館連携協
力協議会に参加（京都国立博物館）、奈良トライアングルミュージアムズに参加
（奈良国立博物館）、奈良国立博物館を中核とした奈良公園クラスター形成事業を
実施（奈良国立博物館）、福岡県内5館の館長サミットに参加（九州国立博物館）
・上野｢文化の杜｣新構想の一環として、「UENO WELCOME PASSPORT–上野地区文化施
設共通入場券–」に参加し、地域連携に努めた。

公私立博物館等との連携として、収蔵品貸与（国立博物館）や公私立博物館等への
援助・助言（国立博物館）を実施している。特に収蔵品貸与については、29年度よ
り東京国立博物館貸与促進事業を実施し、30年度からは文化財活用センターと共同
で事業を展開している。

地方公共団体等との連携として、地方公共団体等への協力・助言（文化財研究所）
や研修の実施として文化財担当者研修と保存担当学芸員研修を実施している。

103

引き続き、連携の充実に努める。
また、文化施設・文教施設・行政・民間企業等により構成される、「上野
文化の杜新構想実行委員会」に参加し、上野が新たな「文化の杜」として
国際的なシンボルになるためのハード・ソフト両面にわたる整備やイベン
トの開催を検討し、法人間や周辺の他機関との積極的な連携を進めてい
く。

講ずべき措置 今後の対応方針

自己収入を増加して、機能強化を図るため、施設等の貸出し、デジタル画像の活用拡大等を
積極的に進めると共に、開館時間の延長、会員制度の拡充、展覧会関連物品の販売促進な
ど、様々な工夫・努力を行う。

項目02に同じ

法人間又は周辺の他機関との共同調達や広報活動等の連携を行うとともに、公私立の美術
館、博物館、劇場とも事業の連携を行い、各法人の機能強化を図る。

項目03に同じ

新たなテーマの展覧会等による利益を経営努力認定の対象として認め、目的積立金を拡充す
るなどにより、事業内容を充実させる。

項目04に同じ
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３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 1

・本部事務局、東京国立博物館、東京文化財研究所について、引き続き上野地区
（東京藝術大学、国立科学博物館、国立西洋美術館）における再生PPC用紙、トイ
レットペーパー、廃棄物処理、古紙等売買、便器洗浄機器賃貸借、複写機賃貸借及
び保守業務の共同調達を実施した（再生PPC用紙、トイレットペーパー、廃棄物処
理、古紙等売買：本部事務局、東京国立博物館、東京文化財研究所、東京藝術大
学、国立科学博物館、国立西洋美術館。便器洗浄機賃貸借：東京国立博物館、国立
科学博物館、国立西洋美術館。複写機賃貸借及び保守業務：本部事務局、東京国立
博物館、東京文化財研究所、国立科学博物館）。
・京都国立博物館では、京都国立近代美術館、国際日本文化研究センター、総合地
球環境学研究所と共同調達を実施した（PPC用紙及びトイレットペーパー）。
・奈良国立博物館では、PPC用紙及びトイレットペーパーについて、近隣の共同調達
契約を調査し業者と交渉した結果、共同調達と同額又はそれ以下に納入金額を引き
下げて調達を実施した。共同調達については、事務負担等を考慮し現状では見合わ
せているが、近隣の共同調達契約の動向に応じて、必要があれば共同調達への参加
について今後も検討を進める。
・九州国立博物館では、九州地区の大学とPPC用紙、トイレットペーパー及びガソリ
ンカードについて共同調達を実施した。
・奈良文化財研究所では、PPC用紙及びトイレットペーパーについて、近隣機関の共
同調達における納入金額と同額にて独自に調達を実施した。その他の物品の共同調
達については、引き続き検討を進める。

09 1

業務フローやコスト等の分析を行い次のとおり民間委託等について改善を行ってい
る。
・全ての施設において、電気設備保守業務、機械設備保守業務、昇降機設備保守点
検業務、売札業務、各種事務補助作業、清掃業務、構内樹木等維持管理業務等につ
いて、民間委託を実施している。
・博物館は警備・展示室監視等業務の大部分を民間委託している。また、研究所は
警備業務の全てを民間委託している。
・博物館の来館者サービスに関しては、インフォメーション業務、図書・写真資料
を閲覧等の利用に供するサービス及び図書整理業務等について民間委託を実施して
いる。
・東京国立博物館では、27年度より撮影業務について、28年度から茶室および大講
堂の施設貸出業務についても民間委託を開始した。また、音声ガイド貸出業務につ
いても民間委託を実施した。
・東京国立博物館及び東京文化財研究所における施設管理運営業務（展示等の企画
を除く）、展示場における来館者等対応業務について民間競争入札を実施した。な
お、平成26年６月17日の官民競争入札等監理委員会において、当該2件の終了プロセ
スへの移行が了承され、７月の公共サービス改革基本方針の閣議決定を経て、次期
契約から競争の導入による公共サービスの改革に関する法律の対象から外されるこ
ととなったため、平成27年度から一般競争入札にて契約を行っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、共同調達の充実に努める。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、民間委託等の実施に努める。



40

（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

以下のように様々な取組を実施している。
・英語版ホームページの改善、公演情報の早期掲載、特設ウェブサイトの開設、SNS
の活用等によりホームページの内容について充実を図った。
・全役職員が個々に知人や関連コミュニティー等に対して積極的に団体観劇を勧誘
する「おすすめキャンペーン」を実施。（平成30年度実績：1,475人）
・大学等を対象とする「国立劇場キャンパスメンバーズ」を運用し、サービスの拡
充を行った。
・各種会員組織（「あぜくら会」「国立文楽劇場友の会」「国立劇場おきなわ友の
会」「クラブ・ジ・アトレ」）の会員向けサービスの充実に努め、会員数の増加を
図った。（平成30年度実績：40千人）
・団体観劇に伴う公演説明会、施設見学の受入れ、観劇を伴うバックステージツ
アーを実施し、上演演目への理解や劇場施設への親近感の醸成に努めた。（平成30
年度実績：公演説明会：189件 10千人、施設見学：78件 1,299人、バックステージ
ツアー：86件 3,058人）
・お客様相談室を中心に、法人全体として意見・要望等に対する回答の迅速化を
図った。
・劇場施設の使用効率の向上を図るとともに、伝統芸能の保存振興又は現代舞台芸
術の振興普及等を目的とする事業に対し、劇場施設を積極的に貸与した。（平成30
年度実績：1,264日）
・公演記録映像を一般の視聴に供するとともに、鑑賞会、講座等で活用した。（平
成30年度実績：公開講座等開催回数110回）

03 1

以下のように様々な取組を実施している。
・劇場が立地する地域の観光協会等と連携し、広報活動の充実を図っている。
・関係機関と連携し、研修会を開催したほか、地域の公立文化施設に技術者を講師
として派遣した。
・地方公共団体等と連携し、全国各地の文化施設等における公演を実施した。（平
成30年度実績：18件）
・独立行政法人日本スポーツ振興センター及び独立行政法人国立美術館との間で共
同調達に関する協定に基づき、コピー用紙の共同調達を実施した。
・公益財団法人新国立劇場運営財団との間の共同調達に関する協定に基づき、トイ
レットペーパー及びペーパータオルの共同調達を実施した。

04 1 自己収入の増加による目的積立金の拡充に向けて、前々項の取組を実施している。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

自己収入を増加して、機能強化を図るため、施設等の貸出し、デジタル画像の活用拡大等を
積極的に進めると共に、開館時間の延長、会員制度の拡充、展覧会関連物品の販売促進な
ど、様々な工夫・努力を行う。

伝統芸能の公開及び現代舞台芸術の公演においては、より多くの人が幅広
い分野の公演を鑑賞することを目指す。特に「あぜくら会」や「文楽劇場
友の会」等会員制度については、会員へのサービスの拡充を図る。また、
劇場施設の積極的な貸与に努める。
そのために、以下の取組等により自己収入増加及び機能強化を図る。
・劇場内外の英語案内表示の整備等、外国人利用者に向けたサービスを充
実。
・観客等の意見・要望を集計・分析し活用。
・大学等を対象とする「国立劇場キャンパスメンバーズ」を運営し、公演
の割引観劇のサービスを提供する。
・法人を対象とする事前登録制の団体チケット販売システムを運用して、
利用団体の募集を行い、地方公共団体や民間企業等への働きかけの強化に
努める。
・他劇場の施設の状況、貸館事務手続き等についての調査結果を活用し、
劇場利用者の利便性向上を図る。

法人間又は周辺の他機関との共同調達や広報活動等の連携を行うとともに、公私立の美術
館、博物館、劇場とも事業の連携を行い、各法人の機能強化を図る。

以下の取組等により機能強化を図る。
・我が国の伝統芸能の保存振興又は現代舞台芸術の振興普及の中核的拠点
として、共催、受託による公演等を実施。
・国の文化振興施策との連携に留意しつつ、国立劇場、新国立劇場等の人
材や施設を活用して、公演制作者や舞台技術者等に対する実地研修の受入
れや外部研修への協力等に努める。

新たなテーマの展覧会等による利益を経営努力認定の対象として認め、目的積立金を拡充す
るなどにより、事業内容を充実させる。

前々項の取組により更なる自己収入増加、機能強化、事業内容の充実に努
める。

所管 法人名 日本芸術文化振興会文部科学省２１Ｎｏ
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05 1

（不正防止策について）
従来より、助成金募集案内において、助成金の不正受給等の不正行為を行った場合
には交付決定の取消し及び助成金の返還命令が行われること等を記載するととも
に、振興会職員が助成対象団体の事務所に赴き、帳簿書類等について調査を行って
いる（平成30年度は90団体について実施）。また、平成24年9月に「芸術文化振興基
金助成金交付要綱」及び「文化芸術振興費補助金による助成金交付要綱」を改正
し、不正行為により助成金の交付決定を取り消された場合には、一定期間助成金交
付要望書を提出することができない旨を規定し、応募相談会等において周知を図っ
ている。
 
（受給団体のガバナンス強化について）
音楽、舞踊、演劇及び伝統芸能・大衆芸能の４分野（以下「舞台芸術分野」とい
う。）については、文化芸術の専門家であるプログラムディレクター（以下「PD」
という。）及びプログラムオフィサー（以下「PO」という。）により、助成対象団
体に対するヒアリングを実施し、ガバナンス体制の強化についても助言を行ってい
る。
また、文化芸術振興費補助金による舞台芸術創造活動活性化事業については、全て
の助成対象活動について運営面も含む事後評価を実施し、その結果をPD・POを通じ
て助成対象団体に伝達するとともに、助言を行っており、平成30年度の募集・審査
より文化庁から移管された「劇場・音楽堂等機能強化推進事業」についても、各劇
場・音楽堂等による自己点検及びPD・POによる公演等調査等の結果に基づき事後評
価を実施する仕組みを導入。各劇場・音楽堂等の経営基盤を含む持続的な組織活動
の観点から、事前評価(採択審査)項目(4～5項目)を設定し、事後評価もこれらを踏
まえて行っている。
その他、平成31年度の募集・審査より文化庁から移管された国際芸術交流支援事業
に関しても、公演調査及び事後評価の実施方法について、今後方針を定めて行うこ
ととしている。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

07 1 項目02に同じ

08 1 項目03に同じ

09 1 項目04に同じ

10 1

（交付後の調査の的確な実施について）
「芸術文化振興基金助成金交付要綱」及び「文化芸術振興費補助金による助成金交
付要綱」の規定に基づき、振興会職員が助成対象団体の事務所に赴き、帳簿書類等
について調査を行っている。（平成30年度は90団体について実施）

（受給団体のガバナンス強化について）
音楽、舞踊、演劇及び伝統芸能・大衆芸能の４分野（以下「舞台芸術分野」とい
う。）については、文化芸術の専門家であるプログラムディレクター（以下「PD」
という。）及びプログラムオフィサー（以下「PO」という。）により、助成対象団
体に対するヒアリングを実施し、ガバナンス体制の強化についても助言を行ってい
る。
また、文化芸術振興費補助金による舞台芸術創造活動活性化事業については、全て
の助成対象活動について運営面も含む事後評価を実施し、その結果をPD・POを通じ
て助成対象団体に伝達するとともに、助言を行っており、平成30年度の募集・審査
より文化庁から移管された「劇場・音楽堂等機能強化推進事業」についても、各劇
場・音楽堂等による自己点検及びPD・POによる公演等調査等の結果に基づき事後評
価を実施する仕組みを導入。各劇場・音楽堂等の経営基盤を含む持続的な組織活動
の観点から、事前評価(採択審査)項目(4～5項目)を設定し、事後評価もこれらを踏
まえて行っている。
その他、平成31年度の募集・審査より文化庁から移管された国際芸術交流支援事業
に関しても、公演調査及び事後評価の実施方法について、今後方針を定めて行うこ
ととしている。

11 1

「芸術文化振興基金助成金交付要綱」第３条の２及び「文化芸術振興費補助金によ
る助成金交付要綱」第３条の２において、助成金の不正受給、不正使用を行ったこ
とにより助成金の交付決定を取消された者等について、一定期間助成金の交付要望
を行うことができない旨規定している。

日本芸術文化振興会の助成事業については、不正防止策を強化すると共に、受給団体のガバ
ナンス強化に対する支援を行う。

（不正防止策について）
　今後とも、振興会職員による助成対象団体の帳簿書類等の調査を適切に
実施するとともに、振興会において講じている不正防止策の内容につい
て、助成金募集案内や応募相談会等を通じて、周知を図っていく予定であ
る。

（受給団体のガバナンス強化について）
　助成対象活動に対する事後評価及びPD及びPOによる助成対象団体への助
言を引き続き適切に実施することにより、助成対象団体の規範意識の向上
を図っていく予定である。

講ずべき措置 今後の対応方針

自己収入を増加して、機能強化を図るため、施設等の貸出し、デジタル画像の活用拡大等を
積極的に進めると共に、開館時間の延長、会員制度の拡充、展覧会関連物品の販売促進な
ど、様々な工夫・努力を行う。

項目02に同じ

法人間又は周辺の他機関との共同調達や広報活動等の連携を行うとともに、公私立の美術
館、博物館、劇場とも事業の連携を行い、各法人の機能強化を図る。

項目03に同じ

新たなテーマの展覧会等による利益を経営努力認定の対象として認め、目的積立金を拡充す
るなどにより、事業内容を充実させる。

項目04に同じ

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施すると共に、受給団体の法令遵
守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

（交付後の調査の的確な実施について）
振興会職員による助成対象団体の帳簿書類等の調査を、引き続き適切に実
施していく予定である。

（受給団体のガバナンス強化について）
助成対象活動に対する事後評価及びPD及びPOによる助成対象団体への助言
を引き続き適切に実施することにより、助成対象団体の規範意識の向上を
図っていく予定である。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなど制裁措置の導入を図
る。

－



42

12 1

芸術文化振興基金及び文化芸術振興費補助金による助成の募集案内において、経費
の虚偽申告や過大請求等により助成金を受給する等の不正行為を行った場合には、
交付決定の取消しや助成金の返還命令が行われるとともに刑事罰が課せられること
がある旨を記載し、周知を図っている。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

13 1

・他法人と連携し、業務研修を共同で実施している。
・2020年東京オリンピック・パラリンピックにおける文化プログラムに関して、文
化3法人間で相互の情報共有、協力体制の構築に努めている。
・今後の法人間における業務実施の連携強化等を行うに当たっては、各法人の目的
及び業務を踏まえた上で、各施設の規模や所在地等の諸条件を検証し、その上で見
込める業務運営の効率化の程度や、投下する費用と得られる効果について、十分に
検討する必要がある。

14 1

・他法人と連携し、業務研修を共同で実施している。
・2020年東京オリンピック・パラリンピックにおける文化プログラムに関して、文
化3法人間で相互の情報共有、協力体制の構築に努めている。
・今後の法人間における業務実施の連携強化等を行うに当たっては、各法人の目的
及び業務を踏まえた上で、各施設の規模や所在地等の諸条件を検証し、その上で見
込める業務運営の効率化の程度や、投下する費用と得られる効果について、十分に
検討する必要がある。

補助金等に係る予算の適正化等に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等適正
化法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により補助
金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行われ、
また場合によっては刑事罰が課せられることを補助金等申請のためのパンフレット等に記載
し周知する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

業務研修、文化プログラムにおける文化3法人間の連携については、引き続
き一層の強化を図る。また、文部科学省文教団体との各種研修及び採用試
験の共同実施を継続する。
今後、当法人の目的及び事業内容、当法人で運営する各劇場と、他の文化
振興・普及業務を行う法人等の施設との地理的関係等を踏まえ、法人間の
連携強化を慎重に検証、検討していく。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き事務手続きの簡素化、契約の適正化、省エネルギー・リサイクル
の推進等に努め、業務運営の効率化を図る。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日に成立、６月13日に公布され、平
成27年４月１日より国立研究開発法人となった。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 1

東京会議室（虎ノ門）を廃止し、平成23年４月より、４機関（物質・材料研究機
構、教員研修センター、国立特別支援教育総合研究所、国立高等専門学校機構）で
学術総合センター内の共用会議室を借上げることにより、費用の削減が行われてい
る。また、平成25年度より参画している筑波大学等茨城県内6機関との共同調達の協
定書において、さらに1機関を加えた７機関により、平成26年度よりトイレットペー
パー、平成27年度からは蛍光管およびコピー用紙の共同調達を行い費用の削減を
行った。なお、研究開発８法人による納入実績データベースの運用は平成23年度か
ら実施している。

03 1
管理業務、企画業務、渉外業務等に係る業務フローを含む業務マニュアルを策定
し、可視化と分析を行っており、これを適宜見直し、改訂することにより、業務改
善を図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

平成26年度より契約を締結している共同調達品目に加えて、さらなる共同
調達の対象品目検討のため情報収集と有効性の検証を行い、全体としての
業務最適化に寄与する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

業務マニュアルを継続的に見直し、情報更新を図るほか、第４期中長期目
標・中長期計画に基づき、引き続き業務改善に取り組む。

所管 法人名 物質・材料研究機構文部科学省２２Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

平成28年4月1日付で地震・津波観測監視システム（DONET）が移管され、海域の地震
観測網（日本海溝海底地震津波観測網、DONET）と陸域の地震観測網（高感度地震観
測網、広帯域地震観測網、強震観測網等）を一元化した海陸の基盤的地震観測網と
基盤的火山観測網を一体的に安定的運用を行うため、地震津波火山ネットワークセ
ンターを設置した。

03 1

研究者１名をクロスアポイントメント制度により雇用するなど海洋研究開発機構と
の人事交流を促進している。また、防災・減災分野における両機関の連携を強化す
るため、平成27年５月22日付で防災科学技術研究所と「防災・減災分野の連携研究
協定」を締結した。さらに、平成28年４月１日付で「地震・津波観測監視システム
（DONET）の管理運営に係る協定」を締結し、両機関の連携をより一層強化した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1

研究開発８法人による納入実績データベースの運用は平成23年度から実施してい
る。また、筑波大学等茨城県内７機関との共同調達に係る協定書を締結の上実施
し、令和元年６月に策定した調達等合理化計画においても一層の推進を明記してい
る。

05 1

平成28年度に業務効率化等検討委員会を設置し、当研究所における業務の効率化を
推進するため、コスト削減、省エネ対策、事務合理化等の事項について調査・審議
を開始した。また、これまでも業務フローやコスト等の分析を行ったうえで、各種
実験施設や観測機器の運用及び維持管理、観測データ収集、スーパーコンピュータ
の運用など、可能な限り民間委託やアウトソーシングの活用を図っているところで
ある。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

東日本大震災以降、国民的要請が高まっている海溝型巨大地震に関する研究機能の強化の必
要性から、現在、南海トラフ海域において海洋研究開発機構が整備を進めている地震・津波
観測監視システム（DONET）について、その整備が終了した際には、同システムを本法人に
移管することにより、海底地震・津波観測網の一元的な管理運営を行う。

－

防災・減災分野における海洋研究開発機構との人事交流を促進するなど、同機構との連携を
より一層強化する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

今後も更なる情報収集と有効性の検証を進め、共同調達対象品目拡大のた
めの検討を行う。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

今後も業務効率化等検討委員会を中心として、業務フローやコスト等の分
析を行い、継続的に業務の合理化及び効率化を図っていく。

所管 法人名 防災科学技術研究所文部科学省２３Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 1
平成28年度に量子科学技術研究開発機構が発足したことに伴い、日本原子力研究開
発機構との間で共同調達を実施している。

03 1
公共サービス改革基本方針により事業選定された業務について、機構内において業
務フローの分析を実施し、その結果等を踏まえて仕様内容等を見直し、更なる競争
性、経済性及びサービスの質の向上について努めている。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 平成27年４月１日より研究開発法人に移行。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

該当なし

所管 法人名 放射線医学総合研究所文部科学省２４Ｎｏ ※平成28年4月1日に量子科学技術研究開発機構に名称変更
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

　日本学術振興会（JSPS）が実施する科学研究費補助金による学術研究の成果を、
科学技術振興機構（JST）が実施する科学技術イノベーションに資する研究につなげ
ていくため、科学研究費補助金の成果やJSTの研究成果を網羅的に把握し、JSTの研
究開発事業の企画・立案へ活かすためのデータベースを構築し、運用を開始した。
定常的な運用に向けて、データベースとしての必要な機能の整備及び定期的なデー
タ収容の仕組み作りを進め、平成26年度にデータベース整備を完了した。また、平
成27年度から研究公正推進事業の推進において、研究公正ポータルサイトやシンポ
ジウム開催等を通じて協力体制を構築するなど、連携を強化した。

03 1

・独立行政法人日本医療研究開発機構法が第186回通常国会において、平成26年５月
23日成立、５月30日公布
・移管に必要な作業は完了し、平成27年４月１日に日本医療研究開発機構が発足し
た。

04 1

（研究費の不正使用に対する防止策）
　平成26年２月に改正された「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイド
ライン（実施基準）」を踏まえ、平成27年度より、体制整備等自己評価チェックリ
ストの提出、間接経費削減等の措置等について周知徹底を行うとともに、研究費の
不正使用に対する防止策を強化した。

（研究活動の不正行為に対する防止策）
　「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（平成26年８月26
日文部科学大臣決定）」を踏まえ、当該ガイドラインの周知徹底や研究倫理に関す
る教材の履修の義務づけ、申請時に研究倫理教育を受講していることを要件化する
等の対策を講じた。

（委託先機関のガバナンス強化）
　委託先機関において、不正事案に対する組織的な対応が滞りなく実施できるよ
う、文科省のガイドライン等でどのようなことが求められているかについて、ホー
ムページにおける情報の掲載、説明会における説明・問い合わせ対応等を通じて、
各機関の関係者が必要な情報を把握できるよう支援を実施。平成27年度から研究公
正推進事業において、研究公正ポータルサイトの公開やシンポジウム開催等を通
じ、委託先機関の研究倫理教育担当者等への支援を強化した。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

学術研究の成果を科学技術イノベーションに資する研究につなげていくため、日本学術振興
会との連携を強化する。

－

本法人がこれまで実施してきた医療分野の研究開発に係るファンディング機能は、所要の人
員も含め日本医療研究開発機構（仮称）に移管する。

－

ファンディング機能を有する代表的機関として、国からの運営費交付金や民間からの資金等
を用いて大学等機関への委託を行う研究開発業務について、不正防止策を強化するととも
に、委託先機関のガバナンス強化に対する支援を行う。

－

所管 法人名 科学技術振興機構文部科学省２５Ｎｏ
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 1

（研究費の不正使用に対する防止策）
・平成26年2月に改正された「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドラ
イン（実施基準）」を踏まえ、今年度より、新たに体制整備等自己評価チェックリ
ストの提出、間接経費削減等の措置等について周知徹底を行うとともに、研究費の
不正使用に対する防止策を強化した。
・JST各事業実施規則、委託研究契約及び委託（受給）先内部規程等に基づき会計処
理が適正に処理されているか、不正を防止するシステム・体制が整備され機能して
いるか等の観点から、委託（受給）先に対して委託（交付）後の調査を実施。

（委託先機関のガバナンス強化）
・委託先機関において、不正事案に対する組織的な対応が滞りなく実施できるよ
う、文科省のガイドライン等でどのようなことが求められているかについて、ホー
ムページにおける情報の掲載、説明会における説明・問い合わせ対応等を通じて、
各機関の関係者が必要な情報を把握できるよう支援を実施。
・法令遵守体制確保のためのガバナンス強化支援として、委託（受給）先に対して
研究不正行為の事例や厳格な処分等の説明を行うとともに、委託（受給）先研究者
に対する研究倫理eラーニング受講を義務化するなど法令遵守に資する各種取組を実
施。

06 1
研究機関・大学との契約書に研究不正に関する条項を設け、①研究不正に係る研究
費の返還、②JST全事業への研究者の応募資格の一定期間停止措置などを導入してい
る。

07 － －

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 1

・海外事務所を有する他法人と情報共有を行うこと等より連携を強化し、パリ事務
所について、平成25年7月から、宇宙航空研究開発機構、日本原子力研究開発機構、
情報通信研究機構と共用事務所を借り上げ、平成26年2月までに4法人の共用化を完
了し、借上げ費用の削減を図った。
・文部科学省所管の８法人で設置した研究開発調達検討会合において、ベストプラ
クティスの抽出・実行について、契約額の適正化、競争性・透明性の向上等の具体
策の検討を行い、平成24年1月に取りまとめた検討結果を踏まえ、市場性が低く競争
性が確保しにくい研究機器等の調達については、法人間で適宜情報交換を行い、予
定価格の適正化を図った。

09 1

JSTの事務・事業を効果的・効率的に行うため、業務フローの見直しを行い、業務シ
ステムの構築を進め、自主的な業務改善を図った。
また、民間競争入札（市場化テスト）を実施しており、外国人研究者宿舎管理運営
業務については、良好なサービスが達成されつつ、経費が削減されるなど良好な結
果が得られたことから、官民競争入札等監理委員会（平成28年6月28日）において終
了プロセスへの移行が了承された。外国人研究者宿舎生活サポート等業務及びセ
キュリティ監視運用業務についても民間競争入札による調達を実施済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

－

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

－

補助金に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等適
正化法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により補
助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行わ
れ、また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記
載し周知する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

・科学研究費助成事業（科研費）において、特別推進研究、新学術領域研究、基盤
研究、挑戦的萌芽研究、若手研究、研究活動スタート支援の審査結果や一部研究種
目（特別推進研究、基盤研究（S））の評価結果について、審査・評価後速やかに
JSTに情報提供を行った。
・科学研究費助成事業データベース（KAKEN）について、NII 及び文部科学省と連携
しつつ、公的助成機関の各事業成果を横断的に検索できる仕組みの構築に向け、平
成28年4月に新しいデータ入力機能を備えた新システムに移行した。この際NII 及び
文部科学省と協議し、科研費の成果をJST 戦略的創造研究推進事業に円滑に繋ぎイ
ノベーションの素を発掘し育てる仕組みを強化することを視野に入れて新システム
の設計を行うとともに、大型研究種目の評価結果をシステム上で表示、検索機能を
構築する等、検索性の向上や研究サイクルの可視化といった改善を行った。
・平成27年度から開始された研究公正推進事業において、JSTが運営する研究公正
ポータルサイトにJSPSが主管する研究倫理教育教材や研究倫理に関するイベント、
レポート等について情報提供するとともに、ドイツ研究振興協会（DFG）、JST及び
日本医療研究開発機構（AMED）との共催で平成27年9月に「日独国際シンポジウム
研究公正を高める取組について～日独の取組の実践例～」を、平成28年11月に学術
研究フォーラムと主催、JST及びAMEDとの共催で、「第８回学術シンポジウム　科学
研究のよりよき発展と倫理の確立を目指して」を、平成29年11月29にJST及びAMEDと
の共催で、「研究公正シンポジウム　RIOネットワークキックオフシンポジウム『考
え、気づかせる』研究倫理教育」を開催し、また、不正防止・対応相談においてJST
及びAMEDと情報交換して、連携を図った。
・平成29年度計画の策定に当たり、JSTとの連携強化について記載した。
・グローバルリサーチカウンシル(GRC)やSTSフォーラム等についてJSTと意見交換を
行った。
・外国人特別研究員に対し、JST等が主催したジェンダーサミット10の開催案内や、
JSTの公募事業の案内を行った。
・JSTにおいて国際戦略を検討する際、各国・地域の状況を把握するにあたり、JSPS
の海外研究連絡センター長と意見交換を行った。

03 1

・「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基
づく公的研究費の管理・監査体制の整備に係るチェックリストに加えて、平成28年
度から、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく
取組状況に係るチェックリストを大学等研究機関が作成し文部科学省に提出するこ
とを応募要件化し、研究機関における研究費の管理・監査や公正な研究活動の推進
に向けた体制整備を図った。
・競争的資金等に係る研究活動の不正行為及び研究費の不正使用の告発受付窓口を
設置し、また、ホームページにおいて研究公正に係る情報の提供を行った。
・科研費、特別研究員等の資金配分事業では、研究の不正等の防止について研究者
の理解が必要な事項について、交付手続き等の際に、その内容を確認したことを研
究者に明らかにさせるなど、研究者の意識改革の取組を実施したほか、平成28年度
以降は、参画する全ての研究者に交付申請時までに研究倫理教育プログラムを履修
することを必須とした。
・「科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得－」（日本学術振興会「科学
の健全な発展のために」編集委員会編）をもとにe-learning教材を開発し、平成28
年4月から日本語版、平成29年2月から英語版のサービスの提供を開始した。
・平成29年11月29にJST及びAMEDとの共催で、「研究公正シンポジウム　RIOネット
ワークキックオフシンポジウム『考え、気づかせる』研究倫理教育」を開催し、自
律的な行動がとれるようにするための研究倫理教育の実践を主眼とした提案や議論
を行った。
・研究者の任意団体である学術研究フォーラムとの共催で平成27年11月に「第７回
学術シンポジウム　科学研究のよりよき発展と倫理の確立を目指して」を開催し、
不正行為の予防を主眼とした提案や議論を行った。また、学術研究フォーラムと主
催、JST及びAMEDとの共催で平成28年11月に「第８回学術シンポジウム　科学研究の
よりよき発展と倫理の確立を目指して」を開催し、不正行為の予防を主眼とした提
案や議論を行った。
・ドイツ研究振興協会（DFG）、科学技術振興機構（JST）及び日本医療研究開発機
構（AMED）との共催で平成27年9月に「日独国際シンポジウム 研究公正を高める取
組について～日独の取組の実践例～」を開催し、日独における研究倫理教育への取
組を紹介して、研究者等の理解を高めた。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

科学技術振興機構との連携を強化する。
・引き続きJSTのデータベースの充実のために科研費に係る情報を提供する
とともに、研究公正推進事業や学術国際交流事業においてシンポジウムの
共催や情報の提供・交換を行うなど、連携強化に向けた取組を進める。

ファンディング機能を有する代表機関として、国からの補助金等を用いて行う資金の助成・
給付業務について、不正防止策を強化するとともに、受給団体のガバナンス強化に対する支
援を行う。

左記の取組を含め、今後も研究不正防止策の強化や、受給団体のガバナン
ス強化に対する対策を行っていく。

所管 法人名 日本学術振興会文部科学省２６Ｎｏ
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

科研費の事業説明会を開催し（平成29年度実績：文部科学省との共同開催６回、研
究機関等からの要望による開催67回）、研究費の不正使用、不正受給及び研究活動
の不正行為の防止策について、助言・注意喚起等を行い、研究者を含む関係者の意
識改革を促進するとともに、文部科学省と連携して実地検査を行い（平成29年度実
績：60機関）、各研究機関の科研費管理体制の実態の把握に努め、管理体制の改善
を要する点等についての検査記録を研究機関と共有し、フォローアップを行うこと
としている。また、各機関における研究倫理教育の一環として、講演を実施した
（平成29年度実績：4回）

05 1

日本学術振興会において定めている各種規程に基づき、研究活動の公正性の確保及
び競争的資金等の適正な管理・運営並びに不正使用等の防止のため、各種事業にお
いて以下の措置を執っている。

【不正使用に対する措置】
預け金や不正受給などの不正使用に対しては、交付した研究費の返還とその不正使
用の程度により以下の交付制限期間を設ける
　　・不正使用を行った研究者及び共謀者：１～10年
　　・不正受給を行った研究者及び共謀者：５年
　　・不正使用に直接関与していないが、善管注意義務に違反して使用を行った研
究者：１～２年

【特定不正行為に対する措置】
論文データのねつ造等の研究活動における特定不正行為に対しては、研究費の返還
と以下の交付制限期間を設ける
　　・特定不正行為に関与した者：２～10年
　　・特定不正行為に関与していないものの特定不正行為があった研究に係る論文
等の責任を負う著者：１～３年

06 1

科研費においては研究者向けに研究者用ハンドブックを作成し、交付決定を行った
研究代表者（約８万人）に配付するとともに、研究機関の事務担当者向けに研究機
関用ハンドブックを作成し、各研究機関に配付（約1,800機関）しており、以下の内
容を記載するとともに、ホームページにおいても公開している。
・不正または虚偽による科研費の受給の場合：全額の返還
・受給した科研費の不正な使用の場合：一部又は全額の返還
・不正行為（論文データのねつ造等）があった場合：一部又は全額の返還
なお、科研費のみならず、各種事業の募集要項や実施の手引きにおいて研究費の不
正使用及び研究活動の不正行為があった場合は刑事罰を含め、厳しい措置で対応す
る旨記載している。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

07 1

・バンコク研究連絡センターについては、日本学生支援機構タイ事務所と平成22年
度末に共用化について合意し、平成24年３月より事務所の共用を開始し、継続して
いる。
・平成23年４月より宇宙航空研究開発機構バンコク事務所との会議室の共用を開始
し、継続している。
・ロンドン海外研究連絡センターについては、平成29年3月より、日本スポーツ振興
センターとの施設利用等における協力を開始し、継続している。
・共同調達の可能性を検討するため、国や他の独法の実施状況について情報を収集
している。実施については、コスト縮減の費用対効果を検討・見極めの上で判断す
る。

08 1

・新規事業の増加などに対応するため、各事業の業務を精査するなど業務フローや
コストの分析を行い、合理的かつ効率的に事業が実施できるよう検討を進め、ホー
ムページ再構築にかかる業務やニューズレター（JSPS Quarterly）作成業務など、
業務の一部について外部委託を推進した。
・平成30年からの日本学術振興会業務基盤システム更新・保守業務について、市場
化テストを実施した。
・平成30年度には、これまで入札により個別に30件程度の契約を締結していた労働
者派遣業務を包括契約とすることで、入札件数の減少による事務作業の軽減を図っ
た。また、外国人研究者招へい事業において1,000件程度の国際航空券手配を個別に
発注していた方式を見直し、包括契約とすることで、国際航空券発券手数料の節減
を図った。

講ずべき措置 今後の対応方針

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

左記の取組を踏まえ、今後も適切にフォローアップを行っていくととも
に、受給団体の法令遵守体制の確保のためのガバナンス強化の支援に努め
る。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなど制裁措置の導入を図
る。

－

補助金等に係る予算の適正化等に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等適正
化法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により補助
金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行われ、
また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記載し
周知する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

左記の取組について引き続き対応していく。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、民間委託等を含め、自主的な業務改善を推進していく。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 1

・平成30年4月に施設管理業務、警備業務の各調達について隣接する大学と共同調達
を実施し業務の効率化を図った。また、法人内における一括調達などによる効率化
に向けた取組みも引き続き実施している。
・文部科学省所管の8法人で設置した研究開発調達検討会合においても、ベストプラ
クティスの抽出・実行について、契約額の適正化、競争性・透明性の向上等の具体
策の検討を行い、平成24年1月に取りまとめた検討結果を踏まえて、研究機器等の納
入実績に係るデータベースの運用を開始し、法人間において適宜情報交換を行って
いる。

03 1

平成28年度にIDカード発行業務について、業務・フローコスト分析を実施した。新
たに導入された人事システム（平成28年10月～）の機能（採用情報の入力データ連
携）を活用することで、IDカード発行関係のみにかかる新たなシステム投資を行う
ことを行わずに、業務の効率化を図った。具体的には、平成28年10月から採用手続
きフローの中にＩＤカードの発行業務を組み入れ、システムが有する採用情報の入
力データの連携をはかることで、業務フローの効率化、入力データの共有化を実施
し、１件あたりの処理時間が約0.43→0.31時間に減少（△約28％）することとなっ
た。年間約1900件のIDカード発行が見込まれるため、システム化前　0.43時間×
1900件＝約817時間、システム化後　0.31時間×1900件＝約589時間となる見込みで
あるため、約228時間（30人日超）／年の削減が見込まれるという結果が得られた。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

所管 法人名 理化学研究所文部科学省２７Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 1

・海外事務所を有する他法人と情報共有を行うこと等より連携を強化し、パリ事務
所については、平成25年７月より、科学技術振興機構、日本原子力研究開発構及び
情報通信研究機構と共用事務所を借り上げ、平成26年２月までに４法人の共用化を
完了し、借上げ費用の削減を図った。
・ワシントン駐在員事務所については、平成27年５月より日本原子力研究開発機構
のワシントン事務所と共用を開始し、費用低減を図った。
・バンコク駐在員事務所については会議室を、日本学術振興会バンコク事務所と共
用している。
・文部科学省所管の８法人で設置した研究開発調達検討会合においても、ベストプ
ラクティスの抽出・実行について、契約額の適正化、競争性・透明性の向上等の具
体策の検討を行い、平成24年１月に取りまとめた検討結果を踏まえて、納入実績に
係るデータベースの運用を開始している。

03 1

・これまでのデータ蓄積を踏まえたプロジェクトコスト管理の手法の標準化、コス
ト管理体制の強化などを検討し、新規プロジェクト２件において試行を開始して、
将来に向けた一層のコスト見積精度向上及び契約の適正性確保のための基盤を強化
している。
・適正な契約管理体制について不断の見直しを行うため、主要取引企業との意見交
換を継続するとともに、関係組織の調査や組織横断的な調達改革検討チームを編成
し、調達プロセスの一層の改善を検討を実施してきた。平成29年4月1日より調達企
画機能の強化（研究者・技術者と調達部門が調達プロセスの上流段階から協働す
る）の取組を定常組織として運用を開始した。
・広報普及支援業務、システム技術支援業務及び文書管理運用支援業務において市
場化テストを導入するとともに、資産管理業務についても市場化テストを導入した
調達を実施することとしており、自主的な業務改善に努めている。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする －

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

海外事務所については、引き続き、左記の施策を着実に進めていくととも
に、法人間の連携強化等に努め、業務の最適化をはかる。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

左記の取組について引き続き対応していく。

所管 法人名 宇宙航空研究開発機構文部科学省２８Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

（不正防止策の強化）
不正防止策を強化するため、以下の取組を実施した。
・不正の抑止効果を高めるため、不正を起こした団体の助成対象者からの除外期間
を「１～２年」から「１～５年」に長期間化（平成25年度～）
・助成制度の遵守や会計・経理の概要について、助成事業者の意識・知識の向上を
図るため、「助成金を受ける団体の心得」を配布（平成25年度～）
・監査業務の外部専門家への委託の拡充（平成24年度：50団体→平成25年度以降各
年150団体）
・助成金募集説明会と併せて、会計処理研修会も実施（平成25年度～）
・助成事業における支払処理は原則、銀行振込とすることを徹底し、特に謝金・賃
金等の現金取引を助成対象外とした（平成26年度～）。
・アスリート助成の対象者として選定されたアスリートに対して、制度の趣旨・目
的、アスリートのコンプライアンス及びドーピング防止等に関する研修会を実施
（平成26年度～）。
・助成金の交付決定時・実績報告時の審査や実態調査を適切かつ効率的に実施でき
るよう助成事業の事務処理体制を強化した。
平成25年度：１課４係の26名体制
平成26年度：２課５係の34名体制
平成27年度：３課７係の44名体制
　※競技団体等が行う選手強化事業がＪＳＣに一元化されたことを踏まえた対応
平成28年度：３課８係の45名体制

（受給団体のガバナンスの強化に対する支援）
ガバナンス強化の支援については、スポーツ振興くじ助成において、平成23年度か
ら「スポーツ団体ガバナンス強化事業」を実施し、競技団体の法律・経営面につい
ての課題等に対する指導・助言や統治・統制に関する研修会を実施する事業などに
対し、経費の一部を助成している。
また、平成26年度より、法人内部にスポーツ・インテグリティ（スポーツの価値、
スポーツにおける高潔性及び完全性）全体の保護に向けて、「スポーツ・インテグ
リティ・ユニット」を設置し、本ユニットにおいて、受給団体に対し、インテグリ
ティに対する啓発を行った。
平成27年度は、文部科学省の委託事業として日本スポーツ仲裁機構が作成した『NF
組織運営におけるフェアプレーガイドライン』に掲げられた項目について、文部科
学省が中央競技団体に対し、セルフチェックリストの提出を依頼しており、その内
容を活用して、中央競技団体のガバナンス・コンプライアンス体制の現状把握を
行った。
平成28年度も引き続き、「スポーツ団体ガバナンス強化事業」を実施するととも
に、『NF組織運営におけるフェアプレーガイドライン』を活用した自己点検を実施
させることにより、中央競技団体の自発的な取組みを促すなど、ガバナンス強化の
支援を実施した。
平成29年度助成から、「スポーツ団体ガバナンス強化事業」において、競技団体が
役職員、加盟団体等を対象としたガバナンス・コンプライアンス及びインテグリ
ティに関する研修会を実施する事業を助成対象とした。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

02
国からの運営費交付金や民間からの資金等を用いて行う資金の助成・給付業務について、不
正防止策を強化するとともに、受給団体のガバナンスの強化に対する支援を行う。

1 －

所管 法人名 日本スポーツ振興センター文部科学省２９Ｎｏ



53

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

03 1

（交付後の調査の的確な実施）
交付後の調査については、従前より交付対象年度の翌年度に、助成金を交付した団
体の中から、調査対象団体を抽出して実施しているところである。その際、助成事
業者の助成金の執行を専門的かつ十分に調査するため、一部の団体に対する調査を
外部専門家（監査法人）へ委託している。
平成24年の会計検査院の検査において、スポーツ団体による助成金が指摘されたこ
と等を踏まえ、不正受給、不正使用を防ぐため、平成25年度より、その委託件数を
大幅に拡充した。
なお、調査により不適切な会計処理が確認された団体については、適正な執行に向
けての改善方策の提出を求め、是正内容を確認した。
　平成24年度調査実施数　　　188団体　うち外部専門家実施　 50団体
　平成25年度調査実施数　　　241団体　うち外部専門家実施　150団体
　平成26年度調査実施数　　　268団体　うち外部専門家実施　150団体
  平成27年度調査実施数　　　260団体  うち外部専門家実施　150団体
　平成28年度調査実施数　　　305団体  うち外部専門家実施　150団体
　平成29年度調査実施予定数　315団体  うち外部専門家実施　150団体
　平成30年度調査実施予定数　308団体  うち外部専門家実施　140団体
（法令順守体制の確保のためのガバナンス強化の支援）
 ガバナンス強化の支援については、スポーツ振興くじ助成において、平成23年度か
ら「スポーツ団体ガバナンス強化事業」を実施し、競技団体の法律・経営面につい
ての課題等に対する指導・助言や統治・統制に関する研修会を実施する事業などに
対し、経費の一部を助成しているところである。
また、平成26年度より法人内部にスポーツ・インテグリティ（スポーツの価値、ス
ポーツにおける高潔性及び完全性）全体の保護に向けて、「スポーツ・インテグリ
ティ・ユニット」を設置し、本ユニットにおいて、受給団体に対し、インテグリ
ティに対する啓発を行った。
平成27年度は、文部科学省が作成した『NF組織運営におけるフェアプレーガイドラ
イン』に掲げられた項目について、文部科学省が中央競技団体に対し、セルフ
チェックリストの提出を依頼しており、その内容を活用して、中央競技団体のガバ
ナンス・コンプライアンス体制の現状把握を行った。
平成28年度以降も引き続き、「スポーツ団体ガバナンス強化事業」を実施するとと
もに、『NF組織運営におけるフェアプレーガイドライン』を活用した自己点検を実
施させることにより、中央競技団体の自発的な取組みを促すなど、ガバナンス強化
の支援を実施した。
平成29年度助成から、「スポーツ団体ガバナンス強化事業」において、競技団体が
役職員、加盟団体等を対象としたガバナンス・コンプライアンス及びインテグリ
ティに関する研修会を実施する事業を助成対象とした。

04 1
従前より、「１～２年」の資格停止措置を交付実施要領に規定していたが、平成25
年度より、不正の抑止効果を高めるため、資格停止期間を「１～５年」に長期間化
を図った。

05 1

平成25年７月に、左記の内容などを記載したパンフレット「助成金を受ける団体の
心得」を作成し、平成25年度の助成団体へ配布した。
また、当該パンフレットをHPに掲載するとともに、平成25年11月～12月、平成26年
度の助成事業に関する募集説明会と合わせて開催した会計処理の研修会においてそ
の内容を説明し、各団体への周知徹底を図った。
なお、平成26年度の助成団体には、平成26年４月に、交付決定（内定）の通知とあ
わせて配布（平成27年度以降も同様に配布した）。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

06 1

独立行政法人国立美術館及び独立行政法人日本芸術文化振興会と共同調達に関する
協定書（平成30年1月26日付）の締結を行い、「平成30年度コピー用紙の供給」につ
いて共同調達を実施した。
共同調達を実施したことにより、より安価な単価で契約することができた。
【参考】
H29年度
　A3：1,374円/箱
　A4：1,145円/箱
H30年度（共同調達）
　A3：1,361円/箱
　A4：1,135円/箱

講ずべき措置 今後の対応方針

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

－

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

－

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金適
正化法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により補
助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行わ
れ、また場合によっては刑事罰が科されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記
載し周知する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き効果的・効率的な業務運営に努める。
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07 1

既に、スポーツ施設における包括的業務委託（民間競争入札）の実施や業務量を勘
案した配置人員見直し等、民間委託等による業務改善を推進している。また、「業
務フロー・コスト分析」を行なった業務について、得られた結果をもとに季節業務
のうち定型的な業務について人材派遣を導入した。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1 項目04～07のとおり。

03 1

「留学生30万人計画実現に向けた留学生の住環境支援の在り方に関する検討会 報告
書」（平成26年７月31日）の趣旨を踏まえ、文部科学省内で経済性を勘案しつつ検
討した結果、独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」という。）の保有する
国際交流会館等の活用方策については以下の通りとする。

１．東京国際交流館及び兵庫国際交流会館は、機構が引き続き保有し、収支改善を
図りつつ、国際交流の拠点として活用する。

２．上記１．以外の国際交流会館(札幌国際交流会館、金沢国際交流会館、福岡国際
交流会館、大分国際交流会館)については、これまでどおり地方公共団体や大学等と
の売却交渉を進める。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

・機構におけるリスク管理全般に必要な事項を定めるリスク管理規程を平成26年度
に制定するとともに、リスク管理委員会を設置し、同委員会のもとでリスク管理を
実施した。
・「「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備」について」（平
成26年11月28日総務省行政管理局長）の通知内容を踏まえ、平成27年４月１日付け
で、業務方法書に内部統制の体制の整備に関する事項を追記する変更を行った。

05 1
・業務執行部内から独立した監査室を設置し、内部監査を実施している。
・「内部監査規程」を制定し、内部監査体制を定めている。
・監事のうち１名は常勤としている。

06 1
平成27年度に実施する外部専門家等による研修の実施方針を平成27年3月30日に策定
した。

07 1

・財務諸表（附属明細書）において、奨学金貸与事業、留学生支援事業、学生生活
支援事業、法人共通の区分により、セグメント情報を開示。
・独立行政法人日本学生支援機構法において、秘密保持義務及び罰則について規
定。

08 1

・借り上げ宿舎支援事業について、事業終了後は事業実施規程及び募集要項記載の
「支援金の収支報告」に基づいて収支簿を提出させることにより、適正に運用され
ているかどうかを確認している。
・平成25年度に策定した経理書類調査計画をもとに、前年度に支援金を交付した大
学等の一部を無作為に抽出し、毎年度、本事業に係る経理書類（帳簿、証憑書類）
を提出させて調査を実施するとともに、給付金の取扱等に関するQ&Aを充実させた上
で公開すること等により交付した大学等における適正処理を促す取組を実施してい
る。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業務に係る内部ガバナンスの高度化を
図る。

－

現在、売却見込みの立っていない国際交流会館等については、留学生交流の場としての活用
も含め、経済性を勘案しつつ総合的に処理方針を検討し、平成26年夏までに結論を得る。

１．東京国際交流館及び兵庫国際交流会館は、機構が引き続き保有し、収
支改善を図りつつ、国際交流の拠点として活用する。

２．上記１．以外の国際交流会館(札幌国際交流会館、金沢国際交流会館、
福岡国際交流会館、大分国際交流会館)については、これまでどおり地方公
共団体や大学等への売却に必要な手続を行うとともに、売却が困難である
場合は、引き続き保有し続けた場合に将来的に発生する維持管理コストと
収入を比較考量した上で、処分に向けて条件の見直しを図りつつ交渉を進
めることとした。
その後、平成27年５月から８月にかけて売却のための一般競争入札を実施
し、大分国際交流会館については平成28年３月、福岡国際交流会館につい
ては平成28年６月に引渡しを行った。応札者がなかった札幌国際交流会
館、金沢国際交流会館については引き続き地方公共団体と譲渡に向けて調
整を行い、札幌国際交流会館については平成30年３月、金沢国際交流会館
については平成30年４月に引渡しを行った。

講ずべき措置 今後の対応方針

金融業務のリスクを的確に管理するための内部規程等を整備するとともに、外部有識者等に
より構成される統合的なリスク管理のための委員会等を設置し、法人の財務状況やリスク管
理状況を専門的に点検する。

措置済み

業務の適正性を日常的に確保するため、業務執行やリスク管理を監視する内部組織（監査部
等）を設置する。また、監事のうち１名は原則として常勤とする。

－

審査、回収等の金融業務機能の強化を図る観点から、外部専門家等による職員研修を拡充す
ることとし、その実施方針を策定する。

－

金融業務の透明性を確保する観点から、事業別の収支情報等を情報開示する一方、法人の行
う金融業務の高い公共性に鑑み、役職員の守秘義務規定を設ける。

－

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

引き続き策定した経理書類調査計画に基づき大学等を無作為に抽出し、経
理書類の調査を適切に実施することにより不正受給や不正使用の防止に努
める。

所管 法人名 日本学生支援機構文部科学省３０Ｎｏ
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09 1

平成27年3月に「留学生借り上げ宿舎支援事業実施規程」を改正し、募集停止の条項
を設けるとともに、「留学生借り上げ宿舎支援事業における募集停止措置に係る取
扱基準」を策定することにより、不正受給、不正使用を行った場合に一定期間募集
を停止し、申請を受け付けない制裁措置を導入した。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

10 1

・タイ事務所については、日本学術振興会バンコク研究連絡センターと事務所の共
用を実施している。
・保有する国際交流会館のうち合築施設（札幌（北海道札幌市）及び金沢（石川県
金沢市）の国際交流会館）及び事務所を共有する駒場事務所（東京都目黒区）にお
いては、地方公共団体等と共同で施設の管理運営委託を実施している。
・大学入試センターとコピー用紙の共同調達を実施している。

11 1

奨学金の返還金回収業務について、平成24年度に官民競争入札等監理委員会が示す
業務フロー・コスト分析を実施した。業務フロー・コスト分析の結果を踏まえ、
「個人信用情報機関への登録処理」については、将来の要処理件数の増大に対応で
きるよう、平成26年３月に業務の標準化及び情報システムの改善を行った。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

他機関と共同調達等が可能な案件があれば実施を検討する等、引き続き業
務の最適化を図る。
なお、合築施設である札幌国際交流会館及び金沢国際交流会館について
は、譲渡に伴い施設の管理運営委託を終了した。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き自主的な業務改善を図る。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1 平成28年4月1日付で地震・津波観測監視システム（DONET）を移管した。

03 1

研究者２名をクロスアポイントメント制度により雇用するなど防災科学技術研究所
との人事交流を促進している。また、防災・減災分野における両機関の連携を強化
するため、平成27年５月22日付で防災科学技術研究所と「防災・減災分野の連携研
究協定」を締結した。さらに、平成28年４月１日付で「地震・津波観測監視システ
ム（DONET）の管理運営に係る協定」を締結する等、DONET等の円滑な運用及び利活
用を含め同研究所との連携強化を図っている。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1

研究開発8法人による納入実績データベースの運用を平成23年度から実施し、他法人
の調達価額を参考にするなど法人間の連携強化を図っている。また、共同調達につ
いては、国立大学法人高知大学との間で協議を行い、平成27年度より3品目を対象に
開始しており、平成28年度以降も継続して実施している。また、平成30年度より、
他の国立研究開発法人との間で1品目の共同調達を開始しており、翌年度以降も継続
を実施している。
引き続き、事務の合理化及び契約金額の低減を図るため、これまでの共同調達を継
続するとともに、他の研究機関（国立研究開発法人、国立大学法人等）との共同調
達についても検討していく。

05 1

当機構は業務効率化推進委員会を設置し、機構全体の業務の効率的かつ円滑な遂行
と業務の質の向上を継続的に図ってきた。
平成28年度以降における業務の効率化に関しては、引き続き業務効率化推進委員会
において管理経費削減のため業務フローやコストの分析を行い、会議・委員会にお
ける資料のペーパーレス化やテレビ会議による複数拠点での同時開催を進め、電気
料金では電気使用状況の調査を実施し、年間基本料金の削減を図る他、空調や照明
の省電力化を行うなど着実に効率化を進めている。
今後も業務効率化推進委員会を中心として、業務フローやコスト等の分析を行い、
継続的に業務の合理化及び効率化を図っていく。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

南海トラフ海域において本法人が整備を進めている地震・津波観測監視システム（DONET）
について、その整備が終了した際には、同システムを防災科学技術研究所に移管する。

－

防災・減災分野における防災科学技術研究所との人事交流を促進するなど、同研究所との連
携をより一層強化する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

所管 法人名 海洋研究開発機構文部科学省３１Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 1
各高専において、近隣の国立大学法人等と調整し、重油等や宿舎管理業務等の共同
調達を実施するなど、業務実施における連携強化及び効率化・合理化を進めてい
る。

03 1

業務フローやコスト等の分析を行った結果、警備、清掃等の業務については外部委
託を行っているほか、経費効率化の観点から、給与業務の一部についてアウトソー
シングを行っている。また、複数年度契約、共同調達方式や総合評価方式の導入を
行うことで契約の効率化を図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き共同調達等業務の連携について検討しつつ、業務の効率化・合理
化を推進していくこととしている。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

国や他法人等の事例を参考にしつつ、継続して検討を行う。

所管 法人名 国立高等専門学校機構文部科学省３２Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
２法人を統合し、中期目標管理型の法人とする「独立行政法人大学評価・学位授与
機構法の一部を改正する法律」が平成27年５月27日付で公布、平成28年４月１日付
で施行され、新法人「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構」が発足した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

07

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1

・学術総合センター内に設置するサテライトオフィス（竹橋）においては、同セン
ター内にオフィスを設置する法人間により、消耗品の共同調達、清掃及び廃棄物処
理業務、建物管理業務等の共同実施を行っている。
・本部（小平）においては、同じ敷地内の国立大学法人との間において、構内警備
業務について共同実施を進めている。
・独立行政法人国立大学財務・経営センターとの統合にあたり、事務の合理化、効
率化を実施し、間接部門の職員の削減を行った。

04 1

コスト分析等を行い、これまでに建物施設管理等の業務を民間委託するなど、自主
的な業務改善に努めている。また、事務系職員において、評価事業部の業務量の変
動に伴う改組を行い、職員の配置換を行うなど、業務量に対応した組織の見直し、
人員の適正配置を実施した。

講ずべき措置 今後の対応方針

２法人を統合し、中期目標管理型の法人とする。 -

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

所管 法人名 大学評価･学位授与機構文部科学省３３Ｎｏ

該当なし

※平成28年4月1日に国立大学財務・経営センターと統合し、大学改革支援・学位授与機構に改称
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
２法人を統合し、中期目標管理型の法人とする「独立行政法人大学評価・学位授与
機構法の一部を改正する法律」が平成27年５月27日付で公布、平成28年４月１日付
で施行され、新法人「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構」が発足した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

02 1

施設費交付事業に係る交付後の調査は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す
る法律に基づく実績報告を各国立大学法人等から受け取った後、額の確定までの間
に実施している。
また、当該交付事業が当初の目的どおりに実施又は完了し、適切に機能しているか
を確認することを目的とした現地調査についても例年実施している。
ガバナンス強化の支援は、法令遵守について、毎年度当初に発出する事務連絡や、
文部科学省主催の国立大学法人等の施設担当部課長を対象とした会議等において周
知し、受給団体の法令遵守体制の確保に努めている。

03 1

施設費交付金の不正受給・不正使用を行った事業者に対しては、補助金等適正化法
に準じて交付決定の取消や返還命令を行うこととなる。また、平成28年4月より、不
正受給・不正使用を行った場合は、大学改革支援・学位授与機構のホームページ上
で事業者名等を公表する制裁措置を導入済み。

04 1

施設費交付事業については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律が準
用されること、不正の手段により補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用を
した者には、交付の取消しや返還命令が行われること、また場合によっては刑事罰
が課されることについて、施設費交付事業の手引きや年度当初に発出している事務
連絡等を通じて、周知徹底を図っている。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

05 1

一部の消耗品、清掃及び廃棄物処理業務等については、法人が所在する建物を区分
所有する４機関による共同調達を行った。
独立行政法人大学評価・学位授与機構との統合にあたり、事務の合理化、効率化を
実施し、間接部門の職員の削減を行った。

06 1

業務量に応じた組織の見直し、人員の適正配置を行うことにより、人件費の抑制を
図った。また、法人職員数を考慮し、専門的知識を要し業務量が多いもの（債券発
行にかかる業務、消費税確定申告書作成業務等）については、コストの分析の結
果、民間委託を行った。
独立行政法人大学評価・学位授与機構との統合にあたり、事務の合理化、効率化を
実施し、間接部門の職員の削減を行った。

講ずべき措置 今後の対応方針

２法人を統合し、中期目標管理型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

－

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなど制裁措置の導入を図
る。

－

補助金等に係る予算の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等適正化
法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により補助金
等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行われ、ま
た場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記載し周
知する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

所管 法人名 国立大学財務・経営センター文部科学省３４Ｎｏ ※平成28年4月1日に大学評価・学位授与機構と統合し、大学改革支援・学位授与機構に改称
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

・「日本原子力研究開発機構の改革の基本的方向」（平成25年8月文部科学省日本原
子力研究開発機構改革本部）を受け、同年9月に「日本原子力研究開発機構の改革計
画」を策定し、平成25年10月から１年間を集中改革期間と定めて安全を最優先とす
る組織への改革を実施した。
・平成26年4月（一部10月）に部門制の導入等による組織の再編を行うともに、戦略
企画室といった経営支援の組織を設置することにより、内部統制・ガバナンスの強
化するとともに、平成28年4月に核融合研究開発及び量子ビーム応用研究の一部を量
子科学研究開発機構に移管し事業の重点化図るなど、当初目標とした諸課題につい
ての取組みを終えた。
・もんじゅについては、理事長を中心としたトップマネジメントのもと、安全統括
機能等を強化して改革に取り組んできたが、平成28年12月21日の原子力関係閣僚会
議で決定された「高速炉開発の方針」及び「もんじゅ方針」により「もんじゅ」は
廃止措置に移行することとなった。
・平成29年7月21日に廃止措置実証部門の組織体制の検討や、廃止措置計画申請に向
けた国や地元との調整などを担う敦賀廃止措置体制準備室を敦賀事業本部に設置
し、必要な検討や計画立案を進め、平成29年12月6日に廃止措置計画認可申請し、平
成30年3月28日に廃止措置計画の認可を取得した。
・「「もんじゅ」の廃止措置に関する基本的な計画」に基づき、廃炉実証のための
実施部門として、国内外の英知を結集して廃止措置に取り組むべく、電力、メーカ
から廃炉作業に専門的な知見を持つ管理職や実務クラスを投入するなど、外部から
の人的支援や協力を得て敦賀廃止措置実証本部を設置した。この組織体制を踏まえ
て「もんじゅ」の現場体制を見直し、実証本部は基本戦略や計画の立案、重要技術
課題の検討を行い、「もんじゅ」は現場に専念するとともに、本部から示された方
針及び計画に従い、工事品質の向上に努めるなど一体的な運営が期待できる体制を
整備した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1

・海外事務所を有する他法人と情報共有を行うこと等により連携を強化し、パリ事
務所については情報通信研究機構との共用化（平成23年４月）に続き、宇宙航空研
究開発機構及び科学技術振興機構と事務所共用化の準備を進め、平成25年７月から
共用事務所を借り上げ、平成26年２月までに４法人の共用化を完了し、借上げ費用
の削減を図った。
・ワシントン事務所については、平成27年5月に、宇宙航空研究開発機構のワシント
ン事務所が入居するビル内に転居して事務所スペースの共用化を行い、借上げ費用
の削減を図った。
・経費削減の観点から、文部科学省所管の研究開発８法人において連携強化を図
り、研究開発８法人で調達する市場性の低い研究機器等に係る「納入実績データ
ベース」の構築を継続し、適正価格での契約に資するべく各法人及び機構全拠点の
契約担当課で情報の共有化を図った。

04 1
公共サービス改革基本方針により事業選定された業務については、原子力機構内に
おいて業務フローの分析を実施し、その結果等を踏まえて仕様内容等を見直し、更
なる競争性、経済性及びサービスの質の向上について努めている。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

安全の絶えざる向上を求めつつ、原子力研究開発機関として課題解決を行う組織に改めるた
め、高速増殖原型炉もんじゅの運転管理体制の改革、業務の重点化など、組織体制及び業務
の抜本的な改革を進める。

今後は、安全確保を最優先に、保安のために必要な性能を維持管理しつつ
「もんじゅ」の廃止措置を着実に進めていく。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

今後も、更なる競争性、経済性及びサービスの質の向上を確保できるよう
努めていく。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

法人間の連携強化等により、効率的な業務運営に努めていく。

所管 法人名 日本原子力研究開発機構文部科学省３５Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

・法人の統合については、独立行政法人医薬基盤研究所法の一部を改正する法律が
第186回通常国会において、平成26年５月14日成立、５月21日公布。
・統合後の法人を研究開発型の法人とすることについては、独立行政法人通則法の
一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律が第186回通常国会に
おいて、平成26年６月６日成立、６月13日公布。
・平成27年４月１日に統合。

02 1

・独立行政法人日本医療研究開発機構法が第186回通常国会において、平成26年５月
23日成立、５月30日公布。
・独立行政法人医薬基盤研究所法の一部を改正する法律が第186回通常国会におい
て、平成26年５月14日成立、５月21日公布。

03 1

・栄養表示に関する収去試験については、従前、登録検査機関では実施できなかっ
たところ、食品表示法の施行（平成27年４月１日）により、登録検査機関でも実施
できるようになり、医薬基盤・健康・栄養研究所が行う収去試験の実施は縮小され
ている。なお、平成28年度以降は医薬基盤・健康・栄養研究所において収去試験は
実施されていない。また、登録検査機関において実施できるようになった収去試験
の公平性・真正性を確保するため、登録検査機関間の分析精度管理事業を開始して
いる。
・医薬基盤・健康・栄養研究所が行う収去試験に係る分析については、栄養成分の
分析の精度が確保されることが重要であることから、既存の分析方法では対応困難
な食品（特殊な前処理が必要な食品等）に係るものに特化することで今後も更なる
事業実施の縮小を図る。
・食品表示の具体的ルールは食品表示法に基づく食品表示基準に規定されるため、
収去試験の在り方については、食品表示基準の内容を踏まえて消費者庁において引
き続き検討中である。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1
・独立行政法人医薬基盤研究所との統合に当たり、限られた人員を適正に配置する
ことにより業務の適正化に努め、事務部門の人員を削減した。また、会計業務の大
部分を大阪に一元化し、業務の効率化を図った。

05 1
健康増進法に基づく、国民健康・栄養調査の集計業務に係るデータ入力業務につい
て、コスト分析を行い外部委託を行っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記２法人を統合し、研究開発型の法人とする。 －

医療分野の研究開発に係るファンディング機能を集約して一元的な研究管理を行う独立行政
法人日本医療研究開発機構（仮称）の設立に当たっては、日本再興戦略（平成25年６月14日
閣議決定）において、「スクラップアンドビルド原則に基づき行うこととし、公的部門の肥
大化は行わない」とされていることを踏まえ、当該法人の設立に伴う法人数１の増は、上記
２法人の統合による法人数１の減をもって充てる。

－

国立健康・栄養研究所による栄養表示に関する収去試験の実施は、今後、食品表示法に基づ
く民間の登録検査機関による実施状況に応じて、縮小する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

該当なし

所管 法人名 国立健康・栄養研究所厚生労働省３６Ｎｏ ※平成27年4月1日に医薬基盤研究所と統合し、医薬基盤・健康・栄養研究所に改称
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

・法人の統合については、独立行政法人医薬基盤研究所法の一部を改正する法律が
第186回通常国会において、平成26年５月14日成立、５月21日公布。
・統合後の法人を研究開発型の法人とすることについては、独立行政法人通則法の
一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律が第186回通常国会に
おいて、平成26年６月６日成立、６月13日公布。
・平成27年４月１日に統合。

02 1

・独立行政法人日本医療研究開発機構法が第186回通常国会において、平成26年５月
23日成立、５月30日公布。
・独立行政法人医薬基盤研究所法の一部を改正する法律が第186回通常国会におい
て、平成26年５月14日成立、５月21日公布。

03 1

・所要の人員も含め両業務を移管した。
・独立行政法人日本医療研究開発機構法が第186回通常国会において、平成26年５月
23日成立、５月30日公布。（当該法律で両業務を移管）
・平成27年４月１日に日本医療研究開発機構に移管済。

04 1

医薬品等の開発における専門的な知識を有するプログラムオフィサーによるマネジ
メント体制を維持し、指導、助言による開発支援、出張相談等による相談業務を充
実させるなど、希少疾病用医薬品等開発振興事業の充実強化に繋がる取組を行って
いる。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 1
毎年度会計実地調査を行い、調査時に受給団体の規程や体制を確認し、必要に応じ
て指導・助言するなど支援に努めている。

06 1
申請要領及び契約書において、不正受給、不正使用を行った場合の委託費の停止・
返還及び不正受給等に係る報告・調査に係る措置について規定している。

07 1
研究プロジェクト申請要領や募集要項に記載し、研究者及び研究機関に対し周知し
ている。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 1
・独立行政法人国立健康・栄養研究所との統合に当たり、限れた人員を適正に配置
することにより業務の適正化に努め、事務部門の人員を削減した。また、会計業務
の大部分を大阪に一元化し、業務の効率化を図った。

09 1
「公共サービス改革基本方針」に基づき、市場化テストの対象となった「医科学研
究用霊長類繁殖育成等(１・２・７棟）」の委託業務について、平成28年度より一般
競争入札による外部委託を実施している。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記２法人を統合し、研究開発型の法人とする。 －

医療分野の研究開発に係るファンディング機能を集約して一元的な研究管理を行う独立行政
法人日本医療研究開発機構（仮称）の設立に当たっては、日本再興戦略（平成25年６月14日
閣議決定）において、「スクラップアンドビルド原則に基づき行うこととし、公的部門の肥
大化は行わない」とされていることを踏まえ、当該法人の設立に伴う法人数１の増は、上記
２法人の統合による法人数１の減をもって充てる。

－

医薬基盤研究所がこれまで実施してきた医療分野の研究開発に係るファンディング機能及び
創薬支援業務は、所要の人員も含め日本医療研究開発機構（仮称）に移管する。

－

希少疾病用医薬品等開発振興事業については、健康・医療戦略（平成25年６月14日関係大臣
申合せ）において、「希少疾病用医薬品・医療機器の指定制度・助成金や専門的な指導・助
言体制の充実・強化を行う」とされたことを踏まえ、上記２法人の統合後の法人において、
その充実・強化を図る。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

－

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

－

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等
適正化法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により
補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行わ
れ、また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記
載し周知する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

所管 法人名 医薬基盤研究所厚生労働省３７Ｎｏ ※平成27年4月1日に医薬基盤研究所と統合し、医薬基盤・健康・栄養研究所に改称
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

・独立行政法人労働安全衛生総合研究所と独立行政法人労働者健康福祉機構を統合
し、中期目標管理型の法人とすることについては、「独立行政法人に係る改革を推
進するための厚生労働省関係法律の整備等に関する法律」が、第189回通常国会にお
いて、平成27年４月24日成立、同年５月７日公布。
平成28年４月１日に統合。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02
1

平成28年４月１日から、法人統合により労働者健康安全機構となったため、労働者
健康安全機構として以下の取組を実施。
①法人全体として業務運営を効率的に行い、統合効果を発揮していく中で、管理部
門での人員を削減する等、運営体制の合理化に取り組む。
②一般競争入札の徹底・一者応札の改善等により競争性を確保し、コスト縮減に取
り組む。また、研究においては、労働安全衛生総合研究所の労働災害防止に係る基
礎・応用研究機能と、労災病院が持つ臨床研究機能との一体化による研究の充実に
取り組む。

03 1

①情報システム共通基盤（プラットフォーム）の構築及び運用・保守業務並びに
データセンター運用業務については、平成30年4月からシステム稼働及び運用保守業
務を民間事業者に委託している。
②事業統計システム運用・保守業務、③グループウェアシステム運用・保守業務に
ついては、平成30年4月から運用保守業務を民間事業者に委託している。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記２法人を統合し、中期目標管理型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

所管 法人名 労働安全衛生総合研究所厚生労働省３８Ｎｏ

該当なし

※平成28年4月1日に労働者健康福祉機構と統合し、労働者健康安全機構に改称
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

・独立行政法人労働安全衛生総合研究所と独立行政法人労働者健康福祉機構を統合
し、中期目標管理型の法人とすることについては、「独立行政法人に係る改革を推
進するための厚生労働省関係法律の整備等に関する法律」が、第189回通常国会にお
いて、平成27年４月24日成立、同年５月７日公布。
平成28年４月１日に統合。

02 1

・国が委託事業により実施している産業保健支援に関する事業（地域産業保健事
業、メンタルヘルス対策支援事業）については、統合法人の業務として実施。
・化学物質の有害性調査（日本バイオアッセイ研究センター事業、平成27年度委託
先：中央労働災害防止協会）を、統合法人の業務として実施することについては、
「独立行政法人に係る改革を推進するための厚生労働省関係法律の整備等に関する
法律」が、第189回通常国会において、平成27年４月24日成立、同年５月７日公布。
平成28年４月１日から統合法人の業務として一元的に実施。
・産業保健推進センター事業については、平成26年度から、産業保健支援に関する
事業（地域産業保健事業、メンタルヘルス対策支援事業）と一元化して組織・予算
の徹底した合理化を図るとともに、従前の「ブロック化」の方針を見直し、各都道
府県に産業保健総合支援センターを設置し、合理化を行った。

03 1

○体制の構築
・内部統制システムの整備に関しては、「「独立行政法人の業務の適正を確保する
ための体制等の整備」について」（平成26年11月28日行政管理局長通知）に基づ
き、①統制環境（法人の長がリーダーシップを発揮できる環境の整備）、②リスク
の評価と対応、③統制活動（法人の業務が、役職員によって法令等に適合した上
で、効果的、かつ、効率的に行われることを確保するための体制）、④情報と伝達
（内部統制システムが有効に機能するよう組織構成員に適切な情報が伝わる体制、
役員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制）、⑤モニタリング（モ
ニタリング体制（法人内部及び監事）の整備）及び⑥ICTへの対応について、平成27
年度に業務方法書を改正し、具体的な事項を記載。
・監査員業務監査規程を平成26年度に全面改正し、内部監査機能を強化する理事長
直轄の組織として内部監査室を設置するとともに監査担当者の明確な権限等を規
定。
・監事の機能強化に関しては、「独立行政法人の監事の機能強化に伴う措置につい
て」（平成26年11月28日行政管理局長通知）において監事を補佐する体制の整備が
求められていることを踏まえ、専任の監事補助者を配置。
・独立行政法人労働者健康安全機構第３期中期目標・中期計画（平成28～30年度）
においては、「内部統制の充実・強化等」の項を設け、上記行政管理局長通知
「「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備」について」等に基
づき、法人の長のリーダーシップの下、必要な規程等の整備、見直しを行うととも
に、内部統制の仕組が有効に機能しているかどうかの点検・検証、点検結果を踏ま
えた必要な見直しを行うなど充実・強化等を図っており、第４期中期目標・中期計
画（令和元年～５年度）においても、内部統制の更なる充実・強化等に取り組むこ
ととしている。
○継続的な取組等
・外部有識者として弁護士を委員に加えたコンプライアンス推進委員会を開催して
当機構で発生したリスクについて検討を実施。
・理事長を委員長、各役員及び各部室長を委員とする内部統制委員会を各監事の出
席を得て開催し、コンプライアンス推進委員会からの報告事項等について審議。
・監事による監査においては、会計経理の適正化等の監査に加え、病院幹部のガバ
ナンス、内部統制の構築・運用状況の視点に着目し、次の項目について監査を実
施。
　①中期計画及び年度計画に対する病院幹部の認識・職員への周知徹底
　②病院の運営方針、課題の周知状況
・各労災病院の監査については、２年に１回のサイクルで実施。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記２法人を統合し、中期目標管理型の法人とする。 －

国が委託事業として実施している産業保健支援に関する事業及び化学物質の有害性調査（日
本バイオアッセイ研究センター事業）については、統合法人の業務として集約し、一元的に
実施する。このため、産業保健推進センター事業に係る従前の「ブロック化」の方針を見直
すとともに、関連する組織・予算の徹底した合理化を行う。

－

労災病院については、法人本部が各病院の運営実態を的確に把握し、内部統制が有効に機能
する体制を構築するとともに、その実効性を検証しながら、信頼性ある病院運営・指導体制
の確立に努める。

－

所管 法人名 労働者健康福祉機構厚生労働省３９Ｎｏ ※平成28年4月1日に労働安全衛生総合研究所と統合し、労働者健康安全機構に改称
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1

独立行政法人労働者健康安全機構第３期中期目標・中期計画（平成28～30年度）に
おいては、業務運営の効率化に伴う経費削減等の１つとして「独立行政法人国立病
院機構（以下「国病機構」という。）等の公的医療機関との連携を図り、全ての労
災病院において、医薬品及び医療機器の入手に際して、経営的観点から調査を行っ
た上で、可能なものについて共同購入の手法を積極的に採用すること」とされたこ
と、また、人材交流について「他法人の事例を参考としながら、より一層の質の高
い医療を提供するため、国病機構との人材交流も計画的に実施すること」とされた
ことを踏まえ、以下の取組を実施。
① 医薬品については、国立病院機構及び国立高度専門医療研究センターと連携を図
り、共同購入を行う。
② 高額医療機器については、国立病院機構及び地域医療機能推進機構と連携を図
り、共同購入を行う。
③ 民間のGPO（Group Purchasing Organization：協同購買組織）（日赤、済生会等
166病院が参加）に参加して医療消耗備品費等の共同購入による支出の削減に努め
る。
④ 国立病院機構との人材交流の一環として研修の相互参加を実施し、両法人間で研
修の効果的活用に取り組む。
⑤ 新医薬品の開発促進に資するために、国立病院機構との連携強化を図り治験の共
同実施に取り組む。

また、平成28年４月１日から、法人統合により労働者健康安全機構となったため、
労働者健康安全機構として以下の取組を実施。
⑥法人全体として業務運営を効率的に行い、統合効果を発揮していく中で、管理部
門での人員を削減する等、運営体制の合理化に取り組む。
⑦一般競争入札の徹底・一者応札の改善等により競争性を確保し、コスト縮減に取
り組む。また、研究においては、労働安全衛生総合研究所の労働災害防止に係る基
礎・応用研究機能と、労災病院が持つ臨床研究機能との一体化による研究の充実に
取り組む。

なお、第４期中期目標・中期計画（令和元年～５年度）においても、業務運営の効
率化に伴う経費削減等の１つとして、引き続き国病機構等の公的医療機関との連携
を図るとともに、スケールメリットを活かして、労働者健康安全機構内における新
たな共同調達に向けた検討等も含め、一層の業務の効率化を図ることとしている。

05 1

①情報システム共通基盤（プラットフォーム）の構築及び運用・保守業務並びに
データセンター運用業務については、平成30年4月からシステム稼働及び運用保守業
務民間事業者に委託している。
②事業統計システム運用・保守業務、③グループウェアシステム運用・保守業務に
ついては、平成30年4月から運用保守業務を民間事業者に委託している。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

独立行政法人に係る改革を推進するための厚生労働省関係法律の整備等に関する法
律が第189回通常国会において、平成27年4月24日成立、５月７日公布。その中で、
中小企業退職金共済法を改正し、
(1)外部有識者による資産運用業務に対するチェック機能及びリスク管理機能を強化
するため、資産運用委員会を設置する
(2)実効性あるリスク管理を図るため、退職金共済事業における資産の合同運用を行
うことができることとした。（(1)は平成27年10月１日、(2)は平成28年４月１日よ
り施行）

03 1

独立行政法人に係る改革を推進するための厚生労働省関係法律の整備等に関する法
律が第189回通常国会において、平成27年4月24日成立、５月７日公布。その中で、
中小企業退職金共済法等を改正し、
(1)住基ネットを活用することにより、未請求退職金発生防止対策を強化する
(2)特定業種退職金共済制度における退職金の不支給期間（現在は24ヶ月）の短縮を
行うことにより、短期離職者対策を強化する
(3)従業員が転職した場合等の掛金納付月数の通算に係る申出期間を２年から３年へ
延長する
(4)従業員が特定業種間又は特定業種と一般の中退共の間を移動した場合における退
職金の通算に係る上限を撤廃し、全額を移動後の退職金に通算できるようにする
(5)中小企業者でなくなったことを理由として退職金共済契約を解除される事業主に
係る資産を確定拠出年金制度へ移換することを可能とするとともに、特定退職金共
済団体の資産を中小企業退職金共済へ移換することを認める
こととした（いずれも平成28年４月１日よリ施行）。また、上記(3)～(5)における
事務・事業の見直しに併せて、事務費に係る国庫補助の縮減を図っている。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1
平成27年４月１日に「独立行政法人勤労者退職金共済機構資産運用リスク管理規
程」等を整備するとともに、「リスク管理・コンプライアンス委員会」を設置。

05 1
平成27年４月１日に監査室を設置。
（なお、監事のうち１名は既に常勤となっている。）

06 1
対応済み
（毎年、研修計画を作成している。）

07 1
対応済み
（業務毎に設けられた勘定別に財務諸表等を公表しており、また、守秘義務等の規
定は中小企業退職金共済法において規定されている。）

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業務に係る内部ガバナンスの高度化を
図る。特に、中小企業退職金共済事業における資産の運用実績を踏まえ、実効性あるリスク
管理体制を整備する。

-

中小企業退職金共済事業について、未請求退職金発生防止及び短期離職者対策の強化に加
え、転職した際の退職金の通算措置期間の延長等を通じた事務の効率化を進め、当該事業に
おける事務費の国庫補助の縮減を図る。

-

講ずべき措置 今後の対応方針

金融業務のリスクを的確に管理するための内部規程等を整備するとともに、外部有識者等に
より構成される統合的なリスク管理のための委員会等を設置し、法人の財務状況やリスク管
理状況を専門的に点検する。

-

業務の適正性を日常的に確保するため、業務執行やリスク管理を監視する内部組織（監査部
等）を設置する。また、監事のうち１名は原則として常勤とする。

-

審査、回収等の金融業務機能の強化を図る観点から、外部専門家等による職員研修を拡充す
ることとし、その実施方針を策定する。

－

金融業務の透明性を確保する観点から、事業別の収支情報等を情報開示する一方、法人の行
う金融業務の高い公共性に鑑み、役職員の守秘義務規定を設ける。

－

所管 法人名 勤労者退職金共済機構厚生労働省４０Ｎｏ
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３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 1 契約監視委員会を他法人と共同で開催し、連携を図っている。

09 1

第３期中期目標において、経費節減に関しては、平成29年度末までに、平成24年度
予算比で、一般管理費（人件費を除く。）を15％以上、業務経費（新規事業、財産
形成促進事業及び雇用促進融資事業に係る貸付金、償還金及び支払利息を除く。）
を５％以上削減するという目標を設定して取り組んでいたところであり、平成29年
度決算において、前者は21.9％、後者は17.8％の削減と目標を大幅に上回る成果を
上げた。第4期中期目標においても、同様に、令和４年度末までに、平成29年度予算
比で、前者は15％以上、後者は５％以上削減するという目標を設定して更なる経費
削減に取り組んでいる。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－



69

（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

・ポリテクセンター（職業能力開発促進センター）・ポリテクカレッジ（職業能力
開発大学校・短期大学校）は、本法人が引き続き運営する。
・企業等のニーズに応えた訓練コースの設定を行い、PDCAサイクルによる訓練コー
スの見直しを実施（毎年度）し、訓練コースの見直し結果を公表した。
・各施設の定員充足率の向上を図るためのプロジェクトを本部に設置し、定員充足
率の向上に取り組み、経年的に定員充足率が低調なものについて、訓練定員の見直
し等を行った結果、改善に至り、経年的に定員充足率が低調な施設はない。
・引き続き、平成25年12月の閣議決定を踏まえ、訓練定員の見直しなど施設運営の
効率化を着実に進めることとする。

03 1

・平成27年４月より、地方組織を各都道府県単位で一元化することにより、高齢・
障害・求職者等への専門的な支援機能は維持しつつも、地方組織の間接部門の人員
を20名削減し、合理化を図った。
・また、借り上げ施設の解消を中心に、各地方施設の集約化を実施（平成28年度末
までに40カ所を措置済）。
・旧高障・旧能開の２つのシステムが併存していた管理系システムについては、新
システムを構築し、平成26年度末に統合を行った。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

・授業料については、既に国立大学並みとしているほか、事業主側から適正な負担
を求めている。
・自己収入は、訓練生から既に授業料、学生寮費等を徴収している。
・平成24年度に新設された職業能力開発総合大学の総合課程では、より高度な知
識・技術・技能を習得した生産技術者の育成を目指しており、その総合課程を通じ
て蓄積されたノウハウを活かし、全国の職業能力開発大学校における高度職業訓練
カリキュラムの見直し等、教育の高度化に向けた取組を行っている。
・平成28年４月に大学院の修士課程に相当する「職業能力開発研究学域」を設置
し、ものづくり分野における技能・技術の複合化や高度化を踏まえ、産業界の人材
育成ニーズを的確に捉え、研究的思考をもって職業訓練指導技法等を開発できる人
材育成分野のリーダーを育成する取組を行っている。

05 1

平成30年度からの第４期中期目標において、全国の職業能力開発施設で不足する職
業訓練指導員を安定的に確保するため、具体的・定量的な目標として職業訓練指導
員養成課程修了者を500人以上、職業訓練指導員の技能向上を図る研修課程（スキル
アップ訓練）の受講者を25,000人以上とする目標を設定した。

06 1
職業能力開発分野の学識経験者、労働者を代表する者、事業主を代表する者から構
成する外部評価委員会を機構本部に設置し、その意見を聴き、その意見を業務実績
等報告書に反映することとしている。

07 1

職業能力開発分野については、民間を補完する専門性を発揮した人材育成を目的と
し、平成30年度からの第４期中期目標設定にあたり見直しを行った。職業能力開発
総合大学校では、民間が実施できない職業訓練指導員を養成する指導員養成訓練
（長期養成課程、短期養成課程、職種転換課程、高度養成課程）、職業訓練指導員
の技能向上を図る指導員技能向上訓練（スキルアップ訓練）及び調査・研究・開発
事業を実施しており、引き続き、技術革新と産業界のニーズに合った能力開発の推
進を行っていく。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

ポリテクセンター（職業能力開発促進センター）・ポリテクカレッジ（職業能力開発大学
校・短期大学校）は、都道府県への譲渡が現実的に進まないことから、本法人が引き続き運
営する。ただし、個々のポリテクセンター・ポリテクカレッジの在り方については、利用状
況等を踏まえ、不断の見直しを行う。

－

本法人の地方組織であるポリテクセンター・ポリテクカレッジ、高齢・障害者雇用支援セン
ター及び地域障害者職業センターは、機能の融合による効果的・効率的な組織体制を構築す
る観点から、一元化する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

裨益する業界等からの適正な負担を求めるなど、自己収入の拡大や教育内容の高度化に向け
た適切な措置を講じる。

-

法人の中期目標について、関係する職業への就職率の目標値や専門の資格・免許の合格率な
ど、人材育成の成果に関する具体的・定量的な目標を設定する。

－

特定職業に係る事業者等との意見交換の場を設けるとともに、法人が業績評価報告書を作成
するに当たって、これらの者の意見を聴き、その意見を反映させる。 -

大学その他、官民の教育訓練を行う機関においても類似する人材育成事業が実施されている
法人については、中期目標期間終了時における業務及び組織全般にわたる見直しに当たり、
類似する事業の成果や普及状況を検証し、自らはかかる事業の伸長を助けその補完に徹する
との観点から、必要な事業規模や内容の見直しを行う。

－

所管 法人名 高齢・障害・求職者雇用支援機構厚生労働省４１Ｎｏ
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08 1

・支給の適正化を図るため、支給する又は支給した事業主への訪問調査により、調
査を実施。
・説明会等の開催や問い合わせのあった事業主に支給要件等について説明を行い、
不正受給を防ぐ取り組みを継続して実施している。

09 1

・調整金、報奨金について、不正受給があった場合は、支給要領等により不正受給
した金額に延滞金を加算した金額を返還させることとしている。
・高齢者助成金、障害者助成金について不正受給があった場合は、支給要領等によ
り、助成金の３年間の不支給、機構ホームページにおける事業主名の公表、不正受
給した金額に延滞金を加算した金額を返還、場合によっては刑事告訴措置を講ずる
こととしている。
※高齢者助成金においては、平成31年４月より、不正受給があった場合における不
支給とする期間を「５年間」へ改正。

10 1
高齢者助成金について、事業主向け支給申請の手引き及びリーフレット等に不正受
給に関する記載（助成金の不支給、返還命令、刑事告訴等）を行っている。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

11 1

・本部の管理部門については、業務実施体制の集約化等により、旧雇用・能力開発
機構との組織の統合時（平成23年10月）の削減（20名）に加え、統合後３年で19名
削減した。また、地方組織の間接部門については、平成27年４月より、地方組織を
各都道府県支部単位で一元化することにより、20名削減した。こうした取組を通じ
て、管理業務の効率化、高齢・障害・求職支援を行う事業部門の機能強化を図っ
た。

12 1

第３期中期目標において、経費節減に関しては、平成29年度末までに、平成24年度
予算比で、一般管理費（人件費等を除く。）を15％以上、業務経費（障害者雇用調
整金等を除く。）を５％以上削減するという目標を設定して取り組んでいたところ
であり、平成29年度予算において、前者は18.2％、後者は5.0％の削減と目標を達成
した。第４期中期目標においても、同様に、令和４年度末までに、平成29年度予算
比で、一般管理費（人件費、公租公課等を除く。）は15％以上、業務経費（障害者
雇用調整金、公租公課等を除く。）は５％以上削減するという目標を設定して更な
る経費削減に取り組んでいる。

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

－

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

－

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等
適正化法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により
補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行わ
れ、また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記
載し周知する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1
独立行政法人に係る改革を推進するための厚生労働省関係法律の整備等に関する法
律が第189回通常国会において、平成27年４月24日成立、５月７日公布。金融庁検査
の導入については平成27年10月１日施行。

03 1
独立行政法人に係る改革を推進するための厚生労働省関係法律の整備等に関する法
律が第189回通常国会において、平成27年４月24日成立、５月７日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

〇機構業務の健全性及び適切性を確保するため、内部統制基本方針を定め、当該方
針に基づき各リスク管理体制を定める個別の規程等として、
・内部監査方針及び内部監査規程
・法令等の遵守に関する基本方針及び法令等の遵守に関する規程
・顧客保護等基本方針及び顧客保護等管理規程
・リスク管理基本方針及び各リスクの管理規程
等の整備を行い、平成26年4月1日より施行している。
〇平成26年4月より、民間金融機関出身の監事を構成員に含めたガバナンス委員会
（加えて審議事項等により外部の弁護士・公認会計士等を出席させることができ
る）を設置し、各リスクにおける管理状況についてモニタリング活動による点検を
行っている。
○このほか、信用リスク管理部門の拡充を図るため平成27年4月に与信管理課を創
設、リスク統括部署を適切に分散することによりガバナンス態勢の更なる高度化を
図るため平成28年4月に企画管理部を創設するなど、ガバナンスの更なる高度化に向
けた取組みを継続的に実施している。

05 1
・理事長直属の内部監査部門として監査室を設置済み。
・監事のうち１名は既に常勤となっている。

06 1 金融業務機能の強化に係る職員研修の実施方針を平成26年度中に策定済み。

07 1

・独立行政法人通則法第38条に基づき、独立行政法人福祉医療機構法第15条の勘定
別に財務諸表等を情報開示済みであるとともに、さらに事業毎に分けたセグメント
情報も併せて開示している。
・独立行政法人福祉医療機構法第10条において、役職員の守秘義務規定は措置済み
である。

08 1 項目02と同じ

09 1

・平成26年度助成分から、助成対象者の要件として、助成先団体内に複数の役員及
び監事を置いていることを加え、また、平成27年度助成分より、非営利任意団体に
対しては意思決定を行う組織の設置を義務付けることにより、厳格化を図った。
・平成26年度から、助成期間中における進捗確認調査を実施しており、当該内容を
募集要領に明記し、助成を要望する団体に対して、適切な事業実施が求められるこ
とを事前に周知するとともに、進捗確認調査の結果を踏まえ、事業実施に当たって
の課題を抱えている団体については個別訪問を行い、課題解決のための相談、助言
を行うなど、ガバナンス強化のための支援体制を整備している。

10 1
助成要綱及び募集要領において、不正受給、不正使用を行った場合、助成金の返還
請求（加算金を含む。）や助成決定を取り消した翌年度以降5年間は、助成の要望を
受け付けないとする制裁措置を講じることとしている。

11 1

平成26年度から「社会福祉振興助成事業募集要領」や「平成26年度ＷＡＭ助成ごあ
んない」（パンフレット）において、当該助成金は補助金等適正化法が適用される
こと、また、不正受給等があった場合における制裁措置を記載し周知を図ってい
る。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業務に係る内部ガバナンスの高度化を
図るとともに、福祉貸付事業及び医療貸付事業については、金融庁検査を導入する。

－

承継年金住宅融資等債権管理回収業務について、資金の効率的運用の観点から、現在年１回
とされている回収金の国庫納付を定期的に行えるよう所要の措置を講じる。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

金融業務のリスクを的確に管理するための内部規程等を整備するとともに、外部有識者等に
より構成される統合的なリスク管理のための委員会等を設置し、法人の財務状況やリスク管
理状況を専門的に点検する。

－

業務の適正性を日常的に確保するため、業務執行やリスク管理を監視する内部組織（監査部
等）を設置する。また、監事のうち１名は原則として常勤とする。

－

審査、回収等の金融業務機能の強化を図る観点から、外部専門家等による職員研修を拡充す
ることとし、その実施方針を策定する。

－

金融業務の透明性を確保する観点から、事業別の収支情報等を情報開示する一方、法人の行
う金融業務の高い公共性に鑑み、役職員の守秘義務規定を設ける。

－

金融庁検査の実効性が確保できる業務については、主務省と金融庁の連携及び検査体制の整
備を図った上で金融庁検査を導入する（損失の危険の管理に限る）。

－

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

－

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

－

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等
適正化法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により
補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行わ
れ、また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記
載し周知する。

－

所管 法人名 福祉医療機構厚生労働省４２Ｎｏ 所管 法人名 福祉医療機構厚生労働省４２Ｎｏ
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３．その他

措置状況 措置内容・理由等

12 1

業務運営の効率化のため、他の法人と連携して実施した方が効率的なものについて
は必要に応じて業務の連携等を行っている。
これまでに、東日本大震災で被災した社会福祉施設等の経営者に対する経営セミ
ナーを厚生労働省東北厚生局と共催し、開催県内への周知、施設関係者との調整、
講師の手配等について共同で実施するなど業務の効率化を図る取組み等を行ってい
る。

13 1

業務ごとの手順書を定めた品質マネジメントシステムの適切な運用及び内部監査に
基づく是正・予防処置活動等の実施、また、中期目標・中期計画に基づく一般管理
費・業務経費の削減を進めるにあたり、業務フローやコストの分析を行い、PDCAサ
イクルをとおした業務改善活動の推進及び活性化に継続的に取り組んでいる。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 1
平成28年度から障害福祉分野の従事者などを対象とした研修会等について、会場の
使用や講師等の確保、広報活動などを国立障害者リハビリテーションセンターと共
同して実施し、業務の効率化を図る取組等を行っている。

03 1
平成29年度より、施設等の保守管理において委託業務を拡大し職員の採用を抑制す
るとともに、管理部門において、コスト分析を行い電話交換業務を廃止するなど自
主的な業務改善に取り組んでいる。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

所管 法人名 国立重度知的障害者総合施設のぞみの園厚生労働省４３Ｎｏ

該当なし



74

（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 － 労働行政担当職員研修（労働大学校）については、引き続き本法人が実施する。

03 1

・常勤職員数については、第３期中期目標期間の最終年度である平成28年度末時点
で、平成25年度の常勤職員数から５人以上の削減を達成。
・法定理事数の１名減については、独立行政法人に係る改革を推進するための厚生
労働省関係法律の整備等に関する法律（平成28年４月１日施行）において実施。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1 平成21年度より、契約監視委員会を他法人と共同で開催し、連携を図っている。

05 1

機構情報システム運用支援・ヘルプデスク等業務及び労働大学校の施設・設備管理
業務については、平成28年度からの3年間の契約期間に係る入札において、「競争の
導入による公共サービスの改革に関する法律」（平成18年法律第51号）に基づき、
平成27年度に民間競争入札を実施するなど自主的な業務改善を図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

労働行政担当職員研修（労働大学校）については、政策研究機能と研修機能が同じ組織の下
で一体的に運営され、高い相乗効果を発揮していることを踏まえ、引き続き本法人が実施す
る。

－

現中期目標期間中に平成25年度の常勤職員数から５人以上削減するとともに、法定理事数を
１名削減する。

-

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

該当なし

所管 法人名 労働政策研究・研修機構厚生労働省４４Ｎｏ
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

・上記の整備法において、機構法にみなし公務員に係る規定を措置した。
・第３期中期計画（26～30年度）において、引き続きセーフティーネット分野（重
症心身障害、筋ジストロフィーをはじめとする神経・筋疾患、結核、精神科医療な
ど）の医療を確実に提供するとともに、災害時の医療体制の整備を行っていく旨を
明記した。
・上記の対応を踏まえ、みなし公務員に係る労働条件の整備等について、法解釈に
ついての疑義照会等を踏まえて諸規定を整備し、適切に対応した。

03 1
第２期中期目標期間における積立金の第３期中期目標期間への繰越は、平成26年６
月30日に承認済

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1

医薬品の共同入札を平成24年度より国立高度専門医療研究センターや労働者健康安
全機構と連携して実施している。また、医療機器の共同入札についても、平成24年
度より労働者健康安全機構と、平成27年度より地域医療機能推進機構と連携して実
施している。

05 1
各病院共通の事務消耗品等の物品調達業務について、コスト分析を行い、平成23年
度から平成28年度の間、市場化テストによる競争入札を実施していた。平成29年度
より市場化テストの対象外となったが、引き続き競争入札を実施している。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

政策医療を確実に実施しつつ、より柔軟かつ弾力的な業務運営に資するよう、本法人の役職
員身分は非公務員化するが、職務上の公益性・公共性が極めて高いことから、みなし公務員
に係る所要の措置を講じる。

－

診療事業は全て自己収入で行っていることにかんがみ、積立金は、次期の中期目標期間中に
必要な施設整備等の財源に充てられるよう配慮する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

該当なし

所管 法人名 国立病院機構厚生労働省４５Ｎｏ
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

・「日本再興戦略」に記載されている2020年までに審査ラグ「０」の実現について
は、PMDAの第三期中期目標期間中（平成26年度～平成30年度)において、審査におけ
るドラッグラグ・デバイスラグの解消のための審査迅速化や相談業務の充実により
審査ラグ「０」を概ね達成した。
・また、令和元年度からのPMDAの第四期中期目標期間（令和元年度～令和５年度）
においても、引き続き迅速な審査を行うとともに、審査業務を含む各業務の一層の
質の向上を図ることとしている。
・第三期中期目標期間期初の人員は753名（平成26年４月１日）であり、第四期中期
目標期間期初の人員は936名（平成31年４月１日）と体制を強化しており、第四期中
期目標期間においても、効率的な組織運営に努めつつ、人員体制の強化に努める。

03 1

・平成27年7月に任期制の拡充や年俸制を導入するための規程類の改正を行い、同年
8月にシステム担当の任期付職員（年棒制）1名を採用した。
・多様な人材を確保するため、他機関との協定に基づき、クロスアポイントメント
制度（法人の職員及び他機関の職員の双方の身分を有した上で法人及び当該他の機
関の業務を行う制度）を創設し（平成29年12月）、平成30年４月に１名を採用し
た。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1
製薬企業等の担当者を対象にした承認申請等の研修会を公益法人等３団体と共催
し、対象者への周知、関係者との調整、講師の手配等について分担することによ
り、業務の効率化を図る取組みを行っている。

05 1

・健全な財務運営及び適切な業務が行えるよう財務管理委員会を開催し、財務分析
の報告、将来見通しの検討を継続的に行った。
・システムの最適化・電子化の推進や無駄削減の取組など業務の効率化を進めると
ともに、契約は原則一般競争入札により実施した。
・国内出張に関する手配業務のアウトソーシングを実施している（平成30年４月
～）。
・ノートPCの導入や無線LAN化が完了したことにより、会議資料の電子化等をし、業
務の効率化を図った（平成31年２月）。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

日本再興戦略を踏まえ、医薬品・医療機器の審査ラグ「０」の速やかな実現を目指すととも
に、審査の迅速化と質の向上を図る観点から、自己財源も活用し、本法人の体制強化を図
る。

－

その際、高度で専門的な人材確保ができるよう、任期制・年俸制の導入も検討する。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

-

所管 法人名 医薬品医療機器総合機構厚生労働省４６Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

・平成26年４月の地域医療機能推進機構の発足に当たって、財務会計処理マニュア
ルの整備、職員研修等を実施したほか、機構本部に業務監査室を設置したところで
あるが、機構全体の内部統制の推進及び内部監査に関する事務に取り組む観点か
ら、平成27年６月より業務監査室を廃止し、内部統制・監査部を設置したところ。
・平成27年６月に設置した内部統制委員会において、地域医療機能推進機構の業務
運営において想定されるリスクの洗い出しを行い、これを発生頻度及び損害規模に
より整理したリスクマップを作成し、影響度の大きいものから対策優先リスクを選
定した。選定した対策優先リスクについては、規程等の周知徹底、遵守状況の点検
を重点として取組を進めている。
・機構本部による監査については、平成26年秋以降、全57施設を対象に実施した
（平成26年度は12施設、平成27年度は16施設、平成28年度は24施設、平成29年度は
10施設、平成30年度は14施設に対して監査を実施した。）。
また、会計監査人による監査については、毎年度、機構全体に対する監査のみなら
ず、全施設の実地監査を実施している。監事による監査については、機構全体とし
ての監査を予定しているが、機構業務の実態を把握する観点から、個別施設への施
設訪問を行うなど、適切な対応を図ることとしている。
・平成26年度より、各施設ごとに財務書類の作成を行っている。
（参考）
①本部による内部監査
業務の実施状況、経営管理、医療管理に関する事項等を監査する業務監査指導と、
財務及び会計、資産、内部牽制に関する事項等を監査する会計監査指導等を実施す
る内部監査
②監事による監査
機構の業務が、目的を達成するために合理的かつ効率的に運営されているかどうか
を監査する業務監査と、機構の会計に関する事務処理が法令その他諸規程等に従い
適正に行われているかを監査する会計監査
③会計監査人による監査
独立行政法人通則法第39条に基づく財務諸表、事業報告書及び決算報告書について
監査する会計監査人監査

03 3
地域医療に対する医療法体系に基づく国の役割を踏まえ、将来的には、地域におけ
る医療機能の状況に配慮しつつ、地域医療機能推進機構に対する国の関与をなくす
方向で引き続き検討する。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 １

地域医療機能推進機構においては、これまで３つの法人が受託・運営をしてきた病
院を１つの法人として運営する形で発足しており、平成26年度に同機構内において
医薬品の共同入札を行ったところ。
また、平成27年度から国立病院機構及び労働者健康安全機構(旧労働者健康福祉機
構)と医療機器の共同入札を実施している。

05 １
全ての病院において、毎月１回、月次決算の分析・報告やコスト削減を含む各部門
からの改善事項の提案等を行う会議を開催し、自主的な業務改善を図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

独立行政法人地域医療機能推進機構への改組に当たり、法人本部が各病院の運営の実態を的
確に把握し、内部統制が有効に機能する体制を構築するとともに、その実効性を検証しなが
ら、信頼性ある病院運営・指導体制の確立に努める。

－

地域医療に対する医療法体系に基づく国の役割を踏まえ、将来的には、地域における医療機
能の状況に配慮しつつ、地域医療機能推進機構に対する国の関与をなくす方向で検討する。

同左

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

所管 法人名 年金・健康保険福祉施設整理機構厚生労働省４７Ｎｏ ※平成26年４月に地域医療機能推進機構に改組

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

・　平成25年11月の有識者会議の「常勤の専門家が中心的な役割を果たす合議制に
より実質的な決定を行う体制が望ましい」等の提言を踏まえた本項目については、
平成26年10月の基本ポートフォリオ見直し時の運用委員会（注）の建議等も踏ま
え、運用の専門人材を理事兼CIOに任命するとともに、新たにCIOを委員長とする投
資委員会を設け、CIOをはじめとする常勤の専門家が中心的な役割を果たすことによ
り、資金運用の重要方針等について実質的に決定できる体制を整備した。
・　また、独立行政法人に係る改革を推進するための厚生労働省関係法律の整備等
に関する法律（平成27年法律第17号）により、年金積立金の管理運用業務を担当す
る運用担当理事を必置とし、これにより、常勤の専門家を役員として明確に位置付
けた。
（注）公的年金制度の持続可能性の向上を図るための国民年金法等の一部を改正す
る法律（平成28年法律第104号）による年金積立金管理運用独立行政法人法（平成16
年法律第105号）の改正に伴い、従来の運用委員会は廃止され、平成29年10月から経
営委員会が設置されている。

03 1

・平成26年3月に外部の専門コンサルティング会社に委託して報酬体系の改定に関す
る調査委託を行い、その調査結果を踏まえ、平成27年１月に高度で専門的な人材が
確保できるように報酬体系を見直し、新たに有期雇用の運用専門職員を設け、任期
制・年俸制を導入した。

04 1

・平成25年度は、国内株式運用受託機関の見直しを実施し、パッシブ運用における
新たなインデックス（JPX日経インデックス400等）の採用、スマートベータ型アク
ティブ運用の開始、J-REITの組入れを開始した。また、国内外の公的機関投資家と
共同でインフラ投資を開始することとした。
・さらに平成26年度より、物価連動国債の購入を開始し、基本ポートフォリオの乖
離許容幅内での柔軟な運用を行うなど、平成25年11月の有識者会議の提言を踏まえ
た取組を行うとともに、日本版スチュワードシップ・コードの受け入れを表明し、
スチュワードシップ責任を果たすための方針を制定し公表した。
　また、基本ポートフォリオについて、平成26年度に行われた財政検証の結果を踏
まえ、平成26年10月31日に、平成27年度からの新しい中期計画期間を待たず前倒し
て見直した。
・独立行政法人に係る改革を推進するための厚生労働省関係法律の整備等に関する
法律により、執行部門の専門性の強化のために新たに運用担当理事を追加するとと
もに、本則上の主たる事務所の所在地を東京都とした。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

運用委員会について、複数の常勤委員を配置し、資金運用の重要な方針等について実質的に
決定できる体制を整備する。

－

高度で専門的な人材確保ができるよう、職員数や給与水準の弾力化に加え、任期制・年俸制
の導入を検討する。

－

なお、資金運用の観点から行う公的・準公的資金の運用の見直しやリスク管理体制等のガバ
ナンスの見直し等に係る有識者会議の提言については、それを踏まえ、今後厚生労働省にお
いて、当該資金の規模・性格に即して、長期的な健全性の確保に留意しつつ、主たる事務所
の所在に関することも含め必要な施策を迅速かつ着実に実施すべく所要の対応を行う。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

該当なし

所管 法人名 年金積立金管理運用独立行政法人厚生労働省４８Ｎｏ
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３．その他

措置状況 措置内容・理由等

05 3
年金積立金の運用という特質を踏まえれば、共同調達や間接業務の共同実施を広く
行うことは困難であるが、可能なものについて業務実施の連携を図ることとする。

06 1

給与事務処理について、業務フロー、関与人数、時間、コスト情報等を総合的に勘
案しつつ、平成27年1月に委託業務の範囲の見直しを行い業務の効率化を図ったとこ
ろであり、引き続き、必要に応じた業務改善の検討をすることとしている。あわせ
て、経費の効率化については、平成27年度の予算については、平成26年度を基準と
して高度で専門的な人材の確保のほか、新規に追加されるものや拡充される分を除
き、1.34％の効率化を図り、さらに、執行に当たっても経費節減に努めた。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

共同調達等、全体としての業務の最適化に資するもので可能な取組があれ
ば、適宜実施していく。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

ＮＣ６法人間での医薬品等の共同購入及び医療安全相互チェック等の効果的・効率
的な業務の共同実施や、事務職及び医療従事者について効果的な人事交流を行って
いる。
※医薬品の共同購入は平成18年８月以降、医療安全相互チェックは平成26年11月以
降から実施している。

03 1

・平成30年３月から「国立高度専門医療研究センターの今後の在り方検討会」を全
９回開催し、同年12月26日に報告書がとりまとめられた。
　報告書においては、「直ちに実施可能な横断的な研究推進組織の構築に向けて、
内部組織体制の具体化（業務、意思決定、戦略等）に向けたＮＣ間の協議を速やか
に行い、次期中長期目標期間（2021年度～2026年度）を見据えて、2019年度には当
面の組織体制の整備を完了し、2020年度からの速やかな実現に向けて取り組むべき
である。」とされた。
・また、「将来的な組織の在り方については、我が国全体における臨床研究の実施
体制の在り方や財政基盤の強化に向けた方策を速やかに検討しつつ、上記の横断的
な研究推進組織の状況や効果、課題の検証を行いながら、本検討会で検討された案
も踏まえて可能な限り早期に結論を出す必要がある。」とされた。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1

ＮＣ６法人間に加え、国立病院機構等の法人との医薬品等との共同購入及びＮＣ６
法人間での医療安全相互チェック等の効果的・効率的な業務の共同実施を行ってい
る。加えて、事務職及び医療従事者について法人間での効果的な人事交流を行う等
の取組により業務の最適化を図っている。
※国立病院機構等の法人との医薬品の共同購入は平成24年７月以降、医療安全相互
チェックは平成26年11月以降から実施している。

05 1
経営の改善に資するよう、原則毎月１回、月次決算の分析・報告やコストの分析を
含む各部門からの改善事項の提案等を行う会議を行い、業務改善を図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

上記６法人間において、共同して実施した方が効果的・効率的な業務の共同化や人事交流を
更に推進する。

－

分野横断的な疾患や未知の疾患などその時々の政策課題により柔軟に対応し、研究開発力の
一層の向上を図る観点から、将来的には、上記６法人の統合など国立高度専門医療研究セン
ター全体としての組織の在り方について検討を行う。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

所管 法人名 国立がん研究センター厚生労働省４９Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

ＮＣ６法人間での医薬品等の共同購入及び医療安全相互チェック等の効果的・効率
的な業務の共同実施や、事務職及び医療従事者について効果的な人事交流を行って
いる。
※医薬品の共同購入は平成18年８月以降、医療安全相互チェックは平成26年11月以
降から実施している。

03 1

・平成30年３月から「国立高度専門医療研究センターの今後の在り方検討会」を全
９回開催し、同年12月26日に報告書がとりまとめられた。
　報告書においては、「直ちに実施可能な横断的な研究推進組織の構築に向けて、
内部組織体制の具体化（業務、意思決定、戦略等）に向けたＮＣ間の協議を速やか
に行い、次期中長期目標期間（2021年度～2026年度）を見据えて、2019年度には当
面の組織体制の整備を完了し、2020年度からの速やかな実現に向けて取り組むべき
である。」とされた。
・また、「将来的な組織の在り方については、我が国全体における臨床研究の実施
体制の在り方や財政基盤の強化に向けた方策を速やかに検討しつつ、上記の横断的
な研究推進組織の状況や効果、課題の検証を行いながら、本検討会で検討された案
も踏まえて可能な限り早期に結論を出す必要がある。」とされた。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1

ＮＣ６法人間に加え、国立病院機構等の法人との医薬品等との共同購入及びＮＣ６
法人間での医療安全相互チェック等の効果的・効率的な業務の共同実施を行ってい
る。加えて、事務職及び医療従事者について法人間での効果的な人事交流を行う等
の取組により業務の最適化を図っている。
※国立病院機構等の法人との医薬品の共同購入は平成24年７月以降、医療安全相互
チェックは平成26年11月以降から実施している。

05 1
経営の改善に資するよう、原則毎月１回、月次決算の分析・報告やコストの分析を
含む各部門からの改善事項の提案等を行う会議を行い、業務改善を図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

上記６法人間において、共同して実施した方が効果的・効率的な業務の共同化や人事交流を
更に推進する。

－

分野横断的な疾患や未知の疾患などその時々の政策課題により柔軟に対応し、研究開発力の
一層の向上を図る観点から、将来的には、上記６法人の統合など国立高度専門医療研究セン
ター全体としての組織の在り方について検討を行う。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

所管 法人名 国立循環器病研究センター厚生労働省５０Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

ＮＣ６法人間での医薬品等の共同購入及び医療安全相互チェック等の効果的・効率
的な業務の共同実施や、事務職及び医療従事者について効果的な人事交流を行って
いる。
※医薬品の共同購入は平成18年８月以降、医療安全相互チェックは平成26年11月以
降から実施している。

03 1

・平成30年３月から「国立高度専門医療研究センターの今後の在り方検討会」を全
９回開催し、同年12月26日に報告書がとりまとめられた。
　報告書においては、「直ちに実施可能な横断的な研究推進組織の構築に向けて、
内部組織体制の具体化（業務、意思決定、戦略等）に向けたＮＣ間の協議を速やか
に行い、次期中長期目標期間（2021年度～2026年度）を見据えて、2019年度には当
面の組織体制の整備を完了し、2020年度からの速やかな実現に向けて取り組むべき
である。」とされた。
・また、「将来的な組織の在り方については、我が国全体における臨床研究の実施
体制の在り方や財政基盤の強化に向けた方策を速やかに検討しつつ、上記の横断的
な研究推進組織の状況や効果、課題の検証を行いながら、本検討会で検討された案
も踏まえて可能な限り早期に結論を出す必要がある。」とされた。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1

ＮＣ６法人間に加え、国立病院機構等の法人との医薬品等との共同購入及びＮＣ６
法人間での医療安全相互チェック等の効果的・効率的な業務の共同実施を行ってい
る。加えて、事務職及び医療従事者について法人間での効果的な人事交流を行う等
の取組により業務の最適化を図っている。
※国立病院機構等の法人との医薬品の共同購入は平成24年７月以降、医療安全相互
チェックは平成26年11月以降から実施している。

05 1
経営の改善に資するよう、原則毎月１回、月次決算の分析・報告やコストの分析を
含む各部門からの改善事項の提案等を行う会議を行い、業務改善を図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

上記６法人間において、共同して実施した方が効果的・効率的な業務の共同化や人事交流を
更に推進する。

－

分野横断的な疾患や未知の疾患などその時々の政策課題により柔軟に対応し、研究開発力の
一層の向上を図る観点から、将来的には、上記６法人の統合など国立高度専門医療研究セン
ター全体としての組織の在り方について検討を行う。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

所管 法人名 国立精神・神経医療研究センター厚生労働省５１Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

ＮＣ６法人間での医薬品等の共同購入及び医療安全相互チェック等の効果的・効率
的な業務の共同実施や、事務職及び医療従事者について効果的な人事交流を行って
いる。
※医薬品の共同購入は平成18年８月以降、医療安全相互チェックは平成26年11月以
降から実施している。

03 1

・平成30年３月から「国立高度専門医療研究センターの今後の在り方検討会」を全
９回開催し、同年12月26日に報告書がとりまとめられた。
　報告書においては、「直ちに実施可能な横断的な研究推進組織の構築に向けて、
内部組織体制の具体化（業務、意思決定、戦略等）に向けたＮＣ間の協議を速やか
に行い、次期中長期目標期間（2021年度～2026年度）を見据えて、2019年度には当
面の組織体制の整備を完了し、2020年度からの速やかな実現に向けて取り組むべき
である。」とされた。
・また、「将来的な組織の在り方については、我が国全体における臨床研究の実施
体制の在り方や財政基盤の強化に向けた方策を速やかに検討しつつ、上記の横断的
な研究推進組織の状況や効果、課題の検証を行いながら、本検討会で検討された案
も踏まえて可能な限り早期に結論を出す必要がある。」とされた。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

国立看護大学校は、平成13年に省庁が設置する大学校として、ＮＣで求められる高
度な臨床看護実践能力、臨床看護研究能力を備えた人材を養成するとともに、ＮＣ
における将来の幹部看護職員を育成することを目的として設置されたものであるこ
とから、当初より裨益する業界等は想定しておらず、それは独立行政法人に移行後
も変わるものではない。
また当校は、９割超がＮＣに就職しており、ＮＣに就職しない数名についても、進
学や自身の事情等によるものであることから、負担を求めることができる裨益する
業界等はない。
しかしながら、自己収入の拡大に当たっては、受講料を無料で実施していた研修に
ついて、受益者負担の観点から見直しを行い、受講者へ適切な負担を求めることと
する等の取組を実施している。
また、当校の教育の実施に当たっては、教育内容の高度化に資するため、ＮＣから
臨地実習における施設提供及び人的支援等を受ける体制を構築している。

05 1

国立看護大学校の一学年の学生数は約100名と規模が小さいため、ＮＣに就職しない
学生のわずかな増減によっても就職率が大幅に変じうるものである。これにかんが
みれば、例えば９割といった根拠のない数値を定めるよりも、定性的な目標設定
（「おおむね」など）を可能とすることが適切であると考える。
なお、国立看護大学校の卒業生のＮＣへの就職率は独法化以降の各年とも９割を超
えており、ＮＣの人材確保という設置目的に沿った成果が達成できている。

06 1

国立看護大学校は、ＮＣで求められる高度な臨床看護実践能力、臨床看護研究能力
を備えた人材を養成するとともに、ＮＣにおける将来の幹部看護職員を育成するこ
とを目的としていることから、各ＮＣの看護部長等と意見交換の場を設け、教育内
容等について意見を踏まえて対応している。

07 －

国立看護大学校は、ＮＣで求められる高度な臨床看護実践能力、臨床看護研究能力
を備えた人材を養成するとともに、ＮＣにおける将来の幹部看護職員を育成するこ
とを目的として設置し、政策医療看護や国際看護の教育を実施しており、他の設置
主体で行う類似する事業の成果や普及状況などを勘案するものではない。現に国立
看護大学校の卒業生のＮＣへの就職率は９割を超えており、現時点においてＮＣの
人材確保という設置目的に沿った成果が達成できている。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

上記６法人間において、共同して実施した方が効果的・効率的な業務の共同化や人事交流を
更に推進する。

－

分野横断的な疾患や未知の疾患などその時々の政策課題により柔軟に対応し、研究開発力の
一層の向上を図る観点から、将来的には、上記６法人の統合など国立高度専門医療研究セン
ター全体としての組織の在り方について検討を行う。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

裨益する業界等からの適正な負担を求めるなど、自己収入の拡大や教育内容の高度化に向け
た適切な措置を講じる。

－

法人の中期目標について、関係する職業への就職率の目標値や専門の資格・免許の合格率な
ど、人材育成の成果に関する具体的・定量的な目標を設定する。

－

特定職業に係る事業者等との意見交換の場を設けるとともに、法人が業績評価報告書を作成
するに当たって、これらの者の意見を聴き、その意見を反映させる。

－

大学その他、官民の教育訓練を行う機関においても類似する人材育成事業が実施されている
法人については、中期目標期間終了時における業務及び組織全般にわたる見直しに当たり、
類似する事業の成果や普及状況を検証し、自らはかかる事業の伸長を助けその補完に徹する
との観点から、必要な事業規模や内容の見直しを行う。

－

所管 法人名 国立国際医療研究センター厚生労働省５２Ｎｏ
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３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 1

ＮＣ６法人間に加え、国立病院機構等の法人との医薬品等との共同購入及びＮＣ６
法人間での医療安全相互チェック等の効果的・効率的な業務の共同実施を行ってい
る。加えて、事務職及び医療従事者について法人間での効果的な人事交流を行う等
の取組により業務の最適化を図っている。
※国立病院機構等の法人との医薬品の共同購入は平成24年７月以降、医療安全相互
チェックは平成26年11月以降から実施している。

09 1
経営の改善に資するよう、原則毎月１回、月次決算の分析・報告やコストの分析を
含む各部門からの改善事項の提案等を行う会議を行い、業務改善を図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

ＮＣ６法人間での医薬品等の共同購入及び医療安全相互チェック等の効果的・効率
的な業務の共同実施や、事務職及び医療従事者について効果的な人事交流を行って
いる。
※医薬品の共同購入は平成18年８月以降、医療安全相互チェックは平成26年11月以
降から実施している。

03 1

・平成30年３月から「国立高度専門医療研究センターの今後の在り方検討会」を全
９回開催し、同年12月26日に報告書がとりまとめられた。
　報告書においては、「直ちに実施可能な横断的な研究推進組織の構築に向けて、
内部組織体制の具体化（業務、意思決定、戦略等）に向けたＮＣ間の協議を速やか
に行い、次期中長期目標期間（2021年度～2026年度）を見据えて、2019年度には当
面の組織体制の整備を完了し、2020年度からの速やかな実現に向けて取り組むべき
である。」とされた。
・また、「将来的な組織の在り方については、我が国全体における臨床研究の実施
体制の在り方や財政基盤の強化に向けた方策を速やかに検討しつつ、上記の横断的
な研究推進組織の状況や効果、課題の検証を行いながら、本検討会で検討された案
も踏まえて可能な限り早期に結論を出す必要がある。」とされた。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1

ＮＣ６法人間に加え、国立病院機構等の法人との医薬品等との共同購入及びＮＣ６
法人間での医療安全相互チェック等の効果的・効率的な業務の共同実施を行ってい
る。加えて、事務職及び医療従事者について法人間での効果的な人事交流を行う等
の取組により業務の最適化を図っている。
※国立病院機構等の法人との医薬品の共同購入は平成24年７月以降、医療安全相互
チェックは平成26年11月以降から実施している。

05 1
経営の改善に資するよう、原則毎月１回、月次決算の分析・報告やコストの分析を
含む各部門からの改善事項の提案等を行う会議を行い、業務改善を図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

上記６法人間において、共同して実施した方が効果的・効率的な業務の共同化や人事交流を
更に推進する。

－

分野横断的な疾患や未知の疾患などその時々の政策課題により柔軟に対応し、研究開発力の
一層の向上を図る観点から、将来的には、上記６法人の統合など国立高度専門医療研究セン
ター全体としての組織の在り方について検討を行う。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

所管 法人名 国立成育医療研究センター厚生労働省５３Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

ＮＣ６法人間での医薬品等の共同購入及び医療安全相互チェック等の効果的・効率
的な業務の共同実施や、事務職及び医療従事者について効果的な人事交流を行って
いる。
※医薬品の共同購入は平成18年８月以降、医療安全相互チェックは平成26年11月以
降から実施している。

03 1

・平成30年３月から「国立高度専門医療研究センターの今後の在り方検討会」を全
９回開催し、同年12月26日に報告書がとりまとめられた。
　報告書においては、「直ちに実施可能な横断的な研究推進組織の構築に向けて、
内部組織体制の具体化（業務、意思決定、戦略等）に向けたＮＣ間の協議を速やか
に行い、次期中長期目標期間（2021年度～2026年度）を見据えて、2019年度には当
面の組織体制の整備を完了し、2020年度からの速やかな実現に向けて取り組むべき
である。」とされた。
・また、「将来的な組織の在り方については、我が国全体における臨床研究の実施
体制の在り方や財政基盤の強化に向けた方策を速やかに検討しつつ、上記の横断的
な研究推進組織の状況や効果、課題の検証を行いながら、本検討会で検討された案
も踏まえて可能な限り早期に結論を出す必要がある。」とされた。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1

ＮＣ６法人間に加え、国立病院機構等の法人との医薬品等との共同購入及びＮＣ６
法人間での医療安全相互チェック等の効果的・効率的な業務の共同実施を行ってい
る。加えて、事務職及び医療従事者について法人間での効果的な人事交流を行う等
の取組により業務の最適化を図っている。
※国立病院機構等の法人との医薬品の共同購入は平成24年７月以降、医療安全相互
チェックは平成26年11月以降から実施している。

05 1
経営の改善に資するよう、原則毎月１回、月次決算の分析・報告やコストの分析を
含む各部門からの改善事項の提案等を行う会議を行い、業務改善を図っている。

今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 -

上記６法人間において、共同して実施した方が効果的・効率的な業務の共同化や人事交流を
更に推進する。

－

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

－

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

－

分野横断的な疾患や未知の疾患などその時々の政策課題により柔軟に対応し、研究開発力の
一層の向上を図る観点から、将来的には、上記６法人の統合など国立高度専門医療研究セン
ター全体としての組織の在り方について検討を行う。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置

所管 法人名 国立長寿医療研究センター厚生労働省５４Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

申請者の負担軽減に資する対策については、関係府省とも協力して、新規農薬の審
査期間の短縮や、農薬登録における作物群の導入による農薬の適用拡大の迅速化、
普通肥料の登録の有効期間の延長などの措置を講じた。
登録手数料については、平成28年４月１日から新たな登録手数料に改めた。なお、
登録手数料の算定根拠については、平成28年３月31日から農林水産省のホームペー
ジで公表している。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1

FAMICは技術的・専門的優位性を踏まえた効果的な連携体制の構築として、分析業務
の実施及び講師の招聘等を行う協定を(独)国民生活センターと結んで実施してい
る。また、共同調達については、近隣の農林水産省所管の独法である、国立研究開
発法人農業・食品産業技術総合研究機構農業技術革新工学研究センター及び同生物
系特定産業技術研究支援センターと連携し、コピー用紙の購入について実施すると
ともに、センター内では一括調達での契約を実施する取組などを通じ、効率化・最
適化を図っている。

04 1

業務運営の効率化を図るため、既存の事務・事業に係る業務フロー・コストの分析
を行い、効率性・コスト削減や、民間の活用等の観点から外部委託の拡大等につい
て検討し、各種分析用標準液の調製作業等について外部委託を行っている。また、
平成28年度に「旅費事務」について業務フロー・コスト分析を実施し、その結果を
踏まえ業務改善を図った。

講ずべき措置 今後の対応方針

単年度管理型の法人とする。 －

農薬等の登録検査業務に関しては、生産コスト削減に向けた政策に配慮しつつ、関係府省と
協力して、審査期間の短縮、申請方法の見直し等により申請者の負担軽減を図りながら、検
査コストに見合った適正な金額に手数料を改めるとともに、手数料の算出根拠の透明化を図
る。

措置済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、三者による共同調達を実施する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

今後も引き続き必要に応じて、業務改善を図っていく。

所管 法人名 農林水産消費安全技術センター農林水産省５５Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

種苗管理センター、農業・食品産業技術総合研究機構（略称：農研機構）、農業生
物資源研究所及び農業環境技術研究所については、平成27年９月に成立した「独立
行政法人に係る改革を推進するための農林水産省関係法律の整備に関する法律」に
基づき平成28年４月１日に統合し、農研機構に一本化。これに併せて、統合後の農
研機構において、組織を再編し、各専門分野の垣根を取り払い、分野間の連携を強
化するとともに、基礎から応用・実用化まで一貫した研究が実施できる体制を構
築。

02 1

種苗管理センターの名称については、統合法人の組織規程に基づく内部組織名とし
て維持。
役員に関しては、第189回国会にて成立した「独立行政法人に係る改革を推進するた
めの農林水産省関係法律の整備に関する法律」により改正された「国立研究開発法
人農業・食品産業技術総合研究機構法」に基づき、理事長及び研究開発業務を担当
する副理事長以外に同センター担当の代表権を有する理事を設置。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1

農業・食品産業技術総合研究機構及び国際農林水産業研究センターにおいて、平成24年
度以降、コピー用紙の購入、一般健康診断業務について単年度契約による共同調達等を行
うとともに、清掃業務及びエレベーター保守点検業務については、平成28年４月から複数年
契約を共同で行っているところ。さらに平成29年４月からは森林研究・整備機構（森林総合
研究所）を加えた３法人においてトイレットペーパーやトナーカートリッジ等の購入について単
年度契約による共同調達を行っているところ。また、職員研修のうち同じテーマのものにつ
いては、国際農林水産業研究センター及び森林研究・整備機構（森林総合研究所）と３法人
共同での実施等、業務の効率化を進めているところ。

04 1

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律第７条第７項に基づく「公共サービス改
革基本方針」の一部変更（平成27年７月10日閣議決定）を踏まえ、コスト分析等を行い、清
掃業務及びエレベーター保守点検業務について、農業・食品産業技術総合研究機構と国際
農林水産業研究センターにおいて共同で民間競争入札を実施し、平成28年４月から複数年
契約を実施してきた。平成30年度には、内閣府官民競争入札等監理委員会から「終了プロ
セスへの移行を了承」されており、同法の対象から外れた令和元年度以降も、国際農林水
産業研究センターと共同で複数年の民間委託契約を実施しているところ。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記４法人（種苗管理センター、農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、
農業環境技術研究所）を統合し、研究開発型の法人とする。

措置済み。

その際、新たな法人は、研究開発業務と、種苗審査に係る栽培試験等の種苗管理業務という
性格の異なる業務を実施することとなるため、試験制度の公正性・信頼性の確保の必要性等
も考慮し、種苗管理センターの名称を維持することに加え、理事長及び研究開発業務を担当
する副理事長以外に同センター担当の代表権を有する役員を置く。

措置済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

措置済み。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

措置済み。

所管 法人名 種苗管理センター農林水産省５６Ｎｏ

該当なし

※平成28年4月1日に農業生物資源研究所及び農業環境技術研究所と農業・食品産業技術総合研究機構に統合
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

種苗管理センター、農業・食品産業技術総合研究機構（略称：農研機構）、農業生
物資源研究所及び農業環境技術研究所については、平成27年９月に成立した「独立
行政法人に係る改革を推進するための農林水産省関係法律の整備に関する法律」に
基づき平成28年４月１日に統合し、農研機構に一本化。これに併せて、統合後の農
研機構において、組織を再編し、各専門分野の垣根を取り払い、分野間の連携を強
化するとともに、基礎から応用・実用化まで一貫した研究が実施できる体制を構
築。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

02 1
委託試験研究の適正な実施を推進するため、委託契約書に基づき実施期間中の委託
先への調査や指導を実施。

03 1
・不正受給、不正使用を行った場合に、一定期間（１年以上10年以内）申請資格を
停止するなどの制裁措置については、既に規程を定め、導入している。
・また、公募要領において、制裁措置の周知を行っている。

04 -

（農研機構が配分する研究開発資金は、補助金等適正化法は適用又は準用されな
い。）
（農研機構が配分する研究開発資金は委託費であり、補助金等適正化法第２条第１
項に規定する「補助金等」（補助金、負担金、利子補給金、その他相当の反対給付
を受けない給付金であつて政令で定めるもの ）に該当しないため、補助金等適正化
法は適用又は準用されない。）

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

05 1

農業・食品産業技術総合研究機構及び国際農林水産業研究センターにおいて、平成24年
度以降、コピー用紙の購入、一般健康診断業務について単年度契約による共同調達等を行
うとともに、清掃業務及びエレベーター保守点検業務については、平成28年４月から複数年
契約を共同で行っているところ。さらに平成29年４月からは森林研究・整備機構（森林総合
研究所）を加えた３法人においてトイレットペーパーやトナーカートリッジ等の購入について単
年度契約による共同調達を行っているところ。また、職員研修のうち同じテーマのものにつ
いては、国際農林水産業研究センター及び森林研究・整備機構（森林総合研究所）と３法人
共同での実施等、業務の効率化を進めているところ。

06 1

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律第７条第７項に基づく「公共サービス改
革基本方針」の一部変更（平成27年７月10日閣議決定）を踏まえ、コスト分析等を行い、清
掃業務及びエレベーター保守点検業務について、農業・食品産業技術総合研究機構と国際
農林水産業研究センターにおいて共同で民間競争入札を実施し、平成28年４月から複数年
契約を実施してきた。平成30年度には、内閣府官民競争入札等監理委員会から「終了プロ
セスへの移行を了承」されており、同法の対象から外れた令和元年度以降も、国際農林水
産業研究センターと共同で複数年の民間委託契約を実施しているところ。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記４法人（種苗管理センター、農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、
農業環境技術研究所）を統合し、研究開発型の法人とする。

措置済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

措置済み。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

措置済み。

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30 年法律第179 号。以下「補助金
等適正化法」という。)が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段によ
り補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行
われ、また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に
記載し周知する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

措置済み。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

措置済み。

所管 法人名 農業・食品産業技術総合研究機構農林水産省５７Ｎｏ ※平成28年4月1日に種苗管理センター、農業生物資源研究所及び農業環境技術研究所を統合
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

種苗管理センター、農業・食品産業技術総合研究機構（略称：農研機構）、農業生
物資源研究所及び農業環境技術研究所については、平成27年９月に成立した「独立
行政法人に係る改革を推進するための農林水産省関係法律の整備に関する法律」に
基づき平成28年４月１日に統合し、農研機構に一本化。これに併せて、統合後の農
研機構において、組織を再編し、各専門分野の垣根を取り払い、分野間の連携を強
化するとともに、基礎から応用・実用化まで一貫した研究が実施できる体制を構
築。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 1

農業・食品産業技術総合研究機構及び国際農林水産業研究センターにおいて、平成24年
度以降、コピー用紙の購入、一般健康診断業務について単年度契約による共同調達等を行
うとともに、清掃業務及びエレベーター保守点検業務については、平成28年４月から複数年
契約を共同で行っているところ。さらに平成29年４月からは森林研究・整備機構（森林総合
研究所）を加えた３法人においてトイレットペーパーやトナーカートリッジ等の購入について単
年度契約による共同調達を行っているところ。また、職員研修のうち同じテーマのものにつ
いては、国際農林水産業研究センター及び森林研究・整備機構（森林総合研究所）と３法人
共同での実施等、業務の効率化を進めているところ。

03 1

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律第７条第７項に基づく「公共サービス改
革基本方針」の一部変更（平成27年７月10日閣議決定）を踏まえ、コスト分析等を行い、清
掃業務及びエレベーター保守点検業務について、農業・食品産業技術総合研究機構と国際
農林水産業研究センターにおいて共同で民間競争入札を実施し、平成28年４月から複数年
契約を実施してきた。平成30年度には、内閣府官民競争入札等監理委員会から「終了プロ
セスへの移行を了承」されており、同法の対象から外れた令和元年度以降も、国際農林水
産業研究センターと共同で複数年の民間委託契約を実施しているところ。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記４法人（種苗管理センター、農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、
農業環境技術研究所）を統合し、研究開発型の法人とする。

措置済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

措置済み。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

措置済み。

所管 法人名 農業生物資源研究所農林水産省５８Ｎｏ

該当なし

※平成28年4月1日に種苗管理センター及び農業環境技術研究所と農業・食品産業技術総合研究機構に統合
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

種苗管理センター、農業・食品産業技術総合研究機構（略称：農研機構）、農業生
物資源研究所及び農業環境技術研究所については、平成27年９月に成立した「独立
行政法人に係る改革を推進するための農林水産省関係法律の整備に関する法律」に
基づき平成28年４月１日に統合し、農研機構に一本化。これに併せて、統合後の農
研機構において、組織を再編し、各専門分野の垣根を取り払い、分野間の連携を強
化するとともに、基礎から応用・実用化まで一貫した研究が実施できる体制を構
築。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 1

農業・食品産業技術総合研究機構及び国際農林水産業研究センターにおいて、平成24年
度以降、コピー用紙の購入、一般健康診断業務について単年度契約による共同調達等を行
うとともに、清掃業務及びエレベーター保守点検業務については、平成28年４月から複数年
契約を共同で行っているところ。さらに平成29年４月からは森林研究・整備機構（森林総合
研究所）を加えた３法人においてトイレットペーパーやトナーカートリッジ等の購入について単
年度契約による共同調達を行っているところ。また、職員研修のうち同じテーマのものにつ
いては、国際農林水産業研究センター及び森林研究・整備機構（森林総合研究所）と３法人
共同での実施等、業務の効率化を進めているところ。

03 1

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律第７条第７項に基づく「公共サービス改
革基本方針」の一部変更（平成27年７月10日閣議決定）を踏まえ、コスト分析等を行い、清
掃業務及びエレベーター保守点検業務について、農業・食品産業技術総合研究機構と国際
農林水産業研究センターにおいて共同で民間競争入札を実施し、平成28年４月から複数年
契約を実施してきた。平成30年度には、内閣府官民競争入札等監理委員会から「終了プロ
セスへの移行を了承」されており、同法の対象から外れた令和元年度以降も、国際農林水
産業研究センターと共同で複数年の民間委託契約を実施しているところ。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記４法人（種苗管理センター、農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、
農業環境技術研究所）を統合し、研究開発型の法人とする。

措置済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

措置済み。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

措置済み。

所管 法人名 農業環境技術研究所農林水産省５９Ｎｏ

該当なし

※平成28年4月1日に種苗管理センター及び農業生物資源研究所と農業・食品産業技術総合研究機構に統合



92

（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

１　種畜等の生産・供給業務の重点化
　①　飼育地域が限定される日本短角種については、遺伝的能力評価のための種雄
牛の検定業務（直接検定業務）を26年度中に廃止した。また、農林水産省と関係県
で協議した結果、平成30年７月から、岩手県が凍結精液の全国販売を開始した。
　②　実験用小型豚の供給業務については、民間へ移管するため、関係機関と調整
した上で移管先への種豚供給を開始した。

２　牧場での飼料生産等業務の民間委託
　粗飼料生産業務、飼料生産種苗の増殖業務、環境整備業務、放牧地の維持管理業
務について民間委託を行う対象牧場や対象作業を拡大した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1
平成31年度からは、家畜改良センター岩手牧場と東北農業研究センターで健康診断業務の
共同実施を行っている。今後も、家畜改良センターと同様に全国に拠点を持つ法人と、近隣
する地域等の単位での共同調達等に向けた取組を行っていく。

04 1

中央畜産研修施設の管理・運営業務については、平成21年度からコスト分析を伴う民間競
争入札（市場化テスト）による民間委託を実施したところ、平成26年度には、内閣府官民競
争入札等管理委員会から「市場化テストの終了が適当」との評価を受けた。これを踏まえ、
平成27年度から一般競争入札による民間事業者への業務委託を実施し、自主的な業務改
善を図った。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

種畜等の生産･供給業務については、全国的な視点での畜産物生産という用途に真に必要な
業務に重点化するとともに、牧場での飼料生産等の業務について、段階的に民間への委託又
は都道府県への移管を図る。

１　種畜等の生産・供給業務の重点化に関しては、
　①　措置済み。
　②　実験用小型豚の供給業務については、移管先での供給体制が整うま
での間は、引続き生体でのけい養を行うが、令和２年度末までには移管を
完了させる予定。

２　措置済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

措置済み。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

措置済み。

所管 法人名 家畜改良センター農林水産省６０Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01
1

平成27年3月6日に閣議決定し、第189回国会（常会）で成立した「独立行政法人に係
る改革を推進するための農林水産省関係法律の整備に関する法律案」に基づき、統
合の日として行政改革推進本部決定（平成26年8月29日）した平成28年4月1日に統合
を実施した。

02 1

・人材育成業務、研究開発業務それぞれの自立性に配慮した内部ガバナンスを構築
し、平成28年4月1日までに業務方法書及び組織規程等関係規程を整備した。
・水産大学校の名称、立地（下関市）及び施設を維持し、代表権を有する役員を水
産大学校に配置した。

03 1

平成29年6月に、「人材育成に係る業界との意見交換会」を開催し、水産業界の要
請・求める人材について業界関係者からの意見聴取に努めた。また、平成28年度に
おいて、水産関連企業に対し、人材育成のあり方や本校が育成する人材に対するア
ンケート調査を実施した他、就職担当者による水産関連企業等訪問を実施し、意見
交換を行った。

教育内容の高度化に向けた取組としては、各種FD活動、問題解決型教育(PBL）の拡
充 、一般社団法人大日本水産会からの講師の派遣、平成29年度新入生用シラバスに
「最新の研究成果を授業へ反映」の盛込みを行った他、中長期的視点に立った教育
体制のあり方について、校長を筆頭とした「教育組織の高度化に係る作業チーム」
を結成し、検討を開始した。また、平成28年9月に山口県との間で、「水産業の持続
的発展に向けた包括連携に係る協定書」を締結し、連携協力を推進する項目とし
て、「水産業を担う人材の育成に関すること」及び「社会貢献に関すること」を設
けるなど、県を通じて県内の裨益する水産業界との教育内容の高度化に関する取組
を推進する体制を整えた。
　
自己収入の拡大については、これまでの学生定員確保による授業料等収入の安定
化、受託研究費等の外部資金の獲得を図っている。特に山口県との包括連携協定及
び平成29年4月に設置された水産共同研究拠点の関連事業として平成29年度の委託事
業を新たに受託した。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記２法人を統合し、研究開発型の法人とする。 措置済み。

人材育成業務、研究開発業務それぞれの自立性に配慮した内部ガバナンスを構築することと
し、水産大学校においては、その名称、立地（下関市）、施設を維持し、代表権を有する役
員を置く。

措置済み。

人材育成業務については、裨益する業界等も含めた取組により、事業者等の要請に的確に応
えつつ、質の高い教育が持続可能な形で行われるよう、自己収入の拡大や教育内容の高度化
に向けた適切な措置等を講じる。

措置済み。

所管 法人名 水産大学校農林水産省６１Ｎｏ ※平成28年4月1日に水産総合研究センターと統合し、水産研究・教育機構に改称
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

教育内容の高度化に向けた取組としては、各種FD活動、問題解決型教育(PBL）の拡
充 、一般社団法人大日本水産会からの講師の派遣、平成29年度新入生用シラバスに
「最新の研究成果を授業へ反映」の盛込みを行った他、中長期的視点に立った教育
体制のあり方について、校長を筆頭とした「教育組織の高度化に係る作業チーム」
を結成し、検討を開始した。また、平成28年9月に山口県との間で、「水産業の持続
的発展に向けた包括連携に係る協定書」を締結し、連携協力を推進する項目とし
て、「水産業を担う人材の育成に関すること」及び「社会貢献に関すること」を設
けるなど、県を通じて県内の裨益する水産業界との教育内容の高度化に関する取組
を推進する体制を整えた。
　
自己収入の拡大については、これまでの学生定員確保による授業料等収入の安定
化、受託研究費等の外部資金の獲得を図っている。特に山口県との包括連携協定及
び平成29年4月に設置された水産共同研究拠点の関連事業として平成29年度の委託事
業を新たに受託した。

05 1
平成28年度開始の第４期中長期計画において、前期計画に引き続き水産関連分野へ
の就職率（75%）及び二級海技士免許筆記試験合格（80%の合格率）を目指す定量的
な目標を設定している。

06 1

平成29年6月に、「人材育成に係る業界との意見交換会」を開催し、水産業界の要
請・求める人材について業界関係者からの意見聴取に努めるとともに、水産総合研
究センターと統合後の国立研究開発法人水産研究教育機構の業務実績評価の自己評
価について、業界関係者等の外部委員で構成される機関評価委員会において審議さ
れた結果を踏まえ自己評価を決定。

07 1

農林水産大臣が実施した第3期中期目標期間における業務実績の見込評価に基づい
て、平成27年9月11日に農林水産大臣より、「独立行政法人水産大学校及び国立研究
開発法人水産総合研究センターの中期目標期間終了における業務・組織全般の見直
しについて」が示された。また、当該内容に則った形で第4期中長期目標が国によっ
て策定されるとともに、第4期中長期計画の作成指示が農林水産大臣よりなされ、当
該指示に基づき中長期計画を作成し、国の認可を得た。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 1
海洋研究開発機構他と共同調達を実施している。引き続き、他法人との共同調達を
実施する。

09 1

施設等の保守管理、警備業務等については、旧水産総合研究センターは大規模庁舎
（中央水産研究所：横浜市）の施設管理・運営業務、旧水産大学校は同校の施設管
理・運営業務について、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律に基づ
き複数年・包括的な民間委託契約を実施し、同法の対象から外れた後も、独自に複
数年・包括的な民間委託契約を実施したところ。

講ずべき措置 今後の対応方針

裨益する業界等からの適正な負担を求めるなど、自己収入の拡大や教育内容の高度化に向け
た適切な措置を講じる。

措置済み。

法人の中期目標について、関係する職業への就職率の目標値や専門の資格・免許の合格率な
ど、人材育成の成果に関する具体的・定量的な目標を設定する。

措置済み。

特定職業に係る事業者等との意見交換の場を設けるとともに、法人が業績評価報告書を作成
するに当たって、これらの者の意見を聴き、その意見を反映させる。

措置済み。

大学その他、官民の教育訓練を行う機関においても類似する人材育成事業が実施されている
法人については、中期目標期間終了時における業務及び組織全般にわたる見直しに当たり、
類似する事業の成果や普及状況を検証し、自らはかかる事業の伸長を助けその補完に徹する
との観点から、必要な事業規模や内容の見直しを行う。

措置済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

措置済み。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

措置済み。



95

（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01
1

平成27年3月6日に閣議決定し、第189回国会（常会）で成立した「独立行政法人に係
る改革を推進するための農林水産省関係法律の整備に関する法律案」に基づき、統
合の日として行政改革推進本部決定（平成26年8月29日）した平成28年4月1日に統合
を実施した。

02 1

・人材育成業務、研究開発業務それぞれの自立性に配慮した内部ガバナンスを構築
し、平成28年4月1日までに業務方法書及び組織規程等関係規程を整備した。
・水産大学校の名称、立地（下関市）及び施設を維持し、代表権を有する役員を水
産大学校に配置した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1
海洋研究開発機構他と共同調達を実施している。引き続き、他法人との共同調達を
実施する。

04 1

施設等の保守管理、警備業務等については、旧水産総合研究センターは大規模庁舎
（中央水産研究所：横浜市）の施設管理・運営業務、旧水産大学校は同校の施設管
理・運営業務について、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律に基づ
き複数年・包括的な民間委託契約を実施し、同法の対象から外れた後も、独自に複
数年・包括的な民間委託契約を実施したところ。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記２法人を統合し、研究開発型の法人とする。 措置済み。

人材育成業務、研究開発業務それぞれの自立性に配慮した内部ガバナンスを構築することと
し、水産大学校においては、その名称、立地（下関市）、施設を維持し、代表権を有する役
員を置く。

措置済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

措置済み。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

措置済み。

所管 法人名 水産総合研究センター農林水産省６２Ｎｏ

該当なし

※平成28年4月1日に水産大学校と統合し、水産研究・教育機構に改称

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 1

農業・食品産業技術総合研究機構及び国際農林水産業研究センターにおいて、平成24年
度以降、コピー用紙の購入、一般健康診断業務について単年度契約による共同調達等を行
うとともに、清掃業務及びエレベーター保守点検業務については、平成28年４月から複数年
契約を共同で行っているところ。さらに平成29年４月からは森林研究・整備機構（森林総合
研究所）を加えた３法人においてトイレットペーパーやトナーカートリッジ等の購入について単
年度契約による共同調達を行っているところ。また、職員研修のうち同じテーマのものにつ
いては、農業・食品産業技術総合研究機構及び森林研究・整備機構（森林総合研究所）と３
法人共同での実施等、業務の効率化を進めているところ。

03 1

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律第７条第７項に基づく「公共サービス改
革基本方針」の一部変更（平成27年７月10日閣議決定）を踏まえ、コスト分析等を行い、清
掃業務及びエレベーター保守点検業務について、農業・食品産業技術総合研究機構と国際
農林水産業研究センターにおいて共同で民間競争入札を実施し、平成28年４月から複数年
契約を実施してきた。平成30年度には、内閣府官民競争入札等監理委員会から「終了プロ
セスへの移行を了承」されており、同法の対象から外れた令和元年度以降も、農業・食品産
業技術総合研究機構と共同で複数年の民間委託契約を実施しているところ。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

措置済み。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

措置済み。

所管 法人名 国際農林水産業研究センター農林水産省６３Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

・平成27年４月１日に施行された森林国営保険法等の一部を改正する法律に基づ
き、森林保険特別会計は平成26年度末に廃止され、森林総合研究所は、平成27年４
月１日から「森林保険センター」を設置して、森林保険業務を開始したところ。ま
た、政府による債務保証、森林保険勘定の設置等についても同法で定められたとこ
ろ。
・内部ガバナンスの高度化については、項目05～08のとおり。
・積立金については、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12
月24日閣議決定）を踏まえ、第４期中長期計画(平成28年度～令和2年度)に定めたと
おり、リスク管理のための委員会において、毎年度、積立金の規模の妥当性の検証
を行い、その結果を農林水産大臣に報告するとともに、必要に応じて保険料率の見
直しを行っている。

02 1

・研究開発型の法人とすることについては、独立行政法人通則法の一部を改正する
法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律が第186回通常国会において、平成26
年６月６日成立、６月13日公布。
・中長期目標期間を５年（平成28～令和2年度）とした（H28.3.1）。

03 1

水源林造成事業については、森林総合研究所を受け皿法人とすることとし、「今後
も森林総合研究所において、研究開発との相乗効果の発揮に向けて連携強化を図り
つつ、適切かつ着実に実施するものとする。」と記述した第４期中長期目標（平成
28年度～令和2年度）を、平成28年３月１日に農林水産大臣が決定した。

04 1

法令遵守及び契約の適正性を確保するための対策として、これまで、
・法令遵守を担当する理事の設置（H27.4.1）
・全職員を対象とした法令遵守に関わる外部専門機関による研修の受講（H27.1）
・本研究所の森林整備センターにおけるセンターコンプライアンス室の設置
（H20.4.1）
・契約監視委員会による理事長への意見具申のできる体制の構築
・契約担当部署の職員を対象とした外部研修の受講
等を実施済み。
また、水源林造成事業における財政融資資金の償還等に係るリスク管理を行うた
め、外部有識者等による水源林造成事業リスク管理委員会を設置し、平成27年3月16
日に第1回委員会を開催した。

講ずべき措置 今後の対応方針

森林保険特別会計を平成26年度末までに廃止し、森林保険業務は森林総合研究所に移管す
る。その際、異常災害等のリスクに備えるため、政府による債務保証を行う。森林保険の被
保険者の利便性を低下させないよう対処するとともに、他の業務と経理を区分し、金融業務
の特性を踏まえ、財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、内部ガバナンスの高度化
を図る。森林保険に係る積立金については、その規模の妥当性を定期的に検証し、過去の保
険金支払状況等に基づき算定される保険料率について、その結果も踏まえ見直しの措置を講
じる。

左記の委員会において、引き続き毎年度、積立金の規模の妥当性の検証を
実施し、その結果を農林水産大臣に報告するとともに、必要に応じて保険
料率の見直しを行う。

研究開発型の法人とする。ただし、中期目標期間は５年とする。 措置済み。

水源林造成事業については、受け皿法人の検討について、現中期目標期間終了時までに結論
を得る。

措置済み。

水源林造成事業等は、国の財政支出や財政融資を用いて、多額の契約を行い、公共事業を実
施していることから、事業の実施において、法人に対する信頼性が確保されるよう、法令遵
守及び契約の適正性を確保するための体制の強化を図る。

左記の体制により、取組を引き続き実施する。
なお、法令遵守の強化のための対策については措置済み。

所管 法人名 森林総合研究所、森林保険特別会計農林水産省６４Ｎｏ ※森林総合研究所は、平成29年４月１日に森林研究・整備機構に改称
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 1

森林保険センターが所掌するリスクを的確に管理するため、「国立研究開発法人森
林総合研究所森林保険センター統合リスク管理要領」を平成27年４月１日付けで制
定するとともに、これに基づき外部有識者等により構成される統合リスク管理委員
会を設置し、森林保険勘定の財務状況や積立金の規模の妥当性の検証等について、
専門的な見地から点検を実施している。

06 1
森林保険業務の適正性を日常的に確保するため、平成27年４月１日の森林保険セン
ターの設立と同時に、業務執行やリスク管理を監視する内部組織としてリスク管理
室を設置したところ。また、監事２名のうち1名は常勤となっている。

07 1
職員の能力向上のための研修を計画的に実施するため、「国立研究開発法人森林総
合研究所森林保険センター職員研修要領」を平成27年４月１日付けで制定し、これ
に基づき研修計画を策定したところ。

08 1

森林国営保険法等の一部を改正する法律により森林保険勘定を新たに設けるととも
に、森林保険センターのホームページを平成27年４月に開設したところであり、独
立行政法人通則法に基づき、財務に関する情報等をホームページ上で開示してい
る。役職員の守秘義務規定については既に規定済み。

09 1

法令遵守の強化のための対策として、これまで、
・法令遵守を担当する理事の設置（H27.4.1）
・全職員を対象とした法令遵守に関わる外部専門機関による研修の受講（H27.1）
・本研究所の森林整備センターにセンターコンプライアンス室の設置(H20.4.1)
等を実施済み。

10 1

内部監査の実効性を確保するための措置として、これまで、
・内部監査担当職員を対象として外部研修を受講させること
・監査について、理事長の命によりセンターコンプライアンス室が内部監査を
　実施するとともに、独立行政法人通則法に基づく監事監査を実施すること
・監査室に監査第２係を新設したこと
により、重層的な監査体制を構築・運用

11 1
契約の適正性を確保するため、近年は契約担当部署の職員を対象として、中央省庁
等主催の契約関連の研修を受講させている。

12 1

一者応札・応募の契約、落札率が高い契約及び独立行政法人と一定の関係を有する
ものとして情報公開の対象となっている法人との契約については、契約監視委員会
では全件を対象として審議を行うとともに、本研究所の森林整備センターのセン
ターコンプライアンス室では、内部監査事項に「契約の締結及び執行に関するこ
と」を立て、これまでも関係書類等を検査することにより、契約の適正性を確保し
てきている。

13 1
法人の理事長に直接意見具申できる体制については、入札監視委員会においては既
に措置済み。また、契約監視委員会についても、平成25年度に内部規定を改正した
ことにより措置済み。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

14 1
農業・食品産業技術総合研究機構及び国際農林水産業研究センターとの共同調達を
実施している。

15 1

業務の改善については、当所に設置された「事務・業務改善委員会」において、業務の効率
化、経費削減等に関する役職員からの提案を募集し、提案を元に業務フローやコスト等の分
析を行い、審査を経て業務に反映させ、事務・業務の効率的な運用及び改善に資するよう自
主的な取組を行っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

金融業務のリスクを的確に管理するための内部規程等を整備するとともに、外部有識者等に
より構成される統合的なリスク管理のための委員会等を設置し、法人の財務状況やリスク管
理状況を専門的に点検する。

引き続き、左記の委員会において財務状況等の点検を実施する。

業務の適正性を日常的に確保するため、業務執行やリスク管理を監視する内部組織（監査部
等）を設置する。また、監事のうち１名は原則として常勤とする。

措置済み。

審査、回収等の金融業務機能の強化を図る観点から、外部専門家等による職員研修を拡充す
ることとし、その実施方針を策定する。

措置済み。

金融業務の透明性を確保する観点から、事業別の収支情報等を情報開示する一方、法人の行
う金融業務の高い公共性に鑑み、役職員の守秘義務規定を設ける。

措置済み。

法人の組織内における法令遵守体制を強化するため、法令遵守担当理事を設置するととも
に、全職員を対象とした外部専門機関による法令遵守研修を実施する。

措置済み。

内部監査の実効性を確保する観点から、内部監査に従事する職員の資質及び能力の向上を図
るとともに、理事長、監事及び内部監査に従事する職員による重層的な監査体制を構築す
る。

措置済み。

契約の適正性を確保するため、契約担当部署の職員を対象とした専門的研修を定期的に実施
する。

措置済み。

法人が行う契約に係る監視体制の強化及び充実を図るため、入札監視委員会等において、一
社応札・応募の契約、落札率が高い契約及び独立行政法人との契約について、全件を検証
し、分析を行う。その他の契約についても、無作為抽出を実施し契約の点検を強化するな
ど、審議の充実を図る。

措置済み。

入札監視委員会等の機能を向上させる観点から、審議の内容や結果を踏まえ、直接法人の理
事長に意見具申できるよう体制を構築する。

措置済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、他法人との共同調達を実施する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、「業務フロー・コスト分析に係る手引き」に示された手続き等により、業務
フローやコスト分析を実施し、事務・業務の効率的な運用及び改善に資するよう更
なる業務改善の検討を行う。



99

（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

「畜産業振興事業の実施のために独立行政法人農畜産業振興機構からの補助金の交
付により造成した基金の管理に関する基準」（平成19年３月28日付け18農畜機第
4545号。以下「基金の管理基準」という。)を平成26年３月に改正。この改正によ
り、本法人からの補助金等の交付により造成した基金のうち後年度負担額が明確な
事業の基金の見直し時期を３年毎から毎年度とした。さらに、平成28年２月には、
すべての畜産業振興事業の基金について、毎年度、当該基金を保有する法人に支払
い財源等として必要のない額について見直しを行うよう基金の管理基準を改正し
た。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

03 1

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査、受給団体の法令遵守体制の確保の
ためのガバナンス強化の支援については、既に実施している。

【農畜産業振興機構で実施しているガバナンス強化の支援の内容について】

〈畜産〉
補助事業等の適正な実施を図るため、平成15年10月の機構設立当初から、交付後の
現地調査、本部でのヒアリングを実施するとともに、制度理解の促進に資するため
の事業説明会や注意喚起等を継続的に行っている。

〈野菜〉
交付金の交付事業等の適正な実施を図るため、平成15年10月の機構設立当初から、
交付後の現地確認調査を実施している。また、平成26年5月以降、機構主催の野菜価
格安定事業担当者研修会等や県連等主催の研修会等、あらゆる場を活用して県庁、
県法人、登録出荷団体及び農協等に対して、法令遵守体制の確保について、周知の
徹底を図っている。

〈特産〉
交付金の交付事業の適正な実施を図るため、平成19年４月の制度開始以降、毎年
度、交付後の現地調査を実施するとともに、代理人説明会等を通じて、法令遵守等
について周知している。また、要件変更等の制度改正時には、速やかに通知文書を
継続的に発出するとともに、ホームページ等を活用した説明を実施するほか、本
部・地方事務所において、随時問い合わせに応じる旨を周知している。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

本法人からの補助金等の交付により造成した基金のうち後年度負担額が明確な事業の基金に
ついては、毎年度、当該基金を保有する法人に見直しを行わせ、支払い財源等として必要の
ない額を返還するなどにより、基金規模の適正化を図るよう指導する。

引き続き、基金規模の適正化を図るよう、指導する。

講ずべき措置 今後の対応方針

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためのガバナンスの支援に努める。

今後も交付後の調査を実施するとともに、引き続き受給団体の法令遵守体
制を確保するためのガバナンス強化の支援に努める。

所管 法人名 農畜産業振興機構農林水産省６５Ｎｏ
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04 1

補助金等の不正受給、不正使用を行った場合の制裁措置については、既に導入して
いる。
なお、不正受給、不正使用を行った場合の他、畜産関係法令その他の法令への違反
行為者に対して、一定期間補助金の交付停止措置を講ずる規程を制定（平成26年３
月施行）している。

【農畜産業振興機構が導入している制裁措置の内容について】
〈畜産〉
加工原料乳生産者補給金制度等の事業実施主体（指定事業者等）については、「指
定」解除の要件として「畜産経営の安定に関する法律」等に明記されている。
畜産業振興事業については、機構が定めた「畜産業振興事業の実施について」にお
いて、一定期間事業実施主体としないことができることを規定（平成16年12月施
行）している。
〈野菜〉
「業務方法書」（平成15年10月制定認可）等の関係規程に、交付決定の取消、助成
金の返還及び不正行為を行った事業実施主体等が必要な是正措置を行わない場合、
事業の対象としないことができること等の制裁措置を規定している。
〈特産〉
交付要綱で、偽りその他不正の手段により交付金の交付を受けた場合については、
交付金の全部又は一部を返還させること等ができるとしている。（平成19年４月施
行）また、罰則規定（３年以下の懲役又は100万円以下の罰金）の措置が「砂糖及び
でん粉の価格調整に関する法律」に明記されている。

05 1

【畜産】
補助金等の不正受給等を行った場合、交付の取消や返還命令が行われ、また、場合
によっては刑事罰が課されることを平成26年４月以降、事業説明会等で随時説明を
行うとともに、機構ホームページにおいて周知（平成26年７月、27年４月）した。
【野菜】
補助金等の不正受給等を行った場合、交付の取消や返還命令が行われ、また、場合
によっては刑事罰が課されることを平成26年５月以降、野菜価格安定事業担当者研
修会等で随時説明を行うとともに、機構ホームページにおいて周知（平成26年５
月）した。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

06 1
機構が実施している業務研修会を事業実施主体が実施する経理研修会と合同で実施した
（平成27年１月）ことにより、研修会で使用するパソコンのレンタル経費等を削減した。

07 1

平成28年10月に役職員の給与支給に係る事務について、「業務フロー・コスト分析」の結果
を踏まえ、勤務状況管理システムを導入し、平成30年１月から本格的に稼働した。
また、業務フローを踏まえた組織の見直し(経理部を再編（平成25年10月）、畜産需給部を再
編（平成28年10月）、予算の総合調整を総務課から経理課へ移管（平成29年４月））、費用対
効果分析等を活用した事業採択による補助事業の効率化（平成17年度以降）などに取り組
んでいるほか、IT技術支援（平成26年３月以降）等について民間委託の活用を図っている。
このほか、公文書の施行に係る業務の流れを見直し、従来総務部が一括して行っていた契
印の押印手続きについて、各部での分散処理を可能とした（平成27年３月）ほか、文書決裁
ルートの見直しを行い、一部の決裁文書について回付先を減らした（平成31年３月）こと等に
より、事務の効率化を図った。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

導入済み。引き続き制裁措置の的確な運用・実施に努める。

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和30年法律第179号。以下「補助金等適
正化法」という。)が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により補
助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行わ
れ、また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記
載し周知する。

　引き続き説明会及び機構ホームページで周知する。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

立地条件も配慮しながら、共同調達や間接業務の共同実施に向け、今後も
検討を行う。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

民間委託の活用や業務フローの見直し等を通じて、自主的な業務改善に取り組
む。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1 項目04～07を参照

03 1

・26年５月20日に、役員レベルの「両基金定期連絡会」を設置し、以降、年２回開
催。
・効果的な加入推進に向け、全国農業みどり国民年金基金の意向を踏まえ、両基金
において、
　①　両基金のパンフ等の並置（26年度～）
　②　両基金のホームページにおいてリンク（26年度～）
　③　農業者年金基金に係る研修会でのみどり年金制度の情報提供（26年度～）
　　（47都道府県ごとに開催（６月～10月）される研修会資料にみどり年金制度に
　　　ついて記載）
　④  みどり年金担当者(JA)への農業者年金制度の情報提供（26年度～）
　　（農業者年金制度についてみどり年金業務手引書に記載して配布）
　⑤　戸別訪問対象者リスト作成における連携・協力（27年度～）
　⑥　農業者年金基金主催の研修会へのみどり年金担当者(JA)の参加（27年度～）
　⑦　両基金の年金制度の周知度等のアンケート調査の実施（27年度）
　等の連携・協力を実施。
・31年４月に全国農業みどり国民年金基金は、全国47都道府県の地域型国民年金基
金とその他の21の職能型国民年金基金の合併により、全国国民年金基金となり、上
記連絡会は解散。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型法人とする。 －

本法人が行う年金事業については、財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業
務に係る内部ガバナンスの高度化を図る。

項目04～07を参照

本法人が実施する農業者年金と全国農業みどり国民年金基金が実施するみどり年金につい
て、加入等の手続の円滑化や効果的な加入推進が図られるよう、同国民年金基金の意向を踏
まえつつ、両者の一体的な情報提供など、連携・協力を深める。

措置済み。

所管 法人名 農業者年金基金農林水産省６６Ｎｏ
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

・第３期中期計画に沿って内部統制基本方針を平成25年４月１日に策定
・リスク管理規程を平成25年４月１日に策定し、それに基づきリスク管理委員会を
設置（平成25年度から毎年度２回開催）
・さらに、リスク管理委員会に外部有識者が参加できるよう平成26年７月25日付け
でリスク管理規程を改正し、以降のリスク管理委員会は外部有識者の参加の下で開
催
・また、内部統制基本方針について、コンプライアンスの確保等を含め統合的にリ
スクを管理するという観点から見直を行い、平成26年7月25日付けで改正
・なお、平成27年３月６日付けで業務方法書を改正し、内部統制及びリスク管理に
関する事項を規定

05 1
・内部監査については考査部門が実施
・監事（１名）は常勤

06 1

・資金運用に携わる職員については、平成15年度から毎年、外部専門家による職員
研修を実施
・外部専門家等による職員研修については、職員研修実施方針を平成26年７月31日
に策定し、審査、回収等に携わる職員等を対象に実施

07 1

・平成15年度から勘定ごとに財務諸表を公表
・平成27年３月６日に「独立行政法人に係る改革を推進するための農林水産省関係
法律の整備に関する法律案」を閣議決定し、第189回国会（常会）にて成立。
　なお、守秘義務規定は平成27年10月７日に施行。

08 － 農業者年金基金は、金融庁検査の対象外

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

09 1
共同調達や間接業務の共同実施については現時点では行っていないが、備品及び消
耗品の一般競争入札による調達を徹底するなどの取組を通じ、全体の業務の効率
化・最適化を図っている。

10 1
既存の事務・事業について、「業務フロー・コストの分析に係る手引き」に記載さ
れた手法を参考に業務改善を行い、効率化を進めた結果、経費が削減（平成27年度
は事業費で対前年度比3.2％の削減）されたところ。

講ずべき措置 今後の対応方針

金融業務のリスクを的確に管理するための内部規程等を整備するとともに、外部有識者等に
より構成される統合的なリスク管理のための委員会等を設置し、法人の財務状況やリスク管
理状況を専門的に点検する。

措置済み。

業務の適正性を日常的に確保するため、業務執行やリスク管理を監視する内部組織（監査部
等）を設置する。また、監事のうち１名は原則として常勤とする。

措置済み。

審査、回収等の金融業務機能の強化を図る観点から、外部専門家等による職員研修を拡充す
ることとし、その実施方針を策定する。

措置済み。

金融業務の透明性を確保する観点から、事業別の収支情報等を情報開示する一方、法人の行
う金融業務の高い公共性に鑑み、役職員の守秘義務規定を設ける。

措置済み。

金融庁検査の実効性が確保できる業務については、主務省と金融庁の連携及び検査体制の整
備を図った上で金融庁検査を導入する（損失の危険の管理に限る。）。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

他法人の実施状況も参考にしながら、今後も引き続き、業務の効率化・最
適化に取り組んでいく。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

今後も引き続き、業務分析を行い、その結果に基づき、必要な業務改善に
取り組んでいく。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

・平成27年３月６日に「独立行政法人に係る改革を推進するための農林水産省関係
法律の整備に関する法律案」を閣議決定し、第189回国会（常会）にて成立。
 なお、運営委員会は、平成28年２月１日に設置し、28年３月に第１回運営委員会を
開催。

03 － 項目04～08を参照。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04
1

外部有識者等を含む以下の委員会を設置し、財務状況やリスク管理状況等を点検し
ている。
・余裕金運用委員会（平成15年10月設置）
・個人情報管理委員会（平成17年３月設置）
・情報化推進委員会（平成17年12月設置）※平成31年４月より、情報セキュリティ
委員会に統合。
・業務改善委員会（平成19年３月設置）
・コンプライアンス委員会（平成19年12月設置）
・リスク管理委員会（平成27年４月設置）
また、平成27年４月１日に金融業務のリスクを的確に管理するための統合的リスク
管理規程等を整備した。

05 1
平成20年１月に、内部監査を実施する監理室を設置した。また、平成15年10月より
２名の常勤監事を置いている。

06 1
平成26年４月１日に職員研修規程を改正し、外部専門家等による職員研修の実施方
針を定めた。

07 1

・事業勘定毎に財務諸表をホームページにて公表している。
・平成27年３月６日に「独立行政法人に係る改革を推進するための農林水産省関係
法律の整備に関する法律案」を閣議決定し、第189回国会（常会）にて成立。
　なお、守秘義務規定は平成27年10月７日に施行。

08 1
・平成27年３月６日に「独立行政法人に係る改革を推進するための農林水産省関係
法律の整備に関する法律案」を閣議決定し、第189回国会（常会）にて成立。
なお、金融庁検査は、平成27年10月１日に施行。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

09 1
間接業務の共同実施について、保証業務を行う一般社団法人全国農協保証センター
及び一般社団法人漁業信用基金中央会と、共同して保証業務に係る研修を実施する
などの取組により、業務の効率化・最適化を図っている。

10 1

事務・事業の見直しについては、業務の効率化を図りコストを削減するため、コスト等の分析
を行い、例えば林業信用保証業務に係る求償権の回収については、費用対効果を検証して
サービサー（債権回収業者）に委託しているほか、平成21年２月に信用基金に「支出点検プ
ロジェクトチーム」を設置し、予算の効率的･適正な執行のための取組目標を設定してホーム
ページに公表し、その達成に向け取り組むなど、自主的な業務改善を図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

主務大臣が民間等の出資者や外部有識者のうちから任命した委員から成る運営委員会（仮
称）を設置し、重要事項の審議を行わせる。

措置済み。

また、財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業務に係る内部ガバナンスの高
度化を図るとともに、農業信用保険事業、林業信用保証事業及び漁業信用保険事業について
は、金融庁検査を導入する。

項目04～08を参照。

講ずべき措置 今後の対応方針

金融業務のリスクを的確に管理するための内部規程等を整備するとともに、外部有識者等に
より構成される統合的なリスク管理のための委員会等を設置し、法人の財務状況やリスク管
理状況を専門的に点検する。

措置済み。

業務の適正性を日常的に確保するため、業務執行やリスク管理を監視する内部組織（監査部
等）を設置する。また、監事のうち１名は原則として常勤とする。

措置済み。

審査、回収等の金融業務機能の強化を図る観点から、外部専門家等による職員研修を拡充す
ることとし、その実施方針を策定する。

措置済み。

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

今後も引き続き、必要に応じて業務の効率化･最適化に取り組んでいく。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

今後も引き続き、必要に応じて民間委託等を含めた業務改善に取り組んでいく。

金融業務の透明性を確保する観点から、事業別の収支情報等を情報開示する一方、法人の行
う金融業務の高い公共性に鑑み、役職員の守秘義務規定を設ける。

措置済み。

金融庁検査の実効性が確保できる業務については、主務省と金融庁の連携及び検査体制の整
備を図った上で金融庁検査を導入する（損失の危険の管理に限る。）。

措置済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

所管 法人名 農林漁業信用基金農林水産省・財務省６７Ｎｏ
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

　国内外の研究機関と、シンポジウム、セミナー及びワークショップ等について共
同開催を増やし、さらによりタイムリーなテーマで開催するよう連携強化を進め、
ネットワーク拡大に向けた開拓を行った。（台湾経済研究院（TIER）・韓国産業研
究院（KIET）、オーストラリア国立大学、国際通貨基金（IMF）、東京大学政策ビ
ジョン研究センター、日本貿易振興機構（ジェトロ）、京都大学経済研究所、欧州
経済政策研究センター（CEPR））

　また、国内外の研究機関との共同研究（IMF等）、研究連携（一橋大学、科学技
術・学術政策研究所（NISTEP）、政策研究大学院大学（GRIPS）等）についても強化
を進めており、その研究成果は政策の企画立案に資するものとなっている。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1
効果的かつ効率的な業務運営のため、NEDOと会議室の共用化を行い、法人間における業
務実施の連携を強化している。

04 1

既存の事務・事業に係る業務フローやコストの分析を行い効率化を進めることにより、引き
続き、不正アクセス監視サービスについて民間委託を実施し、人員の拡充をすることなく365
日24時間のセキュリティ対策を実現している。また、民間委託により実施していたWebサイト
の改ざん検知サービス及びPC-LANヘルプデスクサービスを第四期RIETI PC-LANサービス
の一部として統合することによりコスト削減を図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

政策研究に係る資源配分を効率化しつつ、本法人の機能の一層の向上を図る観点から、国内
外の政策研究機関との連携強化を進める。

今後とも、国内外の研究機関とのセミナーの共同開催、共同研究等による
連携強化を更に進めていく方針である。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、法人、関係機関間における業務実施の連携を強化し、業務の最
適化を実施。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

今後も業務改善に引き続き取り組むとともに、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」に記載された手法を参考に、不断の業務改善を行っていく。

所管 法人名 経済産業研究所経済産業省６８Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 1
他機関と職員の健康診断等共同で調達が可能なものについては、共同調達を実施し
ている。

03 1

各事業部より改善の余地がある業務の洗い出しを行い、特定された業務に対し業務
フローやコスト分析を行った上で、平成26年度に一部の人材育成関係事業につい
て、事業実施の一部を民間へ移行して共催事業とし、平成28年度からは当該事業を
民間へ完全移行した。

　　　

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

今後も引き続き、他法人と事業の連携を図り、経費の節約や事務手続きの
効率化に努める。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

今後も引き続き、事業部の実施する事業について、「業務フロー・コスト
分析に係る手引き」を参考に調査・分析を行い、必要に応じて業務改善を
図る。

所管 法人名 工業所有権情報・研修館経済産業省６９Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

・平成27年通常国会に「貿易保険法及び特別会計に関する法律の一部を改正する法
律案」を提出、同年7月10日に成立。（平成29年４月１日施行）
・国の政策意図を反映させるため、国が引受基準を定めるほか、一定の重要案件に
ついて、国がＮＥＸＩに対し意見を述べることを可能とするなど、国との一体性を
高めるための措置を法定するとともに、政府による株式全額保有を法定した。
・ＮＥＸＩの保有する一切の権利義務を特殊会社化後のＮＥＸＩに承継することを
法定した。

02 1

・平成27年通常国会に「貿易保険法及び特別会計に関する法律の一部を改正する法
律案」を提出、同年7月10日に成立。（平成29年４月１日施行）
・貿易再保険特会の保有する権利義務については、一部の権利義務（物品等を想
定）を除き特殊会社化後のＮＥＸＩに承継することを法定した。

03 1

平成29年4月1日に全額政府出資の特殊会社に移行し、以下の法定の措置が講ぜられ
ている。
・経済産業大臣による指揮監督として、主務大臣としての一般的監督規定を法定す
るほか、国が引受基準を定め、一定の重要案件について、国がＮＥＸＩに対し意見
を述べることを可能とすることを法定した。
・保険金支払いに係る債務等に対する政府保証として、ＮＥＸＩの借入等に対する
政府保証のほか、保険金の確実な支払を担保するため、ＮＥＸＩの資金調達が困難
な場合に政府が必要な財政上の措置を講ずるものとすることを法定した。
・必要な税制措置として、ＮＥＸＩの異常危険準備金の積立てに係る損金算入措置
など必要な税制措置を法定した。
・予算管理等の措置として、ＮＥＸＩの毎年度の事業計画を経済産業大臣の認可対
象とすることを法定した。
・将来の保険金支払いのための準備金については、ＮＥＸＩの責任準備金に関する
算出方法書を経済産業大臣の認可対象とすることを法定した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1

・案件に係る環境審査について、JBICとの間で共有したカテゴリー分類基準での運
用を開始し、共通案件に係る現地調査についてもNEXIとJBICのどちらか一方の対応
で審査を終了できることとした。これにより、省力化に繋がるとともに、貿易保険
利用者の手続きが削減されることとなった。
・日本機械輸出組合と共同で貿易実務に関する研修を実施することにより、間接業
務の効率化を進め、業務の最適化を図っている。

05 1

・外部委託については、回収専門業者（サービサー）への債権回収委託や、弁護
士・財務アドバイザリーの活用を拡大し、業務の効率化を図った。また、リスク審
査にあたっては、外部コンサルタントを活用した環境審査の効率化や、国内外の関
係諸機関と連携したカントリー情報収集の効率化を図った。
・保険業務手続きのWeb化に伴い、これまでの業務フローや必要書類（エビデンス）
等を抜本的に見直し、NEXIでの決裁工程の簡素化及び入力事務や書類審査業務の大
幅な効率化を実施。
・ペーパーレス化により、6,645件の書類授受や保管業務負担も軽減（2015.7月～
2016.3月実績）。
・結果として、これまで申込みから一週間以上かかっていた証券発行までの期間
を、2～4日へ短縮する効果も挙げている。

講ずべき措置 今後の対応方針

国の政策意図の反映など国との一体性を高めつつ、経営の自由度、効率性、機動性を向上さ
せるため、全額政府出資の特殊会社に移行する。

・設立時の役員や定款の詳細については、設立委員会等において決定し、
経済産業大臣の認可を受けた上で決定済み。
・引受基準（告示）や意見陳述の対象となる具体的案件（省令）について
は平成29年4月1日付で施行済み。
・権利義務の承継については、評価委員会による評価を行った上で承継。

貿易再保険特別会計は、平成28年度末までに廃止し、その資産及び負債は本法人に承継す
る。

・権利義務の承継については、評価委員会による評価を行った上で承継。

全額政府出資の特殊会社化に当たっては、貿易再保険特別会計の廃止に伴い、貿易保険の特
性を踏まえた経済産業大臣による指揮監督、本法人の保険金支払いに係る債務等に対する政
府保証、必要な税制措置、予算管理及び組織・事務の機動性確保のための措置を検討する。
なお、本法人が保有する将来の保険金支払いのための準備金については、定期的に規模の妥
当性を検証し、その結果も踏まえ、保険料率等の見直しの措置を講じる。

・引受基準（告示）や意見陳述の対象となる具体的案件（省令）について
は平成29年4月1日付で施行済み。
・平成29年度のＮＥＸＩの事業計画及び責任準備金に関する算出方法書に
ついては、関係省庁に協議の上で経済産業大臣が認可済み。また、準備金
の積立状況等も踏まえて保険料率等の見直しの措置を講じる。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、更なる共同調達や間接業務の共同実地に向け、今後検討を行っ
ていく。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

これまでの業務改善に引き続き取り組んでいく。

所管 法人名 日本貿易保険・貿易再保険特別会計経済産業省７０Ｎｏ

該当なし

※日本貿易保険は、平成29年4月1日に特殊会社に移行。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

連携協力のための意見交換を４回実施した。
また、先端光技術の応用に関する国際シンポジウムを2015年７月13日～15日京都に
おいて共同で開催した。以後、連携協力のための意見交換を含め、毎年シンポジウ
ムの開催における協力関係を継続することとした。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1
つくばセンターにおいて、物質材料研究機構とともに、つくば駅と両機関の所内連
絡バスについて相互乗り入れを実施し、コスト削減と利便性の向上に取り組んだ。

04 1

「公共サービス改革基本方針」に基づき、業務フロー・コスト分析を実施し、事
務・事業の質の維持や、効率性、コストの削減、民間の活用等の観点から外部委託
の拡大等について検討し、つくばセンターにおける施設等管理等業務について、つ
くばセンター設備等維持管理業務、つくばセンター警備業務等の関連する８業務を
１案件に包括して外部委託し、平成24年度から平成26年度までの３か年度の事業と
して実施した。
平成27年度以降については、競争性を確保する観点から、これまで８業務を１案件
に包括していた事業から複数案件への見直しを行い、平成27年度から平成29年度ま
での３か年度の期間で事業を実施している。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

光ネットワーク技術の研究開発を更に進める観点から、情報通信研究機構との連携協力を一
層強化する。

今後も引き続き、左記の取り組みを推進する。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

利用者数の状況を踏まえ費用対効果の観点から所内連絡バスの便数を見直
した結果、平成29年３月をもって相互乗り入れを終了することとした。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

今後も引き続き、必要な業務改善を図る。

所管 法人名 産業技術総合研究所経済産業省７１Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 1

合同庁舎に入居している支所等（北海道支所、中部支所、北陸支所、中国支所）に
おいて、同居する他機関と蛍光灯やトイレットペーパー等、共同で調達が可能な物
品については、共同調達を実施している。また除雪作業などの間接業務の共同実施
等もしている。

03 1

コスト分析等の基礎となる業務体系及び予算体系の見直しを行い平成27年度から新
たに追加したセグメント（国際評価技術分野）を含むセグメントごとのコスト分析
の方法の検討を行っている。また、情報セキュリティー監視業務、微生物培養のた
めの培地作成業務、清掃業務等外部委託を行っており、機構内では電子決済、ペー
パーレス化を進めている。
なお、共通基盤情報システムの次期更新について、市場化テストに則った調達を行
い、導入作業を進めている。

講ずべき措置 今後の対応方針

単年度管理型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

他法人との共同調達等については、事前に数量が決定されるような物品等
可能と思われるものについては、共同調達を実施することによる間接部門
の余剰人材の事業部門への振り分け等の可能性と導入コストを考慮した上
で、効果が認められるものについては実施の検討を引き続き行う。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

新たなコスト分析等を検討し、自主的な業務改善の検討を引き続き行う。

所管 法人名 製品評価技術基盤機構経済産業省７２Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1 平成27年４月1日に措置済み。

02 1
平成27年４月１日に移管済み。

03 1
各種不正防止策を引き続き実施するとともに、受給先向け研修において不正行為の
事例及び厳格な処分例等の説明を毎年全国主要都市6箇所で実施。
また、研究不正の未然防止取組のための冊子（経済産業省作成）を受給先へ配布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

補助金等適正化法、NEDOの交付規程等を踏まえ、複数回検査や現地確認検査をとり
入れ、受給先に対する交付後の調査を実施。また、法令順守体制の確保のためのガ
バナンス強化支援として、受給先向け研修において不正行為の事例及び厳格な処分
例等の説明を毎年全国主要都市6箇所で実施。

05 1
受給先が不正受給、不正使用を行った場合の制裁措置として、補助金交付等の停止
及び契約に係る指名停止等の措置に関する内部規定を整備済み。

06 1
不正な手段により補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交
付決定の取消やその返還を求め、不正行為如何によっては、刑事告訴の対象となり
得る旨を記載したパンフレット等を作成・配布し、注意喚起を実施。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

07 1
効果的かつ効率的な業務運営のため、引き続き、RIETI、JOGMEC及びJETROと会議室
の共用化を行い、法人間における業務実施の連携を強化。

08 1

業務フローやコストの分析結果を踏まえ、引き続き、情報基盤サービス関連業務、
研究開発資産に係る登録補助やデータメンテナンス等の資産管理業務、外部来訪者
の総合受付業務、契約・会計等システムの運用保守支援業務等について、民間委託
等を実施し、一般管理費削減、業務効率化等、自主的に業務を改善。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

本法人がこれまで実施してきた医療分野の研究開発に係るファンディング機能は所要の人員
も含め日本医療研究開発機構（仮称）に移管する。

－

ファンディング機能を有する代表的機関として、国からの運営費交付金及び補助金等を用い
て行う研究開発業務や助成業務について、不正防止策を強化するとともに、受給先のガバナ
ンス強化に対する支援を行う。

引き続き、不正防止のための各種取組及び受給先のガバナンス強化に対す
る支援を実施。

講ずべき措置 今後の対応方針

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

引き続き、交付後の的確な調査及び受給先のガバナンス強化に対する支援
を実施。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

－

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30 年法律第179 号。以下「補助金
等適正化法」という。)が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段によ
り補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行
われ、また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に
記載し周知する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、法人間における業務実施の連携を強化し、業務の最適化を実
施。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、「業務フロー・コスト分析に係る手引き」に記載された手法を
参考に、自主的な業務改善を実施。

所管 法人名 新エネルギー・産業技術総合開発機構経済産業省７３Ｎｏ
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

・平成22年12月閣議決定「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」及び平
成24年１月閣議決定「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」に基づ
き、これまでにも中小企業基盤整備機構（中小機構）とは共用化や連携を推進。
・ジェトロの地方事務所との共用化を推進するとともに（30年度施設の相互利用 72
件）、同一地域に設置している国内事務所が移転する場合には、近接化等を検討。
同方針に基づき、26年１月に大阪本部が中小機構近畿本部とともに同一ビルへ入居
済み。また、双方の会議室等を相互に利用し、民間企業向けのセミナーや連携促進
に向けた協議会、会議等を実施している。また、福岡事務所は30年7月の移転によ
り、中小機構九州本部との近接化が実現。
・引き続き、中小機構との連携協力を推進。24年度に両法人が締結した連携強化に
係る合意書のフォローアップの機会として、個別事業部による情報共有や連絡調整
を実施。
・同合意書に基づき、中小機構が、同機構の海外ビジネス戦略支援の支援先企業に
対してジェトロの海外展開支援サービスを紹介、中小機構の商談イベント等におい
てジェトロの貿易相談ブースを設置し企業に対して相談対応や情報提供等を実施
（30年度中小機構イベント等での支援 3回）、日本各地で中小企業の国際化に向け
たセミナー等を中小機構と共催等するなどの連携を実施した（30年度セミナー実績
126件）。

03 1

・外務省・経済産業省・国土交通省による「国際業務型独立行政法人の海外事務所
の機能的な統合について 最終とりまとめ」（24年９月）の趣旨に沿い、共用化又は
近接化を継続。
・25年度には、６月にメキシコシティでジェトロがJICAやJF（国際交流基金）と同
一地区に移転し近接化を果たしたほか、26年３月にジャカルタでジェトロとJFの入
居ビルにJNTO（国際観光振興機構）が新たに入居し共用化。
・26年度は、12月にロンドンでJFがジェトロと近接する物件に移転し、近接化を実
現。加えて、６月にはパリでJICAの移転によりジェトロと近接化、上海ではジェト
ロが事務所面積を縮小し、空いたスペースにJNTOが７月に移転し共用化を果たした
等の成果が出た。
・27年度は、12月にハノイにおいて、ジェトロがJICA入居ビルに移転し近接化。両
事務所間でのより緊密なコミュニケーションを通じたワンストップサービスの提供
を実現。その他の都市についても適宜フォローアップを実施。
・28年度は、シドニー、ロサンゼルスが、経費効率や、立地、環境等、事業実施に
支障のない適切な物件であることを前提に、他法人（シドニー:JNTO、ロサンゼル
ス：JF）と近接性を維持できる物件に移転。
・29年度は、リマが、経費効率や、立地、環境等、事業実施に支障のない適切な物
件であることを前提に、JICAと近接性を維持できる物件に移転。
・30年度は、プノンペンが、経費効率や、立地、環境等、事業実施に支障のない適
切な物件であることを前提に、JICAと近接性を維持できる物件に移転。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

中小企業基盤整備機構の地方事務所との共用化又は近接化を推進し、中小企業の海外展開支
援が一体的に行えるよう、一層の連携協力を図る。

・両機構間で開催している連絡会や情報共有等を通じて、進捗のフォロー
アップと今後の連携方針について確認を行いながら、商談イベントやセミ
ナー等での協力、施設共用化の実績を着実に積み上げる。
・国内事務所の移転時には、地方自治体の意向を確認しつつ、個別に近接
化を検討。

本法人と国際協力機構、国際交流基金及び国際観光振興機構の海外事務所は、事業の連携強
化等を図るため、現地における事務所及び所員の法的地位等を保持することに留意し、共用
化又は近接化を進める。

・３法人以上が事務所を設置する16都市において、コストや利用者の利便
性等の観点を踏まえ不断に検討を行う。移転が適当と判断された場合、違
約金の支払いなく移転するためには契約終期に合わせて行う必要があるこ
とから、契約終期のタイミングで同一物件への移転又は近接化の可能性を
検討。また候補物件については適宜調査を行う。
・各法人の実施するイベントの広報や利用者への相互案内等において引き
続き協力を行う。

講ずべき措置 今後の対応方針

所管 法人名 日本貿易振興機構経済産業省７４Ｎｏ

該当なし
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３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1

・法人間における業務実施の連携強化については項目02、03のとおり。
・連携の一環で、中小機構等とセミナー等を共催し、会場費などを節約。また、相
互の施設の共用化により経費を節減（例：北京やロンドンのJFの多目的ホールを
ジェトロやJNTOに貸出）。

05 1

下記の取組みを通じて業務フローやコストの分析を行い、その結果に基づき、コス
ト削減や事業廃止、民間委託の拡大など自主的な業務改善を図った。
・役員会メンバー出席のもと半期毎に「アウトカム向上委員会」を開催し、PDCAサ
イクルに基づき、各部の①定量的指標の達成状況、②事業遂行における課題の抽出
や業務の改善・見直しに向けた取組み状況等について確認。また、各部の予算の執
行状況を定期的に管理することで、精緻な見直しを可能とする環境を整備した。
・経営方針の決定プロセスにおいて、各部の基本方針及び具体的な活動方針を審議
し、その中で相対的にニーズが低いと判断した一部の海外見本市事業等を廃止する
など、毎年度見直しを行っている。
・市場化テストを導入し、内閣府の指摘・助言を受けることで、コスト削減やサー
ビスの質の向上を図っている。「見本市・展示会情報総合ウェブサイト（J-messe）
の管理・運営業務」及び「アジア経済研究所図書館運営業務」については、公共
サービスとして確保されるべき質に係る目標を全て達成し、かつ市場化テスト導入
前と比較したコスト削減率はそれぞれ14.3％、19.4％となり、良好な結果を以って
28年度末に終了プロセスに移行した。また「コンピュータシステム運用管理業務」
についても、市場化テスト導入前と比較したコスト削減率が17.5％となるなど経費
節減効果が出ており、新プロセスに基づく民間委託を継続している。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、中小機構や、JICA、JF及びJNTO等との連携を強化し、その中で
会場費などの節約につながる取組みを行い、実績を重ねる。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、「アウトカム向上委員会」を活用したPDCAサイクルの評価や、
市場化テスト等を通じて、業務フローやコストの見直しを行い、自主的な
業務改善を図る。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

○産業技術総合研究所との連携
産業技術総合研究所が進めているセキュリティ脆弱性分析の事例研究において、情
報処理推進機構が評価用ICカードを提供し、産業技術総合研究所が暗号実装評価研
究を進めるなど、サイバーフィジカルセキュリティに関する連携協力の取組みを実
施。

○情報通信研究機構との連携
情報通信研究機構が開発・所有する解析エンジンにて情報処理推進機構から提供す
るウイルス検体を解析し情報共有する連携協力を実施。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1

・他法人との連携協力について項目02のとおり実施。
・さらに、宇宙航空研究開発機構とセミナーを、情報通信研究機構とシンポジウム
をそれぞれ共同開催しており、会場の調達や運営業務等を共同実施。
・セミナー等開催以外での共同調達や間接業務の共同実施については、近接する法
人がなく想定できないが、可能性について引き続き検討。

04 1

・業務フローやコスト等の分析を行った結果、情報処理技術者試験の試験実施業務
（企画業務を除く。）において、市場化テストのプロセスに基づき、引き続き事業
の民間委託を実施。
・電子IPA稼働維持支援業務について、入札監理小委員会（平成30年10月19日）の決
定に基づき、民間競争入札により業務を民間委託。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

情報セキュリティ問題への取組を更に強化する観点から、産業技術総合研究所及び情
報通信研究機構との連携協力を一層強化する。 講ずべき措置を踏まえ、左記の措置内容の取組を着実に推進。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

今後とも、セミナー等の共同開催の機会があれば、業務の最適化を図るた
め法人間にて連携。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

左記の措置内容の取組を着実に推進。

所管 法人名 情報処理推進機構経済産業省７５Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

（１）リスクマネー供給業務については、出資採択の審査や個別プロジェクトの管
理を厳格に行う。
(a)　出資採択の審査
・民間企業から申請された採択申請書をもとに、各事業担当部における案件の政策
的重要性検討、評価部他による技術的事項審査・経済的事項審査・事業実施関連事
項審査・労働安全衛生環境等に関する審査（HSE審査）等を、必要に応じ外部専門家
を活用しつつJOGMEC内部にて実施。
・理事長をトップとする採択検討委員会で採択の可否を検討し、文書決裁により意
思決定が行われる。石油・天然ガス開発事業、金属鉱物開発事業（探鉱段階の出資
除く）においては、経済産業大臣の同意を申請し、エネルギー・金属鉱物資源確保
政策との整合性を確保。

(b)個別プロジェクトの管理
・各事業担当部で各案件の年間事業計画の評価を行う。石油・天然ガス開発事業に
おいては、個別作業の実施計画についても評価を行う。
・その他、各案件の作業進捗、収益の状況等について、各事業担当部がパートナー
企業等から適時情報収集を行う。

（２）財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業務に係る内部ガバナ
ンスの高度化を図る。

・項目03～06に記載。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

03 1

（１）金融業務のリスクを的確に管理するための内部規程等を整備する。
(a) 業務方法書
・業務方法書に、業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項として、金
融事業資産管理方針及び管理体制等について記載する改正を行い、平成27年４月1日
より施行済。

(b) 内部規程等
・総務部金融資産課（平成30年７月より評価部へ移管）において「金融事業資産管
理規程」を平成26年４月18日策定（同日施行）し、金融事業資産を構成する個々の
案件の定期的な点検及び年次毎の評価を行うことを規定。同規程に基づく定期点検
の事務処理の詳細を定めることを目的に、以下の業務要領を策定済。
－「金融事業資産を構成する出資・債務保証等案件の定期点検事務処理要領（平成
24年９月25日策定）」を平成26年４月18日に改正（同日施行）
－「金融事業資産を構成する貸付案件の定期点検事務処理要領」平成26年４月18日
策定済。（同日施行）
・同規程に基づく「金融事業資産を構成する出資・債務保証等案件の年次評価(プロ
ジェクト・パフォーマンス・レビュー)事務処理要領」を策定し、平成26年11月4日
より施行済。

（２）外部有識者等により構成される統合的なリスク管理のための委員会等を設置
し、法人の財務状況やリスク管理状況を専門的に点検する。
・法人の業務全体の評価に関する重要事項を審議するための外部有識者で構成され
る委員会（業務評価委員会）及び機構が取得した株式の処分に関する重要事項を審
議するための外部有識者で構成される委員会（株式等評価委員会）は設置済。
・外部有識者等により構成される財務状況や金融業務のリスク管理状況を専門的に
点検する委員会を平成29年3月に設置の上、これまでに計3回実施（平成28年度以
降、毎年度3月に実施）。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

リスクマネー供給業務については、出資採択の審査や個別プロジェクトの管理を厳格に行う
とともに、財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業務に係る内部ガバナンス
の高度化を図る。

 －

講ずべき措置 今後の対応方針

金融業務のリスクを的確に管理するための内部規程等を整備するとともに、外部有識者等に
より構成される統合的なリスク管理のための委員会等を設置し、法人の財務状況やリスク管
理状況を専門的に点検する。

－

所管 法人名 石油天然ガス・金属鉱物資源機構経済産業省７６Ｎｏ
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04 1

（３）業務の適正性を日常的に確保するため、業務執行やリスク管理を監視する内
部組織（監査部等）を設置する。
(a)内部監査の実施
・業務の執行状況、財務及び会計については、内部監査実施規程に基づき監査室に
よる内部監査を実施。監査室員の専任化を進め（平成25年度から１名、平成26年度
から２名、平成30年度から3名）、内部監査の実施体制を強化。

(b)内部組織の設置
・金融ガバナンス強化のため、平成24年４月より総務部内に金融資産課を設置済
（平成30年７月より評価部へ移管）。

（４） 監事のうち１名は原則として常勤とする。
・既に監事は２名共に常勤。

05 1

（５）審査、回収など金融業務機能の強化を図る観点から、外部専門家等による職
員研修を拡充する。
・金融資産課職員が、保険負債経済価値評価に係るセミナーに参加し、資産のポー
トフォリオ理論、資産評価方法、管理方法に係る知見を習得している。
・平成27年度には、財務分析講座を２回開催し、計14名が参加。
・総務部及び評価部職員がノンリコースローンの管理や法人等の格付け手法に係る
専門的な研修に参加し、資産評価及び管理方法に係る知見を取得している。

（６）その実施方針を策定する。
・業務運営に関する計画において、各部門横断的でかつ専門性が求められる業務に
関する専門人材育成として、ファイナンス関係業務研修を引き続き明示した。

06 1

（７）金融業務の透明性を確保する観点から、事業別の収支情報等を情報開示す
る。
・財務諸表附属明細書及び事業報告書にてセグメント情報として事業別の情報を開
示。出資額、貸付額、貸付金残高、回収額等についても附属明細書において企業毎
に公表。また、連結財務諸表附属明細書において、特定関連会社及び関連会社の情
報を法人ごとに公表。

（８）法人の行う金融業務の高い公共性に鑑み、役職員の守秘義務規定を設ける。
・守秘義務についてはJOGMEC法第9条に秘密保持義務が規定されている。係る秘密保
持義務に違反した場合の罰則は第24条に規定。
・このほか、就業規則、役職員倫理規定および職務上遵守すべき行動規範等によ
り、役職員が職務上の義務として遵守すべき事項を定めている。

07 1

・事業完了時に実績報告書・調査報告書を提出させ、受給者の事務所にて帳簿や証
拠書類等の書面検査（必要に応じ現地調査）を行い、不正受給・不正使用がないよ
う助成額を確定している。（補助金適正化法に基づく確定検査）
・事業資金の適正使用のためのアクションプラン(機構職員向け）について、確定検
査等業務の重要性を職員に喚起するため、証憑類及び業務従事日誌の検査における
留意事項を追記し平成27年４月１日より施行済。

08 1

・機構の契約相手先については、指名停止措置要領を適用し指名停止等の措置を
取っている。
また、助成金等の交付先については、それぞれの交付要綱等に、不正行為に対する
制裁措置を定めている。

09 1
・助成金の目的外使用や助成事業に係る不正行為等があった場合には、交付決定の
取消し、交付済額の返還命令について、公募要領等で周知している。

業務の適正性を日常的に確保するため、業務執行やリスク管理を監視する内部組織（監査部
等）を設置する。また、監事のうち1名は原則として常勤とする。

－

審査、回収など金融業務機能の強化を図る観点から、外部専門家等による職員研修を拡充す
ることとし、その実施方針を策定する。

（５）
・引き続き職員研修を実施することとし、併せて効率的・効果的な研修の
実施につき検討を行う。

（６）
・機構の研修方針に、金融関連の研修を引き続き明示的に盛り込む。

金融業務の透明性を確保する観点から、事業別の収支情報等を情報開示する。一方、法人の
行う金融業務の高い公共性に鑑み、役職員の守秘義務規定を設ける。

－

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
順守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

　－

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

　－

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等
適正化法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により
補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行わ
れ、また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記
載し周知する。

－
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３．その他

措置状況 措置内容・理由等

10 1
・経費の効率化のため、海外事務所における他の独立行政法人（NEDO、JETRO他）事
務所との会議室共用を実施した。

11 2

・中期計画に基づき、運営費交付金を充当して行う業務については、従前より一般
管理費及び業務経費の効率化を着実に実施している。具体的な内容は以下の通り。
・業務フロー等の見直しにより、出退勤管理システムを導入し、人事課における当
該管理業務の効率化等を実施した。
・社会保険関連業務の完全アウトソーシング化によって、業務負担の軽減を図っ
た。
・特命チーム「旅費チーム」を経理部に設置し、適切な出張手続きや旅費支給の効
率化・迅速化を図った(所期の目的を達成したため、令和元年7月1日付けにて当該特
命チームを廃止、その機能を資金管理課に統合)。
・総務部情報システム課が主体となってペーパーレス会議システムを導入したこと
により、会議における準備作業や紙資料の削減等による事務効率化を達成した。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

・引き続き、経費の効率化のため、海外事務所における他の独立行政法人
（NEDO、JETRO他）事務所との会議室共用等の取組みを検討・実施してい
く。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

・これまでの業務改善に引き続き取り組むとともに、「業務フロー・コス
ト分析に係る手引き」に記載された手法を参考に、不断の業務改善を継続
的に行っていく。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法
律が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

・金融業務のリスクを的確に管理するために、内部統制基本方針、高度化事業のリ
スク管理規程等を平成27年４月１日から施行した。
・平成27年度中に内部統制委員会、リスク管理委員会や外部有識者による委員会を
開催した。
・外部専門家等による若手職員向けの企業財務に係る分析能力向上に資する職員研
修のほか、階層別研修において、コンプライアンス研修を実施している。また、金
融業務実施部門の職員向けに、貸付等の審査に係る研修や債権管理・保全・回収に
係る研修等、内部ガバナンスの高度化に資する研修実施方針を平成26年度に策定し
た。
・平成26年度の事業報告書において、ファンド種別ごとの出資履行金額等の年度
データ及び累計データや高度化事業についての債権の償却状況及び機構内部の審査
プロセスなどを開示した。
・官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律等の一部を改正する法律
が第189回通常国会において、平成27年7月7日成立、7月15日公布。当該法律の金融
庁検査を導入する制度の部分については平成27年10月１日に施行済み。

03 1

ａ）中小企業の経営者､経営管理者等を対象に、自社課題解決策の立案につながる具
体的な中小企業の事例等を用いた座学や自社データを用いて実施する豊富な演習等
を交えた現場に即した研修等に重点を置いた研修を実施する。
ｂ）中小企業大学校における企業向け研修（中小企業政策実施の要請に基づく研修
を除く。）及び中小企業支援担当者向け研修に係る業務のうち、研修企画等に係る
ものを除いた業務並びに施設の管理・運営業務について市場化テストを実施した。
市場化テストについては、総務省「官民競争入札等監理委員会」での審議により業
務の効率化等が評価された結果、終了プロセスへの移行が了承され、公共サービス
改革基本方針（平成28年6月28日閣議決定）の対象外となり、平成28年度で終了。
ｃ）宿泊研修施設については、中小企業政策審議会第22回中小企業経営支援分科会
（平成31年3月13日開催）において、中小企業大学校の施設について、中小機構が設
置した第三者委員会で示された更なる取組を具体的・計画的に実施することによ
り、有効利用を図ることとされた。

04 1

・平成22年12月閣議決定「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」及び平
成24年１月閣議決定「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」に基づ
き、これまでにも日本貿易振興機構（ジェトロ）とは共用化や連携を推進。
・ジェトロの地方事務所との共用化を推進するとともに、同一地域に設置している
国内事務所が移転する場合には、近接化等を検討。同方針に基づき、近畿本部につ
いて平成26年1月にジェトロの大阪本部とともに同一ビルへ入居済み。また、双方の
会議室等を相互に利用し、民間企業向けのセミナーや連携促進に向けた協議会、会
議等を実施している。
・引き続き、ジェトロとの連携協力を推進。平成24年度に両法人が締結した連携強
化に係る合意書のフォローアップの機会として、個別事業部による情報共有や連絡
調整を実施。
・同合意書に基づき、機構の支援先企業に対して、ジェトロが実施する海外展示会
事業等の海外展開支援サービスを紹介。中小企業の国際化に向けたセミナー等を
ジェトロとの共催等により日本各地で開催等。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業務に係る内部ガバナンスの高度化を
図るとともに、高度化事業については、金融庁検査を導入する。

中小企業大学校は、中小企業に真に必要な研修機会を維持しつつ、研修内容の重点化を進め
るとともに、研修企画業務以外の運営業務に係る市場化テストによる業務の効率化や宿泊研
修施設の稼働率の向上を図る。これらの取組状況を踏まえ、宿泊研修施設について、国とし
て保有しなければならない必要性の有無を判断する。

ａ）対応済み
ｂ）対応済み
ｃ）宿泊研修施設については、中小企業政策審議会第22回中小企業経営支
援分科会における審議を踏まえ、引き続き、有効利用を図ることとする。

日本貿易振興機構の地方事務所との共用化又は近接化を推進し、中小企業の海外展開支援が
一体的に行えるよう、一層の連携協力を図る。

両機構間で開催している定期連絡会等を通じて、進捗のフォローアップと
今後の連携方針等について確認を行いながら、展示会やセミナー等での協
力、施設共用化の実績を着実に積み上げる。国内事務所の移転時には、個
別に近接化を検討。

・内部規程等の整備については、総務省通知に従い、引き続き、規程等の
策定、見直しを検討していく。
・引き続き内部統制委員会、リスク管理委員会や外部有識者による委員会
を開催する。
・引き続き、外部専門家等による若手職員向けの企業財務に係る分析能力
向上に資する職員研修のほか、階層別研修におけるコンプライアンス研修
に加え、策定した研修実施方針に基づき、貸付等の審査に係る研修や債権
管理・保全・回収に係る研修等を実施する。
・平成30年度の財務諸表について主務大臣の承認を受けた後、同添付書類
の事業報告書をホームページで開示するとともに、引き続き、令和元年度
の事業報告書にも記載し、情報公開を行う。

所管 法人名 中小企業基盤整備機構経済産業省７７Ｎｏ
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 1

・金融業務のリスクを的確に管理するために、内部統制基本方針、高度化事業のリ
スク管理規程等を平成27年４月１日から施行した。
・平成27年度中に内部統制委員会、リスク管理委員会や外部有識者による委員会を
開催した。

06 1
・監査統括室を設置済。
・２名の常勤監事を配置済。

07 1

外部専門家等による若手職員向けの企業財務に係る分析能力向上に資する職員研修
のほか、階層別研修におけるコンプライアンス研修については、研修計画に位置づ
けた。また、金融業務実施部門の職員向けに、貸付等の審査に係る研修や債権管
理・保全・回収に係る研修等、内部ガバナンスの高度化に資する研修実施方針を26
年度に策定した。

08 1
・平成26年度の事業別の収支情報等の情報公開を行った。
・独立行政法人中小企業基盤整備機構法第13条（秘密保持義務）により、既に担保
済。

09 1

・官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律等の一部を改正する法律
が第189回通常国会において、平成27年7月7日成立、7月15日公布。当該法律の金融
庁検査を導入する制度の部分については平成27年10月１日に施行。平成28年4月に金
融庁検査導入済み。

10 1

・中小企業大学校施設については、中小企業大学校研修事業、機構内事業（例：職
員研修等）での利用に加え、外部利用者に対しても施設利用の促進を図り稼働率の
向上につなげるほか、各校においても地域に応じた対応策を実施しているところ。
・宿泊研修施設については、中小企業政策審議会第22回中小企業経営支援分科会
（平成31年3月13日開催）において、中小企業大学校の施設について、中小機構が設
置した第三者委員会で示された更なる取組を具体的・計画的に実施することによ
り、有効利用を図ることとされた。（再掲）

11 1

中小企業大学校の施設の運営等業務は、市場化テストにより民間委託しており、施
設利用料金は、民間事業者の収入としている。
機構では、類似の民間施設の利用料金や大学校施設の一般利用料金との比較等によ
り料金体系を検証していた。

12 1

全ての中小企業大学校において市場化テストを実施している。平成28年6月2日の官
民競争入札等監理委員会において質と経費の両面で改善が図られたとの評価を受
け、終了プロセスへの移行が了承され、28年度をもって市場化テストを終了するこ
ととなった。

13 1

研修の実施成果の把握は、研修受講の最終日に実施する受講者アンケートにより
行っている。アンケートでは、従来までの指標である「役立ち度」に加え、26年度
から新たに「今後の大学校の利用希望」を設定し、中期目標で中期目標期間終了時
の受講者数の目標（受講者数：15万人）を設定した。

14 1
事業遂行状況報告による不正受給等の調査の実施、経理処理の方法等を明示するこ
とで、助成事業者に対して法令順守を促し、不正受給等の防止を徹底することでガ
バナンス強化を図っている。

15 1
交付要領等に、交付済み助成金の返還義務、資格停止などの規定を設けるなどし
て、制裁措置を行えるようにしている。

16 1
募集要項等に「補助金等適正化法」が準用されること、交付要領等に不正事由等に
よる交付の取消等を規定している。

講ずべき措置 今後の対応方針

金融業務のリスクを的確に管理するための内部規程等を整備するとともに、外部有識者等に
より構成される統合的なリスク管理のための委員会等を設置し、法人の財務状況やリスク管
理状況を専門的に点検する。

・内部規程等の整備については、総務省通知に従い、引き続き、規程等の
策定、見直しを検討していく。
・引き続き内部統制委員会、リスク管理委員会や外部有識者による委員会
を開催する。

業務の適正性を日常的に確保するため、業務執行やリスク管理を監視する内部組織（監査部
等）を設置する。また、監事のうち１名は原則として常勤とする。

－

審査、回収等の金融業務機能の強化を図る観点から、外部専門家等による職員研修を拡充す
ることとし、その実施方針を策定する。

－

金融業務の透明性を確保する観点から、事業別の収支情報等を情報開示する一方、法人の行
う金融業務の高い公共性に鑑み、役職員の守秘義務規定を設ける。

平成30年度の事業別の収支情報等は、財務諸表の承認後、事業報告書を
ホームページで開示するとともに、次年度以降も引き続き、情報開示を行
う。

金融庁検査の実効性が確保できる業務については、主務省と金融庁の連携及び検査体制の整
備を図った上で金融庁検査を導入する（損失の危険の管理に限る。）。

－

保有施設について、その必要性を不断に見直すとともに、更なる利用促進に向けた取組を実
施し、施設の稼働率の向上を図る。

宿泊研修施設については、中小企業政策審議会第22回中小企業経営支援分
科会における審議を踏まえ、引き続き、有効利用を図ることとする。（再
掲）

自己収入の拡大を図るため、類似の民間施設の利用料金や当該施設の一般利用料金との比較
等により定期的に料金体系を検証し、必要な措置を講ずる。

今般、市場化テストの終了に伴い、官民競争入札等監理委員会において評
価を受けた実施方法により民間委託を行っている。
また、委託先が設定する料金体系について、引き続き、検証を行ってい
る。

施設管理・運営について、PFI、市場化テスト、民間委託の更なる活用等により、管理・運
営コストの低減を図る。

市場化テスト終了後も外部有識者から構成される第三者委員会を設置し、
民間委託の活用により、管理・運営コストの低減を図る。

一層の業務の効率的な運営等を図るため、中期目標等において、成果を的確に把握できる定
量的な目標を設定する。

－

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
順守体制の確保のためのガバナンス強化の支援に努める。

引き続き、助成事業者に対して法令順守を促し、不正受給等の防止を徹底
することでガバナンス強化を図っていく。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

－

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等
適正化法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により
補助金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行わ
れ、また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記
載し周知する。

－
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３．その他

措置状況 措置内容・理由等

17 1
・法人間における業務実施の連携強化については項目04のとおり。
・連携の一環で、ジェトロとセミナー等を共催し、会場費などを節約。

18 1

競争の導入による公共サービス改革に関する法律（平成18年法律第51号）に基づく
公共サービス改革基本方針（閣議決定）に従い、中小企業大学校における企業向け
研修に係る業務の一部について、業務フロー・コスト分析を実施済み。
また、内閣府（現在総務省）と協議を重ね、情報化ネットワークシステム運用管理
業務についての市場化テスト実施時期と対象範囲について合意し、その内容に沿っ
て平成29年5月に民間競争入札を実施し、複数者の応札により平成29年7月3日に落札
事業者と契約、平成29年9月1日より運用を開始済み。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、「業務フロー・コスト分析に係る手引き」に示された手法等を
参考に、自主的な業務改善を図っていく。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、ジェトロとの連携を強化し、その中で会場費などの節約につな
がる取組みを行い、実績を重ねる。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1 平成27年4月に、国立研究開発法人に移行。

02 1

平成30年度においては、事務用消耗品購入、ＯＡ用消耗品購入、施設管理・運営業
務、一般廃棄物処理業務、除草剪定その他業務等について、建築研究所を含む複数機
関による共同調達を実施したところであり、令和元年度においても引き続き共同調達
を実施し、業務の効率化を図っている。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1

平成30年度においては、事務用消耗品購入、ＯＡ用消耗品購入、施設管理・運営業
務、一般廃棄物処理業務、除草剪定その他業務等について、建築研究所を含む複数機
関による共同調達を実施したところであり、令和元年度においても引き続き共同調達
を実施し、業務の効率化を図っている。

04 1
業務フローやコスト分析等を行い、これまでにデータ整理などの定型的な業務は民間
委託するなど、自主的な業務改善を行っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

本法人と建築研究所は、共同調達の実施等により、業務の効率化を図る。 引き続き、左記の取組みを実施し、業務の効率化を図る。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、共同調達や間接業務の共同実施等を通じて業務の最適化を図る。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。

所管 法人名 土木研究所国土交通省７８Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1 平成27年4月に、国立研究開発法人に移行。

02 1
平成26年度末に都市再生機構技術研究所が廃止され、同研究所が実施していた公的賃
貸住宅の長寿命化などの調査研究課題について、平成27年度から建築研究所が実施。

03 1

平成30年度においては、事務用消耗品購入、ＯＡ用消耗品購入、施設管理・運営業
務、一般廃棄物処理業務、除草剪定その他業務等について、土木研究所を含む複数機
関による共同調達を実施したところであり、令和元年度においても引き続き共同調達
を実施し、業務の効率化を図っている。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 1

平成30年度においては、事務用消耗品購入、ＯＡ用消耗品購入、施設管理・運営業
務、一般廃棄物処理業務、除草剪定その他業務等について、土木研究所を含む複数機
関による共同調達を実施したところであり、令和元年度においても引き続き共同調達
を実施し、業務の効率化を図っている。

05 1
業務フローやコスト分析等を行い、これまでに実験施設等の保守点検などの定型的な
業務は民間委託するなど、自主的な業務改善を行っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

都市再生機構技術研究所を将来的に本法人に移管することを検討し、平成26年中に結論を得
る。

－

本法人と土木研究所は、共同調達の実施等により、業務の効率化を図る。 引き続き、左記の取組みを実施し、業務の効率化を図る。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、共同調達や間接業務の共同実施等を通じて業務の最適化を図る。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。

所管 法人名 建築研究所国土交通省７９Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

第189回国会で自動車検査独立行政法人と独立行政法人交通安全環境研究所の統合等
が盛り込まれた「道路運送車両法及び自動車検査独立行政法人法の一部を改正する法
律」が成立した。上記２法人が統合した新法人は、平成28年４月１日に中期目標管理
型の法人として発足することが確定した。（公布日：平成27年6月24日）

02 1

第189回国会で自動車検査独立行政法人と独立行政法人交通安全環境研究所の統合等
が盛り込まれた「道路運送車両法及び自動車検査独立行政法人法の一部を改正する法
律」が成立し、代表権を有する役員を置くこととしたところ。
国から移管される登録関係業務を適正かつ円滑に実施するための所要の体制、交通安
全環境研究所の研究部門としての必要な機能を維持するための措置、統合のシナジー
効果を発揮するため理事長及び全理事からなる技術戦略本部の設置等を実施している
ところ。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1
従来より近隣の研究所と事務用品の共同購入や守衛業務契約、電力契約等の共同実施
を行いコスト縮減、業務の効率化を図っている。

04 1
業務フローやコストの分析等を行い、これまでに消防設備、電気設備等の一般的な管
理業務を民間委託するなど、自主的な業務改善に努めている。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記２法人を統合し、中期目標管理型の法人とする。 －

統合後の新法人については、国から移管される登録関係業務を適正かつ円滑に実施するため
の所要の体制を確保する。また、新法人では、国から移管される国の責務の下で行ってきた
事務を含め、自動車の保安基準への適合性審査等の業務が人員・予算規模の大宗を占めるこ
ととなるが、交通安全環境研究所の研究部門は、自動車における我が国技術の国際標準獲得
や鉄道インフラの戦略的な海外展開等において重要な役割を引き続き担う必要があるため、
従来、交通安全環境研究所が有していた国際標準に係る国際会議の対応体制、他国の研究機
関とのハイレベルの連携、対外的プレゼンス等の研究部門としての必要な機能が研究開発を
主とした法人ではなくなることにより損なわれることがないよう、統合に当たっては、交通
安全環境研究所の名称を維持するとともに代表権を有する役員を置く。
また、研究業務の特性を踏まえた目標設定・評価を行うなど弾力的な対応を行う。

引き続き、体制維持に努める。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、共同調達や間接業務の共同実施等を通じた業務の最適化を検討す
る。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。

所管 法人名 交通安全環境研究所国土交通省８０Ｎｏ

該当なし

※平成28年4月1日に自動車検査独立行政法人と統合し、自動車技術総合機構に改称
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

第189回国会で自動車検査独立行政法人と独立行政法人交通安全環境研究所の統合等
が盛り込まれた「道路運送車両法及び自動車検査独立行政法人法の一部を改正する法
律」が成立した。上記２法人が統合した新法人は、平成28年４月１日に中期目標管理
型の法人として発足することが確定した。（公布日：平成27年6月24日）

02 1

第189回国会で自動車検査独立行政法人と独立行政法人交通安全環境研究所の統合等
が盛り込まれた「道路運送車両法及び自動車検査独立行政法人法の一部を改正する法
律」が成立し、代表権を有する役員を置くこととしたところ。
国から移管される登録関係業務を適正かつ円滑に実施するための所要の体制、交通安
全環境研究所の研究部門としての必要な機能を維持するための措置、統合のシナジー
効果を発揮するため理事長及び全理事からなる技術戦略本部の設置等を実施している
ところ。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1
同一敷地内にある国の運輸支局等と警備、清掃業務及び消防・空調整備の保守点検等
の共同調達を可能な限り実施している。

04 1
「業務フロー・コスト分析に係る手引き」等を踏まえ、自主的な業務改善を図るべく
検討を進めているところ。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記２法人を統合し、中期目標管理型の法人とする。 －

統合後の新法人については、国から移管される登録関係業務を適正かつ円滑に実施するため
の所要の体制を確保する。また、新法人では、国から移管される国の責務の下で行ってきた
事務を含め、自動車の保安基準への適合性審査等の業務が人員・予算規模の大宗を占めるこ
ととなるが、交通安全環境研究所の研究部門は、自動車における我が国技術の国際標準獲得
や鉄道インフラの戦略的な海外展開等において重要な役割を引き続き担う必要があるため、
従来、交通安全環境研究所が有していた国際標準に係る国際会議の対応体制、他国の研究機
関とのハイレベルの連携、対外的プレゼンス等の研究部門としての必要な機能が研究開発を
主とした法人ではなくなることにより損なわれることがないよう、統合に当たっては、交通
安全環境研究所の名称を維持するとともに代表権を有する役員を置く。
また、研究業務の特性を踏まえた目標設定・評価を行うなど弾力的な対応を行う。

引き続き、体制維持に努める。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、共同調達や間接業務の共同実施等を通じた業務の最適化を検討す
る。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。

所管 法人名 自動車検査独立行政法人国土交通省８１Ｎｏ

該当なし

※平成28年4月1日に交通安全環境研究所と統合し、自動車技術総合機構に改称
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項 　「２」一部実施、実施中　　　「３」未実施

措置状況 措置内容・理由等

01 1

登録に係る確認調査事務について、独立行政法人自動車技術総合機構に移管すること
を盛り込んだ「道路運送車両法及び自動車検査独立行政法人法の一部を改正する法
律」が平成27年6月に成立した。
これを受け、平成28年4月及び平成30年4月に当該独立行政法人へ所要の事務及び人員
を移管した。

1

自動車保有関係手続のワンストップサービスについて、平成29年度からの全国展開や
対象手続の拡大を図るとともに、平成27年度に策定された利用促進方策（「自動車保
有関係手続のワンストップサービス（ＯＳＳ）の利用促進方策等について」）の取組
方針に基づく取組を実施しているところ。

1

新技術に対する検査の効率化については、自動車技術総合機構において自動車の電子
的な検査を実施することに伴い、道路運送車両法の一部を改正（令和元年５月17日成
立、同年５月24日に公布）により措置するとともに、登録基準の適合性審査に係る調
査・確認事務の移管やワンストップサービスの実施により体制のスリム化や手数料の
引下げを含めた業務の効率化・合理化による利用者の負担軽減及び利便性向上を図っ
た。

03 － 本閣議決定を踏まえ、自動車安全特別会計自動車検査登録勘定は存続させる。

04 1
予算要求作業等を通じて、無駄の排除を徹底するとともに、区分経理の必要性等につ
き見直しを行っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

自動車検査登録業務のうち、登録基準の適合性審査に係る調査・確認事務を自動車検査独立
行政法人に移管し、これに伴い所要の人員を同法人に移管する。事務及び人員の移管は、平
成２８年度から順次速やかに実施し、平成30年度開始までに完了するものとする。

－

02

平成29年度までに自動車保有関係手続のワンストップサービスについて、全国展開や対象手
続の拡大により抜本的に拡大するとともに、新技術に対する検査の効率化を進め、体制のス
リム化や手数料の引下げを含め、業務の効率化・合理化による利用者の負担軽減及び利便性
向上を図る。

平成29年度からのワンストップサービスの確実な拡大に向けて、引き続き必
要な取組みを進める。

上記の取組を前提に、引き続き受益と負担の関係を明確にさせるため、自動車安全特別会計
自動車検査登録勘定は存続させる。

－

今後とも、無駄の排除を徹底するとともに、区分経理の必要性等につき不断の見直しを行
う。

引き続き、不断の見直しに努める。

－

所管 法人名 自動車安全特別会計・自動車検査登録勘定国土交通省８２Ｎｏ



124

（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

第189回国会で海上技術安全研究所、港湾空港技術研究所及び電子航法研究所の統合
等が盛り込まれた「独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通省関係法律の
整備に関する法律」が成立した。上記３法人が統合した新法人は、平成28年4月1日に
国立研究開発法人として発足した。

02 1

運輸産業の国際競争力の強化や海洋の利用推進等を技術面から支えるため、各研究所
が有する研究開発業務上の特性・プレゼンスを維持するために、統合後も名称を継続
的に使用することとした。
重大事故、災害発生時等の緊急時の柔軟な対応及び迅速な意思決定を確保するため、
統合後の防災業務計画等を策定して、緊急時の対応や業務実施体制を確保した。ま
た、理事をトップとする経営戦略室を設置し、統合の効果を発揮するための体制を確
保したところ。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1
事務用品の購入等について、国立研究開発法人　海上・港湾・空港技術研究所として
一括調達を行うとともに、隣接する機関と守衛業務や警備業務の契約を共同で行う
等、コスト縮減、業務の最適化を図っている。

04 1
業務フローやコストの分析等を行い、これまでに消防設備、電気設備等の一般的な管
理業務及び清掃業務、守衛業務等を民間委託するなど、自主的な業務改善に努めてい
る。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記３法人を統合し、研究開発型の法人とする。 －

組織の統合に当たっては、立地場所が離れており研究分野が大きく異なる中でも、運輸産業
の国際競争力の強化や海洋の利用推進等を技術面から支えるため、各研究所が有する研究開
発業務上の特性・プレゼンスを損なうことがないよう、各研究所の名称を継続的に使用する
とともに、重大事故、災害発生時等の緊急時の柔軟な対応及び迅速な意思決定を確保する。

-

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、一括調達等を通じた業務の最適化を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。

所管 法人名 海上技術安全研究所国土交通省８３Ｎｏ

該当なし

※平成28年4月1日に港湾空港技術研究所及び電子航法研究所と統合し、海上・港湾・航空技術研究所に改称
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

第189回国会で海上技術安全研究所、港湾空港技術研究所及び電子航法研究所の統合
等が盛り込まれた「独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通省関係法律の
整備に関する法律」が成立した。上記３法人が統合した新法人は、平成28年4月1日に
国立研究開発法人として発足した。

02 1

運輸産業の国際競争力の強化や海洋の利用推進等を技術面から支えるため、各研究所
が有する研究開発業務上の特性・プレゼンスを維持するために、統合後も名称を継続
的に使用することとした。
重大事故、災害発生時等の緊急時の柔軟な対応及び迅速な意思決定を確保するため、
統合後の防災業務計画等を策定して、緊急時の対応や業務実施体制を確保した。ま
た、理事をトップとする経営戦略室を設置し、統合の効果を発揮するための体制を確
保したところ。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1
事務用品の購入等について、国立研究開発法人　海上・港湾・空港技術研究所として
一括調達を行うとともに、隣接する機関と守衛業務や警備業務の契約を共同で行う
等、コスト縮減、業務の最適化を図っている。

04 1
業務フローやコストの分析等を行い、これまでに消防設備、電気設備等の一般的な管
理業務及び清掃業務、守衛業務等を民間委託するなど、自主的な業務改善に努めてい
る。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記３法人を統合し、研究開発型の法人とする。 －

組織の統合に当たっては、立地場所が離れており研究分野が大きく異なる中でも、運輸産業
の国際競争力の強化や海洋の利用推進等を技術面から支えるため、各研究所が有する研究開
発業務上の特性・プレゼンスを損なうことがないよう、各研究所の名称を継続的に使用する
とともに、重大事故、災害発生時等の緊急時の柔軟な対応及び迅速な意思決定を確保する。

-

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、一括調達等を通じた業務の最適化を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。

所管 法人名 港湾空港技術研究所国土交通省８４Ｎｏ

該当なし

※平成28年4月1日に海上技術安全研究所及び電子航法研究所と統合し、海上・港湾・航空技術研究所に改称
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

第189回国会で海上技術安全研究所、港湾空港技術研究所及び電子航法研究所の統合
等が盛り込まれた「独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通省関係法律の
整備に関する法律」が成立した。上記３法人が統合した新法人は、平成28年4月1日に
国立研究開発法人として発足した。

02 1

運輸産業の国際競争力の強化や海洋の利用推進等を技術面から支えるため、各研究所
が有する研究開発業務上の特性・プレゼンスを維持するために、統合後も名称を継続
的に使用することとした。
重大事故、災害発生時等の緊急時の柔軟な対応及び迅速な意思決定を確保するため、
統合後の防災業務計画等を策定して、緊急時の対応や業務実施体制を確保した。ま
た、理事をトップとする経営戦略室を設置し、統合の効果を発揮するための体制を確
保したところ。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1
事務用品の購入等について、国立研究開発法人　海上・港湾・空港技術研究所として
一括調達を行うとともに、隣接する機関と守衛業務や警備業務の契約を共同で行う
等、コスト縮減、業務の最適化を図っている。

04 1
業務フローやコストの分析等を行い、これまでに消防設備、電気設備等の一般的な管
理業務及び清掃業務、守衛業務等を民間委託するなど、自主的な業務改善に努めてい
る。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記３法人を統合し、研究開発型の法人とする。 －

組織の統合に当たっては、立地場所が離れており研究分野が大きく異なる中でも、運輸産業
の国際競争力の強化や海洋の利用推進等を技術面から支えるため、各研究所が有する研究開
発業務上の特性・プレゼンスを損なうことがないよう、各研究所の名称を継続的に使用する
とともに、重大事故、災害発生時等の緊急時の柔軟な対応及び迅速な意思決定を確保する。

-

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、一括調達等を通じた業務の最適化を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。

所管 法人名 電子航法研究所国土交通省８５Ｎｏ

該当なし

※平成28年4月1日に海上技術安全研究所及び港湾空港技術研究所と統合し、海上・港湾・航空技術研究所に改称
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

第189回国会で海技教育機構と航海訓練所の統合等が盛り込まれた「独立行政法人に
係る改革を推進するための国土交通省関係法律の整備に関する法律」が成立した。上
記２法人が統合した新法人は、平成28年4月1日に中期目標管理型の法人として発足す
ることが確定した。（公布日：平成27年6月26日）

02 1
日本人船員の育成・確保の充実に向けて、海運業界や船員教育機関との意見交換会等
を通じて、業界のニーズを的確に把握し、相互の連携の強化に努めるとともに、自己
収入の拡大及び教育内容の高度化に向けて検討を進めている。

03 1
平成30年度までの目標を設定し、乗船実習の訓練負担金の拡大を図っている。現中期
計画に基づき、それ以降についても海運業界を始めとする関係者の受益者負担の拡大
について検討することとしている。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記２法人を統合し、中期目標管理型の法人とする。

統合法人は、船員養成機関の核となり、日本人船員の育成・確保の充実につながるよう商船
系大学・高専、海運業界との連携・協力の強化を検討するとともに、自己収入の拡大や教育
内容の高度化に向けた適切な措置等を講ずる。

引き続き、左記の措置を実施していく。

海運業界を始めとする関係者の受益者負担については、その対象は教育直接経費ではなく人
件費を含む全費用であるという観点から、引き続き段階的にその拡大を図ることを検討す
る。

引き続き、左記の措置を実施していく。

所管 法人名 航海訓練所国土交通省８６Ｎｏ ※平成28年4月1日に海技教育機構に統合
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

【自己収入の拡大】
平成30年度までの目標を設定し、乗船実習の訓練負担金の拡大を図っている。現中期
計画に基づき、それ以降についても海運業界を始めとする関係者の受益者負担の拡大
について検討することとしている。
船員教育手法の研究等について、練習船を活用した実船実験と任意の海域を再現でき
る、操船シミュレータを活用した演習の一括受注が可能な唯一の機関である強みを活
かし、受託研究の範囲の拡大を図る。

【教育内容の高度化】
教育内容の高度化に向けた措置として、①学科・乗船実習一貫教育の促進、②施設・
機能の一体的運用、③外航・内航業界との人事交流の活性化による知見の活用に取り
組むこととしている。

05 1

現中期計画において、海事関連企業への就職率、海技士国家試験の合格率を目標とし
て、以下のとおり設定している。

【海事関連企業への就職率】
本科、専修科及び海上技術コースのいずれも95%以上とする。

【海技士国家試験の合格率】
海技課程本科（以下、「本科」という。）においては80%以上。海技課程専修科（以
下、「専修科」という。）及び海技専攻課程海上技術コース（以下、「海上技術コー
ス」という。）においては95%以上とする。

06 1
これまでも海運事業者等との意見交換により業界からのニーズの把握に努めており、
また業績評価報告書の作成に際してもこれら事業者等の意見を反映させている。

07 1
現中期計画において、海技教育の実施に当たっては、国が設置する検討会における検
討結果を踏まえ、船員政策と整合を図った養成規模等、全体の見通しを定めつつ、海
技教育に求められる船員教育を効果的・効率的に行う。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 1
近隣の法人等と共同調達や間接業務の共同実施を検討したが、双方にとってのコスト
削減や効率化が見込めなかったため、現時点では実施していない。

09 1
業務フローやコストの分析等を行い、荷役設備に関する施設見学、及び特別講義につ
いて外部委託するなど、自主的な業務改善に努めている。

講ずべき措置 今後の対応方針

裨益する業界等からの適正な負担を求めるなど、自己収入の拡大や教育内容の高度化に向け
た適切な措置を講じる。

【自己収入の拡大】
現在の取り組みを今後も継続して実施し、適正な受益者負担のあり方につい
て検討するとともに、「乗船実習訓練負担金」について、国の施策に基づき
着実に実行する。
また、受託研究について、海技大学校の施設及び練習船を有効活用するとと
もに、主務官庁、船員教育機関及び他の公的研究機関等と連携し、拡大に努
める。

【教育内容の高度化】
引き続き、左記の措置を実施していく。

法人の中期目標について、関係する職業への就職率の目標値や専門の資格・免許の合格率な
ど、人材育成の成果に関する具体的・定量的な目標を設定する。

－

特定職業に係る事業者等との意見交換の場を設けるとともに、法人が業績評価報告書を作成
するに当たって、これらの者の意見を聴き、その意見を反映させる。

引き続き、継続して実施していく。

大学その他、官民の教育訓練を行う機関においても類似する人材育成事業が実施されている
法人については、中期目標期間終了時における業務及び組織全般にわたる見直しに当たり、
類似する事業の成果や普及状況を検証し、自らはかかる事業の伸長を助けその補完に徹する
との観点から、必要な事業規模や内容の見直しを行う。

引き続き、左記の措置を実施していく。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

他法人の取組状況を踏まえつつ、共同調達や間接業務の共同実施等を通じた
業務の最適化を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1

189回国会で海技教育機構と航海訓練所の統合等が盛り込まれた「独立行政法人に係
る改革を推進するための国土交通省関係法律の整備に関する法律」が成立した。上記
２法人が統合した新法人は、平成28年4月1日に中期目標管理型の法人として発足する
ことが確定した。（公布日：平成27年6月26日）

02 1
日本人船員の育成・確保の充実に向けて、海運業界や船員教育機関との意見交換会等
を通じて、業界のニーズを的確に把握し、相互の連携の強化に努めるとともに、自己
収入の拡大及び教育内容の高度化に向けて検討を進めている。

03 1

海技課程専修科（以下、「専修科」という。）及び海技専攻課程海上技術コース（以
下、「海上技術コース」という。）の授業料を平成30年度までに段階的に引き上げる
こととし、自己収入の拡大を図っている。
海技課程本科（以下、「本科」という。）及び専修科の入学検定料、入学料等を平成
29年度から徴収を開始し、その額の引き上げについては令和2年度までに検討する。
海技大学校が行う船舶運航実務課程については、講習の実施経費と講習料との関係を
踏まえて、実施する講習を精査し、継続する講習にあっては、講習料の引き上げ等に
より、海運会社、受講者に対し適正な受益者負担を求める。

講ずべき措置 今後の対応方針

上記２法人を統合し、中期目標管理型の法人とする。 －

統合法人は、船員養成機関の核となり、日本人船員の育成・確保の充実につながるよう商船
系大学・高専、海運業界との連携・協力の強化を検討するとともに、自己収入の拡大や教育
内容の高度化に向けた適切な措置等を講ずる。

引き続き、左記の措置を実施していく。

海運業界を始めとする関係者の受益者負担については、その対象は教育直接経費ではなく人
件費を含む全費用であるという観点から、引き続き段階的にその拡大を図ることを検討す
る。

引き続き、左記の措置を実施していく。

所管 法人名 海技教育機構国土交通省８７Ｎｏ 所管 法人名 海技教育機構国土交通省８７Ｎｏ ※平成28年4月1日に航海訓練所を統合
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

【自己収入の拡大】
専修科及び海上技術コースの授業料を平成30年度までに段階的に引き上げることと
し、自己収入の拡大を図っている。
本科及び専修科の入学検定料、入学料等を平成29年度から徴収を開始し、その額の引
き上げについては令和2年度までに検討する。
海技大学校が行う船舶運航実務課程については、講習の実施経費と講習料との関係を
踏まえて、実施する講習を精査し、継続する講習にあっては、講習料の引き上げ等に
より、海運会社、受講者に対し適正な受益者負担を求める。
船員教育手法の研究等について、練習船を活用した実船実験と任意の海域を再現でき
る操船シミュレータを活用した演習の一括受注が可能な唯一の機関である強みを活か
し、受託研究の範囲の拡大を図る。

【教育内容の高度化】
統合法人における教育内容の高度化に向けた措置として、①学科・乗船実習一貫教育
の促進、②施設・機能の一体的運用、③外航・内航業界との人事交流の活性化による
知見の活用に取り組むこととしている。

05 1

現中期計画において、海事関連企業への就職率、海技士国家試験の合格率を目標とし
て以下のとおり設定している。

【海事関連企業への就職率】
本科、専修科及び海上技術コースのいずれも95％以上とする。

【海技士国家試験の合格率】
本科においては80%以上、専修科及び海上技術コースにおいては95%以上とする。

06 1
これまでも海運事業者等との意見交換により業界からのニーズの把握に努めており、
また業績評価報告書の作成に際してもこれら事業者等の意見を反映させている。

07 1
現中期計画において、海技教育の実施に当たっては、国が設置する検討会における検
討結果を踏まえ、船員政策と整合を図った養成規模等、全体の見通しを定めつつ、海
技教育に求められる船員教育を効果的・効率的に行う。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 1
近隣の法人等と共同調達や間接業務の共同実施を検討したが、双方にとってのコスト
削減や効率化が見込めなかったため、現時点では実施していない。

09 1
業務フローやコストの分析等を行い、これまでも学校の給食業務を外部委託するな
ど、自主的な業務改善に努めている。

講ずべき措置 今後の対応方針

裨益する業界等からの適正な負担を求めるなど、自己収入の拡大や教育内容の高度化に向け
た適切な措置を講じる。

【自己収入の拡大】
現在の取り組みを今後も継続して実施していくとともに、適正な受益者負担
のあり方については、引き続き検討を行う。
また、受託研究について、海技大学校の施設及び練習船を有効活用するとと
もに、主務官庁、船員教育機関及び他の公的研究機関等と連携し、拡大に努
める。

【教育内容の高度化】
引き続き、左記の措置を実施していく。

法人の中期目標について、関係する職業への就職率の目標値や専門の資格・免許の合格率な
ど、人材育成の成果に関する具体的・定量的な目標を設定する。

－

特定職業に係る事業者等との意見交換の場を設けるとともに、法人が業績評価報告書を作成
するに当たって、これらの者の意見を聴き、その意見を反映させる。

引き続き、継続して実施していく。

大学その他、官民の教育訓練を行う機関においても類似する人材育成事業が実施されている
法人については、中期目標期間終了時における業務及び組織全般にわたる見直しに当たり、
類似する事業の成果や普及状況を検証し、自らはかかる事業の伸長を助けその補完に徹する
との観点から、必要な事業規模や内容の見直しを行う。

引き続き、左記の措置を実施していく。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

他法人の取組状況を踏まえつつ、共同調達や間接業務の共同実施等を通じた
業務の最適化を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。(同法の施行に
より、平成27年４月１日に中期目標管理型の法人に移行）

02 1

交通政策審議会航空分科会基本政策部会及び技術・安全部会乗員政策等検討合同小委
員会（以下、小委員会）のとりまとめ（平成26年７月）を踏まえて、以下の取り組み
を実施している。
航空会社、養成機関等の操縦士養成に係る連携を促進し、操縦士の供給能力拡充を図
るための様々な課題を検討するとともに、航空会社のニーズを踏まえた操縦士養成の
取組等を進めるため、航空機操縦士養成連絡協議会（以下、協議会）を平成26年8月
に設置した。
自社養成を更に促進するため、引き続き准定期運送用操縦士（ＭＰＬ：Multi-Crew
Pilot License）の活用促進を図っている。また、操縦士の資格取得から機長資格ま
での付与までの訓練・審査について、各航空会社の状況に応じて内容を継続的に見直
せるよう、ＣＢＴＡ（Competency Based Training and Assessment）制度を平成29年
4月に導入した。
私立大学等の民間養成機関の高額な学費負担の軽減策については、新たに無利子貸与
型奨学金制度「未来のパイロット」を創設し、平成30年度から運用を開始した。
私立大学等の民間養成機関の技量レベルを向上させるための具体的な方策について
は、基礎的操縦技能を向上させるため、民間養成機関の教官を航大の訓練へオブザー
ブさせる取組が決定され、平成27年度から実施した。
航空大学校の経営資源の活用方策として、自衛隊操縦士の民間における活用の再開を
踏まえ、航空大学校において、計器飛行証明の取得訓練に必要なシラバスを作成し、
訓練受託に向けた体制を整備した。また、一部の航空会社から教官等の養成を受託し
た。

03 1

受益者負担のあり方について小委員会で検討が行われ、そのとりまとめにおいて以下
の結論が得られた。
学生の負担については、授業料を引き上げた場合、自己収入が拡大するものの、経済
力に関わらず能力のある学生を広く継続して募集することが困難になるため、航空大
学校が操縦士の安定的な供給源として中心的な役割を果たしていくためには、授業料
については現在の低廉な水準を維持していくべきである。
航空会社の負担については、我が国の操縦士不足への対応策が求められている中、自
社養成や私立大学等からの操縦士供給能力の現状も勘案すれば、現段階で航空会社の
負担を引き上げた場合、航空会社が安定的に操縦士を確保することが困難となり、と
りわけ、ＬＣＣ等や地域航空会社にとって、更なる操縦士不足を招きかねない。した
がって、航空会社の負担額については、平成27年度以降当面は当該年度の負担水準を
維持しつつ、平成25年12月の閣議決定を踏まえ、令和3年度以降の航空大学校の中期
計画の策定に合わせて、その時点での民間養成機関の状況を勘案したうえで、改めて
検討を行う必要がある。
　なお、地域航空会社等負担力の低い航空会社にとっては、採用した航空大学校出身
者が転籍するリスクが高いため、その場合の経営に与える影響も勘案しつつ、今後、
負担方法の見直しを検討する必要がある。

第4期中期計画期間（平成28年度～令和2年度）において、航空大学校は、適正な受益
者負担を図るため、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月閣
議決定）や小委員会とりまとめに基づき、航空会社及び学生が負担する割合について
は、平成27年度の負担水準を維持しつつ、令和3年度以降の中期計画の策定に合わせ
て、その時点での民間養成機関の状況を勘案したうえで、改めて検討することとし、
負担のあり方については、航空会社等関係者間での情報交換に取り組むこととしてい
た。

「明日の日本を支える観光ビジョン（平成28年3月30日構想会議決定）」において、
訪日外国人旅行者数の目標が2020年に4000万人と倍増されたこと等を踏まえ、平成30
年度以降、航空大学校の入学定員を72名から108名に増員することとした。これに対
応して、航空会社及び学生が負担する受益者負担を、平成30年度以降は直接訓練経費
の55％に引き上げることとした。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 -

パイロット養成業務については、今後の需要増大への対応として、航空会社における自社養
成のインセンティブ拡大や私立大学等への技術支援等の取組により、民間におけるパイロッ
ト養成の規模拡大及び能力の向上を図り、将来的に民間において十分なパイロット養成が可
能となった段階で、より多くの部分を民間に委ねていく。

引き続き、小委員会の取りまとめ等を踏まえて必要な対応を行う。

こうした方向性の下、負担の公平性、妥当性に留意し、能力ある学生を引き続き広く募集す
る必要性も踏まえつつ、航空会社の負担金の引上げなど、適正な受益者負担の在り方につい
て検討する。

左記の小委員会のとりまとめを踏まえて、次期中期目標作成等に向けて必要
な対応を行う。

所管 法人名 航空大学校国土交通省８８Ｎｏ
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

第4期中期計画期間（平成28年度～令和2年度）において、平成30年度以降の学生数の
増加を踏まえ、航空会社及び学生が負担する受益者負担を平成29年度までは直接訓練
経費の50％、平成30年度以降は55％に引き上げることとした。
自己収入拡大への取り組みとして、自衛隊操縦士の民間における活用の再開を踏ま
え、航空大学校において、計器飛行証明の取得訓練に必要なシラバスを作成し、訓練
受託に向けた体制を整備した。また、一部の航空会社から教官等の養成を受託した。

05 1
第4期中期計画期間（平成28年度～令和2年度）の中期目標として、事業用操縦士（陸
上多発）及び計器飛行証明の学生の資格取得率、中期目標期間における資格取得者の
航空会社等への就職率について目標を設定した。

06 1
航空大学校では、航空会社との意見交換の場を平成24年から設けており、業績評価報
告書を作成するに当たっては、航空会社の意見をも反映している。また、平成26年度
からは協議会において航空会社等と意見交換を行っている。

07 1

平成27年度は、第３期中期目標期間の最終年度であり、独立行政法人通則法に基づ
く、業務及び組織全般にわたる見直しについて検討を行った。
第4期中期計画期間（平成28年度～令和2年度）において、航空大学校は、「航空企業
のニーズにあった操縦士の長期的かつ安定的な確保」という国の政策目標の下、我が
国航空会社の機長や訓練・査察を行う指導的操縦士など、基幹的要員となる質の高い
操縦士の養成、私立大学等の民間操縦士養成機関への技術支援の着実な実施等を図る
ことにより、我が国の航空輸送の安全・安定に貢献すること等、国土交通政策に係る
大学校の任務を的確に遂行することとしている。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 1
共同調達や間接業務の共同実施については、隣接する他法人がないため、現時点では
実施していない。

09 1
業務フローやコストの分析等を行い、これまでに航空機の整備業務の一部を民間委託
するなど、自主的な業務改善に努めている。

講ずべき措置 今後の対応方針

裨益する業界等からの適正な負担を求めるなど、自己収入の拡大や教育内容の高度化に向け
た適切な措置を講じる。

引き続き、小委員会とりまとめ等を踏まえて必要な対応を行う。

法人の中期目標について、関係する職業への就職率の目標値や専門の資格・免許の合格率な
ど、人材育成の成果に関する具体的・定量的な目標を設定する。

引き続き、目標の設定に向けて検討する。

特定職業に係る事業者等との意見交換の場を設けるとともに、法人が業績評価報告書を作成
するに当たって、これらの者の意見を聴き、その意見を反映させる。

引き続き、協議会等において航空会社等と意見交換を行い、聴取した意見を
評価に反映していく。

大学その他、官民の教育訓練を行う機関においても類似する人材育成事業が実施されている
法人については、中期目標期間終了時における業務及び組織全般にわたる見直しに当たり、
類似する事業の成果や普及状況を検証し、自らはかかる事業の伸長を助けその補完に徹する
との観点から、必要な事業規模や内容の見直しを行う。

左記の見直し検討の結果を踏まえ、事業規模や内容の見直しを行う。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

隣接する他法人がないため現時点では実施の可能性は低いが、引き続き、共
同調達や間接業務の共同実施等を通じた業務の最適化を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。(同法の施行に
より、平成27年４月１日に中期目標管理型の法人に移行）

02 1
法令遵守及び契約の適正性を確保するための体制の強化に係る具体的な対策について
は、項目03、04及び17のとおり。

コンプライアンス体制の強化について、

(1)担当理事の設置等
平成26年４月１日に、コンプライアンス規程を整備し、コンプライアンス担当理事、
本社・地方機関ごとにコンプライアンス推進組織の設置等を行った。

(2)コンプライアンス研修・講習会の強化
全役職員を対象とした「談合防止に関する講習会」、「コンプライアンスに関する研
修」、「e-learning」（役職員のコンプライアンスに関する知識等の深度化及び研修
等の効果測定）を実施している。
　契約担当職員を対象とした「契約業務に関する研修」を定期的に実施している。

(3)内部監査体制の強化
平成26年４月１日に監査体制の強化のため、監査室を監査部に改組した。
監査部職員が（一社）日本内部監査協会及び（公社）日本監査役協会の実施する研修
を受講することにより、関係職員の能力の向上を図っている。
これまでにも理事長、監事、監査部による重層的な監査体制のもとで監査を実施して
おり、監査計画、重点監査項目や監査結果等共有を図ることで連携を図っている。
従来より理事長と監事との意見交換を定期的に実施している。

(4)社外における公益通報窓口設置
平成26年４月25日にコンプライアンス通報及び相談規程を整備し、社外におけるコン
プライアンス通報窓口（弁護士）を設置した。

(5)発注者綱紀保持規程・マニュアルの整備
平成26年４月25日に発注者綱紀保持規程及び運用マニュアルを整備し、事業者等との
接触制限、秘密情報ごとの管理責任者の明確化等を行った。

04 1

入札・契約監視機能の強化について、

(1)入札監視委員会等の機能強化
平成26年度より、入札監視委員会の審議対象に高落札率（95％以上）の全契約を追加
した。
平成26年度より、入札監視委員会の審議範囲を３ブロック単位から本社・支社局単位
（11箇所）に細分化した。
これまでも入札監視委員会等の審議結果を理事長に報告しているが、平成26年度よ
り、入札監視委員会等の規程に、理事長へ意見具申又は勧告できる体制を盛り込ん
だ。

(2)公正入札等調査委員会の運営の見直し
これまでは、発注担当部署の職員を含む職員による調査を実施していたが、平成25年
11月より、発注担当部署の職員を除く職員による調査及び発注担当部署の職員への調
査を実施している。
平成26年11月より、委員会メンバーに特別委員として外部の調査の専門家（弁護士
等）を加えるとともに、入札参加事業者のコンプライアンス部門等に内部調査を依頼
することとした。

(3)一者応札案件に対する監視の強化
これまでも契約監視委員会において、全ての一者応札・一者応募案件に対して審議を
実施していたが、平成26年度より、一定の関係を有するものとして情報公開の対象と
なっている法人のうち一者応札・一者応募となった全案件を重点的に検証することに
より監視の強化を図ることとした。

(4)入札・契約結果の時系列的監視・分析・報告
落札率の状況等に関しては、入札・契約評価委員会において事後的に前年度との比較
した資料について審議していたが、平成26年度より、一定期間における統計的な分析
など行うことにより審議の深度化を図った。また、特定分野の入札状況等に関して
は、平成26年度より、一地方機関では少ない大規模工事の入札状況に関する分析を、
一括して本社の入札・契約評価委員会において実施している。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 -

本法人は、国の財政支出や財政融資を用いて、多額の契約を行い、公共事業を実施している
ことから、事業の実施において、法人に対する信頼性が確保されるよう、法令遵守及び契約
の適正性を確保するための体制の強化を図る。

-

03
法令遵守体制の強化に当たっては、担当理事の設置、研修の充実化等の措置を行うととも
に、内部監査の実効性を確保する観点から、関係職員の能力の向上を図りつつ、理事長及び
監事も含めた重層的な監査体制を構築する。

1 -

契約の適正性及び競争性を確保する体制の強化に当たっては、入札監視委員会等において、
高落札率案件の全件審議等による審議件数の拡大、支社・局単位での審議の実施、並びに理
事長に対する審議結果の報告及び意見具申の仕組みの確立を行うなど、契約の監視体制の強
化を図る。

-

所管 法人名 鉄道建設・運輸施設整備支援機構国土交通省８９Ｎｏ
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05

船舶関係業務については、共有建造事業において多額の繰越欠損金を抱えていることから、
繰越欠損金の具体的な削減計画を策定し、その解消に向け着実な縮減を図るとともに、財務
の健全性及び適正な業務運営を確保するため、金融業務に係る内部ガバナンスの高度化を図
る。

1

平成26年３月末に繰越欠損金の削減計画を策定し、適切な事業量の確保や未収金発生
防止、債権管理及び債権回収の強化策に取り組むことで、その解消に向け着実な縮減
を図るとともに、法人の財務状況やリスク管理状況を専門的に点検するため、学識経
験者等の外部有識者により構成される委員会を平成26年７月より設置している。

-
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

06 1
金融業務のリスクを的確に管理するための内部規程に基づき、法人の財務状況やリス
ク管理状況を専門的に点検するため、学識経験者等の外部有識者により構成される委
員会を平成26年７月より設置している。

07 1
機構発足当初（平成15年10月１日）から監査室を設置しており、平成26年４月に監査
体制の強化のため、監査室を監査部に改組した。また、監事３名は、当初より常勤と
している。

08 1
平成26年度より実施方針を策定し、債権管理・回収業務等にかかる船舶関係職員研修
を実施している。

09 1

事業別の収支情報については、現在でも独法会計基準に基づき、財務諸表内の附属明
細において既にセグメント情報として開示している。
役職員の守秘義務については、第189回国会で「地域公共交通の活性化及び再生に関
する法律及び独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法の一部を改正する法
律」が成立し、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法の改正法第11条に秘
密保持義務規定を設けるとともに、同法第29条に当該秘密保持義務規定に違反した場
合の罰則規定を設けた（施行日は公布の日（平成27年５月27日）から起算し３か月を
超えない範囲で政令により定められる。）。

10 - -

11 1

（鉄道助成業務）
全件について、交付決定後の実績報告の内容確認や現地審査を的確に実施している。
また、機構ホームページ、補助事業者へ配布する参考資料集、補助金等申請のための
パンフレットに補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（補助金等適正化
法）の関係条文を掲載するとともに、補助事業者に対する説明会において法令遵守の
啓発を行っている。

（高度船舶技術実用化助成業務）
全件について、交付決定後の実績報告の内容確認や現地審査を的確に実施した。
また、助成対象事業の応募要領等に制裁措置（助成金の交付の取消や返還等）に関す
る記述を追加するとともに、説明会や応募に関する問い合わせの際に法令遵守につい
て注意喚起を行った。
なお、機構法改正法の施行に伴い、平成２７年度末をもって当業務は終了した。

12 1

（鉄道助成業務）
補助金の不正受給・不正使用を行った補助事業者に対しては、補助金等適正化法に基
づき交付決定の取消や返還命令がなされることとなる。
また、平成26年６月に機構ホームページにおいて、補助事業者名等を公表するなどの
制裁措置の導入を図る旨の周知を行った。

（高度船舶技術実用化助成業務）
高度船舶技術実用化助成業務実施細則に制裁措置（助成金の取消や返還命令）を規定
している。
また、平成26年度より、募集要領（機構ホームページ掲載）において補助事業者名等
を公表するなどの制裁措置の導入を図る旨の周知を行った。

講ずべき措置 今後の対応方針

金融業務のリスクを的確に管理するための内部規程等を整備するとともに、外部有識者等に
より構成される統合的なリスク管理のための委員会等を設置し、法人の財務状況やリスク管
理状況を専門的に点検する。

-

業務の適正性を日常的に確保するため、業務執行やリスク管理を監視する内部組織（監査部
等）を設置する。また、監事のうち１名は原則として常勤とする。

-

審査、回収等の金融業務機能の強化を図る観点から、外部専門家等による職員研修を拡充す
ることとし、その実施方針を策定する。

-

金融業務の透明性を確保する観点から、事業別の収支情報等を情報開示する一方、法人の行
う金融業務の高い公共性に鑑み、役職員の守秘義務規定を設ける。

-

金融庁検査の実効性が確保できる業務については、主務省と金融庁の連携及び検査体制の整
備を図った上で金融庁検査を導入する（損失の危険の管理に限る。）。

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

鉄道助成業務について、引き続き交付後の調査を的確に実施するとともに、
受給団体の法令遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

-
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13 1

（鉄道助成業務）
補助金等適正化法の関係条文を補助金等申請のためのパンフレットに記載するほか、
補助事業者に対する説明会において周知している。
不正受給、不正使用を行った場合には交付の取消や返還命令が行われ、また場合に
よっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレットや機構ホーム
ページなどに記載し、周知している。

（高度船舶技術実用化助成業務）
本助成金は当該法律の適用外であるが、高度船舶技術実用化助成業務実施細則に基づ
き、助成金交付に係る契約書に助成金の取消や返還命令について規定している。
平成26年度より、助成対象事業の応募要領に制裁措置に関する記述を追加している。
なお、上述のとおり、補助金等適正化法が適用されないため、刑事罰に係る記載はし
ていない。

14 1 項目03に同じ

15 1 項目03に同じ

16 1 項目03に同じ

17 1

一者応札・応募の契約、落札率が高い契約については、項目04に同じ。
平成26年度より、一定の関係を有するものとして情報公開の対象となっている法人と
の契約については全件のうち、一者応札・一者応募案件を契約監視委員会で、それ以
外を入札監視委員会でそれぞれ審議することとした。
その他の契約については、これまでも入札監視委員会において入札・契約方式別に各
１件以上を無作為抽出し審議していたが、平成26年度より審議範囲を３ブロック単位
から本社・支社局単位（11箇所）に細分化し審議件数の増加を図った。また、平成27
年２月10日に「入札監視委員会の設置及び運営について（通達）」及び「入札監視委
員会の運用上の留意点について（通達）」を改正し、入札監視委員会の委員は委員会
の開催前に事前調査を実施できるとともに、委員会の庶務は審議資料を委員会の３週
間前までに委員に提出することとしている。

18 1 項目04に同じ

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

19 1
近隣の法人との協議及び内部検討を行ったが、双方にとってのコスト削減や効率化が
見込めなかったため、現時点では実施していない。

20 1
業務フロー分析等を行い、これまでに人事・給与・社会保険関係等の業務を民間委託
するなど、自主的な業務改善に努めている。

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等適
正化法」という。)が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により補助
金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行われ、
また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記載し
周知する。

-

法人の組織内における法令遵守体制を強化するため、法令遵守担当理事を設置するととも
に、全職員を対象とした外部専門機関による法令遵守研修を実施する。

-

内部監査の実効性を確保する観点から、内部監査に従事する職員の資質及び能力の向上を図
るとともに、理事長、監事及び内部監査担当職員による重層的な監査体制を構築する。

-

契約の適正性を確保するため、契約担当部署の職員を対象とした専門的研修を定期的に実施
する。

-

法人が行う契約に係る監視体制の強化及び充実を図るため、入札監視委員会等において、一
者応札・応募の契約、落札率が高い契約及び独立行政法人と一定の関係を有するものとして
情報公開の対象となっている法人との契約について、全件を検証し、分析を行う。その他の
契約についても、無作為抽出を実施し契約の点検を強化するなど、審議の充実を図る。

-

入札監視委員会等の機能を向上させる観点から、審議の内容や結果を踏まえ、直接法人の理
事長に意見具申できるよう体制を構築する。

-

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

他法人の取組状況を踏まえつつ、共同調達や間接業務の共同実施等を通じた
業務の最適化を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。(同法の施行に
より、平成27年４月１日に中期目標管理型の法人に移行）

02 1

外務省・経済産業省・国土交通省による「国際業務型独立行政法人の海外事務所の機
能的な統合について　最終とりまとめ」（平成24年９月）の趣旨に添い、共用化又は
近接化を進めている。
インドネシアのジャカルタにおいて、平成26年３月に、国際交流基金及び日本貿易振
興機構と同一のビルに事務所を開設し、共用化を実現した。また、中国の上海事務所
が平成26年６月に日本貿易振興機構の入居ビルに移転したほか、北京事務所が平成27
年6月に国際協力機構の入居ビルに移転し、それぞれ共用化を行った。
平成28年12月にロシアのモスクワ及び平成29年３月にマレーシアのクアラルンプール
において、日本貿易振興機構と同一のビルに、また平成29年２月にベトナムのハノイ
において日本貿易振興機構及び国際協力機構と同一のビルに事務所を開設するなど、
共用化を実現した。
平成29年3月にスペインのマドリードにおいて国際交流基金に近接するビルに事務所
を開設した他、平成29年7月に米国ロサンゼルスにおいて日本貿易振興機構に近接す
るビルに事務所を移転し、近接化を実現した。
平成30年10月にフィリピンのマニラにおいて、国際協力機構、国際交流基金及び日本
貿易振興機構に近接するビルに事務所を開所し、近接化を実現した。

03 1
観光庁、国際観光振興機構、外務省、国際交流基金の４者で共用化検討会議を設置。
平成26年８月までに７回開催し、工程表を作成（平成26年８月１日）。
工程表に沿って、平成29年1月に本部事務所共用化を行った。

04 1

観光庁で実施してきた訪日プロモーション事業について、平成26年度補正予算より、
原則として独立行政法人国際観光振興機構が発注主体となって実施することとなっ
た。本法人を発注主体とするに当たっては、観光庁及び本法人の総職員数を厳格に管
理するとともに、予算の適切な執行及び契約に係る適正性の確保のため、平成27年4
月に新たに監査室を設置した。なお、契約に係る情報の公開は、累次の閣議決定等に
基づき、契約状況を公表しており、中期目標期間終了時の国庫納付については、個別
法の規定に基づき中期目標終了時（平成29年）に、国庫納付額を整理し、適切に返納
した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 1

（寄附金募集・交付金交付事業）
全件について、交付決定後の事業報告、会計報告の内容確認や審査を的確に実施して
いる。また、本法人のホームページにおいて、寄附金募集・交付金交付制度について
情報発信を行うとともに、交付決定に当たっては交付決定の取消が行われうること、
についても説明している。

06 1

（寄附金募集・交付金交付事業）
本業務の取扱規程において、交付決定を受けた団体に対する交付決定の取消、過去に
不正受給があった団体に対し、過去の不正を理由とする不交付決定を行えることとし
ている。

07 －

（寄附金募集・交付金交付事業）
本業務は補助金等適正化法の適用外ではあるが、交付決定通知書に、交付申請に不正
の事実があった場合や、交付決定の内容及び条件に違反する使用があった場合等に
は、交付決定の取消や交付金の返還命令が行われることを明記している。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

本法人と国際協力機構、国際交流基金及び日本貿易振興機構の海外事務所は、事業の連携強
化等を図るため、現地における事務所及び所員の法的地位等を保持することに留意し、共用
化又は近接化を進める。

引き続き、同一都市にその他の法人が所在する都市において、共用化又は近
接化の可能性について情報共有を行い、具体的な取組を進める。

本法人と国際交流基金は、日本ブランドの確立及び訪日外国人旅行者数の一層の拡大のため
事業の連携強化等を図る必要があり、両法人の本部事務所を平成２８年度末を目途に、国際
交流基金における受入体制が整い次第共用化することを目標とし、平成２６年夏までにその
具体的な工程表を策定する。

－

観光庁が実施する訪日プロモーション事業については、事業効果を最大化し訪日外国人旅行
者数の一層の拡大を図るため、海外の民間事業者のニーズに即応できる体制の整備を行うこ
とが必要であり、原則として本法人が発注主体となって実施する。
本法人を発注主体とするに当たっては、観光庁及び本法人の総職員数の厳格な管理、予算の
適切な執行、契約に係る適正性の確保及び情報の公開、中期目標期間終了時の国庫納付等の
措置を講ずる。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

今後も、交付決定後の事業報告、会計報告の内容確認や審査を的確に実施し
ていく。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。 －

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等適
正化法」という。)が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により補助
金等の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行われ、
また場合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記載し
周知する。

－

所管 法人名 国際観光振興機構国土交通省９０Ｎｏ
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３．その他

措置状況 措置内容・理由等

08 1

本部・海外事務所の共用化・近接化の検討状況については上記02での記載のとおり。
また、効果的かつ効率的な業務運営のため、各海外事務所において、国際協力機構、
国際交流基金、日本貿易振興機構の海外事務所との定期的な会議を開催するととも
に、これら機関と日本ブランドを強力に発信していくためのコンソーシアムの形成、
広報用資料の相互配置、各種イベントの関係者への周知及びポスター等の所内掲示、
Facebook等での他法人事業の紹介、会議室の共同利用等の取組を通じて、これらの法
人との業務実施の連携を強化している。

09 1
業務フローやコストの分析等を行い、その結果に基づき、国際会議統計に係る業務を
民間委託するなど、自主的な業務改善に取り組んでいる。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き、共同調達や間接業務の共同実施等を通じた業務の最適化を検討す
る。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。



139

（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。(同法の施行に
より、平成27年４月１日に中期目標管理型の法人に移行）

02 1

吉野川局の機能を維持しつつ、関西支社との組織統合を行うことについて、香川県知
事、徳島県知事、高知県知事等との意見交換の場で出された、統合組織の拠点、現吉
野川局の機能を維持するための統合組織の権限等に関する意見を踏まえ、調整を行っ
た結果、組織統合についての一定の理解を得るなど各種調整が整ったことから、平成
27年4月1日に吉野川局を関西支社に統合した。

03 1

現在実施している建設事業が終了した段階で敷地を処分する予定であり、処分に係る
課題等の検討を進めている。
（参考）水理実験施設に関係する建設事業の工期末(R元.7.1現在)
・早明浦ダム再生事業　：令和10年度
・思川開発事業　　　　：令和６年度
・川上ダム建設事業　　：令和４年度
・小石原川ダム建設事業：令和元年度

04 1

平成24年度より実施していた民間委託拡大に関するモデル地区における試行業務につ
いて、平成25年度末までに「コスト比較」、「受注業者の確保」及び「信頼性の確
保」の観点から検証を実施した。
用水路管理業務については、上記の検証結果及び平成25年12月の閣議決定を踏まえ、
民間委託の拡大又は定年退職者の活用（※）によりコスト縮減を図ることとし、「維
持管理業務等民間委託拡大計画」で定める用水路管理関係の業務に係る平成29年度末
の民間委託目標値を引き上げるなど、同計画を平成26年３月に改定した。これによ
り、平成29年度末の民間委託率を約43％とし目標値を達成した。
(※)電気・機械設備点検業務といった専門的技術力を要する業務や、積算・工事監督
等の補助業務についての専門知識や技能を有する定年退職者を最大限活用することと
している。

05 1 　項目06～10の通り

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

本法人の吉野川局について、その機能を維持しつつ、関西支社との組織統合の実現のため、
利水者及び関係府県との調整を行う。

－

総合技術センターの水理実験施設については、現在実施している建設事業が終了した段階
で、敷地の処分を行う。

処分に係る課題の整理と方向性の検討を進め、現在実施している建設事業が
終了した段階で、敷地を処分する。

用水路管理業務については、「維持管理業務等民間委託拡大計画」に基づき民間委託を拡大
する。また、その他の業務も含め、定年退職者の活用によりコストの縮減を図る。

引き続き、民間委託の取組を継続する。

国の財政支出や財政融資を用いて多額の契約を行い、公共事業を実施していることから、事
業の実施において、法人に対する信頼性が確保されるよう、法令遵守及び契約の適正性を確
保するための体制の強化を図る。

項目06～10の通り

所管 法人名 水資源機構国土交通省９１Ｎｏ
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

06 1

平成26年４月の「独立行政法人水資源機構の副理事長及び理事の職務に関する規程」
の改正により、法令遵守担当理事を設置し、併せて関係する規程等も改正した。
平成30年度は、外部専門機関である顧問弁護士を講師として、ゼミナール形式による
勉強会（法務ゼミ）を年８回開催するとともに、水資源機構においてコンプライアン
ス推進月間と定めている11月に、全職員を対象とした法令遵守研修を実施した。

07 1

監査に従事する職員の資質及び能力向上を図るため、会計検査院が開催する会議（平
成30年8月）及び監査法人主催セミナー(平成30年5月）に職員延べ5名を参加させた。
これまでも理事長、監事、内部監査担当職員による重層的な監査体制のもとで監査を
実施してきたところ、平成26年４月より、理事長と監事との意見交換を監事監査要綱
に位置づけたほか、内部監査の独立性を確保するため内部監査担当部局を理事長の直
轄組織とし、内部監査の実効性の確保と監査体制の強化を図った。平成30年度は監事
監査を延べ31回、内部監査を延べ17回、理事長と監事の意見交換を四半期ごとに実施
した。

08 1
経理契約事務に係る専門的な知識を習得する場として、経理事務担当者会議をはじめ
とする各種会議及び内部研修において、契約の適正性を確保するため、入札・契約手
続きに関する講義を実施している。

09 1

契約監視委員会において、一者応札・一者応募の契約について改善されるよう、四半
期ごとに個別に原因分析を行うとともに、競争性が確保されるよう見直し・点検を
行っている。
入札等監視委員会において、発注する工事等に係る入札・契約手続きについて、四半
期ごとに監視・審査を受け、一層の適正化に取り組むとともに、落札率が高い契約等
の検証・分析を行っている。

10 1
現行の「入札等監視委員会の設置に関する規程」において、同委員会は会議結果に基
づき、理事長に対して意見の具申又は勧告を行うことができることとされている。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

11 1
共同調達や間接業務の共同実施については、隣接する適切な他法人がないため現時点
では実施していない。

12 1

以下の措置のとおり、業務フローやコスト分析等を行い、自主的な業務改善を図って
いる。
維持管理業務については、維持管理業務等民間委託拡大計画（平成23年12月策定、平
成26年３月改定）に基づき、民間委託の拡大又は定年退職者の活用を行う業務内容の
検討とコスト・信頼性確保等の観点からの検証を実施し、平成29年度末の民間委託目
標値を定めて、民間委託の拡大と定年退職者の活用を進め、平成29年度末の民間委託
率を約43％とし目標値を達成した。
本社、支社局、事務所等の間接業務についてコスト分析等を行い、被服、コピー用紙
等事務用品の調達、保険などを本社で集約発注することにより、調達の効率化、コス
ト縮減を図っている。

講ずべき措置 今後の対応方針

法人の組織内における法令遵守体制を強化するため、法令遵守担当理事を設置するととも
に、全職員を対象とした外部専門機関による法令遵守研修を実施する。

法令遵守担当理事を設置して強化を図った法令遵守体制を的確に運用すると
ともに、毎年度、全職員を対象とした外部機関による法令遵守研修を着実に
実施する。

内部監査の実効性を確保する観点から、内部監査に従事する職員の資質及び能力の向上を図
るとともに、理事長、監事及び内部監査担当職員による重層的な監査体制を構築する。

引き続き、外部機関が行う講習会等に、職員を参加させるとともに、監事監
査、内部監査、理事長と監事の意見交換を適宜実施するなど、重層的な監査
体制を的確に運用する。

契約の適正性を確保するため、契約担当部署の職員を対象とした専門的研修を定期的に実施
する。

引き続き、経理事務担当者会議をはじめ各種会議及び内部研修において、経
理契約事務に係る専門的な研修を計画的に実施する。

法人が行う契約に係る監視体制の強化及び充実を図るため、入札監視委員会等において、一
者応札・応募の契約、落札率が高い契約及び独立行政法人と一定の関係を有するものとして
情報公開の対象となっている法人との契約について、全件を検証し、分析を行う。このほか
の契約についても、無作為抽出を実施し契約の点検を強化するなど、審議の充実を図る。

引き続き、契約監視委員会、入札等監視委員会における検証等を確実に実施
する。

入札監視委員会等の機能を向上させる観点から、審議の内容や結果を踏まえ、直接法人の理
事長に意見具申できるよう体制を構築する。

　「入札等監視委員会の設置に関する規程」に則り、会議結果に基づき、理
事長に対して意見の具申又は勧告を行うことができる同委員会の権限行使に
係る適切な体制確保を図っていく。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

隣接する適切な他法人がないため現時点では実施の可能性は低いが、引き続
き、共同調達や間接業務の共同実施等を通じた業務の最適化を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。(同法の施行に
より、平成27年４月１日に中期目標管理型の法人に移行）

02 1

運輸業を始めとした事業者団体等からのヒアリングの結果等を踏まえ、安全指導業務
への民間参入の促進に係る工程表を作成し、国土交通省ウェブサイト上に掲載した
（平成26年３月）。
当該工程表に基づき、民間事業者の参入に当たっての認定基準の概要を整理して同サ
イト上に掲載するとともに、各事業者団体への要請文書の発出、定期連絡会議・参入
説明会の実施、認定基準の見直し等を行った。また、運輸業の事業者団体等に対し
て、NASVAとの協働等による安全指導業務の実施を提案した（平成26年度～）。
令和元年5月28日現在、指導講習に関しては124事業者、適性診断に関しては105事業
者が参入を果たしている（いずれもNASVAを除く）。

03 －
本閣議決定の内容を踏まえ、引き続き自動車事故対策機構において自動車アセスメン
ト業務を適切に実施している。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

04 1

独立行政法人自動車事故対策機構に関する省令を踏まえ、介護料支給業務実施規程及
び実施要領において、当該対象者に受給資格者と認められる立証資料の提出を義務づ
けている。
また、不正受給防止のため、最低支給額を超える介護料を支給する場合には、都度、
その立証のため領収書を提出させている。
この他、、受給資格者等に対して、訪問支援の際に対面で説明・注意喚起文書の配布
を行ったり、機関誌における注意喚起文章の表現を工夫する等して、不正受給防止に
係る周知徹底を図っている。

05 1
介護料支給業務実施規程及び実施要領に基づき、不正利得の要件に該当した場合、介
護料受給資格の喪失又は一時差し止めの措置を都度採ることとしている（平成15年10
月～）。（例：介護料に相当する他法令の給付を受けた場合など。）

06 －

介護料は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律の対象外であるが、不正の
手段により介護料の交付を受けた場合には、介護料支給業務実施規程及び実施要領に
基づき、返還命令等がなされることをパンフレットに記載するとともに、周知の徹底
を図っている。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

07 1 療護センターの委託先である病院との間において共同調達を行っている。

08 1
業務改善を図るため、業務フロー分析等を行い、個別業務システムを導入するなどし
ている。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

安全指導業務については、運輸業の事業者団体等に重点をおいて、民間参入を促進するとと
もに、その取組についての工程表を平成25年度中に作成し、着実な実行を図る。

工程表の内容に基づき、引き続き、参入に係る環境整備、事業者団体等との
定期連絡会議・説明会の実施等による参入促進を図る。また、NASVAとの協
働実施等を引き続き提案することによって、事業者団体等による安全指導業
務への円滑な参入促進を図る。

自動車アセスメント業務については、引き続き本法人で実施する。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令
遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

引き続き、不正受給を防ぐため、受給資格者等に対して注意喚起や制度の周
知徹底を図っていく。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置の導入を図
る。

－

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）が適用又は準用さ
れる補助金･助成金等について、不正の手段により補助金等の交付を受け、又は他の用途への
使用をした者には、交付の取消や返還命令が行われ、また場合によっては刑事罰が課される
ことを補助金等申請のためのパンフレット等に記載し周知する。

－

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き実施する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。

所管 法人名 自動車事故対策機構国土交通省９２Ｎｏ
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。(同法の施行に
より、平成27年４月１日に中期目標管理型の法人に移行）

02 2

福岡空港の民間委託については、福岡県知事及び福岡市長の連名による「福岡空港の
民間委託について　意見（平成26年11月26日）」が国土交通省航空局長あて提出さ
れ、諸課題を踏まえた上で、民間委託の検討を進められることに異存はないとされた
ところ。
これらの状況を踏まえ、平成31年4月から福岡国際空港株式会社が空港運営事業の民
間委託を開始。本法人が行う環境対策事業については、滑走路増設事業の完了（令和
7年3月を予定）から4年後に承継することとなるため、引き続き民間委託スキーム等
について、旧大阪国際空港事業本部の新関西国際空港株式会社への経営統合における
経験を踏まえつつ、承継にあたっての課題や問題点の検討を進めているところ。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1
共同調達や間接業務の共同実施については、隣接する他法人がないため、現時点では
実施していない。

04 1
業務フローやコストの分析等を行い、これまでに技術系職員の職務分担の見直しや職
員配置の適正化を実施するなど、自主的な業務改善を図った。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

本法人が行う福岡空港の周辺環境対策は、民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関
する法律（平成25年法律第67号）に基づき、福岡空港の民間委託を行うこととなる際に、新
たな空港運営主体に業務移管する方向で検討が進められている。
　福岡空港について民間委託の手続を進める際には、周辺地域の理解を得る観点からも、丁
寧な手続を踏む必要があることから、業務移管に当たっては、必要な経過措置等も含めた業
務の適正かつ円滑な実施を確保する。
　本法人の業務が全て終了した段階で、本法人は廃止する。

福岡空港について民間委託の手続を進める際には、周辺地域の理解を得る観
点からも、丁寧な手続を踏む必要があることから、業務移管に当たっては、
必要な経過措置等も含めた業務の適正かつ円滑な実施を確保する。環境対策
に係る専門知識・経験等のノウハウを伝承するため、平成31年4月より空港
運営事業を開始した福岡国際空港株式会社は、本法人廃止までの間、常勤の
研修員を1名以上本法人に派遣することとしており、同年4月より1名に対し
て研修を実施している。
本法人の業務が全て終了した段階で、本法人は廃止する。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

隣接する他法人がないため現時点では実施の可能性は低いが、引き続き、共
同調達や間接業務の共同実施等を通じた業務の最適化を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。

所管 法人名 空港周辺整備機構国土交通省９３Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。(同法の施行に
より、平成27年４月１日に中期目標管理型の法人に移行）

02 1
平成26年度以降累計174団地において地域医療福祉拠点の形成に着手するとともに、
着手済み団地のうち70団地において形成した。

03 1
東京都心部の高額賃貸住宅（約13,000戸）のサブリース契約については、24団地
9,598戸の公募を実施し、21団地7,679戸で運営事業者を決定。

04 1

「ＵＲ賃貸住宅ストック再生・再編方針」に基づく具体的な実施計画を平成27年３月
に策定。
都市再生機構法を改正し、団地の統廃合等を加速するために現団地の近接地への建替
えを可能とした（平成27年７月16日施行）。
上記方針の終期に当たり、2019年度～2033年度までのＵＲ賃貸住宅ストックの多様な
活用の方向性を定める「ＵＲ賃貸住宅ストック活用・再生ビジョン」を平成30年12月
に策定・公表した。

05 1

関係会社が競争の結果受注した賃貸住宅の修繕工事については、平成26年度からの３
年間で平成25年度比10.9％のコスト削減を確認した。
当該関係会社については、コスト削減の達成のほか、配当による機構への利益還元に
より機構の経営に貢献し、緊急修繕や災害時対応の体制確保など他の民間事業者と比
べて質の高いサービスを提供していることから、引き続き競争入札に参加し、他の民
間事業者と同等に扱うとともに、機構のガバナンスの下、住宅管理業務の補完及び居
住者サービス向上等の役割を維持することとした。

06 1

平成26年１月から順次、募集家賃の機動的かつ柔軟な引下げ・引上げを実施してい
る。
平成27年度中に継続家賃の引き上げ幅の拡大等の家賃改定ルールの見直しを実施し
た。
すでに実施している国の政策に基づくＵＲの家賃減額措置については、国による政策
上の要請の度合い及び制度創設以降の経済状況等の変動による都市再生機構の負担へ
の影響を踏まえ、今後措置を継続するに当たってＵＲの負担が過大となっている措置
について公費負担の水準の見直しを平成26年度に行った。結果として、第八期住宅建
設五箇年計画（平成13年３月13日閣議決定）に基づき供給された高齢者向け優良賃貸
住宅の家賃減額措置に対して、当該五箇年計画に基づく制度設計時の国とＵＲの負担
割合を回復するための家賃対策補助を平成27年度より実施している。

07 1

民間との連携手法を多様化するため、再開発床の一時保有・賃貸及び先行取得地の譲
渡原則緩和による土地の保有・賃貸が可能となるよう業務方法書を改正（平成26年３
月）するとともに、都市再生機構法を改正し、民間事業者と共同で開発型ＳＰＣへ投
資することを可能とした（平成27年７月16日施行）。
また、都心部の大規模開発や地方都市における開発など、資金やリスクの負担が大き
い事業の検討にあたっては、開発型ＳＰＣの活用も視野に入れて関係者間のコーディ
ネートを実施している。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第112号）の趣
旨も踏まえ、急速な高齢化が見込まれる地域に存する団地について、本法人の経営を悪化さ
せないよう留意の上、福祉医療施設の誘致等を推進する。

「ＵＲ賃貸住宅ストック活用・再生ビジョン」に沿って、令和15年度までに
250団地程度でＵＲ団地の地域の医療福祉拠点化を行う。

東京都心部の高額賃貸住宅（約13,000戸）については、平成26年度から順次、サブリース契
約により民間事業者に運営を委ね、将来的に、賃貸住宅事業の経営の過度な負担とならない
限り、売却する。

居住者の居住の安定に配慮した上で、定期借家契約の活用等により収益性が低い団地の統廃
合等を加速する観点から、「UR 賃貸住宅ストック再生・再編方針」に基づく具体的な実施計
画を平成26年度中に策定する。

関係会社が行う賃貸住宅の修繕業務について、平成26年度からの３年間で平成25年度比10％
のコスト削減を図る。また、その達成状況を見極めた上で、本法人との資本関係や業務の範
囲等の当該関係会社のあり方について平成29年度中に結論を得る。

当該関係会社について、引き続き、機構のガバナンスの下、住宅管理業務の
補完及び居住者サービス向上等の役割を維持する。

令和元年度中に1,000戸程度の公募を実施予定。引き続き関係者との協議が
調ったものから公募を実施する。

「ＵＲ賃貸住宅ストック活用・再生ビジョン」に沿って、居住者の居住の安
定を確保しつつ、地域及び団地ごとの特性に応じたＵＲ賃貸住宅の多様な活
用を図る。

平成26年から、稼働率など需給の状況に応じた募集家賃の引下げや引上げを機動的かつ柔軟
に行うとともに、平成27年度中に継続家賃の引上げ幅の拡大等の家賃改定ルールの見直しを
行い、適切な家賃収入を確保する。また、低所得の高齢者等に対する政策的な家賃減額措置
について、公費で実施することを検討し、平成26年度中に結論を得る。

募集家賃の機動的かつ柔軟な引下げ・引上げについては、今後も賃貸住宅の
需要動向等を勘案し適切に実施する。

都市再生事業について、開発型SPC（特別目的会社）の活用など民間との連携手法を多様化す
ることにより、民間支援を強化するとともにリスクに見合った適正な収益の確保を図る。

資金やリスクの負担が大きい事業の検討にあたっては、開発型ＳＰＣの活用
も視野に入れて関係者間のコーディネートを実施し、リスクに見合った適正
な収益の確保を図る。

所管 法人名 都市再生機構国土交通省９４Ｎｏ 所管 法人名 都市再生機構国土交通省９４Ｎｏ 所管 法人名 都市再生機構国土交通省９４Ｎｏ
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08 1

ニュータウン事業に係る工事については、平成30年度に、全事業地区で工事が完了し
た。
土地の供給・処分（第三期中期目標期間中に約1,800㏊）については、平成30年度末
までに約1,750㏊は譲渡契約等を締結、それ以外の約59㏊についても、地方公共団体
からのまちづくりに資すること等を目的とした要望・要請等があり、供給・処分上の
制約があるが、これらを踏まえ地方公共団体と協議を進め、供給・処分に向けた道筋
は立っている状況である。

09 1

職員の効果的かつ効率的な配置に努めつつ、退職者数に対して補充する採用者を抑制
するなどにより、平成25年度末常勤職員数を3,194人とし、「独立行政法人整理合理
化計画」（平成19年12月24日閣議決定）における平成20年度末の4,000人体制から２
割削減するとの目標は達成。平成31年４月１日時点においては3,202人。
福島県の原子力災害被災地域での支援が本格化していることなどを踏まえ、平成31年
４月から、宮城震災復興支援本部、福島震災復興支援本部、岩手震災復興支援本部の
３本部体制に組織を改編・強化（現地復興支援体制247名）。

10 1

下記取組により、関係会社13社を削減した結果、平成30年度末までにその数を13社と
し、半減を達成した。
居住者サービス会社については、機構の特定関連会社との資本関係を平成26年度に解
消し、５社削減した。
都市再生事業等の支援業務を行う業務支援会社については、平成27年度に経営統合を
行い、３社削減した。
再開発施設やニュータウン地区等の生活利便施設の管理・運営等を行う地区サービス
会社については、株式譲渡等により、平成27年度に１社、平成28年度に１社、平成29
年度に１社、平成30年度に２社を削減した。

11 1
平成26年度末に都市再生機構技術研究所を廃止した。ＵＲ賃貸住宅の長寿命化などの
調査研究課題は、平成27年４月より、公的賃貸住宅ストックに関する課題として建築
研究所が実施。

12 1

平成26年３月に経営改善計画を作成、公表。
民間の経営感覚を持った実施体制を構築するため、以下の取組を実施中。
13名の役員のうち２名を民間出身者から選任。
管理職を含む職員についても民間企業から出向者を受け入れるとともに、民間経験者
の中途採用を実施。

13 1 項目14～18の通り

ニュータウン事業について、平成25年度までに完了しなかった工事を早期に完了させるとと
もに、地価動向等の市場環境の変化にも留意しつつ、平成30年度までの土地の供給・処分完
了に向けた取組を促進する。

－

人員規模については、「独立行政法人整理合理化計画」（平成19年12月24日閣議決定）に基
づき、平成25年度末において平成20年度末に比べて２割削減するとの目標は達成する見込み
であり、東日本大震災に係る体制強化の必要性もあることから、当面、現在の水準は維持す
ることとする。

関係会社について、役割や組織の在り方、本法人との契約の在り方について整理した上で、
平成30年度までにその数を半減する。

都市再生機構技術研究所を将来的に建築研究所に移管することを検討し、平成26年中に結論
を得る。

－

都市開発の海外展開支援、団地再生等の各事業における政策上の重要性の増
大を勘案し、業務上、経営上の目標の達成のために必要な人員を適正な規模
で配置しつつ、ニュータウン事業の収束、東日本大震災の復興支援の進捗状
況及び各事業における必要性等を踏まえ、規模の縮減に努める。

－

上記の改革を進めるにあたり、５年、10 年、20 年を区切った経営改善計画を作成するとと
もに、民間出身の役職員の活用拡大を含め、民間のノウハウを採り入れた実施体制の構築を
図る。

本法人は、国の財政支出や財政融資を用いて多額の契約を行い、公共事業を実施しているこ
とから、事業の実施において、法人に対する信頼性が確保されるよう、法令遵守及び契約の
適正性を確保するための体制の強化を図る。

項目14～18の通り

経営改善計画に基づく具体的な取組を行い、経営改善に努める。
民間出身者の役員の選任や民間企業からの出向者の受入れ等の取組を継続す
る。



145

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

14 1
機構設立時（平成16年７月）より法令遵守担当理事を設置。
本社及び本部等の役職員を対象とした外部専門機関による法令遵守研修を実施。

15 1

内部監査を担当する監査室の職員の資質及び能力の更なる向上のため、外部研修に参
加。
理事長、監事、監査室において、監査計画、重点監査項目や監査結果等共有を図るこ
とで連携を実施。

16 1
契約担当者を対象とした専門的研修を実施。（担当者研修（個別事案）、新任契約担
当者研修（基本的事項）、談合防止研修等）

17 1

入札監視委員会等において、一者応札・応募の契約、落札率が高い契約及び独立行政
法人と一定の関係を有するものとして情報公開の対象となっている法人との契約につ
いて、全件を検証し、分析を行った。
入札監視委員会に関する内規を改正（平成26年２月）し、以降開催される入札監視委
員会において無作為抽出による契約の点検を実施。これにより契約の点検の強化、審
議の充実化を図った。

18 1
入札監視委員会に関する内規を改正（平成26年２月）し、直接法人の理事長に意見具
申できる旨を定めた。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

19 1
近隣の法人との協議及び内部検討を行ったが、コスト削減や効率化が見込めなかった
ため、現時点では実施していない。

20 1
業務フローやコスト分析等を行い、これまでに首都圏の地域支社の集約化、首都圏域
における給与支給業務・契約等業務の一部の集約化、また、経理関連業務の一部につ
いて、段階的にアウトソーシングを導入するなど、自主的な業務改善を図った。

講ずべき措置 今後の対応方針

法人の組織内における法令遵守体制を強化するため、法令遵守担当理事を設置するととも
に、全職員を対象とした外部専門機関による法令遵守研修を実施する。

必要に応じて本取組の充実・実効性の強化を図りながら、本取組を引き続き
実施。

内部監査の実効性を確保する観点から、内部監査に従事する職員の資質及び能力の向上を図
るとともに、理事長、監事及び内部監査担当職員による重層的な監査体制を構築する。

必要に応じて本取組の充実・実効性の強化を図りながら、本取組を引き続き
実施。

契約の適正性を確保するため、契約担当部署の職員を対象とした専門的研修を定期的に実施
する。

必要に応じて本取組の充実・実効性の強化を図りながら、本取組を引き続き
実施。

法人が行う契約に係る監視体制の強化及び充実を図るため、入札監視委員会等において、一
者応札・応募の契約、落札率が高い契約及び独立行政法人と一定の関係を有するものとして
情報公開の対象となっている法人との契約について、全件を検証し、分析を行う。その他の
契約についても、無作為抽出を実施し契約の点検を強化するなど、審議の充実を図る。

必要に応じて本取組の充実・実効性の強化を図りながら、本取組を引き続き
実施。

入札監視委員会等の機能を向上させる観点から、審議の内容や結果を踏まえ、直接法人の理
事長に意見具申できるよう体制を構築する。

本取組を引き続き実施。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

他法人の取組状況を踏まえつつ、共同調達や間接業務の共同実施等を通じた
業務の最適化を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1 平成27年４月に、中期目標管理型法人に移行。

02 1
財務状況の着実な改善を図るための「経営改善計画」を策定し、平成26年3月の役員
会にて決定。同計画の内容は、平成26年度からの第三期中期計画に反映済み。

03 1

内部統制活動を効果的に行うため、以下の取組みを実施。
奄美基金職員全体を集めた会議（＝全体会議）を実施し、奄美基金の業務実施に関す
る目標・重点戦略を共有。
全体会議の中で、職員個人の目標の明確化、定例会・役員会における業務等の進捗状
況・諸リスクの把握等を実施。
金融庁検査の導入等を盛り込んだ独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通
省関係法律の整備に関する法律が第189回通常国会において平成27年６月19日に成
立。金融庁検査の導入については平成27年10月１日施行済み。

04 2

平成27年７月１日より日本政策金融公庫のOJT研修（１年間）を受研済み。また、平
成27年度から同公庫の短期の集合研修（審査・債権管理関係）に参加している。更
に、OJT及び集合研修を終了した職員が報告会を実施することにより、審査や債権管
理に関する知識を共有し、審査体制の見直しやコンサルティング機能の強化に繋げて
いる。加えて、平成29年度においては、同公庫の農業経営アドバイザー研修を１名が
受講・合格し、奄美初の農業経営アドバイザーが誕生した。平成30年度においても１
名が受講し、令和元年度の合格を目指している。
平成28年２月に日本政策金融公庫と業務連携について合意し、同公庫鹿児島支店と意
見交換を行うとともに、今後の連携内容等について検討を進めており、合同の勉強会
を平成28年度は２回、29年度は１回、30年度は１回実施した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

05 1

改正通則法第28条第２項に則した業務方法書を平成27年４月１日に改正済み。
リスク管理委員会の設置等を盛り込んだリスク管理規程を平成27年４月１日に策定済
み（同委員会の外部委員２名に対する委嘱手続等も終了）。
平成27年度はリスク管理委員会を３回実施済み。

06 1
平成26年４月１日から日常的に業務執行やリスク管理を監視する内部監査担当（１
名）を設置済み。また、平成26年10月１日から監事のうち１名をリスク管理担当と
し、同監事付として職員１名を配員済み。

07 1
審査、回収等の金融業務機能の強化を図るため、平成27年度に実施する外部専門家等
による職員研修を盛り込んだ実施方針を平成27年３月に策定済み。平成28年度の実施
方針は平成28年５月に策定済み。

08 1

事業別の収支情報等の開示は、奄美基金のディスクロ誌において平成25年度実績より
掲載済み。
役職員の守秘義務規定等を盛り込んだ独立行政法人に係る改革を推進するための国土
交通省関係法律の整備に関する法律が第189回通常国会において平成27年６月19日に
成立。役職員の守秘義務規定の導入については平成27年７月16日施行済み。

09 1
金融庁検査の導入等を盛り込んだ独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通
省関係法律の整備に関する法律が第189回通常国会において平成27年６月19日に成
立。金融庁検査の導入については平成27年10月１日施行済み。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 －

本法人の財務状況を着実に改善するため、リスク管理債権比率及び繰越欠損金の削減の具体
的な計画を策定するとともに、平成26年度から始まる次期中期計画に反映する。

－

財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業務に係る内部ガバナンスの高度化を
図るとともに、金融庁検査を導入する。

－

本法人の金融業務における審査体制やコンサルティング機能の強化を図るため、日本政策金
融公庫との統合の可能性も視野に入れつつ、人事交流、業務連携等を実施するなど、同公庫
等との連携を図る。

引き続き、日本政策金融公庫の短期の研修への参加等を通じ、人事交流に努
める。
業務連携については、同公庫のほか対象となる金融機関、会議等の頻度、内
容について一層の検討を進める。

講ずべき措置 今後の対応方針

金融業務のリスクを的確に管理するための内部規程等を整備するとともに、外部有識者等に
より構成される統合的なリスク管理のための委員会等を設置し、法人の財務状況やリスク管
理状況を専門的に点検する。

－

業務の適正性を日常的に確保するため、業務執行やリスク管理を監視する内部組織（監査部
等）を設置する。また、監事のうち１名は原則として常勤とする。

－

審査、回収等の金融業務機能の強化を図る観点から、外部専門家等による職員研修を拡充す
ることとし、その実施方針を策定する。

－

金融業務の透明性を確保する観点から、事業別の収支情報等を情報開示する一方、法人の行
う金融業務の高い公共性に鑑み、役職員の守秘義務規定を設ける。

－

金融庁検査の実効性が確保できる業務については、主務省と金融庁の連携及び検査体制の整
備を図った上で金融庁検査を導入する（損失の危険の管理に限る。）。

－

所管 法人名 奄美群島振興開発基金９５Ｎｏ 国土交通省、財務省
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３．その他

措置状況 措置内容・理由等

10 1
共同調達や間接業務の共同実施については、当法人の本部所在地ならびに業務対象地
域が限定的であること等から、現時点では実施していない。

11 1
業務フローやコストの分析を行い、これまでに融資及び保証に係る審査及び債権管理
等主要業務における業務フロー及び業務記述書の作成による手順の標準化や、人員配
置の見直しによる総務部門のスリム化を行うなど、自主的な業務改善に努めている。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

他法人の取組状況を踏まえつつ、共同調達や間接業務の共同実施等を通じた
業務の最適化を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。(同法の施行に
より、平成27年４月１日に中期目標管理型の法人に移行）

02 1 平成27年３月31日に主たる事務所を神奈川県（横浜市）へ移転した。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

03 1
共同調達や間接業務の共同実施については、隣接する他法人がないため、現時点では
実施していない。

04 1
業務フローやコストの分析等を行い、これまでに経理業務の一元化による関西業務部
の一課廃止や業務の繁閑に応じて派遣制度を活用する等、組織運営の効率化を図る観
点から継続的に業務体制の見直しを実施しており、自主的な業務改善に努めている。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 -

日本高速道路保有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）第５条において、「機構は、主
たる事務所を神奈川県に置く」と規定されていることから、経過的に東京都に置かれている
主たる事務所を平成27年３月末までに神奈川県に移転する。

-

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

隣接する他法人がないため現時点では実施の可能性は低いが、引き続き、共
同調達や間接業務の共同実施等を通じた業務の最適化を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。

所管 法人名 日本高速道路保有・債務返済機構国土交通省９６Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。(同法の施行に
より、平成27年４月１日に中期目標管理型の法人に移行）

02 1

平成26年４月に、中立的立場の外部有識者により構成される第三者委員会として「事
業運営審議委員会」を機構内に設置した。
「事業運営審議委員会」においては、業務の執行状況、財務の状況、制度改正事項、
内部統制の状況等の事業運営に関する事項を審議しており、平成26年度以降、原則と
して年に２回開催している。また、その際の資料及び審議概要について、機構ホーム
ページで随時公表している。

03 1

平成25年度よりＭＢＳの発行額の平準化を図るため、ＭＢＳの発行所要額の満額を発
行することを原則としつつも、市場環境等を踏まえた上で必要に応じてＭＢＳの発行
額の調整（担保となる住宅ローン債権の一部を繰り延べる）を行う起債運営を行って
いるところ。
平成26年度においては、季節的な要因等により、投資家需要に比べＭＢＳの発行額が
増加した平成26年４月、平成27年１月及び平成27年３月に発行額の調整を実施した。
平成27年度においては「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」により喚起され
たフラット３５の旺盛な資金需要等に対応するため、適宜発行額の調整を実施した
（計10回）。平成28年度においては、マイナス金利政策による低金利環境を背景とし
たフラット３５への借換需要の増加及びそれに伴う資金需要の増加を受け、平成28年
４月、５月、８月及び９月に発行額の調整を実施した。平成29年度においても、季節
的な要因を踏まえ、平成29年４月に発行額の調整を実施した。なお、平成30年度及び
令和元年度においては、ＭＢＳに対する投資家需要がフラット３５の買取額に基づく
ＭＢＳの発行額を大幅に上回る状況が継続していることから、発行額の調整を実施し
ていない。
民間金融機関等の市場関係者との継続的な対話を通じて、保証型に関する商品性の見
直しを検討。その上で、顧客属性に応じた保険料率を設定することで競争力のある低
利の長期・固定金利住宅ローン商品を提供したいとする金融機関のニーズに対応する
とともに、貸付を伸長させたいとする投資家のニーズに対応したスキームを新たに実
現。当該スキームでの下で事務処理体制を構築し、金融機関６社（日本住宅ローン、
アルヒ、広島銀行、財形住宅金融、クレディセゾン、住信ＳＢＩネット銀行）が取扱
い中である。（令和元年７月１日現在）

04 1
南九州支店については、平成28年１月に九州支店と統合した。
北関東支店についても、平成28年５月に首都圏支店及び本店部署の一部と統合し、本
店部署として効率的・効果的な組織体制とした。

講ずべき措置 今後の対応方針

中期目標管理型の法人とする。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 -

証券化支援業務について、機構のＭＢＳに対する市場の信認を維持するためには、経営の健
全性を維持することが重要であることから、中立的立場の外部有識者により構成される第三
者委員会を機構に設置し、過度な規模拡大の防止や民業補完の視点を踏まえた上で、機構の
事業運営の妥当性を審議するとともに、その概要を開示する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 -

民間金融機関の住宅ローンが変動金利型中心である現状に鑑み、当面は、機構のＭＢＳの発
行額の平準化を図り、ベンチマーク性を高めることで民間によるＭＢＳの発行の活性化及び
流動性の向上を促し、我が国の証券化市場を育成する。また、ＭＢＳ発行を図る民間金融機
関等との対話を継続的に行い、ニーズを迅速に把握する。

市場環境等を踏まえた上で、必要に応じてＭＢＳの発行額の調整（担保とな
る住宅ローン債権の一部を繰り延べる）を行う措置を今後も講じていく。

ＭＢＳ発行を図る金融機関のニーズを把握するため、民間金融機関等との対
話を引き続き継続的に行う。

平成28年度末までに北関東支店、南九州支店を他支店と統合する。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 -

所管 法人名 住宅金融支援機構国土交通省・財務省９７Ｎｏ
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２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

05 1
共同調達や間接業務の共同実施については、隣接する他法人がないため、現時点では
実施していない。

06 1
業務フローやコストの分析等を行い、これまでに債権回収業務、システム運用業務等
の外部委託及び審査業務、会計事務等の業務の集中化を進め、自主的な業務改善を実
施している。

今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共
同調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振
り分け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

隣接する他法人がないため現時点では実施の可能性は低いが、引き続き、共
同調達や間接業務の共同実施等を通じた業務の最適化を検討する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フ
ローやコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図
る。

引き続き、業務改善に努める。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

02 2
備品及び消耗品の一般競争入札による調達を徹底するほか、共同調達や間接業務の共
同実施についての可能性を検討する等、全体の業務の効率化・最適化を図っている。

03 2

コスト分析等を行った結果、管理業務においては、従前より、清掃、警備、所用車運
行、緑地管理等の業務を民間委託により実施しており、効率的な業務運営を図ってい
るところであるが、本手引きを受け、委託業務の拡充等について引き続き検討を行
う。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共同
調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振り分
け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

他法人の実施状況も参考にしながら、今後も引き続き、業務の効率化・最適
化に取り組んでいく。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フロー
やコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図る。

本手引きを受け、委託業務の拡充等について引き続き検討を行う。

講ずべき措置 今後の対応方針

研究開発型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

所管 法人名 国立環境研究所環境省９８Ｎｏ

該当なし
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（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

債権縮小等の動向を踏まえ、27年度末をもって事業管理部財務資金課を廃止し、前倒
しで債権管理課へ統合した。
また、28年度には、29年度中に債権管理回収業務を所掌する事業管理部を経理部に統
合するという結論を得て、29年11月に両部を統合し、名称を新たに「財務部」とし
た。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

03 1

・不正受給、不正使用を防ぐための交付後の監査を実施するとともに、事業の進捗中
における報告、指導、調査又は検査を実施している。
・なお、石綿健康被害救済法による救済給付については、不正利得の徴収に関する条
項に基づき対応している。

04 1

・そもそも資格停止等の制裁措置に馴染まない地方公共団体への法に基づく助成金を
除き、資格停止等の制裁措置については、内部規程等において導入している。
・不正受給、不正使用を行った場合の制裁措置として、加算金及び延滞金の納付等の
措置を講じている。
・なお、石綿健康被害救済法による救済給付については、不正利得の徴収に関する条
項に基づき対応している。

05 1
助成先に配付する募集案内等において、助成金の返還や加算金等に関して規定してい
る交付要綱を示し、周知を行っている。

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

06 1 主務省及び関係法人等と情報交換を行っているところ。

07 1

公共サービス改革基本方針（平成25年６月閣議決定）に基づきつつ、コストの分析を
行うなどして、平成25年度に民間競争入札を行い、公害健康被害補償業務における汚
染負荷量賦課金徴収関連業務について日本商工会議所と委託契約を締結、申告書等の
点検及び未申告督励業務を行うことなどにより、機構業務の効率化を図った。

講ずべき措置 今後の対応方針

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共同
調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振り分
け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

引き続き主務省及び関係法人等と情報交換をするなど、共同調達や共同実施
について検討を行う予定。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フロー
やコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図る。

今後該当する事業があれば適宜検討する。

不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、受給団体の法令順
守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。

引き続き監査等を実施していく。

不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなど制裁措置の導入を図る。 実施済み。

補助金等に係る予算の適正化等に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「補助金等適正化
法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等について、不正の手段により補助金等
の交付を受け、又は他の用途への使用をした者には、交付の取消や返還命令が行われ、また場
合によっては刑事罰が課されることを補助金等申請のためのパンフレット等に記載し周知す
る。

実施済み。

旧環境事業団から承継した債権管理回収業務については、債権の回収状況を踏まえつつ、次期
中期目標期間中に、業務の実施体制の見直しを行い組織の縮減を検討し、その結論を得る。

講ずべき措置 今後の対応方針

実施済み。

中期目標管理型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

所管 法人名 環境再生保全機構環境省９９Ｎｏ



153

（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人原子力安全基盤機構の解散に関する法律（平成25年法律第82号）の規定
に基づき、平成26年３月1日付で廃止。

講ずべき措置 今後の対応方針

独立行政法人原子力安全基盤機構の解散に関する法律（平成25年法律第82号）の規定に基づ
き、廃止する。

－

所管 法人名 原子力安全基盤機構原子力規制委員会１００Ｎｏ



154

（様式）

１．「各法人等において講ずべき措置」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

01 1
独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
が第186回通常国会において、平成26年６月６日成立、６月13日公布。

02 1

○本部組織における部課の統合
　　平成27年７月、３部から２部へ再編
　　・「企画調整部」と「管理部」を統合し、「総務部」を新設
　　・「業務部」を「労務部」へ名称変更
○支部組織における組織のフラット化
　　平成27年７月、３課から２課へ再編（横田、横須賀及び座間）
　　・「給与課」と「厚生課」を統合し、「給与厚生課」を新設
　　平成27年７月、４課から３課へ再編（沖縄）
　　・「総務課」を廃止し、「管理課」へ統合
○期間業務職員の更なる活用
　　平成27年4月、４人を常勤職員から期間業務職員とした。
　  平成28年4月、１人を常勤職員から期間業務職員とした。

03 1 平成26年10月から、常勤理事２名のうち１名を非常勤理事とした。

２．「法人の事務・事業の特性に応じた、ガバナンスの高度化等の制度・運用の見直し」の記載事項

措置状況 措置内容・理由等

３．その他

措置状況 措置内容・理由等

04 3

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」(平成25年12月24日閣議決定)に基づ
き、消耗品等の共同調達について東京都区内に所在する他法人との間で調整・検討し
てきたところであるが、調達品目や仕様の統一が困難なこと、事務手続きが煩雑にな
ることなどの理由により、実施に至っていない。

05 1

「公共サービス改革法の事業選定に関するヒアリングの実施等について」（平成25年
12月20日付内閣府公共サービス改革推進室事務連絡）に基づき、平成２８年２月から
１２月にかけて業務フロー・コスト分析を実施し、平成２９年３月に自主的な業務改
善策を官民競争入札等監理委員会に報告した。

各法人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務実施の連携を強化し、共同
調達や間接業務の共同実施を進める。これにより、間接部門の余剰人材の事業部門への振り分
け等を可能にし、全体としての業務の最適化を図る。

他法人の状況等を踏まえ、引き続き調整・検討を実施する。

各法人は、自らの事務・事業の見直しを行うために、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」（平成25年８月１日官民競争入札等監理委員会改訂）に示された手法等により業務フロー
やコストの分析を行い、その結果に基づき、民間委託等を含めた自主的な業務改善を図る。

業務改善については、平成29年度において、既存システムの有効活用など可
能なものから実施したところであり、今後も引き続き業務改善に向け努力す
る。

講ずべき措置 今後の対応方針

講ずべき措置 今後の対応方針

支部組織における組織のフラット化、本部組織における部課の統合、国家公務員身分を有する
期間業務職員の更なる活用による人件費の削減等の取組を、平成27年度から開始し段階的に拡
大していくことにより、業務の一層の効率化を図る。

組織改編については、平成２７年度中に対応を行ったところであり、今後も
引き続き業務の一層の効率化に努める。

平成27年度中に、常勤理事２名のうち１名を非常勤化する。 措置済み

単年度管理型の法人とする。 －

講ずべき措置 今後の対応方針

所管 法人名 駐留軍等労働者労務管理機構防衛省１０１Ｎｏ

該当なし
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